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序 章 研究の目的と方法 
 
第１節 研究の目的 
  
従来の社会科授業は、認知主義１）に基づく学習観によって構成されてきた。自律した個人を前提と
し、個人の内面に知識や技能を習得することを目的としてきたのである。しかし、このような認知主
義に基づく学習観に対して状況論の立場から批判がなされている。概略すれば、人間の行為は、個人
の内面に形成されている知識や技能だけでなく、個人が置かれている状況との関係によってなされる
という批判である。 
 このような批判に鑑みると、状況論に基づいた学習観の可能性が見えてくる。すなわち、他者や学
習資源などのリソースとの関係性に目を向けて社会科授業を構成するという可能性である 2）。よって、
状況論の１つである正統的周辺参加に依拠し、新たな社会科授業の開発を行うこととしたい。正統的
周辺参加は、あらゆる学習を共同体への参加としてみなす。このような立場からすれば、どの共同体
に参加しているのかが重要となる。さらには、その共同体へ正統的に参加する必要がある。一方、参
加の仕方にも周辺的な参加から十全的な参加への移行、あるいは周辺的な参加の仕方がある。社会科
授業も何かしらの共同体への参加としての学習であるとみなすことができる。本研究では、参加すべ
き共同体は市民社会であるとしたい。市民社会へと参加するように社会科授業を構成することで、市
民の育成を目指すのである。 
一方、学習を共同体への参加とみなす正統的周辺参加３）によれば、参加すべき共同体が問題となる。
望ましい共同体であれば、参加を持続させる。そうすることで、学習者は共同体への十全的な参加へ
と移行する。しかし、そうでないならば参加を取りやめる、あるいは参加の仕方を変えていくことが
重要な問題となる。その原理がアンラーニング（unlearning）４）である。学習とは、正統的周辺参加
によれば、共同体への参加であった。よって、その観点からすれば、新たな学びの型などを組み替え
るには参加している共同体への取りやめ、あるいは変更していくこととなる。すなわち、アンラーニ
ングとは共同体への参加をとりやめることである。よって、アンラーニングは、特定の共同体だけに
参加することにとどまらず、新たな複数の共同体へ参加することができることを可能としていくので
ある。 
正統的周辺参加からすれば、参加すべき共同体が問題となる。すなわち、学校共同体と市民社会が
考えられる。しかし、学校共同体の参加は否定せざるを得ない。学校共同体において意味や価値を有
する学習は、必ずしも他の共同体において意味や価値を有するとはとはいえない。なぜなら、正統的
周辺参加は知識や技能の転移・応用を否定するからである。よって、学校共同体への参加としての社
会科授業は市民社会への参加としての社会科授業へと転換すべきであろう。 
 これらを鑑み、学校共同体への参加としての社会科授業を批判し、市民社会への参加としての社会
科授業へと転換し、授業開発及び実践がなされてきた。それらの授業は、多くの場合において社会的
論争の解決を意図して議論し、意見を作成させるものであった。これらの社会科授業は、市民社会に
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おいて生じている内容を学習していく。そのため、市民社会において意味や価値を有する学習となっ
ていこう。さらに、正統的周辺参加からすれば、学習者は市民社会において新参者から古参者へと移
行していく軌跡を描くことと考えることができる。すなわち、十全的な参加へと移行していくのであ
る。このような社会科授業は、市民社会において十全的な参加を促すことで市民を育成することとな
るため、大きな意味や価値を認めることができる。 
 しかし、市民社会への周辺的な参加から十全的な参加への移行だけを学習として考えるべきであろ
うか。市民社会は、常に変化し続けている。新たな共同体へと変化しても十全的な市民のままでは、
特定の思考や行為に縛られる可能性がある。よって、程度の差はあるが、変化し続ける共同体におい
ては、学習者は周辺的な参加を回復していくことが望ましいと考えることもできよう。このように、
周辺的な参加への回復を目指すことをアンラーニングの指導とよぶこととする。アンラーニングの指
導では、習得した知識や技能を棄却することが考えられる。さらには、市民社会への参加としての社
会科授業であるとみなされたものであっても不十分な場合がある。よって、参加する共同体をより市
民社会へと転換していくアンラーニングの指導が考えられる。 
このように学習を共同体への参加と見なすと、参加のベクトルは、２つ考えることができる。第１
は、周辺参加から十全参加へと移行する学習である。周辺的な参加から十全的な参加へと移行する学
習は、市民として一人前になる学習である。それは社会的論争へ参加し、議論していくことで市民へ
と変容する軌道を描くことが考えられよう。第２は、十全的な参加から周辺的な参加へと移行する学
習である。それは前述した多様なアンラーニングの指導を社会科授業において実施することである。
それらの原理がアンラーニングによる周辺的な参加の回復となる。周辺的な参加の回復は、周辺的な
市民への逆戻りすることを意味しない。それは状況が異なることで従来の知識や思考が対応できない
ことを自覚することで、新たに自己を変容させようとする市民を意味する。それは逆戻りではなく新
たな自己の形成を意味するのである。本研究は、この第 2の学習に大きな意味を持たせたいのである。
さらに、この２つの参加ベクトルは、サイクルとして考えられる。社会参加があり、アンラーニング
としてのサイクルである。このサイクルは、初等社会科、中等社会科ともに共通する原理であり、ど
の段階においても指導されるべきものであると考えている。 
 以上のように、本研究は、正統的周辺参加に依拠することで学習を共同体への参加とみなす。する
と、社会科学力を社会参加へ転換していくこととなる。そのことは、新たな社会科授業と学習評価の
開発原理を導く。その原理が正統的周辺参加に基づく社会参加とアンラーニングなのである。 
このように、正統的周辺参加に依拠することは、従来の社会科授業とは全く違う理論的位置付けと
なろう。さらに、新たな社会科授業と学習評価の原理を導出していくことも可能であろう。一方で、
正統的周辺参加の原理に基づく具体的な授業モデル、学習評価モデルを示すことは、より実践的な研
究ともなろう。それらが、本研究の目的である。 
 
【註及び引用・参考文献】 
１）認知主義とは、個人の内面に知識や技能をみる立場である。それは内化（internalization）とも
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呼ばれている。この考え方からすれば、コンピューターの情報処理モデルが思い浮かぶであろう。
個人の内部と外部を切り離すのである。このモデルからすれば、外部から情報が入力され、内部に
記憶等となって保存される。さらにはそれが外部に出力されるのである。そのモデルを学習にも当
てはめるのである。すると、学習者はコンピューターと同様にみなされ、外部の情報である知識を
内部に保存する。さらには、その知識を外部に出力して行為すると考えるのである。このように、
学習を情報処理モデルとして記述しているものとして以下の文献がある。 
  市川伸一、植阪友理、2015、「社会に生きる学び方と支援」東京大学教育学部カリキュラム・イノ
ベーション研究会編『カリキュラム・イノベーション－新しい学びの創造へ向けて－』東京大学出
版会、pp.95－104。 
２）状況論では、行為は状況と切り離して意味や価値は決定できないと考える。例えば、「ぼくはウナ
ギだ」という文があったとしよう。しかし、これだけでは意味や価値は理解できない。そこで状況
が必要となる。釣りの状況であったならば、それは「ウナギを釣った」という意味を持とう。一方、
料亭という状況であるならば、それは「ウナギを食べたい」という意味であろう。このように、状
況と行為は一体的なのである。状況論については、以下の文献を参照とした。 
  上野直樹編、2001、『状況論的アプローチ１ 状況のインターフェース』金子書房。 
加藤浩、有元典文編、2001、『状況論的アプローチ２ 認知的道具のデザイン』金子書房。 
茂呂雄二編、2001、『状況論的アプローチ３ 実践のエスノグラフィ』金子書房。 
上野直樹、ソーヤーりえこ編、2006、『文化と状況的学習－実践、言語、人工物へのアクセスのデ
ザイン－』凡人社。 
３）正統的周辺参加については、以下の文献を参照した。 
レイヴ、J.、ウェンガー、Ｅ.、2005、『状況に埋め込まれた学習－正統的周辺参加－』（訳：佐伯
胖）産業図書。 
４）アンラーニングは、主に企業教育の分野で使われてきた概念である。しかし、近年は学習に活用
しようとする文献も認められる。しかし、本研究は単に従来使われてきたアンラーニングの概念に
とどまらず、正統的周辺参加との関係の中で理論的発展を目指していることが大きく異なる。アン
ラーニングについては以下の文献を参照した。 
猪口修道、1992、『アンラーニング革命－キリンビールの明日を読む－』ダイヤモンド社。 
苅宿俊文、佐伯胖、高木光太編、2012、『ワークショップと学び１ まなびを学ぶ』東京大学出版
会。 
苅宿俊文、佐伯胖、高木光太編 2012、『ワークショップと学び２ 場づくりとしてのまなび』東
京大学出版会。 
苅宿俊文、佐伯胖、高木光太編、2012、『ワークショップと学び３ まなびほぐしのデザイン』東
京大学出版会。 
山口多恵、酒井郁子、黒河内仙奈、「“アンラーニング”の概念分析」千葉看護学会編『千葉看護
学会会誌』第 23集第１号、pp.1－10。 
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第２節 研究の方法 
  
 本研究は、市民社会への参加としての社会科授業と学習評価の体系的な開発を行うことを目指して
いる。そこで、新たな社会科授業と学習評価の開発原理を明らかし、その開発原理に基づき、具体的
に授業モデル等を示すこととしたい。具体的には、次のような方法である。第１の授業及び学習評価
の開発原理には、正統的周辺参加依拠した社会参加とアンラーニングである。その概要は、第１節の
研究の目的でも述べている。ここで確認したいことは、社会参加という周辺的な参加から十全的な参
加への移行だけの学習に終始しないことである。十全的な参加は、共同体において認められた行為を
可能にする。しかし、一方でその参加に安穏し、思考や行為がパターン化していくという副作用が生
じるのである。したがって、アンラーニングの指導により、周辺的な参加へと移行させることも重要
な学習となるのである。 
 この開発原理を踏まえ、初等中・後期、及び中等前期・後期の授業を開発し、体系的に社会科教育
内容の編成を示していくこととしたい。それは、あるべき社会科教育の原理と授業開発にとどまる開
発研究が多いという研究課題もあるからである。次のような指摘もある。すなわち、「社会科教育の原
理と授業を開発するという方法によって、求める社会科教育論を開発するという目的を達成しようと
するものである。この場合は、主張したい社会科教育論を授業で具体的に説明しようとするに過ぎな
い」１）という指摘である。この言からも明らかなように、社会科教育内容編成と個別の授業開発は切
り離されている現状があろう。また、授業は開発されるが学習評価の開発がなされないことも多い。
例えば、体系的に開発された社会科教育論として原田智仁の「理論批判学習」２）の場合である。原田
は、「理論批判学習」の原理を示し、それに基づき授業モデルを開発していく。その授業モデルは、現
在の社会科授業開発に大きな影響を与えている。一方で、その原理に基づいた学習評価の開発には至
らない。もちろん学習評価は一般的なそれでよいという考え方もあろう。しかし、それは望ましくな
い。一般的な学習評価は、必ずしも理論批判学習を評価できるものとは限らないからである。やはり、
一貫した開発原理に基づき社会科授業と学習評価を開発するべきである。すると、社会科教育論、授
業編成論、授業構成論、学習評価論は一貫した原理で体系的に開発すべきことが明らかとなろう。 
一方で渡部竜也の論考にも傾聴したい３）。渡部によると、「いまや実証研究ができるようになること
は、米国では研究者になるための絶対条件となっている」４）と述べる。さらに、「教師の『今ここ』
の課題に直接には答えを出さない議論を展開させてきた。80年代以降米国の研究者はこの事態を反省
し、研究者の仕事はカリキュラム提案をすることから、教師がカリキュラムを作って実行していける
反省的実践家になるためのサポート役に徹していく方向に転換すべきだとした思想が支持され、その
中で実証研究が台頭することになった」５）とする。すなわち、開発研究によって現場の教師との乖離
が進み、「社会科教育研究栄えて、現場の社会科滅ぶ」という事態を引き起こしたのである。この言は、
大いに注目すべきことである。しかし、開発研究は古く、意味や価値を持たないのか。答えは否であ
る。それは従来の開発原理に基づく社会科授業開発を繰り返すからである。多種多様な社会科授業開
発は現在も盛んである。しかし、それは同じ原理に基づく。本研究でいえば、認知主義に基づく開発
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原理である。すると、結果について多少は異なるかもしれないが、想定できる。分析方法についても
方法は異なるが、原理は変わらない。そのため、得られる知見も想定可能なものである。よって、新
たな開発原理が求められるのである。すると、開発研究は大きな意義をもつことになる。そこに本研
究の意味はあると考えているのである。渡部の指摘のように、開発研究のみが先行していくことはも
はや許されないのである。 
以上から、本研究は次の４つについて体系的に論じ、構成したい。第１は、市民社会への参加とし
ての社会科授業と学習評価の開発原理についてである。具体的には、正統的周辺参加に基づく社会参
加を社会科学力とするべきことを主張し、学校共同体への参加としての社会科授業に対して批判を行
う。さらに、開発原理としての第１原理の正統的周辺参加、第２原理のアンラーニングをについて明
確にする。そうすることで、正統的周辺参加に依拠した社会科授業開発の必然性、及び意義について
明らかにしたい。 
第２は、第１の開発原理に基づいた社会科授業内容編成である。社会参加とアンラーニングをサイ
クルとした社会科授業内容編成、及び具体的な開発単元を明らかとしていきたい。もちろん、その範
囲は、初等中期から中等後期に及ぶ。そうすることで、社会科教育の体系的な開発研究としての意義
をもたせたい。 
第３は、社会参加とアンラーニングとしての社会科授業を開発する。すなわち、社会参加とアンラ
ーニングがサイクルなのである。さらに、それらの配列は学校共同体、地域社会共同体、国家社会共
同体、地球社会共同体への同心円的拡大の理論６）に基づくこととなる。それらを組み合わせると６つ
の社会科授業が開発できる。次である。①学校共同体への参加をアンラーニングする社会科授業、②
地域社会共同体への参加としての社会科授業、③地域社会共同体への参加をアンラーニングする社会
科授業、④国家社会共同体への参加としての社会科授業、⑤国家社会共同体への参加をアンラーニン
グする社会科授業、⑥地球社会共同体への参加としての社会科授業、である。 
第４は、社会参加とアンラーニングによる社会科学習評価の開発である。開発原理は、社会参加と
アンラーニングのサイクルである。よって、それぞれに対応した社会科学習評価の開発を行うことと
する。社会参加の開発原理に基づいた社会科学習評価は、パフォーマンス評価である。パフォーマン
ス評価により、学習者の参加程度を把握し、さらにそれらを強化していくことを可能とする。一方、
アンラーニングとしての学習評価は、第三者評価法に基づいた学習評価である。それは第三者との相
互行為を行うことで、市民社会への参加をアンラーニングしていく契機を得る評価として位置づける
ことができる。 
 
【註及び引用・参考文献】 
１）佐長健司、2003、『社会形成教育の開発的研究』兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科博士論
文、p.4 
２）原田智仁、2000、『世界史教育内容開発研究－理論批判学習－』風間書房。 
３）渡部竜也、2017、「米国社会化研究におけるカリキュラム開発研究の隆盛と衰退－なぜ近年の米国
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社会科研究者は開発研究に消極的なのか－」全国社会科教育学会編『社会科教育論叢』第 50集、pp.29
－38。 
４）同書、p.29。 
５）同書、p.38。 
６）同心円的拡大論については、次を参照した。 
  安藤輝次、1993、『同心円的拡大論の成立と批判的展開－アメリカ小学校社会科カリキュラム構成
原理の研究－』風間書房。 
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第１章 社会参加としての社会科教育の開発原理 
 
第１節 社会科学力としての社会参加 
 
１ 社会科学力としての社会参加の検討の視点 
 公民的資質は、社会科教育の究極的な目標を意味する表現である。その資質を育成するために、民
主主義の形成を目的として理論開発、授業実践が様々に行われてきた。その内容として、市民として
必要な知識や技能、さらにはよりよい社会を形成しようとする態度などを総合的に育成しようとして
きた。このようにして育成されたそれを公民的資質とよんでいる。 
 公民的資質のこれまでの論争をみると、様々である。しかし、「小さな社会科」と「大きな社会科」
の論争があったことは周知の事実であろう１）。「小さな社会科」とは、いわゆる社会科教育の射程は社
会認識の部分までという主張である。一方、「大きな社会科」とは、社会認識を踏まえ、市民的資質ま
で射程に捉えようとする主張である。 
 このように多様に議論されてきた公民的資質について捉えなおしていくことが本節の目的である。
では、どのように捉えなおすのか。２つある。第１は、公民的資質の所在についてである。公民的資
質は、個人の内面に形成されるという見方について異論はなかろう。よって、公民的資質をいかに個
人の内面に形成していくかが議論の焦点であった。前述した「小さな社会科」、「大きな社会科」の論
争も同様である。この論争を換言すれば、公民的資質の内実をどこまで個人の内面に形成するのかと
いうことになろう。第２は、公民的資質の所在を踏まえた社会科学力の考察である。結論を先取りす
れば、社会科学力を社会参加へと転換したい。もちろん社会参加を社会科学力であると主張する論考
は多数ある２）。しかし、その社会参加論の多くは市民社会と学校を切り離すといういわば二元論で論
じてきた。学校で一般化された知識や技能を習得させ、市民社会においてそれらが転移・応用してよ
りよい社会参加が行われるという具合である。すると、次のような疑問が生じるであろう。果たして
市民社会と学校を切り離して論じるべきか、さらには知識や技能の転移・応用は可能なのかという疑
問である。 
 以上の問題意識からすれば、社会参加の視点は重要となろう。したがって、本節では、次のことに
ついて言及していく。第１は、これまで社会科学力としての公民的資質がどのように論じられたかを
素描する。第２は、第１で明らかにした公民的資質を批判的に検討する。そうすることで、公民的資
質は個人の内面に形成されるという前提に立っていることを明らかする。その結果、公民的資質は個
人の内面を超え、社会や他者との関係のなかに溢れ出していることを明確にする。第３は、公民的資
質に代わり、状況主義に基づく社会科学力としての社会参加とすることで、市民社会との関係性を重
視する社会科教育へと転換できることについて明らかにしたい。 
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２ 社会科学力としての公民的資質の検討 
（１）社会科学力としての公民的資質の内実 
 社会科は、戦後の特徴である民主化の中、1947 年に誕生した。その際社会科は、「今度新しく設け
られた社会科の任務は、青少年に社会生活を理解させ、その進展に力を致す態度や能力を養成させる
ことである。」３）と述べている。このことから、社会科は、社会生活の理解という側面、さらにはそ
の進展に力を致す態度や能力という側面を総合したものと考えることができよう。 
 社会科の目的である「公民的資質」という用語は 1947年版の学習指導要領においては使用されてい
ない。しかし、その学習指導要領を補う形で 1948年に出された『学習指導要領補説』において「公民
的資質」の説明がなされている。すなわち、「社会科の主要目標を一言で言えば、できるだけりっぱな
公民的資質を発展させること」である。具体的には、「（１）自分たちの住んでいる世界に正しく適応
でき」、「（２）その世界の中で望ましい人間関係を実現していけるように」、「（３）自分たちの属する
共同社会を進歩向上させ、文化の発展に寄与することができるように」することである。 
 このように、社会科成立期の公民的資質を鑑みると、知識、態度、能力がバランスよく育成させて
いくことが望ましいとされていたのが理解できる。しかし、その後様々な論争が生じてくる。その内
容は主に育成すべき公民的資質の射程だといえる。公民的資質に関わり、『社会科教育学ハンドブック』
４）では次の２つの論争が紹介されている。 
 第１は、「経験主義か系統主義か」５）の論争である。社会科成立期の社会科は、児童生徒の経験を
重視する経験主義を原理とした。そのため、学習は問題解決の形をとることとなったが、日常経験の
なかを這い回るにすぎず、学力の低下を招くという批判にあった。一方、系統主義は、知識を系統的
に配列し、教授していく形をとる。そのため、多大な知識が教授されることとなり、知識偏重という
いわゆる現在も社会科批判にもつながる批判を受けることとなる。 
 第２は、「知識中心か態度中心か」６）の論争である。知識中心主義については前述した。ここでは、
態度を形成することが重要であることを主張するのである、中野重人は、「社会科の本質は態度形成に
ある。」と述べ、さらには「重要なことは、社会科は個の尊厳を基調にし、新しい社会の形成者を育て
る教科として、知的なものとともに態度的（価値的）なものを、極めて重視した教科として成立した」
７）という。このように、知識の探求は態度形成抜きには語れないということを主張するのである。 
 以上の論争では公民的資質の内実の射程が問題とされている。この論争は、現在も続いている。そ
の１つが社会科のアイデンティティを社会認識に限定する主張であり、いわゆる「小さな社会科」と
よばれる立場である。一方、社会認識のみの育成では不十分であると考え、態度などにも拡大して育
成しようとする主張が「大きな社会科」とよばれる主張である。そのため、「社会認識を重視する形で
構想されるべきか、それとも、市民的資質の育成に傾斜をかけつつ社会認識の育成をはかるべきか」
８）という問題が生じているのである。 
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（２）個人の内面に形成される公民的資質 
 前述した論争に対し、森分孝治は市民的資 
質の内実そのものが問われてこなかったこ
とを指摘している。市民的資質については、
「市民的行動できる力と捉えられる。社会
的問題について合理的に意思決定し、そし
て、あるいは、実際的には、自己の感情や
利害をまじえて意思決定して、発言し、投
票し、さらには、解決のための直接的な行
動をとってゆく能力である」９）という。こ
の市民的資質の具体的な構造は、知識や判
断力をピラミッド構造の頂点におくいわゆ
る「社会認識体制」と感情と意志力で構成
されているという（図１）10）。それらに支え
られることで市民的行動が可能になるとい
う。 
 森分の市民的資質の構造はさらに、社会 
科外の活動にも向けられる。すなわち、「学
校における学級会や児童会、生徒会、学校
行事などの特別活動は社会の一員としての
資質の育成もねらいとしており、地域での
子ども会やボーイ・スカウトなどでの奉仕
活動やボランティア活動、祭りなどの行事
への参加、また、公民館や少年の家などの
社会教育施設の利用などはより直接的な市
民的資質育成となっている。」11）という。 
 しかし、実際は「市民的資質育成への関
わりを最も狭くするのが『説明』主義の社
会科」を望ましいと考える。それは、「社会
認識体制のなかの事実認識の指導のみに関
わり、それも日常生活においては形成でき
ない科学的認識の形成をねらいとする」12）
のである。 
以上、森分によって市民的資質の構造が
図２ 意思決定主義としての社会科の市民的資質の構造 
図１ 科学主義としての社会科の市民的資質の構造 
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明らかとされた。しかし、前述した「大な社会科」、「小さな社会科」の論争については決着はなされ
ない。なぜなら、森分自身も「市民的資質は人格の内部構造に関わる問題」13）とする。すなわち、公
民的資質を個人の内面に形成されるという立場なのである。 
 さらに、意思決定までを育成の射程として捉える社会科としては、意思決定主義社会科がある。意
思決定主義は、その決定がより合理的なそれを目指されていく。すなわち、合理的意思決定主義の社
会科とも呼ばれている。意思決定主義社会科の代表例として小原の研究を挙げよう 14）。小原は、市民
的資質の中核をなすものは、意思決定の能力であると述べる。さらに、意思決定は社会的事象や問題
に対して科学的な事実認識や価値判断を行うことを通しての実践的判断であるとする。それをもとに
市民的資質の構造を示している（図２）15）。 
この構造図においては、事実認識や価値判断を踏まえた上位概念として意思決定が位置付けられて
いる。事実的認識や価値判断が正しく行われることによって、よりよい判断である意思決定が行われ
るというわけである。また、それは一般化された意思決定力として考えられ、状況横断的に有用であ
るとされている。さらに、論争問題の探究の過程として次のように挙げている。すなわち、「実際に『意
思決定』の活動( 問題把握、問題分析、達成すべき目的・目標の明確化、実行可能な行動案の提出、
行動案の論理的結果の予測と評価、行動案の選択と根拠づけ) を行う」16）のである。これらを踏まえ
て、意思決定主義の社会科授業を構成していくこととなる。 
 以上を状況論的に検討しよう。第 1 は、意思決定の能力を個人の内面にみていることである。小原
の市民的資質の構造は、事実認識や価値判断を前提として意思決定があると考える。その構造は、前
項の森分の市民的資質の構造図と変わらない。すなわち、転移・応用を前提とする考え方なのである。
その限界については、前述した。 
 第２は、状況から切り離された意思決定である。小原の構造図をみると、意思決定の上位概念とし
て行動・参加をおいている。このことは、一般的な意思決定がよりよい行動・参加を導くことを意味
する。すなわち、知識と意思決定という名称の違いはあるが、転移・応用を前提としたものとなって
いる。すると、他者や社会という状況と切り離して意思決定があると考えるのである。すなわち、個
人の内面に意思決定をみようとするのである。その考え方についても前述したことと同様に限界が生
じることは明らかである。 
 
（３）公民的資質の所在についての検討 
 以上のように、公民的資質の内実に関する議論について述べた。しかし、いずれの議論においても
公民的資質を個人の内面に形成するという立場は維持するものであった。この立場は認知主義とよば
れるものである。その立場に立てば、個人の内面をコンピューターに置き換え、プログラムやデータ
をその内部に組み込むようなことが学習であるとされてきた 17）。したがって、多くのプログラムやデ
ータを組み込むことでよりよい行為が可能になると考えられてきたのである。公民的資質も同様であ
る。よりよい個人の内面によりよい社会認識体制を形成することでよりよい市民的活動を学習が行う
と考えるのである。 
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 すると、次のような疑問が残る。すなわち、状況と切り離して個人の内面のみに公民的資質は捉え
られるのかという疑問である。たとえば、「まちづくり」の学習について考えてみよう。どの地方都市
も少子高齢化により、衰退化が進んでいる。現状だと多くの都市が消滅するという予測もあるという。
この問題に対して、よりよい社会認識体制を形成したとしよう。では、社会認識体制を形成すること
で問題は解決可能であろうか。おそらく、その解決は難しいであろう。よりよい社会認識体制を形成
したとしても解決しようとする都市はどこなのかが問題であるそれは山口市なのか、あるいは佐賀市
なのか、それによりまったく状況は異なる。すなわち、形成された社会認識体制は状況が異なれば、
意味や価値を失うのである。 
 さらに「原発再稼動問題」の学習で考えてみよう。原発再稼動は国のエネルギー政策の重要課題で
ある。現に、鹿児島県川内原発は再稼動し、佐賀県の玄海原発も再稼動を容認する動きを見せている。
この問題に対し、よりよい社会認識体制を形成したとしよう。それは原発に関する知識や技能などで
ある。それに基づいて賛否のいずれかの結論に至るとする。賛成派によれば、安定供給という結果は
得られるかもしれない。否定派によると、安全は確保できるかもしれない。しかし、それも特定の状
況においてのみ正当化できる結論である。巨大地震が起きれば、そもそも安定供給はできないことも
想定できる。一方で、安全であるが電力供給が不安定になる場合も想定できるのである。 
 これらの事例を挙げると、公民的資質を個人の内面のみにみることは限界があるのではなかろうか。
それは、個人の内面を超えて社会に溢れ出しているように見えるからである。「まちづくり」の事例で
は、特定の状況を想定することで具体的な解決方法を考えていくことができる。「原発再稼動」の事例
においても社会との関係によって判断は異なってくることを明らかとしている。 
 このように考えてくると、公民的資質は個人の内面のみにとどまるものではない。すなわち、状況
との関係とのなかに公民的資質をとらえる可能性が開かれる。個人の内面を超えて、公民的資質は社
会の中に溢れ出していると捉えて見出すべきであろう。すると、社会との関係を切り離すことはでき
なくなる。それは、社会科教育は学校内にとどめるべきではないことを意味する。現実の市民社会へ
とアクセスできる社会科教育が求められるであろう。 
 
３ 社会科学力としての社会参加 
（１）状況主義的な社会科学力としての社会参加への転換 
 前項において、公民的資質は個人の内面にとどまらず、社会との相互作用によって成立することを
明らかとした。社会との相互作用の中に公民的資質をみることができれば、学習者の行為は社会参加
と切り離すことはできない。なぜなら、個人の行為は他者、あるいは社会との関係に中において意味
や価値を有するようになるからである。他者や社会と切り離して行為は行われない。逆に言えば、他
者や社会があるからこそ行為が開始される。その行為に意味や価値を持たせるのは、行為者ではない。
行為者とその行為に関わる他者や社会といえるであろう。このような考え方は、状況主義と呼ばれる。
簡潔に言えば、あらゆる行為は状況に埋め込まれている。状況によって行為が始められ、その意味や
価値が与えられる。一方、行為が状況を構成する。行為と状況は相互構成的である。このようにして
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言葉や行為に意味や価値が与えられる。そのため、言葉や行為がどのような状況に埋め込まれ、どの
ような意味や価値を持つのか明確にする必要があるという考え方である。 
 さらに、サッチマン(Lucy A.Suchman)によれば、「行為が例外なく特定の社会的物理的な周辺環境に
状況づけられるものであるかぎり、その状況は行為を解釈する際に決定的に重要になるということで
ある。このことは、あまりにも当たり前であるゆえに見落とされてきた」18）と述べている。前項の文
脈であれば、この状況が抜け落ちている。例えば、社会認識体制において一般化された知識を習得し
たとしても、それを活用する場は市民社会という状況がある。その市民社会と切り離して一般化され
た知識が真空状態で活用されることはないのである。 
 以上からすれば、社会科学力を公民的資質と考えること、換言すれば、個人の内面に公民的資質を
みるという立場には限界があろう。そこで本節では、状況主義的な社会科学力を社会参加であると主
張したい。状況である市民社会との関係の中に学力の所在が確認できると考えるのである。すると、
市民社会に積極的に参加することで社会科学力を形成することができる。しかしながら、社会科学力
を社会参加とする主張はこれまでにあった。現実の市民社会に出かけて活動するという広義の社会参
加でいえば、サービス・ラーニング（Service Learning）の研究がある 19）。物理的に教室であっても
社会的な論争を教材として議論していくことで社会参加するという狭義の社会参加であれば、意思決
定主義の社会科授業の研究 20）を挙げることができる。いずれの研究においても社会科学力を社会参加
として捉え、学校と市民社会を橋渡ししていこうとすることに腐心してきた。その成果として、例え
ば、主体的に判断することができる社会科授業の開発原理を明らかにした。さらには、現実の社会的
論争に意欲的に関わることができる学習者を育成する社会科授業の開発原理を明らかにしてきた。こ
れらの研究は、いずれも市民社会との関係性を重視する。サービス・ラーニングであれば、学校外の
市民社会に出かけ活動すること自体が市民社会との関係性を取り扱うこととなろう。一方で意思決定
主義の社会科授業であれば、社会的論争を考察することが市民社会との関係を取り扱っている。つま
り、市民社会との関係性を取り扱うことで社会参加へと志向させることが目的となる授業である。 
 しかし、これらの社会科授業は、状況主義に基づく社会参加とは成りえていない。なぜなら、いず
れの授業においても社会参加の前提として知識や技能の習得という社会認識を前提としているからで
ある。それは、結局個人の内面に知識や技能を習得するという立場なのである。サービス・ラーニン
グの特徴として唐木清志は、「学問的な知識・技能を活用」する必要があることを指摘している。意思
決定主義の社会科について前項で考察してきた。すなわち、意思決定力の前提として事実や概念など
の知識があるという立場である。状況主義であれば、知識や技能であっても状況に応じてこそ形成さ
れるものとみなす。その都度的（ad・hoc）なものである。したがって、個人の内面は想定する必要は
ない。佐長の言葉を借りれば、「知識や相互故意のなかに認められることになる。そもそも、相互行為
における達成として、知識は確認できる。すると、認知構造を問題にしなくても不自由することなく
学習成果、あるいは学力としての知識についても検討が可能である。そこで、オッカムの剃刀（Occam’s 
razor）を使うかのように、個人の内面を想定する認知主義的な見方を切り落と」21）すのである。 
 以上からすれば、公民的資質のように社会科学力を個人の内面にとどめることはふさわしくない。
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社会科学力は個人の内面を超えて市民社会との相互作用の中にみることができるように転換すべきで
はないだろうか。その転換の１つが状況主義的な社会科学力を社会参加とすることである。社会参加
へと社会科学力へと位置づけると、授業や学習評価を学校内にとどまるように開発、実施することは
躊躇される。すなわち、学校外に広がる市民社会において意味や価値を有するような授業や学習評価
を開発・実施することが求められるのである。 
 
（２）政治的市民社会への社会参加 
 社会科学力を社会参加とすべきことを論じた。では、社会参加すべき市民社会の内実はどのような
ものであろうか。市民社会の内実を明らかにすることで、社会参加の意義について考察していくこと
としたい。 
 市民社会の内実を明確にするため、先ずは社会科教育と民主主義との関係性について論じる。佐長
健司は、社会科教育において民主主義を原理に位置づけ、次のように述べる。「民主主義を社会科の原
理に位置付けることは、このような民主主義の思想、制度を基盤として社会科教育を構想し、授業を
実践することである。すなわち、社会科授業において、自治的に可能な限り多元的に政治参加してい
く政治の思想、制度を実際的に学習させなければならない。それは、自治的に可能な限り多元的に政
治参加することを言葉や知識としてだけでなく、学習としての自治的な政治参加を行うことによって
可能である。」22）という。社会科教育は市民社会を取り扱う教科である。したがって市民社会の原理
を必要とする。その原理とは、民主主義である 23）。民主主義の原理を社会科教育に導入することによ
り、理論的一貫性を有するという主張である。 
 同様に、民主主義の原理を社会科教育に導入すべきという服部一秀の場合である。服部は、「反省的
社会探究力」を学力として位置づけ、「社会科が民主主義社会の市民を育成するための中核教科である
とすれば、それは人々によって遂行される民主主義社会の論理で貫徹される必要がある。」24）という。
さらに、「疑問視し問題視し解明し改訂しようとする社会に自分自身も含み込まれている以上、 社会
とともに自己にも醒めた目を向け、 社会の現状や予測される事態また社会の社会的な構成や新たな再
構成をめぐる社会的営みと自らの関係を省みつつ、パブリックな決定に関与できる」25）ともいう。つ
まり、社会の中に個人が含まれているため、社会の再編、再構築という政治的な決定には積極的に関
与すべきであるという主張である。 
 池野範男も同様に民主主義の原理を社会科教育に導入する。池野は、「批判」を学力として位置づけ、
「社会的問題にもとづき授業を構成し、問題を解決するという社会的問題解決の原理と、 その問題を
批判的に分析し研究するという批判的研究の原理の２つによって、各単元を構成する。それは、 既存
の社会を前提化せず、 それを疑問視しその存在を問い、教室内で認められた根拠によって論議するこ
とを保証するためである。このような保証によって、 社会を鵜呑みにせず、社会に対して一度距離を
置き、 批判することができる。」26）という。この言によれば、社会は既成のものではなく、その状況
等に応じて作り変えるべき存在となる。また、その社会を作り変えることには政治的決定に関わるこ
とを当然意図していると考えられよう。 
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 以上、３つの事例を取り上げて、市民社会と民主主義の関係性について言及した。３つに共通する
ことは、社会科教育に民主主義の原理を取り入れることである。なぜなら、民主主義は市民社会の原
理であるゆえに、社会科教育には民主主義を取り入れるべきであるという主張は妥当であろう。する
と、次の問いに進む必要があろう。すなわち、民主主義を原理としたし市民社会の内実はどのようで
あるかという問いである。 
 市民社会の内実については、佐長が明確に３つに分類している。すなわち、政治的な側面からとら
えられるもの、経済的な側面からとらえられるもの、政治社会と経済社会のどちらにも属さない第３
のボランタリーな領域である 27）。それぞれを確認しよう。 
 第１の政治的な側面からとらえられるものの場合である。これについては、市民自らが自らを統治
するポリス的な政治的社会の意味を有する 28）。そのため、政治的社会では自律した個人が積極的に政
治に参加し、それらの意思によって形成されていく市民社会となる。第２の経済的な側面からとらえ
られるものの場合である。これについては、「〈市民社会〉と〈国家〉とはまさしく相対立するものと
される。そこでは[市民社会という]述語の用法は支配=組織形式の欠如ないし否定によって定義される。
〈市民社会〉はいまや市民たる私的所有権者からなる社会、つまり人間による人間にたいする政治的
支配にかえて、(人格および所有権の自由という原理により)物にたいする経済的支配だけがなお承認
されるような社会という、脱国家的脱政治的な領域だけを指している」29）との言にもあるように、物
に対する経済的支配による社会という意味がある。そのため、自律した個人は経済的な領域のみに関
与していく市民社会となろう。第３のボランタリーな領域である。佐長は、「身近な例を挙げるならば、
自然保護団体が河川清掃をするような場合である。地方公共団体によって上下水道は整備されるが、
近隣の河川の浄化までは及ばない。また、企業は利益が期持できないので取り組むことはない。しか
し、河川に生息する生物種の保護という公共的な目的実現のためにボランタリーに河川清掃の活動を
行う」30）という事例を挙げる。このことからわかるように、政治的、経済的な支配から自由であると
いう市民社会をとなろう。 
 以上の３つの市民社会の整理から第１の場合の政治的社会を選び取っている。理由として「社会科、
の教科目標である民主主義社会の形成者ということは、社会を政治的側面からとらえている」31）こと
を挙げる。この結論、理由には首肯できる。本研究も政治的市民社会に社会参加するよう授業設計を
していきたい。しかしながら、経済的領域、ボランタリーな領域が全く排除された社会科教育は想定
できない。たとえば、いかに経済的に自由であるという市民であっても全く政治的な領域と切り離し
て行動できない。法的な規制等があるからである。ボランタリーな領域も同様である。したがって、
政治的市民社会の側面から、経済的な領域、ボランタリーな領域を取り扱うことは十分に想定できる
と考えるのが自然であろう。ここで重要なことは、政治的決定に関わることが政治的市民社会におい
て必要であるということである。そうすることで、学習者は政治的市民社会に社会参加することが可
能となるのである。 
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４ 小 括 
 本節では、社会科学力を公民的資質から社会参加へと転換するように主張した。公民的資質は、個
人の内面に形成されるという見方をとることになる。それを具体的に、科学主義の社会科、意思決定
の社会科をもとに検討してきた。しかし、具体的な社会的論争の事例を基にすると、原理的に困難な
場合が生じることがわかる。原理的困難とは、個人が埋め込まれた状況との切り離しである。個人の
内面に知識や技能を習得するという見方を採用すれば、必然的に習得されるそれらの質や内容が問題
となる。しかし、それらが充実したとしてもよりよい行為あるいは解決に向かうとは限らない。さら
には個人の内面の問題と行為の問題という二元論の立場を採るため、それらを説明するには転移・応
用の原理を用いなければならない。もちろん転移・応用論については様々な議論がある。ここで確認
したいのは、状況と切り離された個人の存在である。検討した社会科教育論は、まるで状況とは関係
なく個人が振舞うように想定されている。その前提がゆえに転移・応用論が意味や価値をもつのであ
る。 
 このような前提に社会科学力としての公民的資質は成り立っている。しかしながら、そのような学
力観については疑義がある。それは自律した個人といってもそれをとりまく状況である社会や他者と
切り離して存在はできないという立場である。そのような見方をとれば、社会や他者との関係性の中
に学力をみる可能性が開かれるのである。すなわち、社会参加である。社会参加へと社会科学力を位
置づけることで社会科教育は、社会や他者との関係性にまで射程を拡大することができよう。 
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第２節 社会参加とアンラーニングを開発原理とした社会科授業と学習評価 
 
１ 社会参加とアンラーニングによる社会科授業と学習評価開発の必要性 
 第１節において社会科学力を状況論に基づいた社会参加とするべきことを明らかとした。本節では、
社会参加に基づくことにより、社会科授業と学習評価の開発原理がどのように変化するのかについて
明らかにしたい。そこで、状況論の１つであるジーン・レイヴ（Jean Lave）、エティエンヌ・ウェン
ガー（Etienne Wenger）の正統的周辺参加(Legitimate Peripheral Participation) 1）の理論に依拠
した社会科授業と学習評価の開発原理について明らかにすることを目的としたい。確認すると、従来
の社会科教育は主に公民的資質の育成、あるいは市民的資質の育成という名の下に様々に論じられて
きた。それらは主に知識や技能を個人の内面に習得するという立場である。その立場に立てば、個人
の内面をコンピューターに置き換え、プログラムやデータをその内部に組み込むようなことが学習で
あるとされてきた。したがって、多くのプログラムやデータを組み込むことでよりよい行為が可能に
なると考えられてきたのである２）。 
 しかし、状況論の立場からそれらは批判される。その１つは知識の転移論の否定である。状況論に
よれば、知識は状況によってその都度的（ad・hoc）に構成される。つまり、知識はポータブルなもの
ではないことを主張するのである。そうであれば、前述したような学習観に依拠した市民育成論は疑
うべき対象であろう。すると、その対立軸として浮かび上がるのが、状況論の１つである正統的周辺
参加に依拠した市民育成論の構築であろう。 
 正統的周辺参加は、社会科教育の領域においても次第に取り入れられてきた３）。しかし、誤読もか
なり多くある。それは前述したような従来の常識的な学習観を否定するからである。それは、レイヴ
らの「正統的周辺参加はそれ自体は教育形態ではないし、まして教授技術的方略でもテクニックでも
ないことを強調しておくべきである。」４）という言からも明らかであろう。すなわち、「それは学習を
分析的にみる一つの見方であり、学習というものを理解する一つの方法」５）なのである。 
 このような正統的周辺参加は、あらゆる学習を共同体への参加とみなす。そうであるなら、あらゆ
る行為は何かしらの共同体への参加と考えることができよう。したがって、「非参加」というものはな
い。学習者は共同体において一人前として認めてもらえるように行為する。そうすることで共同体に
おいて十全的な参加へと移行していくのである。しかし、十全的な参加にとどまれば、それは思考や
行為を制限していくことにつながる。佐伯胖 の言葉を借りれば、「学びの凝り」である。特定の共同
体において十全的な参加に安穏すれば、それは新たな世界を構築できない可能性がある。よって、ア
ンラーニング（unlearning）６）し、新たな世界や自己の形成を目指していく学習が必要となろう。 
 本節では、十全的な参加からアンラーニングによって新たな世界や自己を形成することを周辺的な
参加の回復とよぶこととしたい。さらには、特定の共同体を横断的に移行していくことを越境とよぶ。
この越境により複数の共同体を結びつけたり、まとめたりすることが可能となろう。それは、新たな
共同体において正統的周辺参加をすることを意味する。そのように考えると、参加は２つの場合があ
る。第１は、周辺的な参加から十全的な参加へ移行すること、第２は、アンラーニングによる周辺的
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な参加への回復である。この２つの参加の仕方を市民育成理論の基盤に据えたい。しかもそれらは切
り離せない。したがって、社会参加とアンラーニングというサイクルとして考えることができる。 
 以下では、第１に、従来の社会科教育論を批判的に検討する。そうすることで、本節の位置づけを
明確にしたい。第２に、正統的周辺参加の原理を確認する。そうすることで、社会参加としての社会
科授業及び学習評価の基本的開発方法について明らかにしたい。第３に、アンラーニングの原理を確
認する。そうすることで、アンラーニングとしての社会科授業及び学習評価の基本的開発方法につい
て明らかにしたい。 
 このように議論を展開していく。そうすることで、学習は社会参加とアンラーニングがサイクルの
関係にあることを認めることができよう。また、そのような学習が市民社会への参加となることを確
認したい。 
 
２ 社会参加としての社会科教育論の批判的検討 
（１）社会参加としての社会科教育論の類型 
 前章で、公民的資質は社会との関係の中で成り立つ可能性について論じた。そのように考えると、
社会参加によって市民社会と学校をつなげていく必要性があるのである。そのため、社会参加として
考えられる社会科教育論を取り上げて、批判的検討を試みる。その際、以下の３つの社会科教育論に
ついて検討する。第１は、科学主義としての社会科教育論７）である。第２は、批判主義としての社会
科教育論８）である。第３は、参加・活動主義としての社会科教育論９）である。 
 ３つの社会科教育論は、いずれも社会科教育の研究と実践に大きな影響を与え、現在もその功績は
大きい。第１の科学主義としての社会科教育論については、社会認識体制を充実させて、市民的行動
を行うという社会参加としてのモデルを示している。多くの社会科授業がこの原理に従い、開発・実
践されてきたことは周知の通りであろう。第２の批判主義としての社会科教育論は、社会形成の原理
に依拠して社会的な論争を解決していく学習過程を通して社会参加することを意図する。社会的な論
争を教材として解決していく学習過程を経ることは、社会参加を促すことを期待できる社会科授業と
して大きな功績があろう。第３の参加・活動主義としての社会科教育論については、教室にとどまる
のではなく、直接的に社会参加することを目的とする。直接的な社会参加は市民としてのアイデンテ
ィティを形成することに大きく貢献すると考えられている。 
 以上、３つの社会参加としての社会科教育論を取り上げる。３つの社会科教育論は、社会参加を考
える上で重要な研究成果である。それらを批判的に検討することで社会参加を目指す社会科教育論の
到達点と課題を明らかにしていくこととしたい。 
 
（２）科学主義としての社会科教育論 
 前節で森分の市民的資質の構造について述べた。その具体的授業を取り上げ、検討を試みよう。な
お、森分の具体的授業は、科学主義社会科の一般的な事例としたい。なぜなら、森分も認めているよ
うに、その目的は一般化された科学的な知識を習得することで「小さな社会科学者」を育成すること
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だからである。なお、それは「社会科学科」としての社会科とも呼ぶことができるものである。 
 科学主義社会科の代表例として森分が開発した単元「公害」19）の授業を取り上げる。この授業は、
小学校 5 年、中学校公民的分野、高校政治・経済における「教授書」開発がなされている。小単元の
目的においては、「資本主義における市場経済のメカニズムから公害の本質を解明する。」ことが示さ
れている。その目的を発達段階に応じて段階的に到達目標を示している。 
 さらに、導入、展開、終結において問いが準備されている。すなわち、導入は「公害はなぜおこっ
たのだろうか。」、展開は「①なぜプラスティック公害がおこったのか。」、「②なぜ四日市では公害がひ
どくなったのか。」、「③なぜ企業は外部経済を内部化するが外部負経済を内部化しないのか。」である。
終結は「公害をなくすにはどうすればよいか。」である。 
 導入においては、ある企業の飲料の容器がビン容器からプラスティック容器に変更されたことで、
「企業が経営合理化（機械化、集積）すると、私的費用は減少し、社会的費用は増大する」という概
念的説明的知識を習得することとなる。展開においては、四日市の公害の事例を挙げ、「企業が集積す
ると公害が増幅される。」、「企業は外部経済を内部化するが、外部経済を内部化しないので、公害がお
こる。」という知識が習得される。これらは、経済学の一般的な理論を習得することを目指す。 
 以上の市民的資質の構造を基にした、科学主義としての社会科授業の開発である。科学主義として
の社会科授業も社会参加について明確に論じている。その説明は「転移・応用」の原理である。社会
認識体制と感情、意志力が加算的に重なり、それが市民社会で転移・応用することで「市民的行動」
となる。 
知識や技能の転移・応用については様々な論争がなされている。従来の社会科教育においては、転
移・応用について肯定的な立場であった。一方、それを否定する論考も出されている 13）。すると、転
移・応用が可能であると証明することも難しく、転移・応用はしないと断言できないこともまた事実
である。このようであるならば、転移・応用の説明だけでは社会参加を可能にしていくということを
明確に主張できないことになる。                       
 以上の問題は、学校と市民社会を切り離して考えていることから生じる。さらに言えば、近代個人
主義の知識や技能は個人の内面に内化（internalization）するという前提に立っている。前者を想定
することで学校と市民社会との関係を論じなければならない。なぜ、切り離して考えるのか。それは
学校が市民社会において有用となる知識や技能の習得の場（field）として考えるからであろう。もち
ろんそれは、知識や技能を内化できるという前提から成立するものである。 
 
（３）批判主義としての社会科教育論 
 批判主義としての社会科教育論としては、池野範男の研究がある。池野は、民主主義社会の原理を
授業に援用する。さらに、その学習原理として社会的問題解決の原理と批判的研究の原理を据える。
批判主義としての社会科教育論では、学習対象を認識から批判の対象へと転換することに大いに貢献
した。また、社会的な問題を教材として取り上げることで、物理的には学校という場所であっても市
民社会を導入することに成功した。このように、市民社会と学校を一体的に取り扱おうとする視点が
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設けられてきた。 
そこで、歴史教育の分野であるが、池野が示している授業案を確認しよう。単元「武力行使は許さ
れるか」14）である。この単元では、武力行使について常識的な考えを持つ学習者に対して、分析のフ
レームワークを提示する（表１）15）。そのことで、課題解決に向けての高次の意見を作り出すことを
目的としている。社会的な問題を扱い、常識的な認識を批判の対象に変更し、議論していくという点
を踏まえると批判主義としての社会科授業であるといえよう。 
 
表１ 「武力行使のフレームワーク」 
 池野は、授業において「アフガニスタンの事例を離れ、北朝鮮の武力行使の問題を子どもたちに考
えさせている。ここで子どもたちは、トゥールミン図式が、北朝鮮問題にも適用可能であることを確
認することになり、転移可能であることを知る。つまりこどもたちは、『武力行使』という問題を考察
する際に活用することができるフレームワークを獲得したことを認識する」16）と述べる。 
 ここで注目すべきは、個別の事例から複数の事例を解決することができるという学習の転移・応用
の考え方である。転移・応用の根拠は、一般化されたと考えられる分析フレームワークの獲得である。
転移・応用についての見解は前述した。転移・応用の立場に依拠すれば、当然学校と市民社会の関係
が問題となる。すなわち、学校と市民社会の切り離しの問題である。さらに、転移・応用は次のよう
な問題も生み出す。すなわち、学校のカプセル化問題 17）である。学校のカプセル化とは、学校が市民
社会の中に埋め込まれているにも関わらず、外部世界と切り離して学習させるために起こる問題であ
る。この問題が起きると、外部世界である市民社会を学校内に持ち込むことで解決を図ろうとする。
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しかしながらこの解決策は擬似市民社会という状況を生み出すことになろう。 
 もちろん批判主義としての社会科教育論は転移・応用は学習対象の範囲において成立するため、市
民社会との関係において論じるべきではないとする主張も当然考えられる。しかし、学校と市民社会
が一体的になればそもそも転移・応用の理論を活用する必要がない。先ほどの授業に戻ってもアフガ
ニスタンと北朝鮮では状況が異なり、市民社会はそれぞれに対応している現実があろう。状況に応じ
て対策を講じていると考えるべきではなかろうか。さらに、一般化されたフレームワークについての
同様である。転移・応用の根拠は一般化されたそれの習得である。それは前述した科学主義の文脈で
は、命題的知識の習得と同じではなかろうか。 
 以上を考慮すると、批判主義としての社会科教育論は学校と市民社会を一体的に捉えようとしてき
たが、不十分な取り組みであると考えている。 
 
（４）参加・活動主義としての社会科教育論 
 参加・活動主義としての社会科教育論としては、唐木清志の研究がある。唐木は学習者が地域社会
の問題を教材として地域社会に出かけて活動する授業実践例を多数示す。いわゆる日本型サービス・
ラーニングである。サービス・ラーニングの特徴は、学習者が直接的に地域社会に出かけて、そのな
かにある問題を教材化とするという、直接的に社会参加していくものである。唐木が示す一般化され
た授業のプロセスは次のようである。すなわち、「Ⅰ問題把握」、「Ⅱ問題分析」、「Ⅲ意思決定」、「Ⅳ提
案・参加」18）である。このことからもわかるように、「Ⅳ提案・参加」によって、学校外の社会に活
動を求めることが大きな特徴である。さらに、サービス・ラーニングの条件として次の５つを挙げて
いる（表２）19）。 
 
表２ 日本版サービス・ラーニングにおける条件 
（１）地域社会の課題を教材化すること 
（２）プロジェクト型の学習を組織すること 
（３）振り返りを重視すること 
（４）学問的な知識・技能を習得，活用する場面を設定すること 
（５）地域住民との協働を重視すること 
 
 このようなサービス・ラーニングは直接的に市民社会に参加することを可能にする。よって、正統
的周辺参加としても市民としての変容を期待できるものと大いに評価できる。しかし、直接的に社会
参加することで松浦雄典が指摘するように「動員」としての性格も有する。松浦は、「人々の『社会参
加』という行動は、個人の『自発性』を起点にしているが故に、現行体制の公的な負担や責任を減ら
し、公的な制度が保障しきれない問題を市民の活動によって補完・改善しようとする社会施策と一致
する。その結果、人々の『思い』とは裏腹に社会への無自覚な動員へとつながる可能性がある」20）と
述べる。すなわち、個人の思いとは関係なく社会参加を要求される。したがって、仕方なく社会参加
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せざるを得ない状況に陥るということである。もちろん、このような社会参加も意味があるのならば
社会参加といえよう。しかし問題は、なぜサービス・ラーニングは「動員」としての性格を有してし
まうのかである。なぜなら、直接的な社会参加が「動員」誘発するならば、異なった意味で社会参加
を考察しなければならないからである。 
サービス・ラーニングが「動員」を誘発する原因の１つは、社会参加を実際の市民社会への参加と
して捉えるからである。すると、科学主義としての社会科教育論と同様の構造が浮かび上がる。それ
は学校と市民社会を切り離して考えるという構造である。サービス・ラーニングは実際の社会参加を
前提とする。よって、非社会参加は前出の条件の（４）、（５）を満たすことができない。それはサー
ビス・ラーニングではないことを意味する。よって、市民社会に実際に参加することは必然としなけ
ればならない。やはり学校で学んだ知識や技能を活用する市民社会が必要になるのである。それは学
校と市民社会の切り離しを意味する前出の社会科教育論の同様の構造となるのは明らかである。 
 
３ 社会参加としての社会科授業と学習評価の開発原理 
 前項において従来の社会科教育論を批判的に検討した。３つのいずれの社会科教育論も学校と市民
社会を切り離す、あるいは一体的に考察していたとしても不十分であることを明らかとなった。した
がって、学校と市民社会を切り離さず、一体的に捉えていくことが重要となるのは言うまでもない。
本項は、それを正統的周辺参加の理論に依拠して改善していくこととしたい。 
 
（１）正統的周辺参加の原理 
① 状況に埋め込まれた学習 
 レイヴ、ウェンガーによると、あらゆる学習は状況に埋め込まれていると考える。社会科学習も同
様に、状況に埋め込まれた学習(situated learning)となる。それについててレイヴらは、「状況に埋
め込まれているという性質（つまり、状況性）は、一般的な理論的展望に重きをおいたもので、知識
や学習がそれぞれに関係的であること、意味が交渉（negotiation）でつくられること、さらに学習活
動が、そこに関与した人びとにとって関心を持たれた（のめり込んだ、ディレンマに動かされた）も
のであることなどについての主張の基礎となるもの」21）と述べる。また、続けて「こういう見方は、
状況に埋め込まれていない活動はない、ということを意味している。それは幅広い理解が全人格を取
り込むものであり、事実的知識のかたまりを『受容する』ようなものではないことを強調し、世界の
中で、世界とともに行う活動を重視し、また、行為者、活動、および世界が互いに作り上げていると
いう見方をとった」22）と述べる。このことは、学習は知識技能の習得ではないことを意味する。すな
わち、学習は状況との相互作用によって成立することを意味する。状況が学習者を作り、学習者が状
況を作る。さらには学習活動が世界や学習者を作り出すような相互作用のことである。 
 本研究のテーマである社会科教育を学校と市民社会を一体的に捉えることについて言えば、社会科
学習は学校と市民社会との関係によって成立すると考える。学校における教師や学習者と、市民社会
におけるあらゆる学習資源（ひと・もの・こと）の相互作用によって社会科学習が成立するとみなす
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のである。すると、教師、学習者、学校、市民社会、あるいはそれに関わる学習資源が１つでも欠け
ると社会科学習は成立しないのである。この関係性を作り上げていくことで教師、学習者は市民へと
変容していくことが期待できるのである。 
 以上のことからすれば、従来の社会科教育論が重要視してきた一般化された知識や技能についても
懐疑的にならざるを得ない。なぜなら、「いわゆる一般的知識といえども、特殊な状況でしか通用しな
いことを考えていただきたい。一般性というのはしばしば抽象的表現や脱文脈性と関連づけられる。
しかし、抽象的表現は手近な状況に特定化されないかぎり意味をなさない」23）からである。つまり、
一般的で脱文脈的な知識であってもそれはそういう状況に埋め込まれているのである。したがって、
それが転移・応用しているという見方も異なる状況で知識を作り上げたと考えるわけである。すなわ
ち、学習はあらゆる状況に埋め込まれているのである。 
 
② 共同体への参加としての学習 
 レイヴらによると、学習は全人格（whole person）を取り込んだ社会的実践であり、その社会的実
践へ参加としてアイデンティティを形成していくことであると述べる。社会的実践の場は、目的が共
通している共同体となる。したがって、学習は社会的実践の共同体でなされ、共同体における人々か
ら意味や価値が与えられる実践となる。社会的な実践によって、学習者は共同体の一員としてのアイ
デンティティを形成する。一方で、共同体は有能な参加者を得てその維持、発展が可能にとなる。す
ると、学習者は共同体へ参加するには正統的に、かつ周辺的なことからはじめる必要が出てくるので
ある。すなわち、正統的周辺参加である。 
 この正統的周辺参加によれば、参加としてのあり方は正統的で周辺的でなければならないことであ
る。レイヴらは，「参加の正統性というのは所属のしかたの本質を定める形式であり，それ故に，学習
にとって決定的条件であるばかりではなく，その内容の構成要素でもある」24）とする。そのため，物
真似やシミュレーションであってはならないということができる。次に，周辺性についても同様に実
践的共同体において中心的参加というものは存在しない。周辺性とは，「それが活かされるときは，こ
とのはじまりを意味しており，しだいにのめり込んでいくことにより理解の資源へのアクセスを増や
していくこと」25）である。 
また，参加とは周辺（periphery）から十全（full）へと移行する軌跡を描く。つまり，参加は本物
であり，周辺的なことから十全へ進む必要がある。レイヴらは，「正統的に周辺的なやり方で参加でき
るということは，新参者が円熟した実践の本場に広くアクセスできることを意味している」26）と述べ
る。つまり，学習者をいかに実践の本物にアクセスさせていくかが重要となるかを示している。 
最後に参加についても確認しよう。学習が生起するには何かしらの共同体への参加が開始している。
したがって、参加していないということはありえない。たとえば，クラスの特定のルールを覚えるな
どの行為も参加である。それは，クラス、あるいは学校共同体への参加なのである。したがって，従
来の社会参加学習のように，学習を参加型と非参加型があるとは考えないのである。この点が決定的
に異なるのである。 
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 正統的周辺参加からすれば、学習者は社会的実践の共同体に参加することによって、共同体の一員
となるための学習が可能となる。参加によって社会的実践の共同体におけるメンバーとして変容して
いくのである。このような過程を学習と見れば、学習とは共同体への参加となっていくのである。 
 以上、正統的周辺参加の原理について確認してきた。正統的周辺参加からすれば、どの共同体に参
加すべきなのかが大きな問題となる。したがって、参加すべき共同体を市民社会とするのである。よ
って、市民社会への参加を社会参加とよぶこととする。市民社会の具体は後述するが、そうすること
で学校と市民社会との切り離しは解消する。なぜなら、物理的には学校であるがそこでの学習は市民
社会への参加となるからである。ただし、批判主義としての社会科教育のような転移・応用は否定す
る。市民社会へと参加できるように授業が構成され、異なる状況においては異なる授業を構成してい
くのである。異なる状況においては、それに応じて愚直に考え続けるしかないのである。こうして新
たな世界を学習者は切り開いていくことにもなろう。学校と市民社会は切り離して考える必要はなく
なる。また、学校のカプセル化という問題も解消する。すなわち、学校は市民社会に埋め込まれるこ
ととなり、一体的に捉えていくことを可能にしていく理論として位置づけることができよう。 
 
（２）社会参加としての社会科授業開発の基本的方法 
 正統的周辺参加の原理に基づく社会参加としての社会科授業の基本的開発方法について明らかにし
たい。授業において必要な要素は目標、内容、方法であろう。そのため、３つの開発方法について明
示することとしたい。 
 第１は目標についてである。社会参加からすれば、政治的市民社会への参加の程度を高めていくこ
とが目標となる。ここで確認したいのが、目標に基づく評価論（goal based on evaluation）とゴー
ルフリー評価論（goal free evaluation）27）である。以下、ＧＦＥと表記する。前者は、タイラー
（Tyler,R.W.）28），ブルーム（Bloom,B.S.）29）を系譜とする教育目標を重視する評価論に流れをもつ。
それらは過程・産出モデルに展開されてきた。そこでは，教育目標を設定し、教育内容を選択する。
さらに、教育経験を組織し、教育結果を評価するという流れによって定式化される。すなわち、目標
とは明確な到達目標としての性格を有するのである。 
 一方、ＧＦＥとは，目標にとらわれずに，対象をありのままに評価しようとする考え方である。こ
のようなＧＦＥによれば，学習成果物を目標からいったん離れ，評価していくこととなる。ＧＦＥ で
は，そもそも評価とは対象の価値・値打ちを判断することであり，目標は事業の計画や実施には必要
であるものの，評価の際にはむしろ目標から離れて対象と向き合うことが重要とする。 
 以上のように目標は２つの場合が考えられる。社会参加からすると、到達目標としての意味をもつ
べきであろう。なぜなら、社会参加の程度は学習者の成果物等から判断可能である。到達目標を設定
することによって学習者の社会参加の程度を把握していくことが可能となろう。 
 第２は、内容についてである。内容は社会的論争である。なぜ、社会的論争を内容とするべきなの
か。それは政治的市民社会への参加を目指すからである。民主主義に基づき、政治的市民社会への参
加とすることについては、第１節において論じた。ここで確認したいのは、政治的決定に関わること
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ができるか否かである。政治参加によって、市民はよりよい民主的市民に成長することが期待されて
いる。すなわち、「市民は政治参加を通して政治システムへの帰属を高め、政治的決定が民主的に行わ
れた場合、たとえそれが自己の選好となっていても、それを受け入れようとする寛容の精神を身につ
ける。いわば、政治参加の過程で市民は他人の立場に大きな配慮を払う思慮深い市民に育っていく」
30）のである。社会的論争を内容とすることで政治的決定に参加することを可能にしていくことが重要
となるのである。では、その内容の選択基準はいかなるものであろうか。その選択基準は、１つめに
現実の市民社会において生じており、多数の市民が不利益を被っていることである。２つめは、市民
として解決すべきことが内在していることである。なお、社会的論争は「問い」とも言い換えられる。
例えば、原発の是非、あるいは集団的自衛権の是非という形で表れるからである。 
 第３は、方法についてである。方法は議論である。議論は民主主義社会の方法原理である。すなわ
ち、議論によって社会的論争の解決を目指すのである。しかし、当然ながら完全な社会的論争の解決
とはならない。その意味とは、社会的論争に参加することである。アレントは、「政治的であるという
ことはポリスで生活するということであり、ポリスで生活するということは、すべてが力と暴力によ
らず、言説と説得によって決定されるという意味であった」31）と述べている。言説と説得の対象は、
ポリスに生きるすべてのものが関わることである。それは私的領域ではなく公的と認められる問題で
ある。すなわち、社会的な論争であり、言説と説得こそが議論なのである。このことからも明らかな
ように、政治的決定に関わるように社会的論争について議論することで学習者は円熟した実践の本場
にアクセス可能となるのである。 
  
（３）社会参加としての社会科学習評価開発の基本的方法 
 前述の授業に対応した学習評価の基本的な開発方法について明確にしたい。その基本的な考え方は、
真正の評価論（Authentic Assessment）32）である。真正の評価とは、現実の市民社会においてある行
為を行うことができるかどうかを評価していくことである。真正の評価論に基づいて評価対象、評価
方法について論じる。 
 第１は、評価対象としての市民的パフォーマンスである。市民社会では、そこで認められる有用な
パフォーマンスが求められる。すなわち、政治的決定に関与し、議論していくパフォーマンスである。
それらを市民的パフォーマンスとする。このような市民的パフォーマンスを社会科授業における学力
として求めることとする。すると、従来のように個人の内面に知識や技能を習得していくような学力
観からの脱却することとなる。このように参加の観点から評価をとらえると、知識や技能の習得から
政治的市民社会において有用な市民的パフォーマンスの程度を測定することとなる。 
 第２は、評価方法としてのパフォーマンス評価法 33）である。パフォーマンス評価では、現実の状況
を重視する。現実の状況では、様々な要因、原因から判断を下さなければならない。よってパフォー
マンス課題も分断的な知識ではなく、総合的な知識や能力を求めることとなる。 
さらにパフォーマンス評価にはルーブリックの活用も重要となる。ルーブリックとは、「成功の度合
いを示す数値的な尺度（scale）と、それぞれの尺度に見られるパフォーマンスの特徴を示した記述語
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（descriptor）から成る評価基準表のこと」34）である。それらをもとに評価の目標規準と達成基準を
組み合わせて、マトリックスを作成する。何を対象として評価するのか、あるいはどのような規準で
評価していくのかについても明らかにしていくのである。そうすることで、パフォーマンス評価の信
頼性を高めていくことが可能となるのである。 
 以上のように、社会参加としての社会科学習評価は、現実の市民社会で有用な市民的パフォーマン
スを評価対象とし、それを評価可能にするパフォーマンス評価法を基本にする。それは周辺的な参加
から十全的な参加へ移行することで増大するアイデンティティを適切に把握することができるのであ
る。 
 
４ アンラーニングとしての社会科授業と学習評価の開発原理 
（１）アンラーニングの原理 
① アンラーニングの原理 
 市民社会への参加としての学習へと転換するために第１原理として正統的周辺参加について述べた。
本項では、第１原理から導かれる第２原理としてのアンラーニングについて言及したい。 
 あらゆる学習は状況に埋め込まれている。したがって、学習対象としての知識や技能も状況に埋め
込まれている。命題的知識も脱文脈、あるいは一般化という状況に埋め込まれていると考えるのであ
る。すると、次のような疑問が生じる。すなわち、知識や技能は脱文脈的、状況横断的に意味や価値
を有することができるのかという疑問である。答えは否であろう。なぜなら、状況が異なれば、それ
らは意味や価値を失うからである。よって、異なる状況においてはその状況に応じてアドホック（ad・
hoc）に作り変えていくしかないのである。 
 このように、状況に対応できなくなる学習を棄却することをアンラーニングとよぶこととする。ア
ンラーニングは、従来の学習観では埋もれている。なぜなら、従来の学習は知識や技能を加算的に積
み重ねることを是とするからである。アンラーニングは２つの場合が考えられる。１つめは状況に対
応できなくなった知識や技能のアンラーニングである。２つめは知識や技能を含む市民的パフォーマ
ンスのアンラーニングである。 
第１の知識や技能のアンラーニングの場合である。アンラーニングが意味や価値を有するのは、学
習が状況に埋め込まれたものと考えることによってである。合理的な判断の場合にもそれが当てはま
る。合理的な判断と考えられていることも同様に状況に埋め込まれている。したがって、特定の状況
のみにおいて意味や価値を有する。異なる状況においては、当然その状況に対応した判断が求められ
よう。判断の場合もアンラーニングが生じるのである。 
第２の市民的パフォーマンスのアンラーニングの場合である。それは知識や技能のアンラーニング
にとどまらない。行為自体を変容させていくことである。レイヴらによれば、自己と世界と行為の３
つが相互構成の関係であると述べている。したがって、自己が世界の何かを知れば、自己が変容する。
自己が変容すれば、世界が変容する。さらに自己と世界が変容するならば、世界における行為も変容
するのである。このように、市民的パフォーマンスをアンラーニングするには、自己や世界の変容が
28 
 
同時に伴うことを意味する。自己や世界の変容をもたらすかのように、学習を展開していく必要があ
ろう。 
 以上のように、アンラーニングは第１の原理から必然的に導出される理論である。学習は参加とア
ンラーニングは両面から捉える必要性が明確となったであろう。 
 
② 周辺性の回復としてのアンラーニング 
 アンラーニングは、正統的周辺参加においても重要となる。学習を共同体への参加とみなす正統的
周辺参加からすれば、当然参加を取りやめることも十分想定される。学習者はある共同体へ参加する。
しかし、その共同体へ参加すればするほど疑問や葛藤を覚えることとなろう。すると、その共同体へ
の参加を取りやめる、あるいは新たな共同体への参加を指向することとなろう。それがアンラーニン
グである。アンラーニングは、社会参加とは異なる軌道を描く。すなわち、十全的な参加から周辺的
な参加の移行である。ここで確認したいのは、周辺的な参加の重要性についてである。 
 レイヴらは、「正統的周辺性は、関連する共同体の結節点だともいえる。こういう意味で、正統的周
辺参加は権力のものであると同時に、無力さのものであり、実践共同体での結合と相互交流を喚起す
るとともに阻止もする、というところなのである」35）と述べる。つまり、周辺性は特定の共同体にお
いて熟達していないため、柔軟で他の共同体との交流を可能にすることを意味している。さらに、「正
統的周辺性のこのあいまいな潜在力こそが、この概念が通常は関係しているとは認められないような
諸関係の結び目（a nexus of relations）に近づくためのかなめになる役割を反映している」36）と述
べる。つまり、周辺的参加はある特定の共同体だけではなく、複数の共同体へ参加可能としていく概
念だと考えることができる。 
 これらから周辺的な参加は、初期状態に戻るという意味ではない。ある共同体への参加によって形
成されたアイデンティティを絶対的なものとせず、それ自体を批判の対象とし、柔軟に新たな世界を
作り出していこうとするのである。このように、参加アンラーニングは、周辺的な参加を回復させる
機能を持つ。周辺的な参加への移行を志向すれば、１つの共同体にとどまらず、複数の共同体を横断
的に移行する可能性が開かれる。すなわち、共同体間を越境するのである。ここでの越境とは、異な
る共同体を自由に横断するのではない。それは複数のそれらをまとめたり、結びつけたりするもので
ある。レイヴらが、「正統的十全参加」ではなく、「正統的周辺参加」と記述したことも周辺的な参加
の重要性を伝えたかったからではなかろうか。 
 
③ 越境としてのアンラーニング 
 周辺的な参加の重要性について明らかにした。では周辺的な参加に位置づけられた学習者にはどの
ような可能性が開かれるのであろうか。それは複数の共同体を横断的に越境する可能性である。佐長
は、「新参者として複数の共同体の境界にあって、それらが自明視しする秩序や規範を揺さぶり、別の
可能性や現実があることを暴露するのである。ある集団の者が別の集団に移動して学習する場合、移
動以前の集団において古参者であったが、移動先の集団では新参者となる」37）と述べる。すなわち、
29 
 
周辺的な参加としての新参者は他の共同体とのつながりをもつことができ、さらに既存の共同体へ揺
さぶりをかける存在となるのである。 
 すると、変化した共同体についての新参者としての学習者は複数の共同体を越境する。越境とは、
複数の共同体をまとめ上げたり、結び付けたりして新たな共同体を形成していく過程のことである。
しかし、繰り返すが新参者となることが今まで学んできたことを棄却するということではない。それ
は、過去の学びをリソースとして新たな共同体において変形させたり、結び付けたりして位置づけ直
すことを意味するのである。 
 社会科教育の文脈に戻そう。従来の社会科教育では、知識や技能を個人の内面に習得させることで
市民の育成を目指した。さらに、それは学校と市民社会を分離し、転移・応用論を根拠としてきた。
しかし、越境する市民の育成は異なる様相を呈する。それは学校と市民社会を一体的に捉えていくの
である。それは学校は市民社会に埋め込まれており、市民社会へと橋渡ししていく存在なのである。 
 以上のようであれば、転移・応用は必須ではなくなる。学習者は状況にこそ応じた行為を行うので
ある。しかも特定の行為に終始することなく、周辺的な参加を回復させることで越境を試みる。すな
わち、新たな自己や世界を形成していくのである。したがって、正統的周辺参加に依拠する社会科教
育では、第１に市民社会へ社会参加させる学習が必要となることは理解できよう。さらに第２に、ア
ンラーニングによって越境することを可能にする学習が必要になることを理解できよう。 
 
（２）アンラーニングとしての社会科授業開発の基本的な方法 
 アンラーニングとしての社会科授業開発の基本的な方法について明らかにしたい。前項同様に目標、
内容、方法について述べていく。 
 第１は、目標である。アンラーニングとしての社会科授業では、ゴールフリーに基づく目標論を採
用する。アンラーニングは、学習者の周辺性を回復させることを目的とする。すると、学習者は正解
がない問いに対して立ち向かうこととなろう。１つの正答へ到達してもそれがよいことなのか、ある
いはよくないことなのかは明確にはならない。したがって、学習者は常にアンラーニングし、愚直に
考え続けるしかないのである。すると、学習の目標は、ゴールフリーに基づく授業となっていく。し
かし、ゴールフリーとはいっても全く目標を設定しないということではない。ゴールフリーとは、目
標から離れて対象を評価するという考え方である。したがって、一定の方向性を持たせるものとして
考える。社会科授業でいえば、市民社会において意味や価値を有する成果を作成することなどの緩や
かな方向性である。その成果物を様々な観点から評価していくのである。 
 第２は、内容についてである。内容については前項同様に社会的な論争である。しかし、参加アン
ラーニングでは、内容が変化させていくことを求める。たとえば、「山口市のまちづくり」について考
えていたとする。学習者はどの地域にも適用できる一般的な解決策を考える。小学生でいえば、「チラ
シを配布する」、「催し物を開催する」などが考えられる。しかし、人口減少や少子高齢化という状況
を踏まえると、それが意味や価値を持たないということに直面するのである。人口が減少しているの
であれば、「チラシを配布する」という解決策では効果は期待できないであろう。人口減少に歯止めを
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かける政策課題を求められよう。すると、学習者は、より状況に対応しするように内容を変化させて
いくのである。人口減少という状況におけるまちづくりであれば、拡大するという考え方を棄却し、
コンパクトシティを基とするまちづくりを提案していくことも考えられよう。このように、状況に対
応するように、内容が変化していくのである。社会参加とアンラーニングにおける内容の違いはこの
点である。 
 第３は、方法についてである。方法についても前項同様に議論である。しかし、アンラーニングに
おける議論の目的は、社会的な論争の解決のためだけではない。矛盾や葛藤を引き出すための方法で
もある。先にも見たように、アンラーニングは、矛盾や葛藤を重視することで変容をもたらす契機を
与える。したがって、学習者が矛盾や葛藤に立ち向かうことで従来のアイデンティティを作り直して
いく可能性が拓かれると考えている。 
 以上のように、アンラーニングによる社会科授業の開発においては、行為と自己と世界のあり方に
ついて考えることになる。行為が変容するのは、自己が変わるからである。一方、自己が変容するの
は、世界が変わるからである。単に、行為だけが変化するのではないのである。それは、レイヴらが
述べるように「全人格を取り込むもの」と表現していることからも明らかである。すると、アンラー
ニングによる社会科授業も程度の差を念頭におく必要があろう。つまり、行為を変容させようと意図
するアンラーニング、自己を変容させようと意図するアンラーニング、世界を変容させようと意図す
るアンラーニングである。もちろん１つ１つが明確に独立できるものではないが、どのアンラーニン
グを意図するのかを明確にすることも授業設計の一要素として重要であろう。 
 
（３）アンラーニングとしての社会科学習評価開発の基本的方法 
 前述の授業に対応した社会科学習評価の基本的な開発方法について明確にしたい。評価方法の第１
は、教師以外の第三者における評価 38）である。従来の学習評価は、教師が実施していた。そのため、
評価の信頼性の問題が生じている。そもそも教師による評価は信頼できるのか、という問題である。
その問題を克服するのが、第三者による評価である。第三者による評価を実施すれば、それは市民社
会における妥当性が高いものとなろう。評価が高ければ、物理的には学校であるが、市民社会におい
て有意義な学習となる。もちろん、評価者によって評価内容が異なるため、信頼性が低いという批判
は当然考えられる。しかし、市民社会においては様々な市民が各々の基準に基づき評価、あるいは判
断がなされている。重要なことは、多様な評価に耐え得る学習成果を作り出すことである。 
 評価方法の第２は、ナラティヴ・アプローチ 39）の活用である。構成主義的 40）なナラティヴ・アプ
ローチはインタビュー法などと異なり、あらかじめ質問内容などを設定しない。語り手と聞き手の関
係により、語る内容が決定されていく。すなわち、共同行為としての対話があればこそ生まれる語り
だと考えるのである。それは、単なるインタビュー法とは決定的に異なるのである。さらに、それに
よるデータ解釈では実証主義に基づいた、仮説を立て、分析視点を明確にしてデータを解釈するよう
なことはしない。それでは、インフォーマントの語りに驚いたり、共感したりすることに重点を置く
という直観的な手法となろう。しかし、教師と学習者の語りに着目し，何を語ったのか，あるいはど
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のように語ったのかについて分析することで，実践における秩序や規則を見いだしていくができる。
すなわち、実証主義に基づく解釈では見落とされてきた事実にも焦点を当てることができるのである。 
 以上の評価方法を取り入れ、アンラーニングとしての社会科学習評価を開発する。第三者による評
価法によって、新たな視点を得る契機とする。また、ナラティヴ・アプローチという共同行為によっ
て、新たな視点を得る契機ともする。すなわち、状況との相互行為によって、新たな自分や世界を作
り出すというアンラーニングが期待できるのである。 
 
５ 小 括 
 本節では、正統的周辺参加に依拠した社会科教育論について考察してきた。正統的周辺参加によれ
ば、学習とは共同体への参加である。その共同体は政治的市民社会と考える。すると、政治的市民社
会に十全的な参加を目指していくことが学習となる。しかし、その反面参加の程度は、慣れや思考の
固定化を促す。そのため、新たに学び直す必要があると考える。すなわち、アンラーニングとしての
周辺的な参加の回復である。周辺的な参加を回復すれば、他の共同体を横断的に往還する契機を得る
ことができる。さらに、その共同体にとどまることなく横断的に越境することも可能性として考えら
れることを示したのである。それらを踏まえて、社会参加とアンラーニングという２つの学習を達成
する基本的開発方法についても示している。 
 最後に周辺的な参加を回復したり、越境したりする市民の育成から考える社会科授業のあり方につ
いて確認したい。その意義は、１つの共同体に意味や価値を有する知識や技能に左右されない自由な
市民の育成である。異なる共同体を越境することは、一般化された知識や技能でさえも特権化されず
１つの思考のリソースとなっていく。そのため、市民として振舞うためには、従来のリソースとして
の知識や技能、さらにはその状況にこそ対応する新たなリソースを形成し、再組織化していくことが
求められる。その再組織化を不断に行っていくことも１つの「探究」としての姿であると考えている。 
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第３節 社会参加とアンラーニングのサイクルを開発原理とした社会科授業内容編成 
 
１ 知識成長の論理に基づく社会科内容編成からの脱却 
 前節までに社会参加とアンラーニングによる社会科授業と学習評価の開発原理について明らかにし
てきた。社会参加によれば、学習は周辺的な参加から十全的な参加への移行である。アンラーニング
によれば、十全的な参加から周辺的な参加への移行と考えることができる。すなわち、２つの学習が
重要となるのである。そこで、本節では、これら２つの学習を組みこんだ社会科授業内容編成の原理
について明らかとしていきたい。 
 従来の内容編成について大きく異なる点は、右肩上がりの直線的な成長という考え方を棄却するこ
とである。従来の見方においては、成長は直線的である。その根拠においては、「科学的知識の成長」
1）を挙げることができよう。森分は、「『豊作になれば値が下がる』という常識的な一般化は、市場経
済のメカニズムについて常識的であるが、一つの把握のし方を示している。このような一般化が批判
的に吟味され、より限定され、より精密度を高めていくと、『需要が一定のとき、供給がませば価格は
下がる』という科学的法則へと成長していく」2）と述べ、「科学的知識の成長は、真理により近く接近
しようという希望をもって、既有の知識を改善していく過程」3）とも述べる。 
 以上を基にして知識成長の図式（図１）を作成する。この図に従えば、P１が基点となる。S.T１にお
いて既有の理論では説明ができない事象が生じた場合 P１となる。その問に対応するため、T.T１という
仮説を立て、批判的に検討していく。あらゆる批判的検討に対して耐えたものが暫定的に理論となっ
ていくのである。それが S.T2を意味している。すると、S.T1よりも S.T2が批判的検討に耐えたため、
誤りが少ない理論と考えられるであろう。すなわち、知識は成長したのと考えるのである。 
 以上が知識成長の論理である。この考え方は、社会科内容編成にも転用されている。次項で考察す
るように、知識が成長することと同様に認識や資質が成長するよう編成されている事例がある。しか
し、本研究での疑問はそこである。すなわち、知識成長の論理に従い、学習者は成長するのかという
疑問である。状況論的なアプローチであれば、知識や技能は特定の状況に応じて意味や価値を有する
と考える。したがって、状況が異なれ
ば、その知識や技能は意味を失い、そ
の状況にこそ応じたそれらを形成す
るという主張となろう。さらに、正統
的周辺参加の立場からは、参加の程度
を高まる十全的な参加の学習では不
十分である。つまり、アンラーニング
の指導を行い、周辺的な参加への移行
させることも重要なのである。すると、
社会参加とアンラーニングを指導す
る社会科授業内容編成は、それらがサ
図１ 知識成長の図式４） 
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イクルとして位置づける必要であることが理解できよう。 
これらをもとに本節では、次のことについて論じていく。第１は、知識成長の論に基づく社会科授
業内容編成の批判的検討である。具体的には、竹中伸夫が紹介するイギリスの『社会問題』シリーズ
を取り上げる５）。第２は、社会参加とアンラーニングを原理とした社会科授業内容編成である。その
ことで、２つの学習をサイクルとして行う必要性や具体的に開発すべき内容を明らかとしたい。第３
は、社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容開発についてである。第２をもと
に、具体的な開発単元を提案し、社会参加とアンラーニングをサイクルとした社会科授業内容編成の
全体像を示すこととしたい。 
 
２ 知識成長の理論に基づく社会科授業内容編成の批判的検討 
（１）知識成長の理論に基づく社会科授業内容編成 
 知識成長の理論に基づく社会科授業内容編成を具体的に示そう。取り上げるのは、竹中伸夫が紹介
するイギリスの Social Studies(社会研究科)向けに示された『社会問題』シリーズである。それは
1980 年代中葉に作成され、14 歳から 16 歳を主たる対象としている。その全体構成として第１巻と第
２巻がある。第１巻の内容編成構造としては、次の３つを挙げている。すなわち、「政権が変わったこ
とによって日々の生活でどのような問題が起きているか」、「自らの意思を政治にどのように反映させ
るか」、「現代イングランド社会が抱える特に解決の必要な問題」である。これらから、「社会で平和的
に課題に向き合いながら生きていくことの重要性を指摘することとなり、それができる市民の育成を
前提としている」こととなる。一方、第２巻は、世界の問題が取り上げられている。その問題は２つ
に大別できるという。すなわち、「自国と因果的に（直接的に）関係のある問題」と「自国とテーマ的
に（間接的に）関係のある問題」である。これらから、「問題の学習を通じて他国の特質を把握しよう
とすれば、必然的に多様な因果関係を論理的に分析・吟味して把握することになるため、論理的思考
の育成も可能」となると指摘している。 
 さらに、その全体構成の中に社会問題学習の３つの段階を見ている。すなわち、「社会問題把握学習」、
「問題構造分析学習」、「多面的考察学習」である。第１の社会問題把握学習では、「問題の背景となる
状況を把握し、そこから派生したその背後に大きな価値観の対立を内包する社会問題に関して、構造
的に分析した上で、その社会問題に対して自分なりに考察することを促す単元構成」６）であるという。
つまり、社会問題をその背景の状況を踏まえて分析し、個人的に考察していく学習であろう。第２の
問題構造分析学習では、「先に紛争に関する理論を把握させ、それを実証的に検証させるのであるから、
複数の社会問題を説明できる理論（共通の問題構造）を分析的に習得させる単元構成」７）であるとい
う。つまり、特定の紛争から問題構造を抽出し、一般化させた理論を習得させていく学習であろう。
もちろん、その一般化された理論は他の社会問題においても転移・応用すると考えるのである。第３
の多面的考察学習は、「異なる立場に立って問題をとらえ、異なる立場に配慮した問題への対策方法の
必要性を自覚させることによって、学習者の見方・考え方を相対化し、社会問題を多面的に考察させ
る単元構成」８）であるという。つまり、自らが依拠する価値観等とは異なる立場に立つことで問題を
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相対化し、様々な角度から考察を可能とする学習であるといえよう。例えば、ディベートの学習も同
様のことが言える。ディベートも論題についての自らの主張とは異なる立場から議論していく場合も
ある。その効果として、相対化することで異なる見方を可能にすることを挙げることができる９）。 
 このような段階は、個人的な考察から脱却するために論理的に考察させたり、異なる立場から多面
的に考察させたりするように構成されていると結論付けることができる。主観的な考察から客観的な
考察への成長であろう。それらをまとめたのが、表１である。図２からも分かるように第１巻から第
２巻へと展開していくと、現代社会の複雑性や多元性を認識させ、高度な意思決定へと成長させるよ
うに内容が編成されていることが分かる。しかもそれは連続性があると考える。すなわち、知識成長
の論に基づく社会科授業内容編成であると指摘することができよう。 
表１ 『社会問題』シリーズにおける内容編成構造 10） 
 
（２）知識成長の理論に基づく社会科授業内容編成の批判的検討 
 知識成長の理論に基づく社会科授業内容編成の影響は大きく、社会科教育においても多大な貢献を
してきたことは周知の事実である。しかしながら、あくまでも知識や技能を個人の内面に捉えようと
する認知主義の立場に対応する内容編成である。認知主義に依拠すれば、知識や技能は個人の内面に
加算的に蓄積される。しかもそれらはポータブルに持ち運ぶことが可能とする。この場合、個人の内
面は、コンピューターと同様の情報処理モデルであるともいう 11）。こられの考え方は、頑強であり強
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固であり、疑いの余地がないように思える。しかし、果たして認知主義的な見方しかできないのかと
いう疑問が残る。 
 そこで状況論に依拠して批判的検討を試みたい。第１の批判は、形成される知識や技能の非連続性
である。状況論からすれば、状況と知識や技能は切り離して考えることができない。すると、図２で
示したように段階的に社会の複雑性や多元性が高まることや意思決定が高まっていくことに疑問が生
じる。具体的に検討しよう。現代社会の複雑性や多元性については、イギリスの国内の問題から他国
との関係の中に位置づくイギリスへと学習内容を移行させることで成長すると考えている。しかし果
たしてそうか。国内の問題においても単純であるとは言い切れない。一方では他国との関係性を考慮
することで問題が理解しやすくなる場合も当然あろう。それらは状況との関係によって異なるのであ
る。すると、どちらの知識や技能が成長しているのかについては明確にならない。むしろ、そのよう
な問い自体に疑問を持つ。状況論に依拠すれば、その状況にこそ対応しているかどうかが問われるの
である。このように考えると、知識や技能は連続的であるといは一概に主張できない。アドホックに、
あるいは非連続的に知識や技能は形成されるのである。 
 第２の批判は、安定した自己と世界の関係性についである。ここでは「成長」について原理的に考
察したい。そもそも知識成長の理論は、ポパーの科学哲学に依拠する。それはデカルトの二元論を受
け入れ、客観的な世界と認識主体を切り離すことによって成立する。しかし、例えば生態心理学の立
場からギブソン（J.J.Gibson）12）は、自己を認識することには環境についての認識が含まれ、環境を
認識するには自己を認識することが欠かせないことを指摘する。たとえば、目の前に見えるもののあ
れこれは、自己の視点からのものである。そのため、自己が移動し、視点が変われば、目の前に見え
るものも変化する。このように、目の前のものを見るという単純な行為であっても、見える対象と見
る自己との相互作用によって可能なのである。したがって、世界を認識するなら、成長するのは知識
だけではなかろう。知識に加えて、学習者も、学習者が参加する共同体（社会的環境）も、それらが
相互構成するように、ともに変化、成長するのである。 
一方、正統的周辺参加のレイヴらは、自己と世界と活動の３つが相互構成の関係にあると考える。
自己が世界の何かを知るなら、自己が変化する。自己が変われば、世界の見え方が変化する。見え方
と切り離して世界を知ることはできないので、世界の見え方が変わることは世界存在の変化を意味す
る。さらに、自己と世界とが変わるなら、世界における自己の活動も変化すると考える。これらから
成長は単に知識や技能の変化を意味しない。それは自己と世界の関係性である。すなわち、これらの
変わり方、変化が望ましいのであれば、それを成長であると呼ぶのである。 
 すると、社会問題シリーズでは自己と世界の関係性は安定したままである。つまり、自己と世界の
変化という意味での成長については言及しないことになろう。したがって、状況論、正統的周辺参加
に基づく社会科授業内容編成では、自己と世界の関係性の変容を視野に入れたそれが求められるので
ある。 
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３ 社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容編成の原理 
（１）スコープ・シークエンス法による社会科内容編成原理 
 戦後、社会科は設置され、1947 年に『学習指導要領社会科編Ⅰ（試案）』が発行された。それでは
カリキュラムの開発を自主的に行うことを奨めており、多数の社会科カリキュラムが全国的に開発さ
れた。いわゆる初期社会科と言われるものである 13）。 
 学習指導要領の発行によって、各学校は独自に社会科カリキュラムを開発していくこととなる。そ
の中で特徴的なことは、具体的な社会科カリキュラムの開発手順が明示されたことである。倉澤剛は
次のように示している。すなわち、「社会科計画の立案手順としては、第１に、社会科の研究計画、第
２に、社会科委員会の組織、第３に、社会調査、第４に、児童調査、第５に、社会科課程表の作製、
第６に、社会科の学習単元計画」14）である。この手順に従い、各学校はカリキュラム開発に取り組ん
だようである。例えば、香川県三豊郡の神田小学校のカリキュラムを取り上げる。いわゆる『神田プ
ランの基底設定まで』15）（以下、神田プラン）である。 
 『神田プラン』ではバージニア・プラン 16）などのカリキュラム開発方法であるスコープ(scope)、
シークエンス(sequence)法を適用している。スコープとはカリキュラムにおいて選択すべき学習の領
域のことを意味する。またシークエンスは、発達段階に応じてどのように配列するのかという順序の
ことを意味する。そうすることで、スコープとシークエンスの組み合わせによって「単元の基底」が
設定されるのである。これらを適用し、『神田プラン』では、「我々は社会的側面から教育内容選択の
範囲（scope）を定めその領域を分ち次にそれを児童生活の心身発達（興味の移動や能力の発達）に応
ずる系列（sequence）に連ねその段階を分ってそこに教材を配当する。」17）としている。単元の基底
の具体的な様式、内容については次の表２の通りである。 
表２ 学年における基底の設定表 18） 
第○学年 基底の設定表（様式） 
基底    
目的    
具体的目標    
所要時間と予定時間    
学習活動の展開要領    
効果判定    
他教科との連絡    
備考    
 
以上のように初期社会科では、教師が主体となり、独自のカリキュラムを開発してきた。開発され
た社会科カリキュラムもスコープとシークエンスによって様々である。しかし、1950年以降、カリキ
ュラムの作成は急速に終焉を迎えることとなる。 
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その第１の理由は、学習指導案に記述されてある個々の内容に対応し、授業開発を行うことが文部
省によって奨められていくことである。実質的に授業開発に重点が移ったことでカリキュラムから授
業へと研究意欲が変化していくこととなる。第２の理由は、カリキュラム作成に膨大な時間がかかる
ことである。当時のカリキュラムは倉澤が示したような手順で開発される。その労力は膨大なもので
あろう。それは「大部のカリキュラムを開発するとなると、個々の教師にとっては当然だが、学校の
共同研究としてもその負担は過大である。熱意に満ちていたとしても、その負担に耐えられなかった
のであろう。」19）という指摘からも明らかである。このような理由により、社会科カリキュラム開発
は数年で終焉をむかえることとなる。 
 
（２）社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容編成原理 
 前項では、社会科授業内容編成としての原理としてスコープ・シークエンス法を用いていることを
明らかとした。それが第１の内容編成開発原理である。では、第２原理とは何かについて明らかにし
たい。本研究は、状況論、正統的周辺参加に依拠する。したがって、自己や世界との関係性について
言及する社会科授業内容編成とすべきである。では、それを可能にする原理は何か。それは社会参加
とアンラーニングのサイクルである。社会参加とは、政治的市民社会への参加のことである。すなわ
ち、政治的市民社会への周辺的な参加から十全的な参加への移行としての学習である。この学習では、
１つの共同体において安定的な世界観を形成することを意味する。例えば、前述した社会問題シリー
ズに取り上げられたような社会的論争や紛争を教材として、問題解決していくような授業のことであ
る。このような学習は、十全的な参加へと学習者を移行させていく。しかし、一方でその共同体での
振る舞いやパフォーマンスのあり方を習慣化させていく。政治的市民社会の場合であれば、議論の仕
方や解決策をパターン化していくのである。すると、十全的な参加は、佐伯胖の言葉を借用すれば、
「学びの凝り」を生み出していくこととなる。それは思考や行為のあり方を制限していくことにもな
ろう。したがって、それは解消に向かうように指導していくべきである。それが、アンラーニングの
原理である。 
 これらを社会科授業内容編成の開発原理とする。しかし、２つは切り離させないものである。社会
参加する一方でアンラーニングの指導が求められるのである。したがって、社会参加とアンラーニン
グはサイクルとして考えるべきであろう。各学年、あるいは各学校段階においてもサイクルとして社
会科授業内容を編成していくのである。 
 
４ 社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容開発 
（１）社会参加とアンラーニングのサイクルを組み込んだ社会科授業内容編成 
 社会科授業内容編成の開発原理として第１にスコープ・シークエンス法、第２に社会参加とアンラ
ーニングのサイクルを挙げた。それを組み合わせてみよう。第１のスコープ・シークエンス法に基づ
けば、スコープとシークエンスを確定しなければならない。先ずはスコープである。スコープに関し
ては、政治、経済、社会、文化、総合としたい。なぜなら、政治から文化の４領域において社会的論
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争を網羅的に捉えることが可能であると考えられるからである。もちろんその領域は、複合的に重な
っている場合も当然あろう。したがって、「総合」を付け加えて５領域とするのである。さらに問題の
広がりである。問題の広がりについては、学校、地域社会共同体、国家社会共同体、地球社会共同体
の４つのレベルで構成する。 
 以上の２つの軸で構成すると、従来の内容編成と大差はない。したがって、社会参加とアンラーニ
ングのサイクルをスコープに加えるのである。すなわち、社会参加としての５領域、アンラーニング
としての５領域が設定されるのである。この観点を加えれば、社会科授業内容編成は従来と異なるこ
とが明らかであろう。すなわち、スコープをアンラーニングの観点から考察することである。それら
を組み合わせると、図４のように社会科授業内容編成ができる。しかし、学校共同体への社会参加は、
理論上ありえない。なぜなら、学校共同体への参加からの脱却が本研究の目的だからである。同様に、
地球社会共同体からのアンラーニングについても設定しない。もちろん、その可能性については検討
可能である。しかし、本研究の目的からすれば、地球社会共同体への社会参加について示すことで社
会参加とアンラーニングのサイクルの必要性を明らかにすることが可能と考えるからである。 
 図４からすれば、例えば学校共同体からのアンラーニングがある。すると、１から５までの単元構
想が考えられる。１であれば、政治的な問題を取り上げる。例えば、地方選挙における若者の投票率
の問題が考えられる。日本における若者の投票率は決して高くない。さらに、18歳から選挙権を得る
ことで主権者教育も盛んに行われてきている。そのような政治の文脈があるが、学校においてはそれ
とか関係なく学習が展開されているのである。すると、学習者はその現状に疑問をもち、学校共同体
からアンラーニングしていくよう行為していく。このようなアンラーニングとしての学習が考えられ
る。同様に２、３も内容に応じて編成していく。 
 しかし、すべての内容を網羅して学習するのではない。各学年において学校共同体のアンラーニン
グより１、あるいは２、地域社会共同体への社会参加から１、あるいは２と選択していく。そうする
ことで、学校共同体から地球社会共同体まで視野を拡大していくことか可能となるのである。それら
を具体的に示すと、表３のようになる。 
表３ 社会参加とアンラーニングを組み込んだ社会科授業内容編成 
 
社会参加 アンラーニング 
政治 経済 社会 文化 総合 政治 経済 社会 文化 総合 
学校共同体      １ ２ ３ ４ ５ 
地域社会共
同体 
６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 
国家社会共
同体 
16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 
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地球社会共
同体 
26 27 28 29 30      
 
（２）社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容開発 
 本稿では、表３に基づいた社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容を具体的
に開発していくこととしたい。図５のようである。先に明らかにしたように、社会的問題の拡大が実
質化できるように配慮してあることは、言うまでもない。 
表４ 社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業内容開発 
 
 
社会参加 アンラーニング 
政治 経済 社会 文化 総合 政治 経済 社会 文化 総合 
初
等
中
期 
学校      
まちづ
くり 
    
地域  
地域産
業 
     
地域文
化 
  
国家 
農業育
成 
       
伝統文
化 
 
地球    
文化交
流 
      
初
等
後
期 
学校      
地方選
挙 
    
地域 
健康安
全 
     
地方活
性化 
   
国家     
エネル
ギー問
題 
 
産業育
成 
   
地球     
国連平
和 
     
中
等
前
期 
学校           
地域 
地方自
治 
        防災 
国家  
産業育
成 
     
共同参
画 
  
地球     
地球環
境 
     
中
等
後
期 
学校       
工場誘
致 
   
地域   ＮＰＯ     
社会保
障 
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国家 
政治改
革 
    
憲法問
題 
日本経
済 
  
国民国
家 
地球 
南北問
題 
 
メディ
ア 
       
  
なお、第２章において具体的な社会科授業開発を示す。次章に示す単元との関係は、以下のようで
ある。 
第１節 学校共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発・・・中等後期「工場誘致」 
第２節 地域社会共同体への参加としての社会科授業の開発・・・中等前期「地方自治」 
第３節 地域社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発・・・初等後期「地方活性
化」 
第４節 国家社会共同体への参加としての社会科授業の開発・・・初等後期「エネルギー問題」 
第５節 国家社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発・・・中等後期「憲法問題」 
第６節 地球社会共同体への参加としての社会科授業の開発・・・中等前期「地球環境」 
 
５ 小括 
 社会参加とアンラーニングのサイクルとしてのカリキュラムを示した。このカリキュラムの特徴は、
２つの学習をサイクルとして示したことである。社会参加のみでは不十分である。逆も同様である。
さらに、カリキュラム開発の方法としてスコープ・シークエンス法を用いている。スコープとしての
軸は社会参加であり、それに５領域が設定される。アンラーニングも同様である。そのことで新たな
プランとしてのカリキュラムが作成されるのである。 
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  佐長健司編、1997、『社会科でディベートする子どもを育てる』明治図書。 
  全国教室ディベート連盟編、1998、『授業づくりネットワーク別冊 教室ディベートへの挑戦第
12集』学事出版。 
10）前掲５）、p.38。 
11）コンピューターと同様の情報処理モデルについて示した論考は次である。 
  市川伸一、上阪友里、2015、「社会に生きる学び方とその支援」東京大学教育学部カリキュラム・
イノベーション研究会『カリキュラム・イノベーション－新しい学びの創造に向けて－』東京大学
出版会、pp.95－104。 
12）生態心理学については次を参照した。 
  佐々木正人、2000、『知覚はおわらない－アフォーダンスへの招待－』青土社。 
  佐々木正人、三嶋博之編、2001、『アフォーダンスと行為』金子書房。 
  佐々木正人、三嶋博之編 2005、『生態心理学の構想－アフォーダンスのルーツと尖端－』東京大
学出版。 
  ギブソン.、Ｊ.、Ｊ.、2017、『生態学的資格論－ヒトの近く世界を探る－』（古崎敬、古崎愛子、
辻敬一郎、村瀬旻：訳）サイエンス社。 
13）初期社会科に関する論考は多数ある。そのなかで体系的にまとめられているのは次である。 
平田嘉三、初期社会科実践史研究会編、1986、『初期社会科実践史研究』教育出版センター。 
小原友行、1998、『初期社会科授業実践の展開』風間書房。 
14）倉澤剛、1948、『社会科の基本問題』誠文堂新光社、ｐ.119。 
15）神田小学校、1949、『神田プランの基底設定まで』。 
16）バージニア・プランについての考察としては例えば、次がある。 
  木村博一、片上宗二、1984、「ヴァージニア・プランの分析的検討」日本教育方法学会編『教育
方法学研究』第 10巻、pp。131－141。 
17）同書、ｐ.10。 
18）同書、ｐ.73。 
19）佐長健司、2002、「教師による社会科カリキュラム開発の実際的方法」日本社会科教育学会編『社
会科教育研究』第 87号、p.78。 
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第２章 社会参加とアンラーニングのサイクルによる社会科授業の開発 
 
第１節 学校共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発 
 
１ 知識や技能をアンラーニングする必要性 
本節の目的は、学校共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発である。従来の社会科
授業では、学習を知識の習得と考えてきた１）。例えば、「需要が一定のとき供給が増せば価格は下がる」
などの命題的知識の習得である。このような概念的知識を習得することに大きな意味や価値を見出し
ていく社会科授業が展開されてきたことに異論はなかろう２）。それらの社会科授業は批判的合理主義
を原理として開発されている。そのため、実証的に反証可能性による推論と反駁によって連続的・発
展的に知識は成長すると考えられている３）。このような知識を習得することに大きな意味や価値をも
たせているのは学校である。したがって、正統的周辺参加に依拠し、学校共同体とよぶこととしたい。 
 以上の批判的合理主義の社会科授業からすれば、習得された知識は役立つものとして受け入れられ
ている。そのため、知識を習得していくという経験が何度も繰り返され、学習経験が成立する。する
と、次のような疑問が生じる。果たして習得された知識は役立つのか。あるいは知識を習得する経験
をすることがよいことなのか。その知識や学習経験によって認識や思考が制限されないか。しかし、
これらの疑問についての検討はなされたことがない。 
 このような問題意識から、本節では状況論に依拠して知識や学習経験についての新たな考察を試み
たい４）。状況論では、知識や行為は状況に応じて構成されていくものであるとする。そのため、状況
が異なれば、既有の知識や行為は棄却されていくと考える。このような状況論からすれば、社会科授
業での習得される知識や学習経験も状況が異なるたびに棄却しなければならない。そうすることで、
新たな状況に対応するように知識や行為が形成、習得されるのである。 
このような状況論から知識、学習経験を捉えれば、状況が異なるたびにそれらを棄却していく考察
が可能となる。そのため、知識を棄却すること、学習経験を棄却することをアンラーニングと呼ぶこ
ととする。このようなアプローチを採用することは、新たな社会科授業の展開を期待できる。すなわ
ち、状況に対応できない知識は、積極的に棄却すること、及び学習経験を棄却することを学習目標と
した社会科授業の展開である。そのような社会科授業を開発することで従来の批判的合理主義の社会
科授業との差異を明らかとしたい。   
差異を明らかとするために、第１に、アンラーニングの指導原理を明らかにしたい。第２に、批判
的合理主義を原理とする社会科授業を取り上げ、問題点を明らかとする。対象授業は、アルフレッド・
ウェーバー（Alfred Weber）が論じた「工業立地論」５）を援用した授業『工業立地論』６）である。そ
の授業を状況論的に検討することで批判的合理主義の社会科授業の限界を授業レベルで明らかとした
い。第３に、その克服を目的とした単元「工業立地論は役立つのか？」を示していく。これらから、
学校共同体からアンラーニングすることができる社会科授業の実際を示すこととしたい。 
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２ 知識や技能をアンラーニングする指導の原理 
（１）アンラーニングの定義 
状況論の原理とは次のようである７）。あらゆる行為は状況に埋め込まれている。状況によって行為
が始められ、その意味や価値が与えられる。一方、行為が状況を構成する。行為と状況は相互構成的
である。このようにして知識や行為に意味や価値が与えられる。そのため、状況論では、知識や行為
がどのような状況に埋め込まれているのか、あるいはその状況において知識や行為がどのような意味
や価値を持つのかについて明確にしていくことが重要となる。以上からすれば、既有の知識や行為に
ついても状況が異なるたびに棄却することとなる。そうすることで、状況に対応する知識や行為を形
成していくのである。すなわち、知識は状況に応じて非連続的に形成されるものと考えられるのであ
る。 
以上の状況論をもとに知識の棄却、及び学習経験の棄却について検討しよう。まずは知識の棄却で
ある。状況論の原理に依拠すれば、その状況において習得されている知識が役立つものであるのか、
あるいは役立たないものであるのかについての検討がなされる必要がある。それは状況との関係性の
強弱によって明らかとすることができる。関係性の強弱とは、その状況においての説明力の大きさの
ことを言う。すなわち、関係性が強ければ、その知識の説明力は大きい。一方、関係性が弱ければ、
その知識の説明力は小さい。このように、関係性の弱さを認識できれば、その知識の説明力は小さく
棄却すべき対象となる。しかし、その棄却された知識は無意味・無価値とはならない。棄却された知
識は、新たな知識形成のための１つのリソースとなるのである。すなわち、アンラーニングによって
知識は棄却され、リソースとして位置付けられるのである。 
次に学習経験の棄却である。状況論からすれば、社会科授業における学習経験についても棄却すべ
き対象となる。例えば、仮説検証型の社会科授業である。この型の授業では、問題を分析し、その問
題に対する仮説を立てていく。さらに、仮説が妥当であるかを検証していくという方法である。この
学習経験は、以前は役立つものとしてみなされてきた。しかし、この型の授業において習得された知
識についても状況論によれば、棄却可能性がある。そうであれば、その学習経験自体が状況において
役立つものかどうかを検討する必要があろう。そのため、学習経験自体を棄却することも当然指導さ
れるべきである。すなわち、アンラーニングによって学習経験は棄却され、新たな学習経験を形成し
ていく契機となるのである。このように考えれば、アンラーニングとは状況に対応できない知識を棄
却し、さらにメタ・レベルである学習経験を棄却していくこととなる。 
 
（２）連続的知識形成論と非連続的知識形成論 
 状況論に依拠すれば、状況ごとに知識は形成、習得されていくと考える。そのため、知識は状況に
応じて非連続的に形成されていくと考えられる。非連続的知識形成論に基づくことにどのように意義
があるのかについて明らかとしよう。 
従来の社会科授業では、批判的合理主義の原理に基づき開発されてきた。批判的合理主義の原理と
は次のようである。その原理は反証可能性の概念に基づいている。反証可能性とは、検証されようと
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する仮説が実験や観察によって反証される可能性を有することである。そのため、前述した「需要が
一定のとき供給が増せば価格は下がる」という仮説は、具体的な事実によって反証が可能である。よ
って、その仮説は反証可能性を有するため科学的な知識となるのである。さらに、その検証がなされ、
説明できない場合はその仮説は修正される。それらのことで知識は連続的に成長していくと考えられ
ている。 
 以上の原理に従い、知識が習得されたり、学習経験がなされたりしていく。しかし、果たして知識
は連続的に成長していくのか。答えは否である。そもそも状況論の立場では、脱状況・文脈による知
識は有り得ない。レイヴ、ウェンガーは、「抽象的表現は手近な状況に特定化されないかぎり意味をな
さない。さらに、抽象的原理の形成や獲得はそれ自体が特殊な状況での特殊なできごとである。」８）
と言う。さらに、佐長は「知識の成長のために活用される概念的知識は、異なる状況に転じると、そ
れは意味や価値を失う。」９）と言う。これらの指摘は、具体的な状況と知識が密接に関わっているこ
とを意味している。すなわち、知識は、具体的状況に埋め込まれ、その有用性を維持するのである。 
 以上のことを考慮すれば、脱状況・文脈を前提とする批判的合理主義が主張する連続的知識形成論
は否定せざるを得ない。すなわち、知識は状況に応じて非連続的に形成されていくこと考えることが
望ましいのである。さらに、学習経験についても同様に考えることができる。学習経験についてもよ
いかどうかは状況次第である。そのため、学習経験についても状況に応じて非連続的に形成されるこ
とが望ましいのである。 
 
（３）アンラーニングの指導方法 
 アンラーニングはどのような方法によって指導可能となるのかについて明らかにする。第 1は、知
識の棄却の指導である。知識の棄却の指導では、状況との関係性が重要となる。そのため、これまで
無自覚であった状況を明確に取り扱わなければならない。状況とは、あらゆる言葉や行為、及びその
所産の意味や価値を明確にする文脈的情報のことである。その状況を自覚的に描出することで知識と
の関係性の強弱が明確となっていく。 
例えば次章で検討する工業立地論である。工業立地論も具体的な状況との関係において有用性を持
つ。そのため、具体的な状況を想定しなければならない。次の開発単元で言えば、サッポロビール九
州日田工場である。この場合であれば、当該工場がどのような地理的状況に埋め込まれているのか、
あるいはどのような文化的状況に埋め込まれているのかなどを描出しなければならない。そのような
指導を行うことで学習者は状況を認識することができるのである。このように状況を認識できれば、
習得した知識との関係性を検討できる。その結果、関係性が弱ければ、その知識は説明力が小さい。
すなわち、知識は棄却されるのである。そうすることで、新たな知識を形成していくリソースとして
位置づけていくことが可能となっていくのである。 
 第 2は、学習経験の棄却の指導である。学習経験の棄却の指導では、経験した学習自体について考
察しなければならない。考察するには、その学習自体がどのような原理に基づいて授業が展開された
かを明らかにする必要がある。その原理が明らかとなれば、授業で取り上げた現象をよりよく説明で
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きたかどうかの考察が可能となろう。前述の授業であれば、日田市に工場が建設された理由に対する
工業立地論の説明力の大きさの考察である。そうすることで、工業立地論を学習した経験自体が役立
つものであるかについて考察していくのである。考察の結果、工業立地論を学習した経験が役立たな
いのであれば、その学習経験は棄却されるべきものとなろう。そうすることで、新たな学習経験を習
得していく契機となっていくのである。 
 
３ 「工業立地と工業地域の形成」の批判的検討 
（１）授業「工業立地論」の概要 
 批判的合理主義の原理によって開発された社会科授業を検討することでその問題点を指摘しよう。
対象授業は、授業「工業立地論」である。 
 授業『工業立地論』の概要を明らかにしよう。この授業では、「工業の立地条件・立地因子および工
業の集積（分散）と、工業地域の形成について理解させる。」10）と目的が示されている。その目的を
達成するために次のような中心発問をする。すなわち、「なぜデトロイト都市圏に自動車工業が立地し、
発展したか」、「なぜ製鉄業がこの地域に立地したのだろうか」である。それに対応するように次のよ
うな概念的知識が習得される。第 1 の発問に関しては、デトロイト都市圏では安定した極大利潤が得
られ、かつ生産費が極小で済むことを理解させる。さらに、生産費における輸送費に着目し、この地
域ではそれが極小となることを理解させる。そのことで、「輸送費が極小となる地点に工業は立地する」
という概念的知識を習得している。第 2 の発問に関しては、自動車関連工業（部品生産部門）におい
ても輸送費が極小となる地点に建設されているという事実から製鉄業がなぜ原料産地周辺に立地して
いるかを学習させていく。その学習では、既有の知識では説明できない。そのため、製鉄業の原料が
石炭、鉄鉱石、石灰石であり、それらを重量損失原料であることについて考えさせ、原料指数を求め
ていくことを学習させる。そうすることで、局地原料が製品重量よりも大きければ、原料指数が１を
上回り、原料産地近郊に工業は立地するなどの説明力の大きい概念的知識を習得していくこととなる
のである 11）。そのことを「原料指数に基づいて工業は立地する」という概念的知識としておく。 
 以上のように授業「工業立地論」では、２つの概念的知識が習得される。第 1は「輸送費が極小と
なる地点に工業は立地する」である。しかし、その知識は製鉄業がなぜ原料産地に立地しているかに
ついての問いには対応できない。そのため、それは反証され、修正を余儀なくされる。そのことで、
成長した知識である第２の知識である「原料指数に基づいて工業は立地する」を習得していくのであ
る。すなわち、この授業は、知識は連続的に成長することを前提とした批判的合理主義を原理とした
社会科授業であると位置付けることができる。 
 
（２）授業「工業立地論」の批判的検討 
では授業「工業立地論」の検討をしよう。第 1の輸送費論に基づいた知識である。授業では、アメ
リカの組立工場と関連工場の状況を取り扱い、輸送費極小の概念的知識を導出している。さらに、関
連工場と製鉄業の具体的状況から同様に導出し、知識を形成している。これらは結局、具体的な状況
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から知識を形成していることとなる。概念的知識が連続的に成長するならば、製鉄業という新たな状
況を提示する必要はない。しかし、授業では新たな状況から知識を導出する活動を行う。すなわち、
知識は状況に埋め込まれていることを示しているのである。しかし、埋め込まれている状況が何であ
るのか特定する指導、あるいはその状況においての知識が役立つのか、役立たないかについての指導
はなされない。それらの指導がなければ、実際はその状況において役立たない知識が棄却されないこ
ととなる。 
次に、第 2の原料指数に基づいた知識の検討である。原料指数に基づけば、原料産地あるいは市場
近郊に立地するかを説明することができる。しかし、その計算式に関わる局地原料、普遍原料の決定
方法が状況に埋め込まれている。例えば、後に挙げる水である。水は工業立地論においては、普遍原
料とみなされている。そのため、水は容易に入手できるので、ホップや麦の局所原料だけが問題とな
る。その結果、ビール工場は市場近郊に立地することとなる。しかし、水についても状況に埋め込ま
れている。もしその水が全国的に評価が高いものであれば、それは入手しがたいものとなる。すなわ
ち、局地原料としての決定が可能となる。やはり具体的状況から切り離して、その知識の意味や価値
は語ることができないのである。しかし、実際の授業では、状況との関係において原料指数を求めて
いく指導はなされない。指導されなければ、原料指数のみに依存し決定、判断していくこととなる。
それでは第１の知識と同様に棄却されないこととなる。棄却しなければ、その知識に行為が制限され
ていくこともあろう。 
さらに、この授業では批判的合理主義に基づき、連続的に知識が発展していくことを経験していく。
そのため、工業立地論についても連続的に発展していく知識を習得していくこと、すなわち輸送費論、
原料指数についての知識の習得が経験として内在していく。しかし、その学習経験が役立つのかにつ
いての検討はなされない。検討がなされなければ、その学習経験は無条件によいものとして認められ
ていく。やはり学習経験が役立つものでるかの検討を積極的にすべきであろう。そうすることで学習
経験の棄却が可能となるのである。 
以上の検討結果から状況に応じて知識は棄却され、学習経験についても棄却されるべきことが授業
レベルにおいても明らかとなった。そのため、次章ではアンラーニングを指導する社会科授業の構成
を具体的に示し、これらの問題を克服することとしたい。 
 
４ 知識や技能のアンラーニングを指導する社会科授業の実際 
（１）単元「工業立地論は役立つのか」の構想 
 従来の工業立地論の授業は、概念的知識の習得を目標とした。概念的知識を習得していくことで、
どのような事象も説明可能であるとしてきた。しかし、本単元はそれらとは異なり、アンラーニング
を指導していく社会科授業を示す。アンラーニングを指導することで、状況に対応できない知識であ
るならば、積極的に棄却することができることとなる。さらに、学習自体を問うことで学習経験につ
いても棄却できることとなるのである。 
 では工業立地論ではビール工場建設はどのように説明できるかについて明らかにしよう。第 1は、
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輸送費指向である。すなわち、「工業立地は、輸送費極小地が最有利地点となる」である。具体的には、
北九州市門司区、鳥栖市、日田市である。この知識に従えば、立替以前に立地している北九州市門司
区となる。しかし、実際はそこから最も遠距離である日田市に建設されている。そのため、その知識
では立地について説明できない。そのため、第 2の原料指数によって立地を説明する。ビールの主要
原料は水と大麦・ホップである。ビール 1tを製造するのには水が 10t、大麦・ホップは 0.035tであ
る。水は普遍原料、大麦・ホップは局地原料であると一般的には考えられているので、原料指数は 0.035
である。すなわち、ビール工場は市場指向に該当する。以上からすれば、ビール工場は輸送費極小地、
すなわち、市場に近い場所に立地すると結論付けることができるのである。実際、ビール工場は札幌
市、仙台市、東京周辺、名古屋、大阪周辺、福岡市など大消費地に立地している。それらは工業立地
論に従い、建設されていると結論付けることが可能である。 
 しかし、果たして工業立地論はどのような状況においても役立つと言えるのか。このことを明らか
とするために、サッポロビール九州日田工場建設（以下、九州日田工場）を検討する。当該工場は、
大分県日田市に 2000年に建設された。建設費用は約 308億円、敷地面積は約 22万 2000㎡である。建
設候補地は、大分県日田市、佐賀県鳥栖市、さらには従来立地していた北九州市の門司区である。鳥
栖市は九州自動車道、長崎自動車道、大分自動車道が交差するＩＣであり、市場である福岡市、北九
州市も近郊にある。 
一方、門司区は福岡市、北九州市などの市場に近い。第 1の輸送費指向の知識であれば、門司区が
建設予定地となる。しかし、実際はちがう。日田市から福岡市までは約 70KM、北九州市までは、約 130KM
であり、他の２市よりも距離の差がでてくる。すなわち、この知識では日田市に立地した理由を明確
に説明できない。そのため、原料指数に基づいた知識を活用していくこととなる。前述したビール工
場の原料指数は市場近郊に建設されることとなる。しかし、日田市は他の２市よりも市場から遠い。
すなわち、この知識においても日田市に立地したことは説明できないのである。以上を考察した結果、
それらの知識はその状況において意味や価値が小さいことを認識することができる。すなわち、知識
の棄却である。 
 このように、従来の知識を棄却することを自覚することで様々な状況を考慮した新たな知識を形成
していくことが可能となる。九州日田工場は、普遍原料であるとされている水に注目している。日田
市は水資源が豊富であり、江戸幕府の天領であった。さらに水成分も体によいとされている。それら
は「日田天領水」と言われ、全国から高く評価されている。九州日田工場ではその水をビールの原料
として活用し、イメージアップを意図しているのである。そうすることで、製品収入の増加を見込ん
でいる。このように、水も状況によって、意味や価値が異なるのである。つまり、九州日田工場の建
設は全国的に評価を得ている水に着目し、重要な判断の材料としているのである。さらに、水を機軸
として建設費や土地代など様々な状況を総合的に判断することでビール工場は日田市に建設されたの
である。 
授業はさらに、学習経験についても言及する。すなわち、工業立地論を学習することが役立つのか
について討論するのである。工業立地論は状況を捨象することで脱状況・文脈を作り出す。そうする
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ことで、あらゆる状況に説明が可能となる知識を形成できるとみなしてきた。しかし、その学習自体
が１つの特殊な状況において認められるべきものである。そうすることで学習したことが役立たない
ものであると認識する。すなわち、それらの学習経験は棄却されるべきものとなっていくのである。 
以上の指導を行うことで知識を棄却したり、学習経験を棄却したりすることができることを学習目
標とする社会科授業の展開を具体的に示していく。なお、アンラーニングの指導は初等・中等教育の
すべてにおいて必要な指導である。また、本単元は工業立地論を教材として取り上げている。そのた
め、輸送費論及び原料指数という抽象度の高い理論を使用せざるを得ない。そのため、中等後期段階
の学習者を想定し、授業開発を行うこととしたい。 
 
（２）単元の学習目標 
 工業立地論ではサッポロビール九州日田工場建設の立地について説明できないことを理解し、それ
らの知識を棄却することができる。さらに、状況にこそ対応した知識が形成できることを自覚し、九
州日田工場では水に着目し、販売収入の増加を工場建設判断の重要な材料としているという知識を形
成することができることを学習目標とする。また、「工業立地論は役立つのか？」について討論するこ
とで工業立地論の学習の意味や価値について明らかにし、学習経験についても棄却できることも学習
目標としたい。 
 
（３）指導計画 全 4時間 
主題 主な学習内容及び学習活動 
工業立地論について 
日本における製鉄工業を学習対象とし、「工業立地は、輸送費極小地
が最有力地点となる」、「原料指数に基づいて工業は立地する」などの
輸送費に着目した工業立地論について理解していく。 
サッポロビール 
九州日田工場建設の概要 
サッポロビール九州日田工場は大分県日田市に建設された。この工場
を具体的状況として前時に学習した工業立地論が活用できるかにつ
いて検討していく。その結果、九州日田工場の建設では、前述の輸送
費に着目した工業立地論は適用できないことを自覚し、棄却してい
く。 
サッポロビール九州日田工
場建設理由 
九州日田工場建設には様々な状況が関係する。特に日田市に立地する
メリットとして水のイメージがある。つまり、水に着目し、販売収入
の増加を見込む。そのことで、工業立地論だけに依存せず様々な知識
を総合的に活用していくことを理解していく。 
討論「工業立地論は役立つ 
のか？」と主張の作成 
輸送費以外の状況を考慮した工業立地論、あるいは輸送費に着目した
工業立地論のそれぞれがどのように役立つのかについて討論し、有効
性や限界について明らかにする。さらに、それぞれの工業立地論につ
いて検討し、結論、理由付け、授業での内容や討論における発言の観
点から主張を作成する。 
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（４）各時間の学習指導案 
教師の指導言 
１ 工業立地論について 
○製鉄業を手がかりに、どのよ
うな場所に工業が立地して
いるかを考えよう。 
・製鉄業はどのような場所に立
地していると言えるか。予想
しよう。 
・予想をもとにどのような場所
に立地しているか地図で確
認しよう。 
 
 
・なぜ製鉄業は港湾に近い場
所に立地しているのか予想
しよう。 
・資料を読んで答えなさい。 
 
 
・輸送費が少なければ、どの
ようなメリットが生じるの
か。 
・製鉄業の極大利潤を得るた
めには、どのようにすれば
よいか。 
 
・それでは、なぜ多くの製鉄
業が市場よりも港湾近くに
立地しているのか。 
 
・工業立地論では、どのよう
にして港湾近郊に立地して
いると説明が可能となる
か。 
 
・なぜ、製鉄業は原料産地に
教授学習過程 
 
 
 
 
T：発問 
P：予想 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
 
T：発問 
P：予想 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
P：資料読解 
P：応答 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：発問 
T：資料読解 
P：応答 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
 
T：発問 
資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
 
 
３ 
 
 
 
４ 
 
 
 
５ 
 
 
 
 
学習者の発言及び主な学習活動 
 
 
 
 
・港湾近郊に立地している。 
 
 
・新日本製鉄系（室蘭・君津・名古屋・
八幡・大分）、ＪＦＥスチール（千
葉・川崎・倉敷・福山）、住友金属
工業系（鹿島・和歌山・小倉）、日
新製鉄（呉）の 13箇所である。 
・輸入した原料を輸送しなくていいか
ら。 
 
・港湾に立地することで原料輸送費が
少なくて済むからである。 
 
・輸送費が少なければ、企業の利潤が
増える。つまり、極大利潤を得るこ
とができるのである。 
・製鉄業の極大利潤を得るためには、
輸送費のコストを極小にすればよ
い。つまり、輸送費コストが極小と
なる地点に工業を立地すればよい。 
・原料及び燃料（鉄鉱石、石炭、石灰
石など）はほとんどを輸入に依存し
ている。そのため、輸入しやすい港
湾近郊に立地している。 
・原料指数に基づき、立地場所を決定
することができる。その計算式は次
のようである。 
原料指数＝局地原料重量÷製品重
量 
・鉄鉱石、石炭、石灰石は全て局地原
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立地しているのか。 
 
 
 
 
・輸送費に着目した工業立地
論についてまとめなさい。 
 
 
・明らかとした工業立地論の
汎用性について検証してい
く。 
２ サッポロビール九州日田
工場建設の概要 
○サッポロビール九州日田工
場を事例にして工業立地に
関する知識はどのような状
況にも適用できるのか考え
よう。 
・サッポロビール九州日田工
場はいつ、どこに建設され
たか。 
・敷地面積及び建設費を明ら
かにしなさい。 
 
・以前はどこに工場があった
のか。 
・工場建設の候補地はどこで
あったか。また、それぞれ
の特徴を明らかにしなさ
い。 
 
 
 
 
 
 
 
P：資料読解 
P：応答 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：説明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
６ 
 
 
 
 
７ 
８ 
９ 
10 
 
 
 
 
 
 
料である。そのため、原料指数は、
１を超える。 
 原料指数＞１となる。そのため、製
鉄業は原料産地近郊に立地すると
結論付けられる、 
・輸送費が極小となる地点に工業は立
地する。 
・さらに、原料指数に基づいて工業は
立地する。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
・サッポロビール九州日田工場は、
2000年に大分県日田市に建設され
た。（以下、日田工場） 
・日田工場の敷地面積は、22万 2000
㎡、工場全体の建設費は約 308億円
である。 
・以前は北九州市の門司区に工場があ
った。 
・工場建設候補地は、従来の北九州市
門司区、佐賀県鳥栖市、大分県日田
市である。 
・門司区は福岡市や北九州市などの大
消費地が近くにある。さらに高速道
路、港湾もあり輸送には大変便利で
ある。 
・鳥栖市は九州自動車道路、長崎自動
車道、大分自動車道が交差するＩＣ
があり、どの方面においても輸送が
便利である。また福岡市までは約
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・極大利潤にするには、どこ
の都市が有利であるか。 
 
・結果的にはどの都市に建設
されたか。なぜその都市に
建設されたか。 
・輸送費論で説明できないの
であれば、どのようにすべ
きか。 
・ビール工場の原料指数につ
いて明らかにする。ビール
の主要原料は何か。 
・ビール１tを製造するのに
水、大麦・ホップはどのく
らい必要であるか。 
・水、大麦・ホップの原料は
どのように分類されている
か。 
・以上から原料指数は何か。
また、それからどのような
場所に立地すると言える
か。 
・その条件に合う都市はどこ
か。検討して答えなさい。 
 
 
・日田市にビール工場が建設
された理由を原料指数に基
づいて明らかにしなさい。 
・前時で明らかとした条件は
どのような場合も適用でき
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
T：資料読解 
P：応答 
T：発問 
T：資料読解 
P：応答 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11 
 
 
12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40KM、北九州市までは約 70KMであ
る。 
・日田市は高速道路に近いが、大消費
地には２市と比べると遠い。福岡市
までは約 70KM、北九州市までは約
130KMである。また日田天領水とい
うブランド水がある。 
・輸送費が安くなる北九州市門司区に
建設するのが有利であると考えら
れる。 
・大分県日田市に建設された。しかし、
その説明はできない。 
 
・輸送費論では説明できない。そのた
め、第 2の知識である原料指数に基
づいて判断するべきである。 
・ビールの主要原料は水、大麦・ホッ
プである。 
 
・ビール１t製造するのに水が 10t、
大麦・ホップが 0.035t 必要である。 
 
・水は普遍原料である。大麦・ホップ
は局地原料である。 
 
・ビールの原料指数は 0.035となる。
そのため、市場指向となり、大消費
地の近くに立地すると結論付ける
ことができる。 
・大消費地の近くである門司区、ある
いは鳥栖市にビール工場は建設さ
れる。日田市は２市に比べ消費地か
ら遠く、当てはまらない。 
・（説明できない。） 
 
 
・輸送費、及び原料指数に基づく工業
立地論は、どのような場合にも適用
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るか。 
・なぜ適用できないのか。 
 
 
・前時で学習した工業立地論
はどうすべきか。 
 
・日田市に建設された理由を
説明するにはどうすればよ
いか。 
 
３ サッポロビール九州日田
工場建設理由 
○九州日田工場の建設は、
様々な状況を考慮した新た
な知識が必要である。どの
ような知識が必要であるか
考えよう。 
・日田市が工場建設地に決定
した主な理由は何か。 
 
 
・ブランド化された水の利用
によって何を意図している
のか。 
 
・以前学習した工業立地論は
何に着目していると言える
か。 
 
・九州日田工場の場合、製品
のイメージアップに着目す
ることは、何に着目してい
ると言えるか。 
・なぜ製品販売収入に着目す
るのか。 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：発問 
T：資料読解 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13 
 
 
 
14 
 
 
 
 
 
 
 
14 
 
 
 
 
 
 
できるとは言えない。 
・九州日田工場は、様々な状況を考慮
して、工場建設を決定していると推
測する。 
・工業立地論では日田市に建設された
理由を説明できない。そのため、そ
れは棄却すべきである。 
・知識や理論が捨象した状況を引き出
し、新たな知識を形成する。そうす
ることで説明していくべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・日田市が工場建設地に決定した主な
理由は水質のよさである。日田市の
水は『日田天領水』と呼ばれ、ブラ
ンド化されている。 
・水質のよさによって製品のイメージ
をアップすることを意図している。
さらに、そのことで新たな顧客の獲
得も意図している。 
・生産費に着目している。特に輸送費
を極小化できる地点に立地するこ
とで企業利潤を極大化していくこ
とを目指している。 
・市場における製品販売収入に着目し
ている。そのため、それを極大化し
ていくことで企業利潤を極大化し
ていくこととなる。 
・水をどこにでもある普遍原料と考え
るのではなく、販売収入を大幅に増
加させることができる局地原料と
考えるからである。 
56 
 
・鳥栖市や門司区の水では販
売収入の増加は見込めない
か。 
 
 
 
 
 
 
・以上を踏まえ、なぜ日田市
が工場建設地に決定された
のか説明しなさい。 
 
 
 
 
 
 
・製鉄業の事例、ビール工場
の事例から工業の立地はど
のように説明ができるか。 
 
 
・では、工業立地論を学習し
たことは役立つのか。 
・次時は、工業立地論の学習
自体について討論する。そ
うすることで役立つのかど
うかの検討をしていくこと
とする。 
４ 討論「工業立地論は役立
つのか？」と主張の作成 
・工業立地論で扱う概念的知
識はどのようなものか。 
 
・以上の概念的知識をもとに
工業立地論ではどのような
学習が展開されたか。 
T：発問 
T：資料読解 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
T：説明 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・水を普遍原料とするならば、どこの
水も同様である。しかし、水の意味
や価値は状況によって異なる。特に
日田市の場合は、全国的に水が高い
評価を得ている。しかし、鳥栖市や
門司区の水は日田市と同等の評価
を得ることができない。そのため、
鳥栖市、門司区における水では大幅
な販売収入の増加は見込めない。 
・日田市はビールの原料である水が豊
富であり、水質もよい。そのため、
ビール製品のイメージアップが見
込める。つまり、市場における製品
販売収入を極大化することで、企業
利潤を極大化させていく。その条件
を優先し、さらには土地の取得費用
などを総合的に判断し、工場建設を
したと考えられる。 
・工業の立地は製鉄業、ビール工場の
ようにそれぞれの状況によって決
定される。 
・工業立地の条件及び判断は、状況に
強く依存している。 
・役立たない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・概念的知識はあらゆる状況を捨象す
ることで、脱状況・脱文脈を作り出
す。 
・工業立地論の学習では、問題を解決
するために仮説を立てる。その後、
具体的な事例と照らし合わせ、検証
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・以上をもとに工業立地論を
学習したことは役立たない
という主張をしなさい。 
 
 
 
 
・工業立地論を学習すること
は役立たないという主張の
要点をまとめなさい。 
 
・工業の立地は、様々な状況
との関係によって成立する
という主張を考慮して批判
の準備をしなさい。 
・批判をしなさい。 
 
 
 
 
 
 
・批判の要点をまとめなさい。 
・輸送費を低く抑えるという
条件は重要であるという批
判を考慮して応答の準備を
しなさい。 
・応答しなさい。 
 
 
 
 
 
 
○工業立地論は役立つのかに
ついての主張を作成しなさ
 
 
T：発問 
P：資料読解 
P：応答 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：発問 
P：批判準備 
 
 
T：発問 
P：資料読解 
P：批判 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
T：発問 
P：準備 
 
T：発問 
P：資料読解 
P：応答 
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していく。検証できない場合は仮説
を修正していく。 
・工業立地論を学習することは役立た
ない。なぜなら、工業の立地は状況
との関係によって成立するからで
ある。例えば、日田工場も製品のイ
メージ、建設地の土地価格、原料の
輸送費など総合的な判断によって
建設は決定される。 
・工業の立地は様々な状況との関係に
よって決定される。そのため、状況
を捨象した工業立地論 
 を学習することは役立たない。 
・（批判の準備をする。） 
 
 
 
・確かに輸送費だけでは立地場所を明
確にできない事例もある。しかし、
多くの場合輸送費を低く抑えると
いう条件は重要である。九州日田工
場も重要な条件としている。そのた
め、状況を捨象した工業立地論の学
習は役立つ。 
・多くの場合輸送費を低く抑えるとい
う条件は重要である。 
・（応答の準備をする。） 
 
・輸送費が高くなったとしても、それ
を補う以上の収益を上げる状況も
ある。その場合は、輸送費の極小化
は重要ではなくなる。すなわち、状
況次第であり、仮説を立てたり、検
証したりして説明することはでき
ない。 
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い。 
・結論、理由、授業での内容
や討論における発言を参考
にしながら、主張をまとめ
なさい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・以上の主張から、工業立地
論の学習経験はどのように
すべきか。 
・では、どのように学習を進
めていくべききか。 
 
 
T：発問 
P：作業 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
【「役立たない」という主張の記述例】 
・工業立地論は役立たない。なぜなら、
状況を考慮しない工業立地論は工
業の立地を決定する上で１つの条
件にしかならない。そのため、学習
の意義は小さい。輸送費の極小地に
工業は立地するという知識は、状況
に強く依存する。確かに輸送費の極
小化は大切である。しかし、九州日
田工場のように土地の価格、市場の
距離など様々な状況との関係によ
って建設決定はなされるのが自然
である。すなわち、状況次第であり、
仮説を立てたり、検証したりして説
明することはできないのである。 
・この学習経験は棄却すべきである。
そのため、新たな学習経験を習得し
ていく必要がある。 
・地域が埋め込まれている状況との関
係において工業立地を考えていく
べきである。 
 
【提示資料及び出典】 
② 「製鉄業の立地状況」 矢野恒太記念会編、2010、『日本国勢図会』、p.199。 
②「製鉄原料の入手方法」 柳井雅人、2002、「ウェーバーの工業立地論」松原宏編『立地論入門』古
今書院、p.18より作成。 
③「輸送費と利潤の関係」 同。 
④「港湾近郊の立地理由」 前掲①、p.116及び p.200より作成。 
⑤「原料指数と立地場所」 前掲②、p.21より作成。 
⑥「サッポロビール九州日田工場について」 サッポロビール九州日田工場広報部に対するインタビ
ューから作成。 
⑦「九州日田工場の建設候補地」 大分合同新聞、西日本新聞、佐賀新聞及び九州日田工場広報部に
よるインタビューなどにより作成。 
⑧「門司区の地理的状況」 地図帳やインタビューによる独自資料。 
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⑨「鳥栖市の地理的状況」 同。 
⑩「日田市の地理的状況」 同。 
⑪「ビール製造における原料量」 前掲②、p.25より作成。 
⑫「輸送費における工業立地論」 同。 
⑬「日田市に建設された理由」  サッポロビール九州日田工場 HPより作成。
http://www.sapporobeer.jp/brewery/shinkyusyu/index.html 
⑭「日田天領水」 日田天領水 HP及び同社パンフレットより作成。 
http://www.hitatenryosui.co.jp/tenryousui/ 
⑮「鳥栖市、門司区における水事情」 鳥栖市、北九州市 HPより作成。 
鳥栖市 HP http://www.city.tosu.lg.jp/1003.htm 
北九州市 HP http://water-kitakyushu.icek.jp/suidou/menu04/c4_01.html 
 
５ 小 括 
 これまでの社会科授業では、社会に関する知識を習得していくことを学習目標としてきた。しかし、
状況論に依拠すれば、新たな考察が可能となる。すなわち、知識の棄却、学習経験の棄却についての
考察である。本節では、これらをアンラーニングの指導と呼ぶこととした。さらにそのアンラーニン
グの指導によって学校共同体で意味や価値をもつ命題的知識を習得していくということに疑問を持た
せる授業展開の開発が目的であった。 
そこで、第 1に、アンラーニングの指導原理について明らかにした。アンラーニングの指導は２つ
ある。すなわち、知識の棄却と学習経験の棄却である。前者では、特定の状況を考察することで対応
できない知識を棄却し、新たな知識形成のための 1つのリソースとしてそれを位置付けていく指導を
行う。後者では、学習経験自体を問い直し、役立たないのであればそれを棄却していく指導を行うの
である。それらは一体的に指導されるべきことを論じた。 
第２に、批判的合理主義を原理とする社会科授業の限界を「工業立地と工業地域の形成」を例に明ら
かとした。その限界とは、批判的合理主義の社会科授業は、状況を考慮しないため知識の説明力の大
きさを検討しないことである。そのため、知識や学習経験は明確に棄却されないことを論じた。 
第 3に、単元「工業立地論は役立つのか？」の実際を示した。輸送費に着目した工業立地論では、日
田市にビール工場が建設した理由を明らかにできない。そのため、役立たない知識は明確に棄却して
いく指導過程を示した。さらに、工業立地論の学習自体をも問い直し、学習経験を棄却する指導過程
も示した。 
 以上のことから、工業立地論に基づき判断をしていくことは学校共同体への参加であることを示し
た。社会科授業は、学校共同体への参加にとどまるべきではない。その外部へと拡がる市民社会への
参加へと転換していくべきである。その転換を図る方法として知識や学習経験の棄却としてのアンラ
ーニングを示した。この方法において、学校共同体への参加をアンラーニングすることを可能にして
いくものである。 
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【注及び引用・参考文献】 
１）学習の概念は、多岐にわたる。そのため、本研究では、学習を知識の習得・形成、知識の棄却と
捉えて考察を試みている。他の学習の観点による考察は別の機会としたい。 
２）概念的知識を社会科教育内容とする代表的な論考としては、森分孝治、1978、『社会科授業構成の
理論と方法』明治図書がある。 
３）科学的知識の成長の論理については前掲２）、pp.110－112を参照して欲しい。 
４）アンラーニングに基づく成功経験の棄却については、猪口修道、1992、『アンラーニング革命－キ
リンビールの明日を読む－』ダイヤモンド社を参考にしている。 
５）工業立地に関する理論は様々あるが、本節では、A・ウェーバーが論じる工業立地論を取り上げて
考察している。 
 ウェーバー、Ａ.、1986、『工業立地論』（篠原泰三・訳）大明堂。 
６）服部一秀、2000、「地理の指導計画」社会認識教育学会編『改訂新版 地理歴史科教育』学術図書
出版社、pp.52－56。 
７）状況論については次の論考を参照して欲しい。 
サッチマン、Ｌ.、Ａ.、1999、『プランと状況的行為－人間-機械コミュニケーションの可能性－』
（佐伯胖：監訳）産業図書。 
レイヴ、J.、ウェンガー、Ｅ.、2005、『状況に埋め込まれた学習－正統的周辺参加－』（訳：佐伯
胖）産業図書。 
  ウェンガー、Ｅ.他、2006、『コミュニティ・オブ・プラクティス－ナレッジ社会の新たな知識形
態の実践－』（櫻井祐子：訳）翔泳社。 
８）レイヴ、ウェンガー、前掲７）、p.8。 
９）佐長健司、2009、「社会科教育内容の状況論的検討－概念的知識のディコンストラクション－」全
国社会科教育学会編『社会科研究』第 71号、p.6。 
10）前掲５）、p.47。 
11）柳井雅人、2002、「ウェーバーの工業立地論」松原宏編『立地論入門』古今書院、p.20。 
12）前掲６）、p.53。 
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第２節 地域社会共同体への参加としての社会科授業の開発 
 
１ 社会的論争が埋め込まれた状況を自覚する必要性 
本節の目的は、地域社会共同体への参加としての社会科授業を開発することである。地域社会共同
体への参加とは、地域の社会的な論争を教材として議論していくことでそこに参加していく程度を高
めるということを意味する。それは、社会科論争問題授業とも呼ばれる。それらの授業の多くは論争
やその主張の構造をトゥールミンの議論のレイアウト１）を援用して分析、討論するものであった。 
学習内容として取り扱う社会的論争は特定の状況に埋め込まれている２）。 
状況とは、「社会的論争で明示されておらず、言葉や行為に意味や価値を与える性質がある文脈的情
報が集合したもの」である。つまり、状況は社会的論争のメタレベルの情報となる。状況を構成して
いる文脈的情報は社会的論争で明示されていないので言葉によってのみ捉えることができる。 
しかし、従来の社会科論争問題授業は社会的論争が埋め込まれた状況を明示的に取り扱わない。状況
論の立場では、「行為は状況に埋め込まれているので、特定の行為は特定の状況においてのみ意味や価
値を持つと見る。状況が異なれば、同じ行為であってもその意味や価値は異なり、状況と切り離して
それらは決定できない」とする３）。つまり、状況を明示的に取り扱わなければ、言葉や行為の意味や
価値は明らかにならないのである。 
従来の社会科論争問題授業は社会的論争が埋め込まれている状況を描出しない。そのため、社会的
論争の意味や価値を確定することができていない。つまり、社会的論争が埋め込まれている状況に対
して無自覚であると指摘できる。社会的論争が埋め込まれた状況に対して無自覚であることは様々な
限界を生じさせる。その限界を社会科論争問題授業で多く取り扱われてきたトゥールミンの議論のレ
イアウトによって明らかにする。すなわち、議論のレイアウトは個々の言葉の意味や価値を明らかに
しないため、それ全体の意味や価値が曖昧となるという限界である。 
このような社会科論争問題授業の改善が本小論の目的である。そこで本節は状況論的アプローチに注
目し、論じていく。そうすることによって新たな社会科論争問題授業のあり方を明らかにしたいから
である。 
 あらゆる行為は状況に埋め込まれている。状況によって行為が始められ、その意味や価値が与えら
れる。一方、行為が状況を構成する。行為と状況は相互構成的である。このようにして言葉や行為に
意味や価値が与えられる。そのため、言葉や行為がどのような状況に埋め込まれ、どのような意味や
価値を持つのか明確にする必要がある。 
 以上のように状況が意味や価値を決定するとの立場から考えれば、状況論的アプローチとは次のよ
うになる。すなわち、行為の意味や価値を確定するには、行為だけを考察対象とするのではなく、そ
れが埋め込まれている状況を含めたものを考察対象とすることである。よって、社会科論争問題授業
における状況論的アプローチとは、社会的論争だけでなく、それが埋め込まれている状況も含めて学
習対象として学習を展開することである。 
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 以上から本節は次のことについて論じる。すなわち、第１に、これまでの社会科論争問題授業は社
会的論争が埋め込まれた状況に対して無自覚であったことについて論じること。第２に、状況論的ア
プローチの方法である「社会的論争が埋め込まれている状況の分析」について論じること。第３に、
状況論的アプローチによる中学校公民的分野単元「長崎新幹線建設問題」の開発を行い、従来の社会
科論争問題授業との差異化を図ることによって新たな授業原理を見出すことである。そうすることで、
地域社会共同体への参加としての社会科授業の具体を提案することとしたい。 
 
２ 社会的論争が埋め込まれた状況に対して無自覚な社会科論争問題授業 
社会科論争問題授業がどのように行われてきたかについて素描する。社会科論争問題授業では主張
の構造を明らかにしたり、その妥当性を検討したりする際にトゥールミンの議論のレイアウトを援用
するものが多い４）。 
しかし、議論のレイアウトの諸要素は意味や価値を特定できず、曖昧なものとなっている。例えば、
吉村功太郎の授業を取り上げる５）。この授業では「内部告発に対する社会的保障への是非」をテーマ
として賛否両論の主張構造をレイアウトに当てはめ、構造化している。その後、相互批判と相互調整
による修正を行い、賛否両論の主張構造を完成させる（図１）という授業過程を経る。 
 
図 1 内部告発を法的に保護することに賛成する側の主張構造６）（一部修正を加えている） 
 
これにより社会的論争の主張構造は明らかになっている。しかし、この議論のレイアウトは社会的
論争が埋め込まれている状況に対しては無自覚である。例えば、データの「社会全体への不利益」で
ある。データ内の企業を数人規模の小企業としよう。それだけで社会全体への不利益は小さなもので
あると判断できる。逆であれば、不利益は大きなものとなろう。また不正行為の内容も議論のレイア
 
D企業などの不正行為を告発すること
で、社会全体への不利益を回避するこ
とが可能となっている。 
 C内部告発は法的に保護するべ
きである。 
    
W内部告発によって社会全体の不利益を回
避することは、社会全体に利益をもたらす
ことになるから。 
 
 
 
 
 
B社会全体の利益をはかることはよいこと
であるから。 
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ウト内では確定できない。食品偽装標示、決算報告偽装など不正行為の内容によって不利益の量や質
は全く異なる。さらに、数人規模の小企業であれば、社会全体への影響は極めて小さい。そのことは
内部告発の法的保護の是非以前である内部告発自体をすべきかどうかの問題ともなっていく。つまり、
不正行為の主体や内容が明確にならなければ、内部告発を法的に保護すべきかどうかについての妥当
性の高い判断はできない。このように状況が明確でなければ、社会的論争の妥当性も変化するのであ
る。 
以上のような限界を生じさせたのは一般的知識に大きな意味や価値を与えていたからである。一般
的知識とは脱状況・脱文脈と考えられる科学的な概念や法則であり、それらはどのような状況でも適
用可能であるとされる。しかし、状況論では一般的知識も特定の状況に埋め込まれているとする。佐
長によれば、「一般的知識が一般化されたものとして意味や価値が与えられるのは、学問的研究者が構
成する学問的共同体に認められるような、学問的状況に埋め込まれている」７）からである。そのため、
それとは異なる現実の特定の状況においては、その意味や価値を失うこととなる。 
 したがって、本節では、一般化と具体化というレベルの違いではなく、異なった状況におけるもの
ととらえるのである。 
 
３ 社会的論争が埋め込まれている状況分析の指導 
議論のレイアウトは社会的論争が埋め込まれている状況に対して無自覚であるので諸要素の言葉の
意味や価値を明確にできない。そのため、状況論的アプローチの方法である「社会的論争が埋め込ま
れている状況の分析」を行う。状況の分析とは社会的論争が埋め込まれている状況を描出し、論争の
意味や価値を明らかにしていくことである。 
社会的論争は特定の状況に埋め込まれている。状況は様々な文脈的情報からなる。ではどのように
状況を描出するか。それは確定すべき言葉との関係が強い文脈的情報を選び取ることである。ベイト
ソン（Beteson,G）は「関係とはメッセージが帯びる（そのなかに内在的にこもる）ものである」８）
と言う。そうであれば、関係の強弱はメッセージ（言葉）が何であるかによって決定される。 
例えば「佐賀県の経済の活性化」という確定すべき言葉について考えてみる。この言葉自体だけで
は意味や価値は理解できない。そこで文脈的情報が必要となる。この言葉と強く結びつく文脈的情報
は「佐賀県の財政」や「佐賀県の産業構造」などであろう。なぜそれらが導かれたのか。それは確定
すべき言葉に内在している関係が強いからである。では「佐賀県の言葉」という文脈的情報はどうか。
その文脈的情報は、「佐賀県の経済の活性化」と関係が弱いと判断できるであろう。よってこのような
文脈的情報は排除されていく。 
 以上から様々な文脈的情報から何を取捨選択すべきかの基準は次のとおりである。すなわち、社会
的論争が表す言葉に内在する関係の強弱である。その後、言葉と文脈的情報の相互構成的解釈によっ
て社会的論争の意味や価値を確定していく。以上が状況の分析のプロセスである（表１）。 
 状況の分析は、社会的論争が埋め込まれている状況を描出し、社会的論争の言葉の意味や価値を確
定する。それらのことで学習者は社会的論争をより正確に分析を行うことができる。 
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このプロセスは従来の限界を改善する。なぜなら、学習者が諸要素の言葉の意味や価値を確定するこ
とができ、社会的論争全体の正確な分析を行うことができるからである。さらに状況を共有した討論
を行うことは架空ではなく、状況に対応した討論になるからである。それらは目標である妥当性の高
い主張の作成となり、市民社会への参加を高めることとなる。 
 
表１ 状況の分析のプロセス 
 
４ 社会的論争への参加としての社会科授業の実際 
（１）単元の内容について 
九州では、鹿児島と博多を結ぶ九州新幹線鹿児島ルートが近年開通する予定である。それにより、
従来は約 3時間 40分の運行時間が約 3分の 1の 1時間 20分で運行することができる。対して博多～
長崎は 1時間 50分かかる。それ故、人・ものの移動が鹿児島ルート中心になり、移動時間が長い佐
賀・長崎県を含む西九州は衰退していくという予測がある。 
 このような社会的背景の中、西九州地域の活性化政策の一つとして新幹線建設の予定が組み込まれ
た。国・県は工事着工に向けて準備を進めている。しかし、反対派の動きも活発化している。反対派
である佐賀県鹿島市は長崎新幹線建設により、従来の路線である長崎本線が第三セクターへ経営分離
され、廃線になることを危惧している。 
 この論争はさらに言えば賛成派は佐賀県全体の経済
の利益を目標とする。すなわち、「最大多数の最大幸福」
を原理とする社会的価値としての幸福を主張する。対
して反対派は全体の利益のために一部の地域が不利益
を被ることは許さないとする社会的価値の正義を主張
する。すなわち、幸福と正義の価値的対立が顕著に現
れた社会的論争と捉えることができる９）。 
 
（２）社会的論争が埋め込まれている状況の分析 
長崎新幹線建設問題における賛成派の主張は次の 
ようにレイアウトで構造化することができる（図２）。
これは前章プロセスの段階１である。 段階２は意味や価値を確定すべき言葉を選択することである。
確定すべき言葉はデータの「佐賀県全体の経済が活性化する」、理由付けの「地域経済の活性化はよ 
いこと」、「幸福の実現」であろう。 
段階１ 議論のレイアウトによって、社会的論争の主張構造を明らかにする。 
段階２ 議論のレイアウトの諸要素で意味や価値を確定すべき言葉を選択する。 
段階３ 言葉と関係が強い文脈的情報を導出する。 
段階４ 言葉と文脈的情報の相互構成的解釈によって社会的論争の意味や価値を明らかにしていく。 
 
D長崎新幹線建設によ
り、佐賀県全体の経済
が活性化することが
できる。 
 C長崎新幹
線を建設す
るべきであ
る。 
    
Wなぜなら、地域経済の活性化は
よいことであるから。 
 
 
 
 
図２ 議論のレイアウトに基づく賛成派
の主張 
B 幸福を実現するから。 
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 確定すべき言葉が決定すれば、段階３に移る。まずデータの「佐賀県全体の経済の活性化」から文
脈的情報を導出する。この言葉から導くことができる文脈的情報は「佐賀県の財政」、「佐賀県の産業
構造」、「佐賀県の観光産業」などである。これらが導出されたのは言葉に内在する関係が強く要請し
たからである。 
 次は理由付けの「地域経済の活性化はよいこと」から文脈的情報を導出する。この言葉から導くこ
とができる文脈的情報は「地方自治体の財政状況」などが挙げられる。 
 最後に社会的価値の「幸福の実現」である。社会的価値はこれまでの様々な文脈的情報や言葉の意
味や価値の確定によって決定してくる。そのため本小論では「社会的論争への参加としての討論」の
指導過程を組み込み詳細に検討する。現実の社会的論争の討論を行うことは、論争への参加のプロセ
スを踏むこととなる。論争への参加は状況を共有することとなり、そこで作成される主張は妥当性が
高いものになると期待できる。 
 以上のように文脈的情報を導出することで言葉の意味や価値を確定することができる。すなわち、
段階４である。データについては例えば、「佐賀県の財政基盤は弱く、観光客数も減少している。よっ
て新幹線建設を行っても利用客は増加せず、経済の活性化は期待できない」と確定していく。理由付
けについても同様である。これらを議論のレイアウトに付加すると次のようになる。 
図３ 変形した賛成派の議論のレイアウト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 変形した反対派の議論のレイアウト 
B 幸福を実現できるから 
理由付けに関する文脈的情報 
・多くの地方自治体で赤字が多く、今後は地
方交付税交付金の削減も予定されており、財
政はさらに悪化していく。 
資料 12：今後の地域経済の動向 
意味や価値の確定 
・（例えば）佐賀県の財政基盤は弱
く、観光客数も減少している。よっ
て新幹線建設をしても利用客は増
加せず、経済の活性化は期待できな
い。 
 
データに関する文脈的情報 
・佐賀県の財政力は収入が約 4381
億円でそのうち県の借金は 700 億
円で他県より高い。  
資料９：佐賀県の財政状況 
・佐賀県の産業構造は第一次産業
11％、第二次産業 24.8％、第三次産
業 63.8％であり、福岡県や長崎県に
比べ、農業従事者が多い。  
資料 10：佐賀、長崎、福岡県の産
業構造 
・佐賀県の観光地収入は毎年減り続
けている。  
資料 11：各県の観光施設 
D 長崎新幹線建設によ
り、佐賀県全体の経済
が活性化する。 
資料７：古川佐賀県知
事の主張 
 
C 長崎新幹線を建設
するべきである。 
資料７：古川佐賀県
知事の主張 
 
W なぜなら、地域経済の活性
化はよいことであるから。 
意味や価値の確定 
・（例えば）地方経済は悪化しており、交付
金も削減されていく。だから独自の財源の確
保はとても重要である。 
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（３）単元目標の設定 
 社会的論争である「長崎新幹線建設問題」の賛否両論の意味や価値について状況を描出することに
より、明らかにすることができる。さらに建設の是非について討論を行うことで状況の共有化を行い、
論争に対する妥当性の高い主張を持つことができる。 
 
（４）学習評価実施案 
① 評価の範囲 
 中学校公民的分野単元「現代の民主政治とこれからの社会」の発展として、５単位時間で「長崎新
幹線建設問題」の授業を実施する。この授業において得られた学習成果を測定する。 
 
② 評価範囲となる授業の概要 
 評価範囲となる授業は、長崎新幹線建設問題の主張の分析と評価である。その概要は状況を組織し
た主張構造で示す。前述した図４、図５である。 
 
③ 評価の目標 
 学習指導の目標は、前項において示した社会的価値（幸福・正義）の大きさや質を踏まえた長崎新
幹線建設問題についての主張の作成である。したがって、その主張がどの程度可能になったか、とい
W なぜなら、一部の地域の交通が不便に
なることはよくないことであるから。 
理由付けに関する文脈的情報 
・交通網が発達すると都市も発展する。また逆に交
通網が衰退すると都市も衰退する可能性がある。 
 資料 16：交通網と都市の発展 
 
B 正義を失うから 
意味や価値の確定 
・（例えば）鹿島市民の生活に鉄道
は欠かせない。高速 IC までにも時
間がかかり、鹿島市の交通の不便さ
は十分発生する。 
 
データに関する文脈的情報 
・年間 284 万人利用している。 
 資料 13：肥前山口駅～肥前大浦
駅までの年間利用者 
・鹿島市から最寄りのＩＣは武雄Ｉ
Ｃであり、車で約 30 分かかる。 
資料 14：鹿島市最寄りのＩＣ 
・佐賀県側は有明海沿岸道路や地域
振興策を提案し、利便性の低下を防
いでいる。 
 資料 15：佐賀県西部地域への対
策 
 
 
D 長崎新幹線建設によ
り、鹿島市の交通が不
便になる。 
 資料８：桑原鹿島市
長の主張 
 
C長崎新幹線を建設す
るべきではない。 
資料８：桑原鹿島市長
の主張 
意味や価値の確定 
・（例えば）鉄道が廃線なれば、交通網が衰退し
都市も衰退する。全体の利益のために一部の都市
が衰退することはとても深刻である。 
 
67 
 
う目標達成について測定することになる。具体的には次のような２つの立場のいずれかの主張を的確
に行うことである。 
 
 A長崎新幹線建設に賛成である。なぜなら、佐賀県が得られる幸福は大きく、鹿島市が失う正義は
小さいものだからである。それは佐賀県全体の経済の活性化は観光産業を増進やビジネスの拡大であ
り、新幹線建設により大きく発生する。また地方経済は疲弊しており、独自の財源を確保することは
とても重要である。対して鹿島市の交通は佐賀県提案の対策により不便になるとは言えず、地域を衰
退させることにはならないから。 
 B長崎新幹線建設に反対である。なぜなら、佐賀県が得られる幸福は小さく、鹿島市が失う正義は
大きなものだからである。それは鹿島市民にとって鉄道は生活に欠かすことができず、特急本数の減
少から見ても不便は確実に起きる。また全体の利益のために一部の地域に対して犠牲を強いることは
とても深刻である。対して佐賀県全体の経済は新幹線建設では活性化するとは言えず、独自の財源の
確保することにはならないから。 
 
④ 評価方法 
 授業の終結部において、学習者各自に長崎新幹線建設問題の主張について振り返らせて、論争に対
して肯定、あるいは否定する立場から文章を書くパフォーマンス評価を行わせる。学習者各自が書き
上げた意見文を対象として、あらかじめ設定した複数の観点、及び基準から総合的に測定する。 
 設定する観点は明確な主張、価値的理由付け、言葉の確定とする。学習指導の目標は主張の作成で
ある。その主張は価値的理由付け、言葉の確定を支えとしている。よって３つを観点として設定する。 
 
⑤ パフォーマンス課題 
問 題 
 長崎新幹線建設に賛成しますか、それとも反対しますか。授業で明らかにした主張構造をも
とに意見文を書いてみましょう。 
  
評 価 
 なお、書かれた意見文は以下の３つの基準で評価します。これらの基準を踏まえて意見文を
作成しなさい。 
① 自分の立場からの明確な主張（問題に対しての結論やそれを明らかにする理由付け） 
② 自分の主張が正しいことと考えられる価値的な理由（佐賀県の幸福の大きさや鹿島市の正
義の大きさの比較など） 
③ 授業で明らかにした言葉の具体的内容や量や質の大きさを活用すること 
⑥ ルーブリック 
 明確な主張 価値的理由付け 言葉の意味や価値の確定 
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観
点
の
説
明 
 与えられた課題に対し
て、自分の立場を選択して
長崎新幹線建設を今後どう
すべきかを明確に主張する
こと。 
 主張を価値的に正当化す
るため、佐賀県全体の幸福
と鹿島市の正義の量や質の
大きさを根拠として述べる
こと。 
 授業の学習で明らかにし
た言葉の内容や量・質の大
きさを活用して価値的理由
付けを根拠付けること。 
具
体
的 
到
達
目
標 
 長崎新幹線建設を佐賀県
全体と鹿島市から考え、建
設の是非を価値的理由付け
やそれぞれの具体的状況を
踏まえて主張することがで
きる。 
 主張の価値的正当性を明
らかにすることを目的に、
佐賀県全体の幸福や鹿島市
の正義の実現程度を明確に
記述することができる。 
 授業で明らかにした言葉
の内容や量・質の大きさを
活用して価値的理由付けの
根拠とすることができる。 
３ 
 長崎新幹線建設の是非を
価値的理由付けやそれぞれ
の具体的状況を踏まえて主
張することができる。 
 佐賀県全体の幸福や鹿島
市の正義の実現程度を明確
に記述し、主張を根拠付け
ることができている。 
 賛成派、反対派の全ての
言葉の意味を確定し、価値
的理由付けを根拠付けるこ
とができている。 
２ 
 長崎新幹線建設の是非を
佐賀県全体の幸福と鹿島市
の正義を比較して主張する
ことができる。 
佐賀県全体の幸福や鹿島市
の正義の実現程度のどちら
かを記述し、主張を根拠付
けることができている。 
 賛成派、反対派のいくつ
かの言葉の意味を確定し、
価値的理由付けを根拠付け
ることができている。 
１ 
 長崎新幹線建設の是非に
対して十分な根拠を欠いて
いる。 
 佐賀県全体の幸福や鹿島
市の正義の実現程度に関し
ての記述がなく、主張の価
値的理由付けが図られてい
ない。 
 賛成派、反対派の言葉の
意味を全く確定せず、価値
的理由付けを根拠付けるこ
とができていない。 
 
（５）単元の指導計画（全５時間） 
 主題 主な学習内容及び学習活動 
１ 
長崎新幹線建設 
問題の概要 
 長崎新幹線建設は移動時間の短縮や佐賀県・長崎県の経済が活性化
していくというメリットがある。一方、有明海沿岸の地域は在来線廃
止の可能性があり、地域が衰退するというデメリットがあるというこ
とを知り、建設をめぐって対立が生じていることを理解する。 
２ 
長崎新幹線建設 
問題の論争分析 
 長崎新幹線建設問題は佐賀県と鹿島市の対立で生じ、その対立は幸
福と正義の対立でもあることをトゥールミンの議論のレイアウトで理
解することができる。 
３ 
状況による社会的論
争の明確化 
 言葉に関係が強い文脈的情報を付加し、相互構成的解釈によって議
論のレイアウトの諸要素の意味や価値を明らかにしていく。 
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４ 
社会的価値の検討と
しての討論 
 賛成側が主張する佐賀県の幸福、反対側が主張する佐賀県鹿島市の
正義の具体的内容や質などを討論を通すことで明らかにする。 
５ 
討論の結果を生かし
た主張の作成 
 論争の分析、社会的論争の明確化、社会的価値の検討としての討論
を踏まえて、自らの主張を作成していく。評価の観点としては、結論、
幸福と正義の比較、さらに幸福と正義を明らかにする具体的内容を明
らかにして論述できているかの３点とする。 
 
（６）各時間の学習指導案 
教師の指導言 
１ 長崎新幹線建設問題の 
概要 
○地域社会の論争である「長
崎新幹線建設問題」について
まとめよう。 
・2006年 4月に佐賀県鹿島市
の市長選挙があったが結果を
資料から読み取りなさい。 
・当選した桑原氏は主に何を
主張しているか。資料から調
べなさい。 
 
・なぜ長崎新幹線を建設する
のか。資料から調べなさい。 
 
 
 
 
 
・長崎新幹線建設計画の概要
を調べなさい。調べる内容は、
総建設費用、建設による短縮
時間、新幹線建設後の経営に
ついてである。 
 
・長崎新幹線建設を作ること
で新しく建設する駅はどこで
あるか。 
教授学習過程 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
資料 
 
 
 
 
 
 
１ 
 
 
 
２ 
 
 
３ 
 
 
 
 
 
 
４ 
 
 
 
 
 
５ 
 
学習者の発言及び学習活動 
 
 
 
 
 
・佐賀県鹿島市の市長選挙の結果は、桑
原氏が当選した。 
 
 
・桑原氏は選挙の際、主に長崎新幹線建
設の反対を主張している。 
 
・第１は、九州新幹線鹿児島ルートの建
設により、博多～鹿児島間の運行時間が
博多～長崎間よりも短くなる。その結
果、西九州への人・ものの移動が減るか
ら。 
・第２は、新幹線建設により西九州（佐
賀、長崎）がよくなるから。 
・総建設費用は、武雄～諫早の 45㎞で
約 2700億円である。 
・短縮時間は博多～佐賀が 28分、博多～
佐賀は 5分である。 
・建設後は佐賀・長崎で作る第三セクタ
ーが経営・運営を行う。 
・佐賀県内の新たな駅の建設予定地は武
雄温泉駅（仮称）、嬉野温泉駅（仮称）で
ある。 
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・長崎新幹線のルートを地図
で確認しなさい。 
・なぜ佐賀県鹿島市は長崎新
幹線建設について反対するの
か。 
 
 
・長崎新幹線建設問題はどの
ような対立であるとまとめる
ことができるか。 
 
 
 
・今回の説明から長崎新幹線
建設を推進するべきか、中止
するべきか意見をまとめるこ
とができるか。 
２ 長崎新幹線建設問題の論
争分析 
○現状の長崎新幹線建設賛成
派の主張をまとめてみよう。 
・長崎新幹線建設に対する賛
成派の結論は何か。 
 
・なぜ長崎新幹線建設すべき
なのか。 
 
・なぜ、経済が活性化するな
らば、建設を行うのか。 
・地域経済の活性化はなぜよ
いと言えるか。 
・人々が満足を得たり、豊か
になったりすることを幸福と
する。 
・賛成派の主張を議論のレイ
アウトにまとめよ。 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：確認作業 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：説明 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：作業 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７ 
 
 
７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（地図によるルート確認） 
 
・佐賀県鹿島市は新幹線建設後、肥前鹿
島駅から諫早駅までの路線を JRから第
三セクターの経営に変更するから。 
・第三セクターの経営は赤字が多く、失
敗する可能性があるから。 
・長崎新幹線建設問題とは、建設によっ
て佐賀県の経済が発展すると主張する
賛成派と不便になることを不安に思う
佐賀県鹿島市の反対派の対立であると
まとめることができる。 
・簡単な問題ではないので、賛否両論の
詳しい検討が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
・長崎新幹線を建設するべきである。 
 
 
・長崎新幹線建設により、佐賀県の経済
が活性化するから。 
 
・地域経済の活性化はよいことだから。 
 
・人々の満足が得られるから。 
・人々が豊かになるから。 
 
 
 
 
 
【賛成派の主張構造】 
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○現状の長崎新幹線建設反対
派の主張をまとめてみよう。 
・長崎新幹線建設に対する反
対派の結論は何か。 
 
・なぜ長崎新幹線を建設する
べきではないのか。 
 
・なぜ、交通が不便になると
建設するべきではないのか。 
・一部の地域の交通が不便に
なることがよくないのはなぜ
か。 
 
・一部の人に不満が残り、平
等ではないことを正義を失う
とする。 
 
 
・反対派の主張を議論のレイ
アウトにまとめよ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：説明 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：作業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 
 
 
８ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D長崎新幹線建設
により、佐賀県全
体の経済が活性
化する。 
 C長崎新幹
線を建設す
るべきであ
る。 
 
B幸福を実現できるから 
 
 
 
 
・長崎新幹線を建設するべきではない。 
 
・鹿島市を含む西部地域の交通が不便に
なるからである。 
 
・一部の地域の交通が不便になることは
よくないから。 
・一部の人にとって不満があるから。 
・平等ではないから。 
 
 
 
 
 
 
 
【反対派の主張構造】 
 
D長崎新幹線
建設により、鹿
島市の交通が
不便になる。 
 C長崎新幹
線を建設
するべき
ではない。 
    
Wなぜなら、地域経済の活性化は
よいことであるから。 
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・どちらの主張に賛同できる
か。 
・トゥールミンの議論のレイ
アウトは全ての意味や価値を
確定できるものではない。諸
要素の意味を明確にするため
に文脈的情報を付け加える。 
３ 状況の描出と社会的論争
の意味や価値の確定 
・賛成派を検討する。まず議
論のレイアウトのデータにつ
いて検討する。確定すべき言
葉は何か。 
・佐賀県財政の収入、県債を
調べなさい。またそのことか
ら何を主張することができる
か考えなさい。 
・佐賀県と他県の産業構造を
調べなさい。またそのことか
何を主張できるか考えなさ
い。 
・佐賀県の観光産業について
調べ、何を主張できるか考え
なさい。 
・データ「佐賀県の経済の活
性化」の意味、価値を確定し
なさい。 
 
・次に理由付けについて検討
する。確定すべき言葉は何か。 
・今後の地域経済はどのよう
になるかについて調べ、何が
主張できるか考えなさい。 
・理由付け「よいこと」の意
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：説明 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９ 
 
 
 
10 
 
 
 
11 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 
 
 
 
・
（答えることができない。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「佐賀県の経済の活性化」である。 
 
 
 
・佐賀県の収入は約 4381億円でそのうち
約 700億円は県民からの借金であり、こ
の額は他の県に比べても大きい。 
 
・佐賀県の産業構造は第一次産業が
11％、第二次産業が 24.8％、第三次産業
が 63.8％であり、他県と比べて、第一次
産業の割合が高い。 
・佐賀県への観光客は年々減少し、観光
地の数も他県と比べて少ない。 
 
・（例えば）佐賀県の財政基盤は弱く、観
光客数も減少している。よって新幹線建
設をしても利用客は増加せず、経済の活
性化は期待できない。 
・「よいこと」である。 
 
・地方の経済は悪化している。しかし、
将来は独自の財政を確保する努力してい
く必要がある。 
Wなぜなら、一部の地域の交通が不
便になることはよくないことであ
るから。 
B正義を失うから 
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味、価値をこれまでの文脈的
情報などを踏まえて確定しな
さい。 
・反対派を検討する。まず議
論のレイアウトのデータにつ
いて検討する。確定すべき言
葉は何か。 
・肥前山口駅～肥前大浦駅ま
での年間利用者はどのくらい
か調べ、何が主張できるか考
えなさい。 
・鹿島市の最寄の高速 ICの場
所、そこまでの移動時間を調
べ、何が主張できるか考えな
さい。 
・佐賀県はどのような対策を
予定しているか調べなさい。
そのことから何が主張できる
か考えなさい。 
・データ「鹿島市の交通が不
便になる」の意味、価値を確
定しなさい。 
・次に理由付けについて検討
する。確定すべき言葉は何か。 
 
・交通網と都市の発展の関係
について調べ、何が主張でき
るか考えなさい。 
 
・理由付け「よくない」の意
味、価値をこれまでの文脈的
情報などを踏まえて確定しな
さい。 
・以上を踏まえ、長崎新幹線
建設は「幸福を実現する社会」
は達成することはできるか。 
 
 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13 
 
 
 
14 
 
 
 
15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
16 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・（例えば）地方経済は悪化しており、
交付金も削減されていく。だから独自の
財源の確保はとても重要である。 
 
・「鹿島市の交通が不便になる」である。 
 
 
 
・肥前山口駅～肥前大浦駅までは約 284
万人の利用者がおり、鉄道は通勤・通学
に必要不可欠なものである。 
 
・鹿島市から最寄の高速 ICは武雄北方、
嬉野 ICであり、車で約 30分かかる。 
 
 
・佐賀県は有明海沿岸道路や地域振興策
の対策を立ており、利便性は失われない。 
 
 
・（例えば）鹿島市民の生活に鉄道は欠か
せない。高速 ICまでにも時間がかかり、
鹿島市の交通の不便さは十分発生する。 
・「よくない」である。 
 
 
・交通網が発展すれば、都市も発展し、
交通網が衰退すれば、都市も衰退すると
いう関係があり、鹿島市も利便性低下か
ら衰退の可能性がある。 
・（例えば）鉄道が廃線なれば、交通網が
衰退し都市も衰退する。そのことはとて
も深刻である。 
 
・実現できる。なぜなら、佐賀県にとっ
ての経済効果は大きく幸福は大きく実現
する。 
・実現できない。なぜなら、佐賀県にと
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・以上を踏まえ、長崎新幹線
建設は「鹿島市の正義」は無
視できる程度のものである
か。 
 
 
 
４ 社会的論争への参加とし
ての討論 
○討論１「佐賀県全体の幸福
は実現するか」について検討
をしよう。 
・佐賀県全体の幸福の実現が
どのようなものだったか図４
を確認しなさい。 
・佐賀県の幸福が実現する立
場の人たちは幸福の意味や価
値を明確にしながら立論を行
いなさい。 
 
・主張の重要な点は何か。 
 
 
・観光産業による経済の活性
化の発生程度、重要性につい
て状況を踏まえて批判を検討
しなさい。 
・批判をしなさい。 
 
 
 
 
・批判はどのようなものであ
ったか。 
 
・佐賀県の観光産業、農業中
心の政策を踏まえて応答の準
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：確認 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：批判準備 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答準備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
って経済効果は小さく、幸福はほとんど
実現できない。 
・無視できない。なぜなら、経済効果の
大小に関わらず、犠牲を被ること自体、
正義に適わず深刻であるから。 
・無視できる。なぜなら、鹿島市には様々
な対策を提案している。そのことで今ま
でどおり生活できるからである。 
 
 
 
 
 
 
・（学習者は図４を確認する。） 
 
 
・佐賀県全体の幸福の内容は観光産業の
発展とそれを基盤とした経済の活性化で
ある。経済の活性化は新幹線建設により
十分認められる。また財政基盤の弱い佐
賀県にとってとても重要なことである。 
・観光産業の発展による経済の活性化は
十分認められ、県にとって重要なことで
ある。 
・（学習者は批判の準備をする。） 
 
 
 
・佐賀県は他県より観光地が少なく、観
光産業の大幅な増加の可能性は低い。 
・佐賀県は農業中心の県である。だから、
経済中心の活性化が重要であるとは言え
ない。 
・観光産業の増加可能性が低い。経済中
心の活性化は佐賀県には合わないことで
ある。 
・（学習者は応答の準備をする。） 
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備をしなさい。 
・佐賀県全体の幸福が実現す
る立場の人たちは批判への応
答をしなさい。 
 
 
 
○討論２「鹿島市の不利益は
正義に適ったものであるか」
について検討しよう。 
・鹿島市への不利益が正義に
適ったものかどうかを図５で
確認しなさい。 
・鹿島市の不利益を深刻視す
る立場の人たちは正義の意味
や価値を明確にしながら立論
をしなさい。 
 
 
・主張の重要な点は何か。 
 
 
・鹿島市の交通の利便性の低
下の発生程度、深刻性につい
て状況を踏まえて批判を検討
しなさい。 
・批判をしなさい。 
 
 
・批判はどのようなものであ
ったか。 
 
 
 
・道路整備や地域振興策を踏
まえて、応答の準備をしなさ
い。 
・鹿島市の不利益を深刻視す
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：確認 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：批判準備 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答準備 
 
Ｔ：発問 
 
 
・幸福は実現する。なぜなら、佐賀県の
観光産業の増加により経済が活性化する
からである。また農業中心の伝統的な考
え方から離れ、経済を中心とした発展は
これからの佐賀県にとって重要となる。 
 
 
 
 
・（学習者は図５を確認する。） 
 
 
・鹿島市の正義の内容は全体の利益ため
に一部の地域が交通の不便さを受けるこ
とである。交通の不便さは第三セクター
への経営分離により十分認められる。ま
た一部の地域が犠牲を被ることはとても
深刻なことである。 
・廃線可能性による交通の利便性の低下
は十分認められ、一部の地域の犠牲は深
刻なことある。 
・（学習者は批判の準備を行う。） 
 
 
 
・鹿島市を優先とした道路の整備や地域
振興策によって、交通の利便性の低下は
あまり生じない。 
・交通の利便性の低下が起きなければ、
それは深刻ではない。 
・鹿島市を優先した有明海沿岸道路の整
備や地域振興策によって不利益は生じな
いこと。 
・（学習者は応答の準備を行う。） 
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る立場の人たちは批判に対す
る応答を行いなさい。 
 
 
 
５ 討論の結果を活かした主
張の作成 
○討論を踏まえて長崎新幹線
建設問題について主張を作成
しよう。 
・長崎新幹線建設に賛成であ
るか、反対であるか。 
・長崎新幹線建設賛成派は賛
成の理由を価値的理由の比較
を踏まえて検討しなさい。 
・長崎新幹線建設反対派は反
対の理由を価値的理由の比較
を踏まえて検討しなさい。 
・長崎新幹線建設賛成派は価
値的理由の具体的理由を社会
的論争の明確化や討論で確定
した意味や価値を踏まえて検
討しなさい。 
 
 
 
・長崎新幹線建設反対派は価
値的理由の具体的理由を社会
的論争の明確化や討論で確定
した意味や価値を踏まえて検
討しなさい。 
 
 
・以上を踏まえて、自らの主
張を作成しなさい。評価の観
点はテーマに対する結論、理
由付け、それを根拠付ける理
由の３点である。作成した人
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：作業 
Ｐ：応答 
 
・正義に適っていない。なぜなら、道路
の整備や振興策では交通の利便性は保障
できないからである。また保障の有無で
はなく、犠牲を払う可能性があること自
体、正義に適っておらず、深刻である。 
 
 
 
 
 
 
・長崎新幹線建設に賛成である。 
・長崎新幹線建設に反対である。 
・新幹線建設は佐賀県全体の幸福が実現
し、鹿島市の正義は失っていないから。 
 
・新幹線建設は佐賀県全体の幸福を実現
する可能性は低く、鹿島市が失う正義は
無視できない深刻なものであるから。 
・佐賀県は新幹線建設により低迷してい
た観光客が増加し、経済が活性化する。
また財政基盤が弱い佐賀県にとってそれ
はとても重要である。対して鹿島市は新
幹線建設後についても県が対策を予定し
ており、利便性の低下はない。またそう
であれば、鹿島市は犠牲とはならず、深
刻ではない。 
・佐賀県は観光地が少なく、新幹線建設
後も観光客が増加するとは言えない。ま
た財政の改善を行うならば他の計画を行
えばよい。対して鹿島市は新幹線建設後
の赤字による廃線により、確実に交通の
利便性が低下する。また一部の地域が犠
牲になる政策は深刻なものである。 
（賛成派の主張例） 
・長崎新幹線建設に賛成である。なぜな
ら、佐賀県全体の幸福が実現し、鹿島市
の正義は失っていないからである。具体
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は発表しなさい。 
 
 
的には佐賀県は新幹線建設により低迷し
ていた観光客が増加し、経済が活性化す
る。また財政基盤が弱い佐賀県にとって
それはとても重要である。対して鹿島市
は新幹線建設後についても県が対策を予
定しており、利便性の低下はない。そう
であれば、鹿島市は犠牲とはならず、深
刻ではないからである。 
（反対派の主張例） 
・長崎新幹線建設に反対である。なぜな
ら、佐賀県全体の幸福を実現する可能性
は低く、鹿島市が失う正義は無視できな
い深刻なものであるから。具体的には佐
賀県は観光地が少なく、新幹線建設後も
観光客が増加するとは言えない。また財
政の改善を行うならば他の計画を行えば
よい。対して鹿島市は新幹線建設後の赤
字による廃線により、確実に交通の利便
性が低下する。また一部の地域が犠牲に
なる可能性がある政策は認めることはで
きないから。 
 
【提示資料と出典】 
資料１ 鹿島市長選挙の結果 
資料２ 長崎新幹線建設問題  
2006年 4月 16日に鹿島市において鹿島市長選挙が行われた。その結果、「長崎新幹線の工事を反
対したり、ＪＲ長崎線をＪＲから佐賀県中心の経営に移すことに反対」した桑原氏が選挙に当選し
た。                        佐賀新聞 2006年 4月 18日より 
資料３ 長崎新幹線建設の目的 
佐賀県庁 HPより
http://www.pref.saga.lg.jp/at-contents/kenseijoho/shinkansen/nazenani01.html 
 
 
 
 
 
資料４ 長崎新幹線建設計画 
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資料５ 佐賀県内の新設駅  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料６ 鹿島市民の主張 
 我々は次の可能性を否定できないため、長崎新幹線建設に反対する。すなわち、開通後は肥前鹿
島から諫早までの区間を JR から経営分離し、第三セクターへ経営を委譲することである。第三セク
ターはほとんど経営赤字である。おそらくこの区間にも当てはまるであろう。そのため、将来は廃
線となる可能性があるのである。          
  『広報かしま』2006年１月号、ｐ.７より簡略化 
 
資料７ 古川佐賀県知事の主張 
 新幹線長崎ルート整備で、県は将来のカギを手にすることになる。鹿児島ルートが開通すれば
博多―鹿児島が一時間二十分、熊本までが三十五分で、博多―長崎の方が遅くなる。九州の縦軸
が強化される時に横もしっかり強化しなければ、県は競争力のない状態に置かれる。そんな判断
はできない。整備すれば終わりではなく、きっかけにして地域を発展させたい。 
佐賀新聞、2007年 6月 27日、新幹線対談詳報より 
佐賀駅 
嬉野駅 
 
武雄温泉駅 鳥栖駅 
博多駅 
肥前山口駅 
諫早駅 
長崎駅 
 在来線線である肥前鹿島～諫早
駅までの路線は新幹線建設後に佐
賀・長崎でつくる第三セクターが経
営・運営を行う。 
 
 
博
多
駅 
佐
賀
駅 
短 縮
28 分 
短縮 5
分 
33 分短縮 
 新しく建設する路線は武
雄温泉駅から諫早駅までの
約 45 キロメートルである。
その費用は約 2700 億円。 
長
崎
駅 
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資料９ 佐賀県の収支 
   
佐賀県の財政状況 
地方財務協会編、2006、『平成 18年度版地方財務統計年報』、地方財務協会、pp.109－116より
作成。 
内容 収入 支出 
税収＋税外
収入 
3600億円  
県債費  650億円 
一般歳出  3550億円 
合計 3600億円 4200億円 
県債金収入 600億円 
県債残高   6兆 2330億円 
内容 収入 支出 
給与 40万円  
ローン費用  7万円 
家計費  40万円 
合計 40万円 47万円 
不足分（借金） 7万円 
ローン残高   735万円 
 
資料 10 佐賀、長崎、福岡県の産業構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
佐賀県
長崎県
福岡県
割合
県
名
佐賀・長崎、福岡県の産業構造
第3次産業
第2次産業
第1次産業
資料８ 桑原鹿島市長の主張 
 われわれは同意をしないという結論を出している。いろんな検証した中で、まず経営分離そ
のものに反対だ。鹿島駅には一日に特急 53本が停車する。特急は鹿島市にとって唯一の高速手
段で、大きな財産。それを失うことになる。 
佐賀新聞、2007年 6月 27日、新幹線対談詳報より 
1か月分の家計に喩
たと
えた場合 
日本能率協会総合研究所編、2006、『まるごと都道府県』、p.243。 
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資料 13 肥前山口駅から肥前大浦駅までの年間利用者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
乗車 1,402,954人 降車 1,435,059人 
計 2,838,013人 
  長崎本線存続期成会 HPより http://www.nagasakihonsen.jp/index.html 
 
資料 14 鹿島市最寄の高速 IC 
 鹿島市に高速道路は通っておらず、長崎方面に行く場合の最寄の ICは長崎自動車道の嬉野 IC
である。鹿島市から嬉野 IC までは車で約３０分かかる。また福岡方面に行く場合の ICは武雄
北方 ICであり、約４０分かかる。                   
インタビューなどによる筆者独自資料 
資料 11 各県の観光施設 
 
サイクリ
ング施設 
キャンプ
場 
ゴルフ場 スキー場 海水浴場 
テーマ 
パーク 
温泉地数 
福岡県 １５ ６３ ５７ ４ ２５ １０ ４２ 
長崎県 ８ ４５ ２５ ０ ６７ ５ ３８ 
佐賀県 １ ３４ ２１ １ ９ ３ ２４ 
財団法人矢野恒太記念会編、2006、『データでみる県勢 2007年版』pp.344-345 
資料 12 今後の地域経済の動向 
  年々地方経済は疲弊している。大きな理由として国の事業であった公共事業が少なくなったこ
とで地方の建設工事が減ったり、人口自体が大都市へ移動したりすることが挙げられる。さらに今
後は国から援助してももらっている地方交付税も減少するだろう。そのため、これからの地方は国
に頼らず、独自の財源の確保が重要となってくるであろう。 
日本地方財政学会編、2006、『三位一体の改革―理念と現実―』、pp.113-115。 
長崎県 
佐賀県 
肥前山口駅 
肥前白石駅 
肥前鹿島駅 
肥前浜駅 
肥前七浦駅 
肥前飯田駅 
太良駅 
肥前大浦駅 
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資料 15 佐賀県西部地域への対策  
佐賀県は鹿島市、白石町、太良町の並行在来線地域を対象とした振興策を提案します。 
振興策１ 高速の広域道路整備の新設 
 有明海沿岸道路（佐賀市～福富町～鹿島市）の整備・促進を行う。 
振興策２ 地域の主体的な取り組みに対して、積極的な支援を優先して行う。 地域（鹿島市
など）を活性化するための計画、立案された取り組みには県は積極的に支援を行うこととする。 
                 九州新幹線西九州ルート HPより 
 
資料 16 交通網と都市の発展 
我々が都市について考えるとき、そこには生産・流通・消費が行われている物理的施設があり、
それらを連絡する交通網が展開されているというイメージを持っている。そのイメージは交通
網の発展と都市の発展が関係しているからである。もちろんその反対、つまり交通網が縮小傾
向にある都市は衰退を招いているのが現実である。 
インタビューなどによる筆者独自資料 
 
５ 小 括 
 本節では地域社会共同体への参加としての社会科授業を開発することを目的とすることで、状況論
的アプローチによる社会科論争問題授業の論理と実際を示した。具体的には、従来の社会科論争問題
授業は埋め込まれている状況に対して無自覚であったことを指摘した。またその問題を克服するため、
状況の描出と社会的論争の意味や価値の確定というプロセスの必要性について論じた。それらを組み
込んで中学校公民的分野単元「長崎新幹線建設問題」の開発を行った。以上を踏まえ、従来の社会科
論争問題授業との差異化は次の通りである。 
第１は、社会的論争が埋め込まれている状況を学習者が描出することで社会的論争の意味や価値が
明らかになることである。意味や価値が明らかになれば社会的論争の正確な分析を行うことができる。
第２は、社会的論争が埋め込まれている状況を学習者が討論を通すことで共有することである。社会
的論争が埋め込まれている状況を共有することで学習者は社会的論争に対するより妥当な主張を持つ
ことができる。 
従来の社会科論争問題授業は埋め込まれている状況に対して無自覚であった。そのため、限界を生
じさせてきた。本節で論じた状況は言葉や行為に明確な意味や価値を与えていくものである。そうで
あれば、状況論的アプローチによる授業開発は新たな社会科授業を構想していく際の視点となるであ
ろう。また、「長崎新幹線建設問題」は、地域社会への参加となると考えている。しかしながら、一方
で地域社会への参加はアンラーニングするべき対象となる。次節では、地域社会へのアンラーニング
を示すこととする。 
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【註及び引用・参考文献】 
１）トゥールミンの議論のレイアウトについては次のものを参照のこと。 
Toulmin,Stephen E.,1964,The Uses of Argument,Cambridge University Press. 
Toulmin,Stephen E.,et.al.,1979,An introduction reasoning,Macmillan Publishing Co.,Inc. 
２）レイヴ、J.、ウェンガー、Ｅ.、2005、『状況に埋め込まれた学習－正統的周辺参加－』（訳：佐伯
胖）産業図書。 
  サッチマン、Ｌ.、Ａ.、1999、『プランと状況的行為－人間-機械コミュニケーションの可能性－』
（佐伯胖：監訳）産業図書。 
３）佐長健司、2006、「社会科学力としての公民的資質の状況論的検討」全国社会科教育学会第 55回
全国研究大会発表資料、pp.8－9。 
４）トゥールミンの議論のレイアウトを活用した授業としては次がある。 
坂井満、2005、「現実の論争問題を分析する社会科授業」全国社会科教育学会編『社会科教育論叢』
第 44集、pp.94－99。 
田本正一、2006、「価値判断力を高める社会科論争問題授業の開発－中等後期単元『プルサーマル
問題』－」全国社会科教育学会編『社会科教育論叢』第 45集、pp.64－69。 
５）吉村功太郎、2004、「社会的合意形成能力の育成をめざす社会科授業」全国社会科教育学会編『社
会科研究』第 59号、pp.41－50。 
６）同書、p.49。 
７）前掲２）、p.8。 
８）ベイトソン、Ｇ.、1990、『精神の生態学』（佐藤良明訳）思索社、p.377。 
９）佐長健司、2006、「社会科授業における価値判断指導の検討」全国社会科教育学会編『社会科研究』
第 65号、pp.41－50。 
佐長はこの論考において価値の定義を行い、社会的価値は幸福と正義であると結論付けている。
佐長が論じる幸福とは「最大多数の最大幸福」を原理とする功利主義である。功利主義については
ベンサム、Ｊ.、1997、『世界の名著 49 ベンサム J.S.ミル』（伊原吉之助：訳）中央公論社を参
照のこと。対して正義とは、J.ロールズが論じる現代正義論の立場である。それは政策によって、
一部の人々の不平等や不利益が生じることは認めることはできないという思想である。現代正義論
については、ロールズ、Ｊ.、1979、『公正としての正義』（田中成明訳）、木鐸社を参照のこと。 
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第３節 地域社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発 
 
１ 現実社会との乖離を自覚する必要性 
本節は、地域社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発を目的とする。授業テー
マとしては、人口減少を取り上げる。人口減少は、日本が抱える大きな問題の１つである。増田寛也
らのレポートでは、全国で 896都市が消滅するとも指摘している１）。このように日本では人口減少社
会を迎え、その状況に対応していくことが重要となる。このような状況に対応していく教科こそ社会
科であろう。しかし、現状の社会科授業は人口減少社会に対応できるものとなっているであろうか。
答えは否である。現状の社会科授業は、人口減少社会を意識していない。あるいは人口減少社会を意
識していたとしても知識の習得にとどまる社会科授業となっている。すなわち、現実の市民社会にお
いて意味や価値を有する社会科授業となっていないと指摘できるのである。すると、次のような疑問
が残る。すなわち、地域共同体にとどまらず、現実の市民社会において意味や価値を有する社会科授
業へと転換すべきではなかろうか。 
そこで、本節では状況学習論の１つである正統的周辺参加(Legitimate Peripheral Participation) 
２） 、さらにはアンラーニング（unlearning）３）を学習原理とした市民社会への参加としての社会科
授業を提案してみたい。正統的周辺参加では、あらゆる学習を共同体への参加とみる。たとえば、座
学の受験勉強も参加である。それは、進学校における学校共同体への参加なのである。したがって、
従来の社会参加学習のように、学習を参加型と非参加型があるとは考えないのである４）。この点が決
定的に異なるのである。このような観点からすれば、どの共同体に参加しているのかが重要となる。
さらには、その共同体へ正統的、かつ周辺的に参加しているのかが重要となる。このように、社会科
授業における学習も共同体への参加とすることで新たな授業開発が構想できる。 
一方、学習を共同体への参加とみなす正統的周辺参加によれば、参加すべき共同体が問題となる。
望ましい共同体であれば、参加を持続させ、そうでないならば参加を取りやめることが重要な問題と
なる。その原理がアンラーニングである。アンラーニングとは、「これまでの『まなび』を通して身に
付けてしまっている『型』としての『まなびの身体技法（まなび方）』について、それらをあらためて
問い直し、『解体』して、組み替えるということを意味している」５）と定義されている。これによれ
ば、従来のまなびの型を一度棄却し、新たに作り出すことが必要となる。学習とは、正統的周辺参加
によれば、共同体への参加であった。よって、その観点からすれば、新たな学びの型などを組み替え
るには参加している共同体を変更することとなる。すなわち、アンラーニングとは共同体への参加を
とりやめることである。 
このようにアンラーニングは、特定の共同体だけに参加することにとどまらず、新たな複数の共同
体へ参加していくことができることを可能とするのである。そのことを本節では、アンラーニングに
よる正統的周辺参加と呼ぶこととしたい。 
以上のことを通して、本節では次のことを論じる。第１に、学習原理であるアンラーニングによる
正統的周辺参加について確認し、人口減少社会に対応した社会科授業の指導原理について論じたい。
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第２に、学校共同体・地域社会共同体への参加としての社会科授業を取り上げ、批判的に検討したい。
そうすることで、現状の社会科授業が人口減少社会に対応できていないことを明らかにしたい。第３
に、人口減少社会に対応した社会科授業の実際について示す。具体的には、小学校第６学年の「政治
とわたしたちのくらし－人口減少社会における佐賀市まちづくりについて考えよう－」について示し、
従来との差異化を図りたい。第４に、実践した結果をもとに、有効性について考察したい。 
 
２ アンラーニングによる正統的周辺参加の指導原理 
（１）共同体への参加としての学習 
本節では、レイヴ（J.Lave）とウェンガー(E.Wenger)による正統的周辺参加の理論に依拠する。そ
れは、サッチマン（Suchman、L.A.）の状況行為論(situated action)を引き継ぐものである６）。サッ
チマンによれば、すべての行為は状況に埋め込まれているとする。そのため、学習という行為も状況
に埋め込まれた学習（situated learning）となり、考察の対象となるのである７）。 
 正統的周辺参加では、学習を共同体への参加ととらえる。したがって、一般的な学習のように、知
識や技能を個人が内面に形成し、それらを所有するという見方をしない。さらに、知識や技能を習得
していく学習方法論という見方もしない。レイヴ、ウェンガーは、「正統的周辺参加はそれ自体は教育
形態ではないし、まして教授技術的方略でも教えるテクニックでもないことを強調しておくべきであ
る」８）とする。さらに、「それは学習を分析的にみる一つの見方であり、学習というものを理解する
一つの方法である」９）と述べている。すなわち、正統的周辺参加は、学習の見方の理論なのである。
正統的周辺参加の特質について佐伯胖は次の４つにまとめている。 
第１は、参加としてのあり方は正統的で周辺的でなければならないことである。レイヴらは、「参加
の正統性というのは所属のしかたの本質を定める形式であり、それ故に、学習にとって決定的条件で
あるばかりではなく、その内容の構成要素でもある」10）とする。そのため、物真似やシミュレーショ
ンであってはならないということができる。次に、周辺性についても同様に実践的共同体において中
心的参加というものは存在しない。周辺性とは、「それが活かされるときは、ことのはじまりを意味し
ており、しだいにのめり込んでいくことにより理解の資源へのアクセスを増やしていくこと」11）であ
る。また、参加とは周辺（periphery）から十全（full）へと移行する軌跡を描く。つまり、参加は本
物であり、周辺的なことから始める必要がある。そうすることで参加者は一人前になっていく。   
第２は、学習は社会的実践となることである。社会的実践としての学習とは、共同体に参加する行
為とすることである。共同体への参加によってその共同体を維持・発展させていくことが必要となっ
ていく。そのため、社会的実践としての学習は共同体へ何かしらの貢献をしていくことが重要となっ
ていく。佐伯胖によれば、「学習というのは、『学び取る』とか『身につける』というよりも、『世の中
のタメになること、－いわば、シゴト－をやる』こと」12）と述べている。社会科授業で言えば、「世
の中のタメ」になることを学習することで市民としての資質を高めていくことができるのである。「世
の中のタメ」とは市民社会共同体において有益な行為を行っていくことが考えられる。 
 第３に、実践の本場にアクセスしていくことが重要となる。レイヴらは、「正統的に周辺的なやり方
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で参加できるということは、新参者が円熟した実践の本場に広くアクセスできることを意味している」
13）と述べる。つまり、学習者をいかに実践の本物にアクセスさせていくかが重要となるかを示してい
る。 
 第４は、学習は共同体の再生産、変容、変化のサイクルの中にあるとする。正統的周辺参加におい
ては、新参者は正統的に、周辺から共同体へ参加することとなる。さらには、その中において関係の
変化に伴い、次第に十全的な参加となり一人前になっていく。やがて新参者たちも一人前になること
で交代を余儀なくされる。すなわち、共同体は更新されて維持・発展するものである。社会科授業の
文脈で言えば、学習者は市民社会共同体の新参者として参加し、十全的に共同体にかかわる重要な役
割を担う軌跡を描くことで市民社会共同体を維持・発展すると考えることができるのである。 
以上、正統的周辺参加としての理論を４つの側面から説明してきた。正統的周辺参加は、従来の知
識や技能は個人の内面に形成されるものという見方とは全く異なる。つまり、学習を共同体への参加
としてみなすことで、正統的に周辺的に参加していくことで市民として成長することを可能としてい
く学習論なのである。 
 
（２）共同体への参加の取りやめとしての学習 
 アンラーニングは、学習棄却である。すなわち、参加という観点からすれば、特定の共同体への参
加をとりやめることである。では、共同体への参加を取りやめることはどういうことかについて検討
しよう。正統的周辺参加によれば、特定の共同体に参加することとなる。よって、参加している共同
体がどのようなものであるか自覚する必要がある。それは参加すべき望ましい共同体を明確にするこ
とで可能となる。社会科授業で言えば、参加すべき望ましい共同体とは市民社会共同体のことである。
このように望ましい共同体について明確に認識できれば、現在参加している共同体が望ましいもので
あるか、あるいは望ましくないものであるかの判断は容易に可能となろう。 
以上のことから、参加している共同体が望ましいのであればそれを維持する。一方で、参加してい
る共同体が望ましくないのであれば、それへの参加を取りやめることとなっていくのである。参加し
ていた共同体への参加を取りやめることとなれば、学習者は不安定に揺らぎながら何か新しい共同体
への参加を模索することなろう。このようにアンラーニングは、共同体への参加を取りやめることで
生じる不安定状態を肯定的である。それは新たな共同体への参加を模索する生成の場としてとらえる
こととなる。 
 このように述べれば、従来の一般的な学習論の原理との違いが明らかとなろう。すなわち、一般的
な学習論の原理は目標を設定し、それに向けて必要な能力や技能を身に付けていくと考える。一方、
アンラーニングの原理は、一度形成された能力や技能が解体される。曖昧ではあるが、何か新しいも
のへと変化するプロセスに注視する。すなわち、曖昧な現在から、漸次的に未来が輪郭を帯びるプロ
セスを学習としてとらえるのである。アンラーニングを行うことは特定の共同体への参加を押しとど
めることになる。さらには、新たな共同体への参加を促す契機となり、よりよい参加としての学習を
成立させていくこととなる。 
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（３）現実社会に対応した社会科授業の原理 
前項では、アンラーニングによる正統的周辺参加について確認した。それらをもとに、人口減少社
会に対応した社会科授業について論じたい。学習を共同体への参加としてみなせば、社会科授業にお
ける学習も共同体への参加となる。すなわち、市民社会共同体への参加である。市民社会共同体につ
いては様々な議論があるが、ここでの市民社会共同体とは民主主義社会であり、政治的決定に誰もが
参加するとみなす政治的市民社会としたい 14）。政治的な決定に参加するのは、社会的な政策や制度、
システムの改廃に関して論争的な場合である。論争的でないならば、あえて参加することはない。し
かし、主張が対立するものであれば、市民は社会的論争に積極的に参加し、政治的な決定に関わるこ
ととなる。すなわち、市民は社会的論争に参加することとなる。 
このように、政治的な市民社会共同体への参加としての社会科授業であれば、必然的に内容におい
ても人口減少社会は前提とされる。なぜなら、それが現実だからである。例えば、少子高齢化が進ん
でいること、限界集落ができていることなどを想定するのである。このような政治的な市民社会共同
体への参加としての社会科授業にするためにはどのようにすべきか。第１に、問いは社会的な論争と
なる。社会的論争への参加は、政治的な市民社会共同体への参加となり市民として成長することを意
味する。第２は、社会的な論争解決のために議論を行うことである。社会的論争解決のためには、様々
な方法がある。例えば、政治的運動への参加、ロビー活動などである。しかし、それでは周辺性が確
保されていない。周辺性とは、前述したように、ことのはじまりを意味している。すると、社会的論
争への解決に向けてロビー活動を行うなどの行為は、一般的な市民の行為ではないと考えることがで
きる。佐長の言葉を借りれば、「地域の様々な立場の人々の利害得失もあるが、それらについての生々
しい議論は行わない」として、「世間知らずな『青臭い』議論をこそ、正統的周辺参加として展開する
ことが可能になる」15）のである。 
以上のように、参加する共同体を学校共同体から市民社会共同体へと変化させていくことが人口減
社会に対応した社会科授業の原理であると考えられるのである。 
 
（４）人口減少社会に対応した社会科授業の指導過程 
 人口減少社会に対応した社会科授業となるには市民社会共同体への参加としなければならない。す
なわち、アンラーニングによって共同体への参加を取りやめさせ、新たな共同体へと参加可能にする
ことである。では、具体的にはどのような指導過程を経るべきであろうか。それについて明らかにし
たい。 
 共同体への参加を変えるには、次の３つの指導過程が必要となると考えている。すなわち、「分離－
移行－統合」16）である。第１に、分離とは特定の共同体からの離脱を意味する。具体的には学校共同
体からの離脱を行うために現実の社会との乖離を自覚させていく指導である。そのことで学習者が学
校共同体への参加を取りやめる契機となっていく。第２に、移行とは新たな共同体を模索することを
意味する。具体的には学校共同体からの離脱を自覚し、不安定に揺れ動く状態から明確に参加すべき
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共同体を提示するのである。すなわち、市民社会共同体への参加を明確に示すのである。第３に、統
合とは新たな共同体への参加を開始し、新たな自己を形成していくことを意味する。具体的には、市 
民社会共同体へ参加できるように社会的論争について議論し、考えていく指導を行うのである。 
 以上の３つの指導過程を社会科授業において設定する。すると、学習者はアンラーニングを達成し、
市民社会共同体へ正統的にかつ周辺的に参加していくこととなるのである。それは前述したように人
口減少社会に対応した社会科授業となると考えている。これらをまとめると、次のような指導過程と
なる。 
表１ 人口減少社会に対応した社会科授業の指導過程 
 
 最後に確認したいのが、共同体についてである。学習者は特定の１つの共同体に参加するのではな
い。例えば、地域の一員ならば地域社会へ参加している。同時に、教員の一員であるならば、学校共
同体に参加している。このように、複数の共同体に程度の差はあるが参加しているのである。したが
って、次項で示すように、学習者も同様に学校共同体、地域社会共同体に参加していると考えられる。 
 
３ 学校共同体・地域社会共同体への参加としての社会科授業の批判的検討 
 現状の社会科授業を批判的に検討する。そのことで、人口減少社会を想定していないことを明らか
にしたい。第１は、学校共同体へ参加していることに無自覚であり、アンラーニングも行われない社
会科授業である。このタイプを学校共同体への参加としての社会科授業と呼ぶこととする。第２は、
地域社会共同体への参加を自覚しており、アンラーニングが行われる場合である。このタイプをアン
ラーニングによる地域共同体への参加としての社会科授業と呼ぶこととする。 
第１の学校共同体への参加としての社会科授業の場合である。この事例としては一般的な教科書を
活用した社会科授業を挙げることができる。例えば、小学校の中学年における「スーパーマーケット
のひみつをさぐろう」17）のような学習である。それでは、スーパーマーケットはお客を増やすために、
様々な工夫や努力をしていることを理解させる学習が展開される。広い駐車場を作る、あるいは消費
者のニーズに応えて販売物を決定するなどである。 
しかし、このような学習は人口減少社会に対応した社会科授業となっているであろうか。答えは否
であろう。なぜなら、現実の社会的な状況を切り離して考えているからである。佐賀市のような地方
都市ではスーパーマーケットの倒産が頻発している。理由として人口減少、あるいは高齢化などが挙
げられる。これらを切り離してスーパーマーケットについて考える学習を展開していくのである。 
そうであれば、前述のような問いは、現実とかけ離れている。このような社会科授業は政治的な市
① 学校共同体への参加としての学びの提示 
② 現実社会との乖離による矛盾の提示（分離） 
③ 市民社会共同体への参加の提示（移行） 
④ 市民社会共同体への参加としての議論（統合） 
⑤ 市民社会共同体への参加としての主張の作成 
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民社会共同体への参加とはならない。すなわち、学校共同体において意味や価値を有する学習となっ
ており人口減少社会に対応した社会科授業とはなりえていないと指摘できる。 
第２のアンラーニングによる地域共同体への参加としての社会科授業の場合である。この事例とし
ては、苅原俊文、佐伯胖らの研究がある。その研究の中で、「地域コーディネーターによるコミュニテ
ィの再生」と題した論考がある 18）。その論考においては地域コミュニティにおけるアンラーニングと
可能性について言及がなされている。具体的には「芝の家」の実践事例が挙げられている。その実践
を通し、学校教育あるいは家庭教育において学んだことをアンラーニングしていくことが目的と示さ
れてある。 
「芝の家」は、「地域に住む子供からお年寄り、働く人までも含む人とのあたたかいつながりを創る
ことを目指すコミュニティスペース」である。そこではあらゆる世代の人々が集まり、様々なコミュ
ニケーションを行っていく。例えば、コンサートであり、遊びであり、食事などである。これらの活
動を通して、次第に従来の固定された人間関係や自己を変容させていく。つまり、アンラーニングの
指導がなされている事例である。 
 しかし、「芝の家」の事例では不十分なアンラーニングであると指摘できる。なぜなら、地域社会共
同体への参加を十分に取りやめることができていないからである。この事例では明確に示していない
が、地域には様々な社会的論争が生じていることが予想される。例えば、人口減少によるコミュニテ
ィ形成の問題、あるいは少子高齢化の問題などである。しかし、この事例はそのような社会的論争に
ついて考える展開とはなっていない。このような事例を取り上げるならば、地域社会にとどまらず国
家社会を想定せざるを得ない。地域社会から国家社会へと拡大して考察できるようにデザインしてい
く必要があろう。 
このように考えると、前述した指導過程では「②現実社会との乖離による矛盾の提示（分離）」の段
階にとどまっている。この段階のとどまらず、新たな共同体を提示し、参加できるように促がす指導
が必要となるのである。さらには、継続的にアンラーニングの指導を行い、市民社会共同体における
市民としてのアイデンティティを形成できるようにしなければならないのである。したがって、この
事例は、学校共同体への参加にとどまる不十分なアンラーニングの実践であるといえる。 
 以上の例に明らかなように、いずれも人口減少社会に対応した社会科授業とはいえないと指摘でき
る。よって、次項ではこれらの課題を克服した社会科授業の実際について示していくこととしたい。 
 
４ 地域社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の実際 
（１）「政治とわたしたちのくらし－人口減少社会における佐賀市まちづくりについて考えよう－」の
概要 
 本単元は、小学校第６学年の政治学習を想定し、開発する。佐賀市中心街は、約 30年前と比較する
と、衰退しておりシャッター街と呼ばれ、人通りも少なくなっている。その現状を打破するように佐
賀市は『佐賀市都市計画マスタープラン』を策定した。しかし、思うような効果は得られていない現
状がある。 
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 そこで佐賀市中心街の衰退理由を考察させ、その解決策について考えていくように授業を設定する。
このような展開は、前述した意思決定型の授業で行われてきた 19）。しかし、このような学習で作成し
た解決策は人口が安定的に供給される社会を想定している。そのため、人口減少社会においては、妥
当性が低いこともある。これらの学習は、学校共同体への参加としての社会科授業となっていると考
えられる。そう考えると、果たしてこのような学習経験を積み重ねることはよいのであろうか。答え
は否である。学習者は市民社会共同体への参加を行う必要があろう。 
 市民社会共同体へ参加するように転換するには、まず学校共同体への参加に対して疑問をもつ必要
がある。次に、新たな共同体を模索していく必要がある。それが市民社会共同体である。そこで行わ
れている社会的な論争を対象として、議論に参加していくのである。本授業では、佐賀市中心街の活
性化策を考えさせることから始まる。しかし、人口減少に歯止めがかからない状況においては、活性
化策の妥当性については疑問が残る。そのことで学習者は現在参加している共同体から分離していく
こととなる。では新たに参加すべき共同体は何か。それが市民社会共同体である。市民社会共同体へ
の参加となれば、必然的に人口減少社会を想定した考え方を行うこととなる。それは人口減少だけで
はなく、高齢者の割合が増えること、若者の割合が減ることなどを考慮していくことである。すると、
佐賀市のまちづくりを従来のような経済優先の価値観だけに依存して進めていくことはできない。地
方都市がどのようなまちづくりを進めるべきか、さらにはどのような生き方をしていくべきかなどに
ついて考察していくことが必要となろう。このようにして、以前習得した学習内容や学び方などを棄
却し、新たな学習を展開していくことが可能となるのである。 
このような論争へと参加していくように授業を設計していくことで、市民社会共同体への参加へと
転換を図ることができる。そのことは、人口減少社会に対応する社会科授業となっていくのである。 
 
（２）単元の目標 
 佐賀市中心街の活性化策について理解する。一方で、人口が安定的に供給される社会を前提とした
佐賀市中心街の活性化策は人口減少社会においては役立たないことを理解する。そのことで、国家社
会を想定し、人口減少社会に対応したまちづくりを進めていく必要性について考えていくことができ
る。さらに、人口減少社会における佐賀市まちづくりについて討論することで市民社会への参加とな
っていることを自覚していることも学習目標としたい。 
 
（３）単元計画（全５時間） 
第１時 佐賀市中心街の今昔 
第２時 佐賀市中心街の衰退理由と活性化策の提案 
第３時 佐賀市中心街の活性化策についての学び直し 
第４時 討論「人口減少社会が進む佐賀市においてコンパクトシティの実現は評価できるか。」 
第５時 討論についての主張作成 
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（４）学習過程 
テーマ 教師の発問・指示 予想される学習者の反応 指導上の留意点及び
資料 
１ 佐 賀 市
中 心 街
の今昔 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 佐 賀 市
中 心 街
の 衰 退
理 由 と
活 性 化
策 の 提
案 
 
 
 
 
 
 
 
３ 佐 賀 市
活 性 化
策 に つ
い て の
学 び 直
し 
 
 
・佐賀市の中心街はど
のような様子か。 
 
・30年前と現在の佐賀
市中心街を比べる
と、どのようなこと
が言えるか。 
・以上のような佐賀市
中心街の現状を踏ま
え、どのような学習
をしたいか。 
・佐賀市中心街はなぜ
衰退したのだろう
か。 
 
・佐賀市中心街から衰
退した理由を述べな
さい。 
 
 
・佐賀市中心街を活性
化するにはどのよう
な解決策が考えられ
るか。 
 
・佐賀市のような地方
都市の現状と今後は
どうか。 
 
・考えた佐賀市中心街
の活性化プランにつ
いて検討する。第１
の福岡市に負けない
魅力的な街づくりに
ついてはどうか。 
・第２の福岡市などの
大都市のようにいろ
・空き地が多く、人通りが少ない。 
・シャッターが閉められている店
も多い。 
・様々な店がある。 
・現在の佐賀市中心街は活気を失
い、人口も減少していると言え
る。 
・なぜ佐賀中心街は衰退したのか。 
・佐賀市などの行政はどのような
取り組みを行ったのか。 
 
・近年、大型ショッピングセンタ
ーが市外に建設された。したが
って、お客が郊外で買い物をす
るようになった。 
・佐賀市中心街は買い物をするに
は不便であり、大都市である福
岡市内へも近く、買い物客の多
くが郊外や福岡市内へと流れて
いき、衰退することとなった。 
・福岡市に負けない魅力的な街づ
くり 
・福岡市などの大都市のようにい
ろいろな店がある街づくり 
・再開発事業を行う 
・地方都市は疲弊している。さら
に、今後は人口減少が進み、消
滅する都市も出てくる。 
 
・活性化するかはわからない。佐
賀市は今後大きく人口減少が進
む。したがって、福岡市のよう
な経済を優先するまちづくりは
難しい。 
 
・活性化するかはわからない。店
を増やしても人が来るのかどう
・佐賀市の中心街が以
前と比べ疲弊して
いることを自覚さ
せる。 
【資料１】 
佐賀市中心街の現
在の様子 
【資料２】 
佐賀市中心街の昔
の様子 
・佐賀市中心街の活性
化策を因果関係か
ら考えさせていく。 
 
【資料３】 
佐賀市近郊におけ
る出店状況 
【資料４】 
佐賀－博多間の JR
九州のダイヤ 
【資料５】 
佐賀市都市計画マ
スタープラン 
・佐賀市の現状を提示
し、急激に少子高齢
化が進んでいるこ
とを把握させる。 
・作成した活性化プラ
ンは人口安定社会
において意味や価
値を有することを
自覚させ、人口減少
社会を想定する必
要性を自覚させる。 
・新たな価値の創出、
あるいは学び方に
ついて自覚させ学
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４討論「人
口 減 少
社 会 が
進 む 佐
賀 市 に
お い て
コ ン パ
ク ト シ
テ ィ の
実 現 は
評 価 で
るか。」 
 
 
 
 
 
いろな店がある街づ
くりについてはどう
か。 
・第３の再開発事業を
行うについてはどう
か。 
 
 
 
・３つのプランの解決
性はどうであるか。 
・有効性が低いプラン
を考えていく学習に
ついてどう思うか。 
 
 
・新たな学習にしてい
くにはどのようにす
べきか。 
 
 
 
 
・佐賀市におけるコン
パクトシティの実現
は評価できる立場か
ら主張しなさい。 
 
・佐賀市におけるコン
パクトシティの実現
は評価できない立場
から主張しなさい。 
 
・互いに批判しなさい。 
 
 
 
 
 
 
かはわからない。さらには、福
岡市に比べると店の多さは少な
くなるのは確実である。 
・活性化するかはわからない。再
開発事業の目玉であった再開発
ビル「エスプラッツ」も倒産し
たからである。さらに、人口減
少を考えると、再開発はうまく
いかない。 
・今後の人口減少社会を想定する
と、解決性は低い。 
・そのような学習は役立たない。 
・衰退理由を明らかにして、それ
に対応していくような学習で
は、今後の人口減少社会におい
ては意味や価値を失う。 
・新たな学習を行っていくべきで
ある。 
・人口減少社会を想定したまちづ
くりについて考えていくべきで
ある。 
・新たな価値観に基づきまちづく
りを進めるべきである。 
・佐賀市におけるコンパクトシテ
ィの実現は評価できる。なぜな
ら、経済的な成長は難しく利便
性を集約したまちづくりが佐賀
市に適合しているからである。 
・佐賀市におけるコンパクトシテ
ィの実現は評価できない。なぜ
なら、コンパクトになることで、
さらなる衰退の恐れがあるから
である。 
・評価する立場を批判する。佐賀
市のコンパクトシティの実現は
他地域との連携を弱めることと
なり、結局はさらなる衰退を懸
念する。 
・評価できない立場を批判する。
コンパクトシティの実現は無駄
習内容、さらには考
え方についてもア
ンラーニングを達
成させる。 
【資料６】 
佐賀市の年齢別人
口割合 
【資料７】 
地方都市の現状 
【資料８】 
コンパクトシティ
の街づくり 
【資料９】 
佐賀市まちづくり
に対するニーズ 
 
 
 
 
 
・この討論を通して１
つの結論を出すの
ではなく、佐賀市の
まちづくりは、人口
減少社会を強く意
識して考えなけれ
ばならないことに
気付かせたい。 
・評価できる立場から
は経済成長の価値
観からの転換を意
識させたい。 
・評価できない立場か
らはさらなる衰退
を招く恐れがある
ことを意識させた
い。 
【資料 10】 
 新たな価値にもと
づく地方都市のま
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５ 討 論 に
つ い て
の 主 張
作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・論点をまとめなさい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・佐賀市はどのような
まちづくりを進める
べきかについての意
見文をまとめなさ
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
を省き、経済成長の価値を変え
る可能性があり、進めていくべ
きである。 
・佐賀市の他地域との連携につい
て 
・新たな価値観によるまちづくり
の意味について 
 
 
 
 
 
 
 
・佐賀市のコンパクトシティの実
現は評価できる。なぜなら、佐
賀市がコンパクトシティを実現
させることはよいことだから。
具体的には、コンパクトシティ
は今後の少子高齢化に対応する
ことができるからである。確か
に経済の活動が縮小することが
考えられるが、経済中心の生き
方を変えていくことが大切であ
る。 
・佐賀市のコンパクトシティの実
現は評価できない。なぜなら、
佐賀市がコンパクトシティを実
現させることはよくないことだ
から。具体的には、コンパクト
シティは他地域との連携を不十
分にするからである。確かに無
駄を省くことが考えられるが、
さらなる衰退も考えられる。他
の方法も検討すべきである。 
ちづくり 
【資料 11】 
 他地域との連携に
よるまちづくり 
・学習を振り返らせ、
人口減少社会にお
ける佐賀市のまち
づくりのあり方に
ついて記述させる。 
・記述の内容において
は、人口安定社会か
ら人口減少社会に
おけるまちづくり
の視点へと転換で
きているか、さらに
は新たな価値に基
づいて学ぶ重要性
について意識させ
て記述させたい。 
 
【主な参考文献】 
大江正章、2008、『地域の力－食・農・まちづくり－』岩波新書。 
本間義人、2008、『地域再生の条件』岩波新書。 
中山徹、2010、『人口減少時代のまちづくり―21世紀=縮小型都市計画のすすめ－』自治体研究社。 
新雅史、2012、『商店街はなぜ滅びるのか －社会・政治・経済史から探る再生の道－』光文社新書。 
広井良典、2013、『人口減少社会という希望 －コミュニティ経済の生成と地球倫理－』朝日選書。 
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矢作弘、2014、『縮小都市の挑戦』岩波新書。 
山下祐介、2015、『地方消滅の罠－「増田レポート」と人口減少社会の招待－』ちくま新書。 
 
５ アンラーニングの達成状況についての考察 
 本単元では、第３時において「佐賀市中心街の活性化策についての学び直し」を行った。すなわち、
アンラーニングである。アンラーニングが達成できたのかについて授業における学習者の発言、及び
記述をもとに明らかにしていくこととしたい。 
 第３時においての学習者及び教師の発言を取り上げたい。作成した佐賀市活性化プランが現実の社
会においては妥当性が低く、新たな学習を行う必要性について自覚していく場面である。なお、Ｔは
教師を表し、Ｃは学習者を表す。 
資料１ 第３時における発言の一部 
 
学習者との応答をみると、以前作成した佐賀市活性化政策の内容は大きな効果はないという判断が
下される。その理由としては、佐賀市の現実の状況とかけ離れていることが挙げられている。この段
階は、前述した「現実社会との乖離による矛盾の提示（分離）」であろう。なぜなら、多くの学習者が
現実社会との乖離を認め、そのような学習から離脱する必要性を自覚していることが見受けられるか
らである。さらに、Ｃ３の「資料にあるように人口が少なくなっていることや高齢化が進んでいるこ
とを踏まえることです。」という発言がある。これは、「市民社会共同体への参加の提示（移行）」の段
階であろう。なぜなら、学習者は人口減少という現実の状況を踏まえており、市民社会共同体へ参加
Ｔ： ３つの活性化策の妥当性についてはどうですか。 
Ｃ１：どれも活性化できるとは思いません。１つ目、２つ目の活性化策のように福岡市のような大都
市をまねしてもだめです。なぜなら、佐賀市は人口が少なく、まねすることができないからです。
それと３つ目の再開発も大きな効果はないと思います。なぜなら、エスプラッツの失敗例もある
からです。 
Ｔ：はい、Ｃ２さん。 
Ｃ２：ぼくもそう思います。前の授業で考えた活性化策は、大きな効果はありません。なぜなら、今
日の授業の資料にあるように佐賀市は少子高齢化が進んだり、人口が減ったりしているからで
す。佐賀市の実際の状況を無視した活性化策となっているので効果は小さいと思います。 
Ｔ：では、前回考えた活性化策はどうしますか。 
（多くの子学習者が、「新たに考え直すべき」と発言する。） 
Ｔ：新たに考え直すには、どのようにしますか。 
Ｃ３：佐賀市の現実の状況を踏まえて活性化策を考えるべきだと思います。 
Ｔ：佐賀市の現実の状況とはどのようなことですか。 
Ｃ３：資料にあるように人口が少なくなっていることや高齢化が進んでいることを踏まえることで
す。 
Ｔ：みなさんはこの意見に対してどのように思いますか。 
（「賛成」という発言が多く出される。） 
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する契機を得ているからである。さらに、第４時において「人口減少社会における佐賀市においてコ
ンパクトシティの実現は評価できるか。」というテーマを設定し、議論を行うことで「市民社会共同体
への参加としての議論（統合）」の段階となっていく。 
 このような学習をもとに、第３時の終結部においてまとめを記述させた。例えば、Ｃ４の場合であ
る。 
 
資料２ 学習者Ｃ４の記述内容 
ぼくは今日の授業で佐賀市の商店街を活性化するには実際の佐賀市の状況を理解することがとて
も大切であることを理解しました。特に、人口減少が進むことはまちづくりを考えるにはとても大
切であると思います。学校の内容だけではなく、広く見ていくことがこれから必要だと思います。 
 
資料３ 学習者Ｃ５の記述内容 
佐賀市はとても今後人口が減ると考えられています。それも若者が減り、高齢者の割合が高いこと
がポイントです。高齢者が増えれば、経済の活性化だけを進めていくのはよくありません。この前
テレビで限界集落というものがありました。そこでは高齢者だけの村で、今後住む人がいなくなる
ことが放送されていました。このような村にも対応できるように、高齢者にやさしいまちづくりを
すすめることが大切です。 
 
 Ｃ４は、授業において発言はなかったが、記述内容からアンラーニングを達成できたと判断できる
事例である。Ｃ４は、学校だけではなく、広く社会に目を向ける必要性について言及している。それ
は、学校共同体からの離脱を意味していると考えられる。さらには、人口減少などの現実の佐賀市の
状況を踏まえる必要性についても言及する。つまり、市民社会共同体への参加を認めることができる
のである。 
 一方、Ｃ５は、高齢者の割合の高さを問題にしている。高齢者の割合が高ければ、福祉を充実させ
たまちづくりを進めるべきだと主張する。Ｃ５は、佐賀市の現状を理解した内容である。さらには限
界集落についても注目し、現実の社会への広がりを認めることができる。よって、Ｃ５についても市
民社会共同体への参加を認めていくことができよう。 
このように、Ｃ４、Ｃ５は記述内容から学校共同体から市民社会共同体への参加と転換を図ること
ができていると判断できる。このように、発言や記述内容を取り上げる質的な評価においては、学習
者は従来の学習にとどまらず、新たな学習を展開すべきことについて考えることができたと評価する
ことができる。さらにＣ４、Ｃ５のようにアンラーニングを達成していると判断できる学習者は、34
人中 28人であり、約 82%が達成している。すなわち、量的な評価においても一定の達成を認めること
ができたと判断できよう。もちろん１つの単元の結果であるが、継続的にカリキュラムに組み込むこ
とで効果は高まることが予想できよう。 
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６ 小 括 
 本節の目的は、地域社社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発であった。その
目的を達成するために、人口減少社会に対応した社会科授業についての原理を明らかにし、それに基
づいた授業実践を実施した。具体的には、アンラーニングによる正統的周辺参加に基づき、地域社会
共同体への参加をアンラーニングし、現実の市民社会へと転換することであった。そうであれば、現
実の社会の状況を踏まえるのは当然のこととなる。すなわち、人口減少社会を想定することは、大前
提となるのである。 
 これらの原理に基づき、社会科授業の実践を展開した。その実践では、アンラーニングを十分に達
成し、市民社会への参加を促す必要があった。具体的には、分離・移行・統合という段階を踏まえる
ことで学習者は市民としてのアイデンティティを形成していくことを示したのである。さらに考察に
おいて示したように、アンラーニングは可能であり、学校共同体、地域社会共同体の参加にとどまら
ない学習が展開された。最後に確認したのが、学校共同体への参加をアンラーニングすることと、地
域社会共同体への参加をアンラーニングすることである。これらは二者択一の関係にあるわけではい。
両者がともに成立したり、どちらか一方だけが成立したり、どちらも成立しない場合もあろう。本節
では、両者を同時に行おうとする試みである。前者の意味では、教科書的な解決策を学び直すことで
ある。後者の意味では、国家社会を想定していくことである。 
 
【註及び引用・参考文献】 
１）増田寛也、2014、『地方消滅 －東京一極集中が招く人口急減－』中央公論新社。 
２）レイヴ、J.、ウェンガー、Ｅ.、2005、『状況に埋め込まれた学習－正統的周辺参加－』（訳：佐伯
胖）産業図書。 
３）アンラーニングの概念については、次の論考から示唆を得た。 
猪口修道、1992、『アンラーニング革命－キリンビールの明日を読む－』ダイヤモンド社。 
アンラーニングの指導についての１つの試みとして、次の論考がある。 
田本正一、2011、「アンラーニングを指導する社会科授業の開発－中等後期単元『工業立地論は役
立つのか？』－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 75号、pp.61－70。 
４）松浦雄典、2013、「社会科における批判的参加学習としての授業構成－小学校第４学年『安全なく
らしを守る人たち』を例に－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 79号、pp.37－48において
社会参加学習を実践的参加学習と批判的参加学習に分類している。すなわち、学習を参加型と非参
加型として捉えている。本研究は、そのような立場をとらないことで決定的に異なる。 
５）佐伯胖、2012、「『まなびほぐし（アンラーン）』のすすめ」苅宿俊文、佐伯胖、高木光太編、『ワ
ークショップと学び１ まなびを学ぶ』東京大学出版会、p.62。 
６）サッチマン、Ｌ.、Ａ.、1999、『プランと状況的行為－人間-機械コミュニケーションの可能性－』
（佐伯胖：監訳）産業図書。 
７）状況論に基づいて開発した社会科授業は、次である。 
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  田本正一、2008、「状況論的アプローチによる社会科論争問題授業の開発－中学校公民的分野単元
『長崎新幹線建設問題』－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 69号、pp.11－20。 
８）前掲２）、p.17。 
９）同。 
10）同書、p.10。 
11）同書、p.12。 
12）同書、p.186。 
13）同書、p.96。 
14）市民社会においては次の論考を参考とした。 
佐長健司、2012、「社会科授業における問いの状況論的検討－正統的周辺参加としての学びを求め
て－」日本社会科教育学会編『社会科教育研究』第 115号、pp.79－89。 
佐長は市民社会を３つの側面からとらえる。第１に政治的な市民社会、第２に経済的な市民社会、
第３に市民によって自発的に開かれる市民社会である。そのうえで、第１の政治的な市民社会を選
び取るべきであることを主張している。本研究についてもその言にしたがっている。 
15）前掲 14）、ｐ.88。 
16）「分離－移行－統合」の段階については、次の論考を参考にした。 
  ヘネップ、Ａ.、Ｖ.、2012、『通過儀礼』（綾部恒雄・綾部裕子：訳）岩波書店。 
  ヘネップは、儀礼には３つの局面があると考える。第１局面としてある状態から分離する段階が
ある。第２局面として不安定な過渡期を経る段階がある。第３局面として別の状態に統合する段階
がある。これらを通して新たな自己を生成していくことができるとする。市民へと変容する際にも
同様の段階を経ることが考えられる。したがって、市民へと変容を遂げることを把握するには有効
であろう。 
17）東京書籍、2011、『新しい社会３・４上』、pp.40－61。 
18）植村朋弘、2012、「地縁型ネットワークと居場所づくり－地域コーディネーターによるコミュニテ
ィの再生－」苅宿俊文、佐伯胖、高木光太郎編、『ワークショップと学び２ 場づくりとしてのまな
び』東京大学出版会、pp.11－35。 
19）佐賀市商店街の活性化について学習する意思決定型の社会科授業としては次の論考がある。 
秋吉洋志、2005、「学校政治学習の授業改善－第６学年『わたしたちのくらしと政治』の場合－」
全国社会科教育学会編『社会科教育論叢』第 44集、pp．77－81。 
  この論考では、参加している共同体を自覚しないため、十分な現実の市民社会への参加とはなり
えていない。したがって、人口減少社会に対応した社会科授業であるとは言い難い。 
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第４節 国家社会共同体への参加としての社会科授業の開発 
 
１ 複数の状況を想定して意思決定する必要性 
 本節の目的は、国家社会共同体への参加としての社会科授業の開発を行うことである。科学的な知
識の習得にとどまらず、社会的な論争問題の解決を目指していくことにより、市民的資質まで育成し
ようとする立場が意思決定主義の社会科授業である１）。意思決定を原理として様々な社会科授業が開
発され、実践されてきた。そのことを通して、従来の知識偏重とされる社会科授業の改善に大きく貢
献してきた。 
意思決定主義の社会科授業は合理的な意思決定という名のもとに、より確かでより正確な意思決定
することを求めてきた。すなわち、合理的な意思決定は他の状況においても有用であると考えられて
きたのである。本研究において問題としたいのは、合理的な意思決定は他の状況においても状況横断
的に有用であるかという点である。合理的な意思決定は状況横断的に有用であると自明視され、それ
に対する批判はなされていない。よって、科学主義に則った合理的な意思決定を批判し、状況に対応
した意思決定を可能にしていく社会科授業を提案していきたい。 
 そこで状況論２）に依拠し、新たな社会科授業の提案を行うこととしたい３）。状況論では、知識や行
為は状況に応じて、その度に相互構成されていくものと考える。したがって、異なる状況においては、
既有の知識や行為の意味や価値は失われる。一方で、新たな知識や行為が新たな状況を構成する。す
なわち、状況と知識や行為は相互構成されていくのである。よって、どのような状況においても正当
化できる合理的な意思決定はあり得ないと考えざるを得ない。合理的な意思決定とは、普遍的ではな
く、特定の状況において正当性を維持できるのである。このような状況論の立場からすれば、社会科
授業で行われる意思決定も状況が異なる度に、程度の差はあるものの異なるはずである。  
このように、状況論の立場から意思決定主義の社会科授業について考察がなされていない。したがっ
て、特定の状況における特定の意思決定は、その状況の外部については意味や価値を失う可能性があ
ることを強く自覚すべきなのである。このように、特定の意思決定は特定の状況において有用であり、
異なる状況におけるその意思決定については懐疑的にならざるを得ないことを状況的懐疑主義４）と呼
び、分析の枠組みとしたい。本研究では、状況的懐疑主義の立場を採用し、新たな社会科授業の開発
を行う。それは、複数の状況を想定してその状況に対応した意思決定をすることを学習目標とした社
会科授業である。 
 そこで、以下では次のように論じていきたい。第１に、状況的懐疑主義の指導原理について明らか
にしたい。その指導原理とは意思決定を正当化できる状況を特定する指導、さらには異なる状況にお
いては異なる意思決定を行うことで複数の状況を想定させていく指導のことである。第２に、合理的
意思決定を原理とする社会科授業を取り上げ、批判的に検討する。具体的には、小単元「原発政策」
を取り上げ、状況論的に検討する。そうすることによって、特定の意思決定に終始するという合理的
意思決定主義による社会科授業の限界を明らかとしたい。第３に、状況的懐疑主義に基づいた社会科
授業である小学校第６学年単元「脱原子力発電をめぐる議論」の開発を行い、具体的に事例を示して
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いく。第４に、実践後の考察を行い、その有効性や意義について確認したい。 
 
２ 状況的懐疑主義の指導原理 
（１）状況的懐疑主義の原理 
 状況論からすれば、知識や行為は状況に応じて構成されると考える。一方で、知識や行為が状況を
構成する。それらは相互構成的な関係である。そのため、特定の状況においては、どのような知識や
行為が形成できるのか、あるいは形成できないのかを明確にしていくことが重要となっていく。する
と、状況が異なるたびに異なった知識や行為が形成されることを自覚できるであろう。このように脱
状況的、状況横断的な行為があるのではなく、状況にこそ対応したそれらがあると考えるべきであろ
う。すなわち、異なる状況におけるその意思決定については懐疑的にならざるを得ないことが状況的
懐疑主義である。 
では、状況に応じて意思決定するとは、どのようなことであろうか。状況論からすれば、特定の状
況においての意思決定は、その状況の外部において意味や価値を有するものであるか、あるいは意味
や価値を失うかについて検討しなければならない。場や時間を越えてあらゆる状況において、意思決
定を正当化していくことはできないことを明らかとするのである。したがって、状況にこそ対応した
意思決定を行うようになるのである。もちろん、状況が異なれば、他の意思決定の可能性もあり得る
ことについても十分に自覚しなければならないのである。むしろそうすることが「合理的」な意思決
定ではなかろうか。 
このように、状況の外部においては異なる意思決定が可能であると認識できれば、特定の状況にお
ける意思決定は暫定的なものとなることを自覚できるであろう。すると、複数の状況を想定して意思
決定を重ねていく重要性を認識していくことができるであろう。もちろん、特定の状況における意思
決定が全く意味や価値を失うものではない。それは脱状況的、状況横断的に正当化できることについ
て懐疑的になるだけであり、特定の状況における特定の判意思決定としては正当化を図ることになる
のである。 
 以上のような、懐疑的な態度をもつことができれば、異なる状況を想定し、意思決定をいくことと
なる。異なる状況においては、当然異なる意思決定を行うこととなる。もちろん、始めに行った意思
決定とは全く異なった決定が加えられることもあろう。しかし、それは二律背反的であるようであっ
ても、解決不可能であると捉えてはならない。なぜなら、社会的な論争の解決は、絶対的に正しい答
えはないからである。そのため、複数の状況を想定し、それぞれに応じて愚直に意思決定していくこ
とが重要となっていくのである。 
 
（２）意思決定の正当性 
 状況論からすれば、状況ごとに意思決定は行われるべきであり、その状況の外部においては懐疑的
な態度をもつという状況的懐疑主義の立場を選択する。そのことは、特定の状況のみを想定するので
はなく、複数の状況を想定することで様々な意思決定の可能性を考察していくことを意味する。した
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がって、状況的懐疑主義に基づいた意思決定が従来のそれとどのように異なるのかについて確認した
い。 
 意思決定主義の社会科授業は、合理的意思決定の原理に基づき開発されてきた。合理的意思決定の
原理とは、「社会的事象や問題に対する科学的な事実認識と反省的に吟味された価値判断に基づいて行
われる実践的判断」５）である。つまり、科学的な事実認識及び反省的に吟味された価値判断の過程を
踏まえることによって、よりよい意思決定ができるということである。そのため、よりよい事実認識
や価値判断が可能となれば、合理的、科学的な意思決定となっていくと考えられている。そのため、
他の状況においても応用可能であると考えられ、脱状況的、状況横断的に正当化が可能であると考え
られている。例えば、「集団的自衛権の是非」における意思決定を一般化させて、「原発再稼働の是非」
という他の状況においても応用可能であるかのように考える場合である。 
 しかし、状況論は次の２つの理由から知識や行為の転移・応用について懐疑的である６）。第１は、
方法は内容に依存するからである。前述の集団的自衛権の是非について意思決定をし、それを一般化
させたとしても新たな状況においては、新たな内容を学ぶことによって意思決定をすると考える。佐
長健司によれば、「日常生活であっても科学研究であっても、それぞれの状況において必要な範囲で知
識や真理を得ることができる。同時に、それぞれの状況の外部では、それらの正当化に対して懐疑的
でなければならない」７）と述べる。すなわち、集団的自衛権における意思決定の方法は、異なる状況
においては意味や価値を失うことを意味するのである。第２は、一般化された意思決定力を想定する
ことは、「判断力喪失者（judgmental dope）」８）を育成することになるからである。一般化された意
思決定力は、状況を無視している。すると、状況を無視して一般化された意思決定を行い続けること
となる。それは、まるでプログラムされたロボットのように行為し、自らの判断力を失った状態であ
ろう。 
 このような見解に傾聴すると、合理的意思決定主義の社会科授業が主張する転移・応用が可能であ
るという意思決定は否定せざるを得ない。すなわち、特定の意思決定は特定の状況においてのみ正当
化できるのである。したがって、その状況の外部においては懐疑的になり、その状況にこそ応じた新
たな意思決定を行うべきなのである。このように、個々の状況にこそ対応し、様々な状況を想定して
行う状況的懐疑主義による意思決定は、合理的意思決定主義の意思決定よりも、よりよい意思決定と
考えられるのではないかとさえ思える。 
 
（３）状況的懐疑主義の社会科授業の指導内容 
 状況的懐疑主義の社会科授業の指導内容について述べる。第１は、意思決定を正当化できる状況を
特定する指導である。意思決定を正当化できる状況を特定する指導では、意思決定と状況との関係を
認識することが重要である。意思決定と状況は相互構成的だからである。そのため、どのような状況
においてどのような意思決定が正当性を得るのかについて教師と学習者が共同して探ることとなるの
である。 
 意思決定を正当化できる状況の特定する指導は次のようである。ある社会的論争において、その是
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非などを意思決定していく場合である。そこでは、異なる状況を想定すれば、その意思決定が明らか
に正当性を失うような場合が生じる。意思決定が正当性を失う場合は、特定の状況においてのみ意思
決定が有効であることを認識させ、その外部においては懐疑的になるようにさせるのである。しかし、
懐疑的なままでは新たな状況における意思決定ができなくなる。したがって、新たな別の状況にこそ
対応する意思決定を次の目的としなければならない。 
 第２は、対立する議論を受け入れ、柔軟でより大きな枠組みの議論の指導である。特定の意思決定
は特定の状況においてのみ正当化できることを認識できれば、様々な状況においては多様な意思決定
が可能であることを理解する。すると、意思決定をするためには、どちらか一方の議論を選択してい
くことは困難となっていく。したがって、状況ごとにどのような意思決定を下すことが可能なのかに
ついて議論していくことが求められる。佐長の言葉を借りれば、「対立的な意見のどちらか一方を選び
取るのではなく、対立的な意見の両者に対して懐疑的でありながら、条件つきで認める議論」９）をす
ることとなるのである。例えば、賛成という意思決定はＡという状況において正当化できる。しかし、
反対という意思決定ではＢという状況において正当化できるなどと議論していくことが考えられる。
それを踏まえ、未来において強く構成される状況を判断していくのである。 
このような指導を行うことで特定の状況における特定の意思決定だけに終始せず、多様な状況にお
いて多様な意思決定することができる市民を育成していくことが可能となる。 
  
３ 合理的意思決定主義による社会科授業の状況論的検討 
（１）合理的意思決定主義による社会科授業の原理 
 意思決定に関しては小原友行の研究がある。小原は、市民的資質の中核をなすものは、意思決定の
能力であると述べる。さらに、意思決定は社会的事象や問題に対して科学的な事実認識や価値判断を
行うことを通しての実践的判断であるとする。それをもとに市民的資質の構造として図１のように示
している。 
この図においては、事実認識や価値判断を踏まえた上位概念として意思決定が位置付けられている。
事実的認識や価値判断が正しく行われるこ 
とによって、よりよい判断である意思決定
が行われるというわけである。また、それ
は一般化された意思決定力として考えら
れ、状況横断的に有用であるとされている。
さらに、論争問題の探究の過程として次の
ように挙げている。すなわち、「実際に『意
思決定』の活動( 問題把握、問題分析、達
成すべき目的・目標の明確化、実行可能な
行動案の提出、行動案の論理的結果の予測
と評価、行動案の選 
 
行動・参加 
 ↑            実践的側面 
意思決定          （実践的判断） 
  ↑ 
価値・規範・信念 
 ↑            情意的側面 
概念・一般原理・理論    （価値判断） 
 ↑            認知的側面 
事実・情報         （事実認識） 
図１ 市民的資質の内容の一部 10） 
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択と根拠づけ) を行う」11）のである。これらを踏まえて、合理的意思決定としての社会科授業を構成
していくこととなる。 
 以上のような、合理的意思決定主義による社会科授業では、社会的な論争に対して科学的な事実認
識と反省的な価値判断に基づくことを前提とし、現代社会が直面しており市民に意思決定を迫るよう
な社会的論争を内容としてよりよい解決策を決定する授業過程を経るのである。 
 以降の項では、この合理的意思決定主義の原理に基づいた社会科授業を取り上げ、状況論的に検討
したい。 
 
（２）小単元「原発政策」の概要 
合理的意思決定主義による社会科授業として、小単元「原発政策」を取り上げることとする 12）。ま
ず単元の目標として世界各国の原発政策の現状を経験や科学と調和する真理性をもつ理論について説
明すること、さらにその理論の基づいた日本の原発政策について合理的な意思決定をしていくことが
挙げられている。 
 このような目標を受け、授業は次のように展開されていく。導入では、各国が異なる原発政策を実
施していることを理解していく。次に展開ではフランスの原発政策を挙げる。そこでは、原発政策が
推進された事実の分析やどのような価値に基づいて政策が実行されたかの分析が行われる。それらを
通して、原発推進派は国内経済を安定、発展させること、さらには地球環境の保護を優先すると結論
付ける。さらに、イタリアの原発政策を取り上げる。イタリアではチェルノブイリ事故の影響による
原発政策の見直しがなされたことについて事実の分析や価値の分析を行っていく。それらを通して、
原発反対派は人々の健康な生活を保障するという安全性を優先すると結論付ける。これらのことで原
発政策の推進の主張、あるいは反対派の主張を一般化しているのである。 
 以上をもとに一般化された主張は正当であるかどうかを検討する段階を設けている。例えば、「安定
したエネルギー供給を維持すべきであり、それゆえに原発推進政策をすすめるべきである、というの
は本当か」という問いを設定する。それに対して学習者は、「原発では『陰のコスト』と呼ぶべきもの
があり、維持・管理等で多額のコストがかかる。災害・事故等で突然停止したり多額のコストがかか
ることもある。よって本当ではない、という意見もある」と回答する。これらの検討を行い、最終的
には日本の原発政策の継続の是非について意見を求めている。 
 以上が小単元「原発政策」の概要である。この授業では、外国の原発政策について事実的分析、価
値的分析を行う。そうして一般化した理論を習得させている。さらには、その理論を単に受け入れる
のではなく、批判的に検討し、合理的な意思決定を求めるという授業過程を経ている。そのため、事
実分析、価値分析を行うことで意思決定を行い、さらには現実社会で生じている社会的論争を取り上
げ、その解決策を決定していく授業過程を経ている。すなわち、それは合理的意思決定主義による社
会科授業として位置付けることができるのである。 
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（３）小単元「原発政策」の状況論的検討 
 小単元「原発政策」の検討をしよう。第１の批判は、意思決定が正当化できる状況を特定していな
いことである。本単元は終結において「日本が今後も原発推進政策を継続していくことについて、あ
なたは『賛成』か『反対』かを決定しなさい。」と意思決定を迫る。繰り返すが、特定の意思決定は特
定の状況においてしか正当化できないのである。よって、賛成の立場で合理的な理由に立脚して主張
を作成したとしても、それは特定の状況に埋め込まれているのである。しかし、意思決定を正当化し
ていくことができる状況の特定の指導、あるいは異なる状況においてその意思決定が正当性を得るの
か、もち得ないのかについての指導は全くなされない。それらの指導がなければ、他の状況において
も応用可能であると考え、他の意思決定の可能性を排除していくことも考えられる。したがって、特
定の状況の外部においては、特定の意思決定は正当化できない可能性があるという懐疑的な態度を指
導するべきなのである。 
 第２の批判は、決定論的に議論を展開していることである。小単元「原発政策」においては、賛成
あるいは反対の立場を選択していくことが求められている。もちろん「原発政策」においては、異な
る決定をした他者の意思決定の内容を理解していくことが示されている。しかし、その指導は意思決
定の異なる仕方について確認する程度にとどまっている。ここでの批判は、どちらの立場においても、
状況によって正当化が可能となることを認識していないことである。 
例えば、国内経済の発展に大きな価値を見出す社会的状況になれば、電力を確実に安定供給できる原
発政策に対して賛成の立場はより強くなる。なぜなら、そうすることがその立場の利益を大きくする
からである。一方、環境保全を優先していく社会的状況になれば、環境や人類に大きな影響を与える
可能性がある原発政策に対して反対の立場を選択するようになろう。もちろん未来における状況がど
のように構成されるかは容易に判断できるとは限らない。しかし、それでも状況に対応した原発政策
について愚直に判断できるように学習を導くべきであろう。すなわち、「曖昧に思えるかもしれないが、
変化する状況に応じて判断するべきだし、状況を無視して決定論的な選択に対して懐疑的になること
を学ぶべき」13）なのである。 
 以上の検討結果から、特定の状況においては特定の意思決定しか正当化できないこと、状況にこそ
対応する意思決定をするべきであることが明らかとなった。そのため、項を改めて状況的懐疑主義に
よる社会科授業の構成を具体的に示し、問題点を克服したい。 
 
４ 状況的懐疑主義に基づいた社会科授業の実際 
（１）小学校第６学年単元「脱原子力発電をめぐる議論」の概要 
 2011 年 3 月 11 日に東日本大地震が発生した。地震による直接的な被害、さらには大津波により多
くの都市が破壊され、尊い人命が多数奪われた。その被害は原子力発電にまで及んだ。福島第 1 原発
では、地震や津波の影響で電源喪失、原子炉が破損するなどの被害が生じ、広範囲に渡って深刻な事
態を引き起こしたのである。このことにより、原発の安全神話はもろくも崩れ去ることとなったので
ある。 
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これを契機として脱原発をめぐる議論が活発に行われるようになった。しかし、依然として原発に
関する議論は原発を進めるのか、原発を廃止するのかのどちらか一方の立場を決定することを目的と
し、決めることができないというジレンマに陥っている。その理由として、市民が専門家のような脱
状況的、状況横断的な議論を展開していることを挙げることができる。原発を推進することができる
のは特定の状況においてであろう。一方、原発を廃止する状況もそうである。これらのことを自覚し、
市民はより多くの状況を想定して社会的な論争問題について議論していくことが望ましいのではなか
ろうか。それを踏まえると、次の２点が従来の合理的意思決定主義の社会科授業とは決定的に異なる。 
第１は、意思決定は特定の状況に埋め込まれていることを自覚する指導である。授業では脱原発によ
るコスト、安全性、最終処理場の建設についての分析を行う。それでは、コストが急激に上がる状況
やそうではない状況、あるいは安全性が失われる状況やそうではない状況、さらには最終処理場が建
設できる状況、あるいはそうではない状況を想定していく。すなわち、どちらの状況もあり得ること
を認識するのである。そうすることで、特定の意思決定は特定の状況によってのみ正当化できるとい
う懐疑的な態度を育成していくのである。第２は、意思決定を正当化できる状況についての指導であ
る。それでは、脱原発を認めるという主張が成立する状況を特定する討論、さらには脱原発を認めな
いという主張が成立する状況を特定する討論を行う。具体的にはコスト増が認められる状況、あるい
はそうではない状況、安全性が保障される状況、あるいはそうではない状況、最終処理場の建設が可
能である状況、あるいはそうではない状況などの検討を行なっていく。 
以上を踏まえ、脱原発を認める状況、及び認めない状況を主張として作成していく。そのことは、
従来の合理的意思決定主義の結論とは全く異なる。それであれば、どちらか一方の立場を選択し、そ
の合理性を説明していくこととなる。しかし、それでは異なる状況における意思決定は、無視してい
くこととなる。それを克服するのが複数の状況を想定し、両者の主張を正当化できる状況を議論して
いくことである。そうすることで、特定の状況のみからの意思決定を回避し、状況に対応した意思決
定を行うことができるのである。 
 
（２）学習目標 
脱原発をめぐる議論が起きていることを知り、論点が安全性、コスト、最終処理場の建設であるこ
とを理解する。さらに、論点について分析していくことで意思決定は特定の状況において正当化する
ことができることを理解し、それを基に脱原発に関する主張を正当化できる状況についての討論を行
うことができる。その討論を踏まえて、脱原発に関する主張が成立する状況をまとめることができる
ことも学習目標としたい。 
 
（３）指導計画 
 主題 学習内容及び学習活動 
１ 
脱原子力発電をめぐる議
論の転換 
・2011年 3月 11日に起きた東日本大震災により、福島第一原
発は危機的状況に陥っている。それを契機として脱原子力発
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電に関する議論が国内において盛んになされていることにつ
いて理解する。 
２ 
脱原子力発電をめぐる議
論の概要 
・脱原子力発電に関する議論には賛否両論がある。賛成派は、
原発が危険であり、事故処理なども含めるとコストは高価で
あること、最終処理場の建設は困難であることを主張する。
対して反対派は、原発は安全であり、化石燃料と比較すれば
コストは安価であること、最終処理場は政府の主導によって
建設可能であることを主張する。以上から、論点は安全性、
コスト、最終処理場の建設であることを理解していく。 
３ 
脱原子力発電をめぐる議
論についての分析 
・賛否両論の分析を行う。安全性については大地震が想定さ
れる状況やそうではない状況について分析する。一方コスト
については、再生エネルギーへの移行によって大幅なコスト
上昇が想定される場合やそうではない状況について分析す
る。同様に、最終処理場の建設では建設可能性について分析
する。そうすること、賛否両論ともに特定の状況において正
当化できることを理解する。 
４ 
意思決定を正当化できる
状況を特定するための討
論 
「脱原発を認める主張、あ
るいは認めない主張を正
当化できる状況について」 
・脱原発を認める主張の状況、脱原発を認めない主張の状況
の範囲について討論していく。この討論においては、それぞ
れの主張が正当化できる状況を安全性、コスト、最終処理場
の面から議論していく。そうすることで、それぞれの主張を
正当化していくことができる状況を特定する。 
５ 
脱原子力発電に関する主
張の作成 
・討論の結果を踏まえ、どのような状況においては脱原発を
認めることができるのか、一方、どのような状況においては
原発推進を認めるのかについてまとめ、意思決定する。 
 
（４）学習過程 
教師の指導言 教授学習過程 資料 学習者の発言及び学習活動 
１ 脱原子力発電をめぐる議論
の転換 
・2011年 3月 11日に何が起きた
か。 
 
・東日本大震災においてどのよう
なことが問題となったか。 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
 
 
 
１ 
 
 
２ 
 
 
・東日本大震災が起きた。 
 
 
・多くの尊い人命が失われた。さらに福
島第 1原発が地震や津波の影響で電源
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・東日本大震災後、原発の議論に
関してどのような変化があっ
たか。 
・脱原発に関する議論に主などの
ような人々が参加しているか。 
・どのような形で議論に参加して
いるか。 
 
 
・市民グループの台頭により、脱
原発に関する議論の内容は変
化したか。 
 
・脱原発の議論によって市民の役
割は変化したか。 
 
 
 
 
・政府は脱原発に関して様々な意
見を収集しようとしている。ど
のような方法を実施している
か。調べてまとめなさい。 
・脱原発の議論は大別するとどう
なるか。 
・次時では脱原発の賛成派、反対
派の議論についてまとめてい
くことを目的とする。 
２ 脱原子力発電をめぐる議論 
・脱原発に対する賛成派主張を読
みなさい。 
【脱原発に対する賛成派主張の
概要】 
・福島原発事故のように大地震が
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｔ：資料提示 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｔ：資料提示 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：説明 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
 
 
 
 
 
 
３ 
 
 
 
 
３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 
 
 
 
喪失したり、原子炉が破壊されたりし
た。 
・原発の安全神話は崩壊し、脱原発に関
する議論が活発に行われるようになっ
た。 
・市民グループの人々が参加している。 
 
・市民グループは首相官邸の前で大規模
なデモを開催したり、実際に野田首相
に面会して脱原発を訴えたりしてい
る。 
・脱原発に関する議論の内容は変化して
いる。特に、専門家の意見だけでは納
得いかず受容できる点、受容できない
点を市民が明らかにしている。 
・市民の役割は変化した。従来は、専門
家の意見を鵜呑みにしたり、専門家の
意見を真似して議論したりしてきた。
しかし、今回のように専門家の議論は
参考であり、市民として議論すること
の重要性が高まった。 
・政府は公聴会や討論型世論調査を行い、
積極的に市民の意見を取り入れようと
している。 
 
・脱原発に対して賛成か、反対かとなる。 
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あれば事故が生じる可能性が
大きい。よって、原発は安全で
はない。これらを考慮すると、
原発は将来的に０％とすべき
である。また、経済性について
も事故対応費用などを考慮す
ると、高くなることとなる。 
・脱原発に賛成する根拠は何か。
明らかにしなさい。 
・なぜ安全ではないのか。具体的
に述べなさい。 
 
 
 
・なぜコストが高いのか。具体的
に述べなさい。 
 
 
・脱原発に対する反対派の主張を
読みなさい。 
【脱原発に対する反対派主張の
概要】 
・原発は 100％安全ではない。し
かし、事故の確率は非常に低く
最も安全な発電である。また、
ウランは安定的に入手できコ
ストも安価である。そのため、
日本は原発に依存していくべ
きである。 
・脱原発に反対する根拠は何か。
明らかにしなさい。 
・なぜ安全なのか。具体的に述べ
なさい。 
 
・なぜコストが安いのか。具体的
に述べなさい。 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
 
 
７ 
 
 
 
８ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９ 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
・安全ではない。 
・コストが高い。 
・日本は地震が起きやすい。例えば東日
本大震災と同様の規模の地震が起きる
可能性もある。そのため、安全ではな
い。 
・原発は原料に対して発電量が多く、コ
ストは安価となる。しかし、事故が起
きるとその処理費用は高くなる。それ
を踏まえれば、コストは高くなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・安全である。 
・コストが高い。 
・原発はこれまで他の発電と比較すると、
事故が起きる可能性は非常に低い。そ
のため、原発は安全である。 
・原発の燃料であるウランは安定的に入
手でき、少ない燃料で大きな発電がで
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・賛否両論の論点は何か。 
 
・どちらの主張を支持するか。さ
らにその根拠を明確にしなさ
い。 
・次時は安全性、コストの主張に
ついて分析を進めていくこと
とする。 
３ 脱原子力発電をめぐる議論
についての分析 
【安全性について】 
・安全性についての分析をしてい
く。安全性について何か質問は
ないか。 
・専門家はどのように回答してい
るか。 
 
・30年以内に大地震が起きるこ
とを想定した状況はどのよう
であるか。 
 
・大地震は起きないことを想定し
た状況はどのようであるか。 
・将来はどちらの状況となるだろ
うか。 
・他に安全性への質問はないか。 
 
・専門家はどのように回答してい
るか。 
 
・100万年から 1000万年に 1回
事故が起きることを想定した
状況はどのようであるか。 
・事故は起きないことを想定した
状況はどのようであるか。 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：説明 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 
 
 
 
 
 
 
きる。そのため、原発はコストが安い。 
・論点は安全性とコストである。 
 
・（根拠を明確にして答えることはできな
い。） 
 
 
 
 
 
 
 
・大地震が起きる可能性はどのくらいで
あるか。 
 
・専門家は大地震が起きる確率は 30年以
内に東海地震が起きる可能性が 87％で
あると述べている。 
・東日本大震災を教訓として、津波対策
や電源喪失の対策を万全にしておく。
しかし、想定外の場合は原発は危険性
が伴う状況である。 
・電力が従来通り安定的に供給される状
況である。 
・どちらか一方の状況を決めることはで
きない。 
・事故が起きる可能性は低いと言ってい
るが、どのくらいであるか。 
・専門家は、100万年から 1000万年に１
回と言っている。 
 
・放射能漏れなどの深刻な事態が想定さ
れ、悪影響が懸念される状況である。 
 
・事故が起きる確率は低いため、安全を
保障していく努力をしていくことで原
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・将来はどちらの状況となるだろ
うか。 
・これらを踏まえると、原発は安
全なのか。安全ではないのか。 
【コストについて】 
・コストについて分析していく。
コストについて何か質問はな
いか。 
・専門家はどのように回答してい
るか。 
 
 
・大量の汚染廃棄物があることを
想定した状況はどのようであ
るか。 
・汚染廃棄物が少量であることを
想定した状況はどのようであ
るか。 
 
・将来はどちらの状況となるだろ
うか。 
・他にコストについて質問はない
か。 
 
・専門家はどのように回答してい
るか。 
 
 
 
・化石燃料や再生エネルギーに移
行しコストが急激に上昇する
ことを想定した状況はどのよ
うであるか。 
・化石燃料や再生エネルギーに移
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：資料読解 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14 
 
 
 
 
 
 
 
 
発による安定的な電力供給が見込まれ
る状況である。 
・どちらか一方の状況を決めることはで
きない。 
・判断できない。 
 
 
・福島第一原発などで汚染された廃棄物
はいくらで処理できるのか。 
 
・専門家は高くつくと言っているが、そ
もそも事故現場の中に立ち入ることが
できていないので詳細は不明であると
述べている。 
・汚染廃棄物には多額のコストが必要で
あり、今後の電気料金等に反映される
状況である。 
・汚染廃棄物が少量であっても処理には
コストがかかる。程度の差はあるもの
の電気料金等に反映される状況であ
る。 
・どちらか一方の状況を決めることはで
きない。 
・化石燃料や再生エネルギーに移行した
場合、どのくらいコストが高くなるの
か。 
・専門家は化石燃料や再生エネルギーに
移行した場合、最大で 100％コストが高
くなると言っている。しかし、技術が
高くなることでコストは安くなると指
摘している。 
・電気料金が 2倍以上に上がり、家庭や
企業への負担が増大し、経済にも悪影
響が生じる状況である。 
 
・電気料金などの負担は一時的に増大す
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行するが、それに伴う技術が大
きく進歩することを想定した
状況はどのようであるか。 
・将来はどちらの状況となるだろ
うか。 
・これらを踏まえると、脱原発に
よってコストは大幅に上がる
のか。そうではないのか。 
・なぜ判断できないのか。 
 
 
 
４ 意思決定を正当化できる状
況を特定するための討論 
「脱原発を認める主張、あるい
は認めない主張を正当化でき
る状況について」 
【脱原発を認める主張を正当化
できる状況の範囲について】 
・脱原発を認めるという主張が成
立するのはどのような状況な
のか明らかにしなさい。 
 
 
 
・主張の重要な点は何か。 
 
 
・脱原発によるコスト上昇が抑え
られ、事故が回避できない状況
を踏まえて批判の準備をしな
さい。 
・脱原発を認めるという主張が成
立している状況について批判
しなさい。 
 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：指示 
Ｐ：批判準備 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
るが、技術の進歩により上昇率は低く、
安定的な供給が見込まれる状況であ
る。 
・どちらか一方の状況を決めることはで
きない。 
・判断できない。 
 
 
・判断は特定の状況においてのみ通用す
る。そのため、その判断はあらゆる状
況において通用するものではないか
ら。 
 
 
 
 
 
 
 
・脱原発を認めるという主張が成立する
のは、化石燃料や再生エネルギーへ移
行し、それに関する技術が進歩するこ
とでコスト上昇が抑えられ、大地震が
起きることを想定して事故の危険性を
回避できない状況においてである。 
・脱原発を認める主張は、脱原発による
コスト上昇が抑えられ、事故が回避で
きない状況においてである。 
・（学習者は批判の準備をする。） 
 
 
 
・コストを抑えることはできない。なぜ
なら、特に再生エネルギーに関する技
術の大幅な進歩は確認できず、急激に
進歩するとは思えないからである。 
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・批判はどのような内容であった
か。 
・コストは抑えることができな
い、事故は回避できる状況が強
いことを踏まえて応答の準備
をしなさい。 
・批判に対して応答することで主
張した状況がどの程度成立す
るか述べなさい。 
 
 
 
 
 
 
【脱原発を認めない主張を正当
化できる状況の範囲について】 
・脱原発を認めないという主張が
成立するのはどのような状況
なのか明らかにしなさい。 
 
 
・主張の重要な点は何か。 
 
 
・脱原発を認めない主張は、脱原
発によるコスト上昇、安全性の
保障できる状況を踏まえて批
判の準備をしなさい。 
・脱原発を認めないという主張が
成立している状況について批
判しなさい。 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：指示 
Ｐ：応答準備 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：指示 
Ｐ：批判準備 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・事故は回避できる。なぜなら、今回の
事故を踏まえ、安全性の意識は高まっ
ているからである。 
・コストは抑えることはできないこと、
事故は回避できる状況が強い。 
・（学習者は応答の準備をする。） 
 
 
 
・コストは再生エネルギーに関する技術
の進歩が見込まれれば押さえることが
できる。技術の進歩が急激でなかった
としても将来的には技術が追いつく可
能性は十分にあり、コストも安価にな
ることが考えられる。危険性について
は原発を続ける限り付随するものであ
る。だから、絶対的に回避することが
できない。 
 
 
・脱原発を認めないという主張が成立す
るのは、脱原発によるコスト上昇が急
激であり、津波対策や電源喪失対策を
行なうことで安全性を保障する状況に
おいてである。 
・脱原発を認めない主張は、脱原発によ
るコスト上昇、安全性の保障できる状
況においてである。 
・（学習者は批判の準備をする。） 
 
 
 
・コストの急激な上昇はない。なぜなら、
化石燃料等から徐々に再生エネルギー
に移行することでこれまでのように上
昇はあってもそれは緩やかなものとな
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・批判はどのような内容であった
か。 
・コストの急激な上昇はないこ
と、安全性は保障できない状況
が強いことを踏まえて応答の
準備をしなさい。 
・批判に対して応答することで主
張した状況がどの程度成立す
るか述べなさい。 
 
 
 
 
 
 
５ 脱原子力発電に関する主張
の作成 
・前時の討論をもとにどのような
状況ならば賛成できるか、一方
でどのような状況ならば反対
するのかについてまとめなさ
い。 
・どのような状況であれば、コス
ト増は起きるのか。 
 
 
・どのような状況であれば、コス
ト増は起きないのか。 
 
 
・どのような状況であれば、安全
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
Ｔ：指示 
Ｐ：応答準備 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
 
Ｔ：発問 
るからである。 
・安全性を保障することはできない。な
ぜなら、原発を存置すること自体が危
険性を避けることができないからであ
る。 
・コストの急激な上昇はないこと、安全
性は保障できない状況が強い。 
・（学習者は応答の準備をする。） 
 
 
 
・脱原発によって、コストは必ず上昇す
る。しかし、それが急激なものである
か緩やかであるかは明確ではない。そ
れは技術の進歩に大きく依存している
からである。安全性の保障については、
確かに事故の可能性を完全に払拭する
ことはできないが、対策を採ることで
その危険性を大幅に減らすことはでき
る。 
 
 
 
 
 
 
 
・化石燃料や再生エネルギーに完全移行
するが、特に再生エネルギーに関する
技術が高まらず停滞した状況であるな
らば、確実にコストは高くなる。 
・化石燃料や再生エネルギーに関する技
術が高まり、安定供給が可能となる状
況であれば、コスト高は避けることが
できる。 
・原発を存続、あるいは稼働させること
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性は低くなるのか。 
 
 
 
・どのような状況であれば、安全
性は保障できるのか。 
 
・それぞれの議論を踏まえ、どの
ような状況において脱原発を
認めることができるか、あるい
は認めることはできないのか
について主張をまとめなさい。 
 
 
Ｐ：応答 
 
 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：応答 
 
Ｔ：発問 
Ｐ：作業 
Ｐ：応答 
 
自体が東日本大震災のような被害を出
すこととなる。つまり、原発を推進す
るという状況であるならば、安全性は
低くなる。 
・原発に関する立地条件の見直し、技術
の向上という状況であるならば、安全
性は保障できる。 
【作成された主張の例】 
・脱原発を認めることができる状況は次
のようである。すなわち、化石燃料や
再生エネルギーに関する技術が高ま
り、電力の安定供給が可能となり、原
発を稼働すること自体が安全性を失う
ことであると認められた状況である。
一方、脱原発を認めることはできない
状況は次のようである。すなわち、化
石燃料や再生エネルギーに関する技術
が停滞し、急激なコスト増が見込まれ、
原発に関する立地条件の見直しや技術
の向上が認められる状況である。 
 
【提示資料】 
１「東日本大震災」入江一友、2011、『原子力に未来はあるか』エネルギーフォーラム新書、pp.4－8。 
２「原発神話の崩壊」同書、pp.61－66。 
３「原発再稼働」毎日新聞、2015年 11月 15日。 
４「脱原発の主張」吉岡斉、2012、『脱原子力国家への道』岩波書店、pp.163－173。 
５「日本の地震」地震調査研究推進本部地震調査委員会、2010、『「全国を概観した地震動予測地図」
報告書。 
６「原発のコスト①」大島堅一、2011、『原発のコスト－エネルギー転換への視点－』岩波新書、pp.111
－114。 
７「原発の安全性」田辺文也、2011、『まやかしの安全の国－原子力村からの告発－』角川新書、pp.63
－64。 
10「原発のコスト②」経済産業省、2010、『平成 21年度エネルギーに関する年次報告』。 
11「大地震発生確率」５と同資料より作成。 
12「原発事故確率」東京新聞、2012年 7月 4日。 
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13「原発事故処理費用」ＢＮＥＦの資料より作成。 
http://about.bnef.com/content/uploads/sites/4/2015/06/BNEF_White_Paper_Japan_Outlook_JPN
.pdf 
14「脱原発によるコスト増」産経新聞、2012年 5月 26日。 
15「再生エネルギーのコスト」13と同資料より作成。 
16「最終処理場の現在」佐賀新聞、2015年 12月 4日。 
17「原発事故後の状況」福島県 HPより作成。 
http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/list271-840.html 
 
５ 状況的懐疑主義に基づく社会科授業の考察 
（１）意思決定を正当化できる状況を特定することについての考察 
 本授業においては、第４時において脱原発を認めることができる状況、あるいは脱原発を認めるこ
とができない状況を特定するための討論を行った。次のような場面である。 
 
資料１ 第４時における討論の一部 
Ｔ：脱原発を認めない立場の人たちは、コストが急激に高くなること、大地震などの事態に対
応できること、自治体が最終処理場の受け入れをする状況になれば、原発は再稼働すべきだ
と主張しているようですね。脱原発を進める立場の人たちは、どうですか。はい、Ｃ１さん。 
Ｃ１：ぼくは、自治体が最終処理場の受け入れをするとは思いません。確かに政府が無理やり
進めていく可能性はあります。でも、それはよくありません。反対する人たちがたくさん出
てくると思います。 
Ｔ：なるほど。最終処理場が決定されるという状況は想定できないという立場ですね。他にあ
りませんか。はい、Ｃ２さん。 
Ｃ２：ぼくは、大地震などの大災害に原発が完全に対応できるとは言えないと思います。なぜ
なら人間が考えることに完璧はありません。今までも原発は安全だと考えられてきました。
でも、そうではありませんでした。また、1度事故が起きると、取り返しがつきません。事故
が起きるという状況を想定するべきです。 
Ｃ３：そうそう。事故が起きるということを考えていなかったから、対応できなかったんだよ。 
Ｔ：よくわかりました。事故を想定するという状況が重要だということですね。今まではそれ
がなかったんだね。まだありますか。コストについてまだ批判がないようだけど。 
Ｃ４：はい。コストは急激には上がりません。確かに今はだいぶ電気料金が高くなっています。
でも、突然にすべてを再生エネルギーで電気をつくるとは考えにくいです。だから、2倍以上
電気代が上がるとは思えません。今のように、石油などの燃料を使って少しずつ再生エネル
ギーを増やせば、うまくいくと思います。あと、事故処理などの費用を含めると、太陽光発
電と同じだという記事がありました。そうすると、そもそも原発のコストが安いとは言い切
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れないと思います。 
Ｔ：では、脱原発を認めない立場の人たちの主張はそのまま成り立ちますか？ 
（「一部成り立つ」、「すべての内容を認めることはできない」などの発言があった。） 
 
 この場面においては、脱原発を認めない立場が正当化できる状況を批判によって決定しようとして
いる。最終処理場については、自治体が受け入れるという状況自体を認めることができないと指摘す
る。事故においては、技術には限界があることを指摘している。さらには、コストは緩やかな上昇は
考えられるが、急激なコスト高は状況として想定できないと指摘している。 
 これらの批判から、脱原発を認めないという意思決定が特定の状況でしか正当化できないことが明
らかとなる。最終処理場が建設されるのは、国の主導によって半ば強引に決定されるような状況にお
いてであることが明らかとなる。安全性については、完全な技術はあり得ないため、事故が起きる可
能性は否定できない。つまり、危険性は程度の差はあるが残ると考えられよう。コストについては、
緩やかな上昇は見込まれるが、急激な上昇は考えにくいことが明らかとなろう。このように、授業に
おける議論の範囲であるが、脱原発を認めないという意思決定を正当化できる状況を限定していくこ
とができたと考えられる。すなわち、従来のような脱状況的、状況横断的に正当化できる意思決定は、
あり得ないことを明確にすることができる展開となっていたことがわかる。 
 
（２）状況的懐疑主義に基づく意思決定についての考察 
 第５時において、授業内容を踏まえた主張を作成した。学習目標においては、「脱原発に関する主張
が成立する状況をまとめること」と記載した。したがって、どのような主張が作成されたかを考察し
ていくこととする。次のような主張である。 
 
資料２ 状況に対応した意思決定を行った主張 
 脱原発を認める主張が成り立つのは、次のような状況においてです。コストは、今ぐらいの値
上がりで収まる状況においてです。再生エネルギーが原発程度の電力をまかなうのは難しいです。
でも、原発は処理費用や事故が起きた場合の費用を入れると原発は他の電力よりも高いと考えら
れます。また今でも大きな値上がりはありませんでした。だから、今後も原発にしなくても大き
な値上がりはないと思います。安全性は、火力発電と再生エネルギーを中心なので事故が起きて
も原発のように大きな事故にはなりません。安全性は高いといえます。最終処理場については、
建設するのは難しいと思います。この前の佐賀新聞に、多くの自治体が受け入れを拒否するとい
う記事がありました。今後も受け入れは難しいのではないかと思われます。 
 一方で、脱原発を認めない主張が成り立つのは、次のような状況においてです。コストが上が
り、電気代が 2 倍以上になる場合です。でも、その可能性は低いと思います。なぜなら、火力中
心になった現在も大きな値上げではないからです。安全性は、今回の事故があるので 100％安全で
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あるとは言えません。でも、技術や意識を高めることで今回のようにはならないことも予想され
ます。最終処理場は、国が進めることで可能性はあると思うけど、その可能性は低いと思ってい
ます。 
脱原発を認める場合は、原発の電力を何でまかなうのかが大切であると思います。脱原発を認め
ない場合は、今回のような事故が起きた場合どうするのか、そして最終処理場をどうするのかを
必ず決める必要があると思います。どちらの主張も足りない部分があります。でも、最終処理場
の建設ができないこと、安全性が 100％ではないことから考えると、脱原発を認める主張が今後の
状況にあっているように思います。よって、脱原発を認めるべきです。 
  
資料２の主張においては、第 1 段落、第 2 段落において脱原発を認める主張と脱原発を認めない主
張がどのような状況において正当化するのかについて述べている。その上で、第 3 段落においては、
どちらの主張においても現在の状況では、不十分な点があることを指摘していることが分かる（波線
部）。さらには、不十分な点を踏まえながら今後の状況にこそ対応する主張を支持しているのである（点
線部）。 
 一方で、意思決定が正当化できる状況を特定するにとどまる主張も見受けられる。次のような主張
である。 
 
資料３ 意思決定を正当化できる状況の特定にとどまる主張 
 ぼくは脱原発を認める立場は、次のような場合に成立すると思います。まずコストが高くなら
ない場合です。太陽光発電などの技術が高まり、原発に頼らない程度に発電量が多くなることが
大切です。そもそも原発の費用は実は高いという記事もありました。次は、最終処理場です。そ
れについては、最終処理場をつくるという自治体がいないので脱原発を認める立場の方が有利で
す。最後に安全性です。安全性は、火力発電や再生エネルギーは、原発に比べれば高まることに
なります。 
 一方で脱原発を認めない場合は、安全であることが第一です。二度と今回のような事故は起こ
してはなりません。だから、安全性が重要です。次に、最終処理場を作ることができることです。
でも、現在の状況では核のゴミを受け入れるところは少ないと思います。最後にコストです。コ
ストは、発電だけだと安いと思います。でも、建設費が高くなったり、事故が起きたりすること
は考えると、簡単に安いとは言えないと思います。でも、最近鹿児島県の川内原発が動き出し、
原発を進めるような状況も現実です。 
 以上から考えると、どちらが将来の状況になるのかはわかりません。どちらも正解だと思える
からです。これからも原発についての状況がどのように動くのかについて考えていきたいです。 
  
資料３の主張では、第１段落、第２段落において脱原発を認める主張、さらには認めない主張が正
当化できる状況を特定している。しかし、第３段落においては、その主張を比較してどちらが今後の
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状況となるのかについて明確に意思決定できていない（波線部）。その理由として考えられるのが、従
来と異なり、複数の状況から脱原発に関する問題を考察しているからである。すなわち、どちらの主
張も特定の状況においては正当化できることを認識しているのである。したがって、変化する状況に
対応して意思決定できるような指導が求められる。また、資料４のように、状況を特定できていない、
あるいは複数の状況を考察できていない主張もあった。 
 
資料４ 状況を特定できていない、あるいは複数の状況を考察できていない主張 
 脱原発を認めるほうがいいと思います。安全性は、高まるからです。コストは今も思ったほど高
くないので、これからもあまり上がらないともいます。最終処理場もほとんどの自治体が受け入れ
ないので決まらないと思います。だから、脱原発を認めるほうがいいと思います。 
 
資料４の主張では、脱原発を認める状況のみを想定して意思決定している。異なる状況からの考察
ができていない。その理由としては、複数の状況を想定して比較するという思考が複雑であることが
考えられる。したがって、複数の状況を考察していく指導をさらに精緻化していくべきであろう。 
以上から、学習者が作成した主張を分類すると、次の３つになる。第１は、資料２で示したように、
主張を正当化できる状況を特定し、意思決定を行っている主張である。第２に、資料３で示したよう
に、主張を正当化できる状況を特定するにとどまっている主張である。第３は、資料４で示したよう
に、状況を特定できていない、あるいは複数の状況が考察できていない主張である。その割合は表１
のようになる。以上のように、42％の学習者が「主張を正当化できる状況を特定し、意思決定を行っ
ている主張」を作成している。 
一方で、「主張を正当化できる状況を特定するにとどまっている主張」も 44％程度いる。しかし、決
定できないことが一概によくないことだとは言えない。なぜなら、状況的懐疑主義からすれば、どち
らの主張も正当化可能だからである。もちろん将来の状況は分からない。分からないからこそ複数の
状況を想定し、それらに対応できるようにしておくのである。すると、決定できなという結論も十分
にあり得る。すなわち、それらの主張にも新たな意味を付与できる。それは普遍的に確かなことはな
いと考え、新たな状況にこそ対応するように考え続けているという意味の付与である。佐長も「『いく
つもの答えがあるようです』、あるいは『どのように考えても、正解を見つけることはできません』な
どと学習者が発言するようになってほしい。」14）とも述べている。本授業においてもそれらの姿が認
められたと考えることができる。すると、状況的懐疑主義に基づく社会科授業が一定の有効性を持ち
えたことを意味するのではないかと考えている。 
 
表１ 主張の分類とその割合 
主張の分類 人数 割合 
主張を正当化できる状況を特定し、意思決定を行っ 15人 42％ 
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６ 小 括 
 本節では、国家社会共同体への参加としての社会科授業を開発することが目的であった。その目的
を達成させるために、状況的懐疑主義の社会科授業を開発し、実践した。そのことを踏まえて、次の
ことが明らかとなった。第１は、状況を多様にとらえることで、複数の状況を横断するような普遍的
な認識や判断については懐疑的になることである。第２は、状況にこそ対応した認識や判断をどこま
で正当化できるのかと考えるようになることである。これらの成果において、合理的意思決定の社会
科授業とは異なることが明らかであろう。 
 このように、状況的懐疑主義に基づけば、状況に応じて意思決定していく必要性がある。例えば、
今回の脱原発をめぐる議論ならば、今後も状況によって、新たな意思決定を求められることになろう。
すなわち、どのような状況においてどのような意思決定することがよりよいのかについて愚直に考え
続ける学習者の育成が期待できるのである。 
 最後に課題を挙げる。状況的懐疑主義に基づけば、提示資料自体、さらにはそのような資料自体を
生み出す社会状況についても懐疑の対象としなければならい。しかし、資料すべてにおいて懐疑的検
討を行うことは、時間的、さらには発達段階においても困難を伴った。よって、可能な限り行える一
部における資料の懐疑的検討にとどまった。資料の懐疑的検討については今後の課題としたい。 
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第５節 国家社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業の開発 
 
１ 拡張による学習としてのアンラーニングの必要性 
 本節の目的は、国家社会共同体への参加をアンラーニングする指導の必要性について明らかにして
いくことである。国家社会共同体とは、主権国家のことを意味する。本研究の文脈でいえば、日本国
家を意味することとしたい。 
 国家社会共同体では様々な課題が山積し、議論されている。消費増税問題、憲法改正問題、地域活
性化問題、少子高齢化問題、年金需給問題など例を挙げればきりがない。その課題を解決するように
社会科教育では、社会形成としての社会科がその存在感を増した 1）。方法としては、批判、反省、議
論などが挙げることができよう。それらの社会科授業では、現存の社会制度について批判的に検討し、
それらの改廃について議論したり、考察したりして市民社会に貢献しようとしてきた。これらに対し
て、佐長健司は次のように述べる。「しかし、新たに形成しようとする社会は、単なる再生産による
それではないだろう。形成するなら、それは新たな社会への発展ともなるだろう。すると、社会形成
ではなく、社会変革ではないか。」２）という。つまり、社会形成によって形成される社会は、発展的
なければならない。すると、社会形成ではなく、社会変革とするべきであるという主張である。 
 この主張において重要なことは、社会変革という言葉を使いながら、新たな市民社会のあり方につ
いて考察できるようにしていく点である。正統的周辺参加で言えば、新たな市民社会を考察していく
ことは、周辺的な参加への移行であると考えることができる。すなわち、佐長のいう社会変革は、ア
ンラーニングの指導と重なると思える３）。そこで、エンゲストロームの拡張による学習に依拠し、ア
ンラーニングの指導を明確にしたい。 
拡張による学習はヴィゴツキーの最近接発達領域（Zone of Proximal Development）を発展させ、
個人を超えて、集団レベルでの発展を可能にする学習である。さらに、社会的にも歴史的にも、新た
な活動形態を創造することも可能としている。新たな活動形態の創造に至るためには、従来の志向や
行為を棄却することとなろう。それらを棄却するには、やはりアンラーニングとしての指導が不可欠
である。よって、拡張による学習は新たなアンラーニングの指導の原理を導出する可能性を秘めるも
のであろう。 
 これらを基にして、以下では次の３つについて明らかにしたい。第１は、拡張による学習とアンラ
ーニングの指導について明らかにすることである。そのことで、拡張による学習に基づくアンラーニ
ングの指導原理、及び意義について明確としたい。第２は、拡張による学習による社会科授業モデル
の分析である。具体的には、中原朋生が開発した開かれた憲法学習のモデルである。この授業モデル
を基に、「開かれた」という憲法学習が、市民社会へと開かれておらず、学校の中に「閉じて」いるこ
とを明らかにしたい。第３は、拡張された学習と考えられる社会科授業実践を分析し、その可能性に
ついて考察する。具体的には野田英樹の「コンパクトシティの機能充実のために、コンベンションホ
ールの建設は必要か。」４）である。その実践をもとに拡張による学習としてのアンラーニング指導を
可能にする授業原理を見いだしたい。第４に、拡張による学習としてのアンラーニングを指導する社
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会科授業の実際を示したい。 
 
２ 拡張による学習としてのアンラーニングの原理的基礎付け 
（１）集団的活動システム 
 エンゲストロームの拡張による学習は、ヴィゴツキー理論の発展となっている。自らは第３世代と
し、ヴィゴツキーを第１世代、レオンチェフを第２世代として、文化・歴史的活動理論を継承、発展
していると述べている。ここでの「活動」とは、「環境の中の『対象（object）』、いわば目的や動機に
向かっていく諸行為が連鎖し連関する構造のことである。『活動』とは文化的・歴史的・社会的・制度
的に構築される、人間の行為と実践の形態でのこと」５）とし、「活動理論では、『活動』が人間の社会
生活の統合的単位、目的や対象に動機づけられた人間の社会的な日常行為の単位であると見なされて
いる。」６）と述べられている。つまり、活動は対象に向けられた諸行為の連鎖・連関のことである。 
ヴィゴツキーは、媒介（mediation）というアイデアを生み出した。それを踏まえて「複合的な、媒
介された行為（mediated act）」という三角形のモデルとして理論化した。その三角形とは一般に、「主
体（subject）、対象(object)、そしてそれらを媒介するアーティファクト(mediating artifact)から
なる三つ組」７）で表わされる。そのため、その１つに還元できないことを意味している。一方、第２
世代になると、ヴィゴツキーが行った分析を個人から集団へと拡大していくこととなった。さらに、
それを踏まえたエンゲストロームのモデルが図１である。 
 活動システムモデルは、「個人を単位にした刺激と反応の図式ではなく、人間の協働的・実践的な『活
動』を表現するもの」８）である。ヴィゴツキーのモデルは、上部の三角形モデルに相当する。主体が
媒介的な道具によって対象に働きかけ、結果を得ることになる。しかし、集団による活動ならば、主
体は分業として対象に関わることことになる。すなわち、主体は分業に媒介されて対象に関わる。さ
らに、分業に携わるならば、主体は共同体に参加することとなろう。共同体は無秩序ではなく、一定
のルールが存在する。よって主体は、共同体、ルールを媒介して対象に働きかけることとなる。エン
ゲストロームは、このように集団レベルでの活動を分析するモデルとしてのシステムを明らかにして
いる。このような「集団的活動システム」について山住勝広は、「活動理論の分析単位であり、人びと
のさまざまな組織や仕事の現場（workplace）を分析する点の概念的モデルとして役立つもの」９）と
いう。 
例えば、学校の場合をこの活動シス
テムモデルによって分析してみよう。
主体としての教師は、媒介としての教
科書や発問等を活用し、対象である学
習者に働きかける。一方で教師は一定
のルールに基づき共同体である学級
や学校に参加す 
る。さらに、学校は分業であり、教師
図１ 集団的活動システムモデル 10） 
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も分業の１つとして授業や生徒指導を実施し、学習者に働きかけていくことになる。その結果として
学習者はよい成績を得たり、よりよい知識を得たりすることが可能となっていくのである。 
 
（２）拡張による学習におけるダブル・バインド 
集団的活動システムの拡張についてエンゲストロームは、ベイトソン（Bateson.G.）のダブル・バ
インド理論に依拠する。ダブル・バインドは、「対象レベルのメッセージとメタ・レベルのそれとが食
い違う二重拘束である。学習論としてとらえるなら、ダブル・バインドを超えることによって、高次
の学習が実現する」11）ことである。ベイトソンによれば、「〈ゼロ学習〉とは、試行錯誤には引っ掛か
らない（単純または複雑な）一切の行為を含む領域の名、〈学習Ⅰ〉とは、同一選択肢集合内で選択さ
れるメンバーが変更されるプロセスの名、〈学習Ⅱ〉とは、選択肢集合
、、
自体が変更されているプロセス
の名」12）といい、「〈学習Ⅲ〉とは、〈学習Ⅱ
、、、
〉の進行プロセス上の変化
、、、、、、、、、、
である。代替可能な選択肢群
、
がなすシステムそのものが修正されるたぐいの変化である」13）と述べている。 
 学校現場における文脈で考えよう。〈ゼロ学習〉とは、いわゆる刺激と反応による学習のことである。
「1603 年に江戸に幕府を開いた人は誰か」と問うたら「徳川家康」と答えるようなものである。〈学
習Ⅰ〉になると、「なぜ～か」という学習課題を設定し、それに答えるように授業を進めていく場合が
考えられよう。ゼロ学習とは異なり、複数の解答が考えられるが、一定の選択肢群の中に閉じられて
いる。〈学習Ⅱ〉になると、授業の途中で学習課題を変更したり、目的自体を変更したりする場合が考
えられる。１つの選択肢群で考えるのではなく、新たな複数の選択肢群との関係の中で学習を進行さ
せるのである。〈学習Ⅲ〉になると、学習課題を作成して授業を進めるという授業そのもののあり方を
問い直していくような場合が考えられる。学習Ⅲの段階にまで高まれば、従来の授業や学習について
の知識や経験を棄却することになる。すなわち、それは新たな授業を作るべきという学習の拡張であ
る。エンゲストロームが拡張による学習に対応させているのは、学習Ⅲのレベルである。 
しかし、ここで注意すべきは、学習のレベルが上がった場合も、そのまま状態を維持することはで
きないということである。学習Ⅲの事例で、「従来の授業や学習についての知識や経験を棄却する」と
した。当然、その後、学習者は新たな知識や経験を形成していくことになる。一方で、それらが定式
化していくことも考えられよう。すると、学習Ⅲから学習Ⅱへ、あるいは学習Ⅲから学習ゼロへと戻
っていくことも十分考えられる。むしろ、それが自然であろう。そのようであれば、ダブル・バイン
ドを契機として学習のレベルを高めた後も、繰り返し、変容させていくことが望まれることになろう。 
 
（３）集団的としての最近接発達領域 
 前述した集団的活動システムモデルは単一の活動システムを示している。しかし、エンゲストロー
ムは、個人から集団への拡張することにとどまらない。すなわち、単一の集団から複数の集団による
協働へと拡張していくのである（図２）。 
図２は次のようなことを意味する。ある特定の活動システムで目的である対象１が志向されたとす
る。無論、その活動システム内において前述したダブル・バインドを超えることができたならば、単
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一のシステム内で決着がつく。しかし、そのダブル・バインドが単一のシステム内で解消されない場
合が当然生じるであろう。そこに異なる活動システムの重要性がある。異なる活動システムも同様に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
目的を有する。すると、それらは新たな目的である対象２を創発するように拡張する。さらにいえば、
そこから両活動システムが志向した目的とは異なる新たな目的である対象３を創発していくことにな
るのである。 
 これはヴィゴツキーが唱えた最近接発達領域と重なる。最近接発達領域とは、「子どもの発達の最近
接領域は、自主的に解決される問題よって規定される子どもの現在の発達水準と、おとなに指導され
たり自分よりも知的な仲間と協同したりして子どもが解く問題によって規定される可能的発達水準と
のへだたりのこと」15）である。しかし、エンゲストロームは、これを集団的なレベルにおいて援用す
る。すなわち、「最近接発達領域とは、個人の現在の日常的行為と
、、、、、、、、、、、、
、社会的活動の歴史的に新しい形態
、、、、、、、、、、、、、、、
－それは日常的行為のなかに潜在的も埋め込まれているダブルバインドの解決として集団的に生成さ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
れうる
、、、
－とのあいだの距離である
、、、、、、、、、、、
。」16）と最定式化するのである。 
 この集団レベルによる最近接発達領域から複数のシステム間の拡張を論じる。すなわち、１つの活
動システムの問題解決が他の活動システムと協同することで解決策を見出したり、他の活動へと志向
したりするようになっていく。さらに、協同した結果は再び自らが属する活動システム内にフィード
バックされ、その活動するシステム自体の変容の可能性も秘めていることになろう。このような複数
の集団による相互作用をノットワーキング（knotworking）と呼んでいる。それは、「ある１つの組織
において、活動する人々にはチームワークが求められる。しかし、すぐれたチームワークによっても
乗り越えることができないダブル・バインドに直面する。そこで、他の組織と共同するノットワーキ
ングが試みられなければならない。すなわち、チームワークからノットワークへの拡張」17）なのであ
る。 
 
（４）拡張による学習としてのアンラーニング 
 拡張としての学習について概観してきた。ここで拡張による学習とアンラーニングとの関係につい
て明確にしておきたい。まず、エンゲストロームがいう集団的活動システムとは、正統的周辺参加論
図２ 相互作用するシステムモデル
14） 
 
124 
 
でいう社会的実践共同体のことである。なぜなら、両者ともに固定的なものとそれらを捉えていない
からである。ともに、緩やかで特定の目的を共有する集団程度の意味合いである。 
拡張による学習は、ダブル・バインドが生じることによって起こる。このダブル・バインドを超え
るように、集団的システム、あるいは社会的実践共同体は協働する。ダブル・バインドを超えること、
あるいは超えることが出来なかったとしてもその成果を社会的実践共同体に還元していくことになる。
すると、ダブル・バインドが陥る前後の社会的実践共同体のあり方は大きく異なっていく。 
社会科授業の文脈で語ろう。ある論争的な問題を取り上げ、議論し教室内において意見文等をまと
めたとしよう。しかし、それにとどまらずに論争の当事者、あるいは関係者に評価してもらう学習を
展開したとする。すると、当事者、関係者等から批判的に検討されたり、学習の不十分さが指摘され
たりすることも考えられる。そこで、集団レベルでのダブル・バインドが生じるのである。ここでの
ダブル・バインドは、〈教室内での学習は役立っている〉という学校的な学習で形成されているメッセ
ージと〈教室内での学習は役立っていない、通用していない〉という外部からのメタ・メッセージの
乖離によって起きることが考えられる。このような結果を教師、学習者は所属する社会的実践の場へ
と還元していく。すると、当然その共同体は変容せざるを得ない。もちろん、教師と学習者という単
独の共同体でそのダブル・バインドを超えることも考えられる。しかし、超えられないことも当然考
えられる。その場合に、複数の共同体との協働が起きるのである。この場合では、当事者、関係者が
所属する共同体が考えられる。つまり、異なる共同体がノットワークを結ぶのである。そのことで、
単一で超えられなかったダブル・バインドを超えていく可能性をもつようになるのである。そうであ
れば、ダブル・バインド前後の共同体は全く異なることは、明らかであろう 
ここで確認したいのは、ダブル・バインドによって集団的な拡張が起きる可能性が高いことである。
拡張することは、その社会的実践共同体のあり方を問い直すことになろう。それは、十全的な参加か
ら周辺的な参加の回復を意図することになろう。そこにアンラーニングをみることが可能なのである。
もちろん周辺的な参加を回復すると同時に、他の社会的実践共同体へ越境していくことも考えられる
であろう。このように、拡張による学習は、ダブル・バインドを契機として周辺的な参加を回復して
いくことを可能にする学習となる。つまり、拡張による学習としてのアンラーニングと位置づけるこ
とができるのである。 
 
３ 拡張による学習に基づく社会科憲法学習の批判的検討 
（１）検討対象としての社会科憲法学習 
 検討対象としての社会科憲法学習は、中原朋生が開発したものである 18）。中原の目的は、次である。
「中学校社会科公民的分野における憲法学習（以下、社会科憲法学習と表記する）を子どもによる多
様な法解釈や社会認識を保障した“開かれた憲法学習”とするための理論と方法（具体的な授業プラ
ン）を提示することにある」19）とする。中原によれば、従来の社会科憲法学習は「閉ざされた憲法学
習」が展開されていると指摘する。その理由として次の 3つを挙げている。すなわち、「価値観の注入
主義」、「固定的な憲法認識」、「憲法と道徳の一元論」である。第１に対しては、教師の憲法に対する
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価値観を無批判に子どもに押し付けていることを指摘する。第２に対しては、憲法は固定的という認
識から条文等を暗記する学習に陥っていることを指摘している。第３に対しては、憲法が子どもたち
の道徳規範となり、徳目のように教授していることを指摘している。このような現状から「閉ざされ
た」憲法学習になっていると結論付けている。 
 以上の問題を改善するため、H.L.A.ハートの法認識論に依拠する。ハートの理論では、第１に何ら
かの社会状況において人びとに責任を嫁す１次ルール（規範）が形成されるという。第２に、規範で
は従わない人々が出てくるために法として認定するための２次ルール（認定ルール）が生じてくると
いう。それらを踏まえて、第３に法が成立する。しかし、法は成立すると新たな法解釈が生まれ、１
次ルールへと戻っていく。つまり、これらのプロセスを繰り返すことで「開かれた」学習が展開され
るというのである。 
 具体的に開発されたプランを確認しよう。プランでは、基本的人権の起源や本質を子どもたちが探
究できるという内容選択基準をもとに小単元「基本的人権尊重の起源－日本国憲法を生んだ９日間－」
と題されている。従来の授業との違いは、次である。「従来、日本国憲法の成立に関する授業は、成立
過程のアウトラインを網羅的羅列的に教授してきた。例えば、日本政府の松本試案は明治憲法と変わ
りなく、マッカーサーは GHQ 民生局に憲法草案を書かせて、その案を日本政府として発表し、帝国議
会で審議、可決したように審議の“結果報告”を子どもにしているだけの授業となっている。本授業
では、従来の問題点を克服し、具体的に“誰”が“どのように議論”を行い憲法が成立したかその起
源を探求する授業を開発した」20）と述べている。また、授業構成は次のようになっている（表１）。 
 
表１ 中原が示した授業構成の一部 21） 
過程 学習テーマと主な発問 
メイン・クエ
スチョンの設
定 
日本国憲法おける基本的人権 
・憲法は基本的人権を尊重しているか？ 
・なぜ、日本国憲法は基本的人権を尊重しているのか？ 
１次ルールと
それを生んだ
社会状況の分
析 
日本国憲法成立以前の社会状況 
・日本国憲法が成立する以前の基本的人権をめぐる日本の社会状況はどのような
ものだったか？ 
・日本政府が 1945年 8月に受諾したポツダム宣言には、基本的人権についてどの
ような主張がなされていますか？ 
２次ルールと
その背景にあ
る権威の分析 
日本国憲法成立期の議論の背景 
・日本国憲法の基本的人権に関する条文は“誰”の“どのような議論”を経て成
立したか？ 
・日本国憲法を成立するために、どんな原則（ルール）と力（権力・権威）が働
いていたことが分かるか？ 
１次ルールと
２次ルールの
結合 
日本国憲法成立期の議論 
・人権に関わる小委員会はどのような草案を書いたか？ 
・第 90回帝国議会衆議院の議論で特徴的なことはあるか？ 
126 
 
開かれた法構
造の把握 
日本国憲法のジレンマ 
なぜ、日本国憲法は、基本的人権を尊重しているのか？ 
・日本国憲法が成立して約 60年たっているが基本的人権に関する条文は機能して
いるか？ 
 
 表１で示したように、授業過程は、前述したハートの理論に対応するものとなっている。特に授業
の結末について中原は、「“個人の幸福追求”対“公共の福祉”や“自由”対“平等”がジレンマとな
っていることを把握させる。ここでは、憲法は完全ではなくジレンマや葛藤もある“開かれた構造”
を持っていることを明らかに」すると述べている。この不完全な法としての憲法を「開かれた構造」
と述べているのであろう。 
 
（２）拡張としての学習に基づく社会科憲法学習の批判的検討 
 では、社会科憲法学習は、「開かれた構造」となっているのかについて検討していきたい。第１に主
体、媒介物、対象の関係についてである。社会科憲法学習では、主体は生徒であり、対象は憲法の不
完全性という興味深い解釈となろう。この獲得するするべき知識が従来の固定化された憲法に関する
ものから変化している。すなわち、前項で示した獲得するであろう知識である。一方、媒介的道具に
ついては、抽象から具体への上向の方法、モデルを挙げることができる。つまり、生徒は抽象化され
た憲法から具体的な憲法の概念へと上向するという媒介的人工物を通すことで憲法の解釈の不完全性
という対象に働きかけるのである。その結果として憲法に関する新たな理論的概念を得ることができ
る。 
 第２に、その他の分業、ルール、共同体との関係である。分業では、教師が教授し、生徒が学ぶこ
ととなる。ルールでは、学級の時間割、学校の行動規則等が考えられよう。共同体では、主体が参加
するのは学校、教室となろう。以上を踏まえると前述の社会科憲法学習は、以下のような集団的活動
システムモデルとして示すことが出来る（図３）。 
図３をもとにして批判を試みよう。第１は、集団的活動システムの質的変容がみられないことであ
る。社会科憲法学習のモデルでは、生徒が媒介を通して新たな対象に働きかけ、従来とは異なる成果
を得る可能性を秘めている。中原がいう憲法の「開かれた構造」についてである。しかし、その変容
が個人の認識レベルにとどまる。なぜなら、ルール、共同体、分業という要素には質的な変容が見ら
れないからである。例えば、前述の学習で新たな憲法についての理解が集団で理解されたならば、そ
の学習自体は大きく変容することが考えられる。憲法が不完全なものであるならば、それをより確か
なものにするために、憲法の改正について議論するような学習へと変容しよう。すると、分業の「教
師が教授し、生徒が学ぶ」という要素はダブル・バインドに陥る。すなわち、「教師と生徒が協働して
議論する」という新たな分業との矛盾である。また、同様に共同体やルールにも新たな変容が考えら
れる。共同体ならば、学校や教室にとどまらず、その外部に広がる市民社会に参加する機会を得るこ
とになろう。ルールにおいても批判的に対象を検討し続けるという補完的な規則へと変容することも
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あろう。このようであれば、集団的なレベルで拡張する学習へとなりえただろう。しかし、本授業で
は拡張が起きるためのダブル・バインドが生じることがないことが指摘できよう。つまり、安定した
システムなのである。 
 第２の批判は、知識や技能を個人の内面にとどめようとする学習に陥っていることである。第１の
批判では、個人の認識レベルでの変容であると述べた。では、なぜ個人の認識レベルにとどめようと
するのか。それは、個人の内面に知識や技能は習得されるという内化（internalization）するという
認知主義に依拠するからである。この立場では自律した個人を前提とする。この立場ならば、拡張に
よる学習とは、個人レベルでの拡張があり、それらが加算的に集団的レベルへと移行して生じると述
べるであろう。しかし、この考え方には限界がある。それは個人と集団との関係性を明確にできない
からである。むしろ誇示と集団だけを注視するようになることで、それらが埋め込まれている状況（集
団的システムモデルでは、ルールや共同体など）を無視することにもなろう。 
 第３の批判は、学校のカプセル化問題 21）である。カプセル化とは、学校は外部の市民社会と切り離
すことはできないにも関わらず、それを切り離す。そのため、外部と切り離されて学校が存在してい
ることを意味する。例えば、現実の市民社会では少子高齢化による地域の衰退などが問題視されてい
るにもかかわらず、学校ではそのような問題とは関係のない学習が展開されているような場合を意味
するのである。 
 社会科憲法学習も同様に学校のカプセル化を行う。憲法が不完全であることを理解することで可変
的な法文として新たに認識していくことは重要であろう。しかし、そこにとどまることが問題である。
憲法については、周知の通り安保法制の問題や憲法改正の問題など国家的な議論の必要性が叫ばれて
いる。それにも関わらず、憲法についての個人の認識の変容にとどまるのである。すなわち、外部と
の関係を切り離す学校のカプセル化が起きている。 
 以上の検討から明らかなように、社会科憲法学習は、「開かれた」と述べるが、それが個人レベルの
認識に「閉じた」学習であることが明らかとなった。それは認知主義に依拠していることについても
明らかとした。もちろん教育内容
を検討し、新たに組織していくこ
とは社会科教育にとって重要なこ
とである。しかし、それでは１つ
の集団的活動システム内にとどま
ることを意味する。すなわち、ア
ンラーニングの指導がないのであ
る。集団的活動システムが変容し
ていくようにアンラーニングの指
導を適宜取り入れていく必要性が
あろう。 
 
共同体 
学校、教室 
主体 
生徒 
ルール 
学級の時間割、学
校の行動規則等 
媒介人工物 
抽象から具体への上向の方法、モデル 
対象 
憲法の不完全性とい
う興味深い解釈 
図３ 社会科憲法学習における集団活動システム 
 
分業 
教師が教授し、生徒
が学ぶ 
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４ 拡張による学習に基づくアンラーニングを指導する社会科授業 
（１）拡張による学習への示唆としての社会科授業実践の検討 
 では、拡張による学習の可能性はあるのか。その示唆を得る社会科授業実践について検討したい。
対象は、野田英樹教諭による佐賀大学教育学部附属中学校で実施された授業である。対象授業は、平
成 27年 10月 31日（土）に実施され、中学校 2学年対象である。単元は、地理的分野「中国・四国地
方」であり、10時間で構成されており、探究する問いとして「コンパクトシティ機能充実のために、
コンベンションホール建設は必要か。」を提示し、ディベートを行っている。ただし、一般的なディベ
ートとは異なり、中学校生徒とゲスト・ティーチャーである専門家が対等な立場で討論していること
が特徴である。具体的な学習過程が表１である。 
 
 授業実践後の発話記録によると、まちづくりの専門家は、鉄道やバスが集る佐賀駅周辺にコンベン
ションホールを作れば、人びとが集まり、地域が活性化することから賛成する。対して、生徒達は建
設により借金が増加していくことを理由にして反対する。生徒たちに対して専門家は、未来のために
は借金することも必要であること、あるいは未来のことを考慮していないことを反駁する。 
 授業後のインタビューの中で専門家は、「借金の方だけが目立つのだな、と。なんで、こういう借金
があって、どういうものに先輩たちは金をかけてきたのかということを、いったいどういうふうにぼ
くらは説明すればいいのだろう、と思いましたよ。」22）と述べている。専門家は未来のために借金す
ることは１つの方法であることを疑っていない。しかし、そのことは生徒たちにとっては当たり前で
はない。自らの常識を揺さぶられることになったのである。一方で生徒達は、インタビューの中で「コ
ンベンションホールだけじゃなくて、他の施設とかを建設する上でも、近い未来への視点はなくて、
表２ 野田が示す学習過程 24） 
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もっと先を見通した視点で、そういう公共物の建設とかを考えていくことが佐賀市民にとって大切な
ことじゃないかな」23）と述べている。すなわち、未来にとって必要なことは借金をしてでも建設する
重要性について学んだのである。これらのインタビューから専門家、生徒たちともに学び合えたとい
うことができるであろう。 
 では、この授業実践は集団的活動システムにおいてどのように検討可能であろうか。野田の授業実
践では、まず主体における生徒と専門家の協働的な学習となっている。それは前述のインタビューの
ように相互に関係しあっているからである。その主体が学校自体を集団的道具にして、対象である政
治的学習に働きかけていることになる。集団的道具とは、学校が単に学ぶ場という意味だけではなく、
それ自体が現実の政治的学習との橋渡しをする道具となっていることを意味している。さらに、専門
家に対しても生徒達は批判を行う。よって、単にルールは学校の規則等に則る必要はない。批判し、
新たなことを発見していくようなルールへと変化している。一方で生徒達の批判は、時には議論の中
で優位性を保つ。それは専門家であっても新たな知見を与えていることを意味するであろう。よって、
分業においても学習の展開に応じてデザインされていく。もちろんそのような学習は学校にとどまら
ず、市民社会という共同体への参加 
となってていると考えられよう。 
以上のように野田の授業実践を分
析すると、拡張的による学習の示唆
を得ることができよう。ミクロの視
点で見てもインタビューから分かる
ように、争議に新たな知見を得てい
る。それはその集団的活動システム
の変容を起こす。すなわち、集団と
してアンラーニングが達成できてい
るものと判断できよう。 
 
 
（２）拡張による学習に基づくアンラーニングを指導する社会科授業の開発原理 
 野田の授業実践は拡張による学習としてのアンラーニング指導について大きな示唆を与えるもので
あろう。では、具体的には拡張による学習としてのアンラーニングに何が必要であるか原理的に考察
したい。 
第１は、対称性の原理である。実践でみたように授業では生徒と専門家が対等な立場で議論してい
た。対称性については、「教師が一方的に評価するのではなく、入れ替わりながら互いに問いと応答を
重ね、互いを紡ぎ合うように成長を促すことを目指すのである。」25）と述べている。この対称性は学
習において問いという形で実現可能であろう。例えば、「なぜ、江戸幕府は約 260年間も続いたのだろ
う」という問いの場合、それについて一定の正解が導かれる。すなわち、教師が正解を有することで
ルール： 
批判、発見 
分業：学習の展開に
応じてデザイン 
主体：生徒と
専門家 
共同体：市民社会 
対象：批判の文
脈における政
治的学習 
人工的媒介物： 
集団的道具としての学校 
図４ 野田の授業実践における集団的活動システム 
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特権を有することとなる。すると、この問いにおける関係性は非対称的となる。一方、「原子力発電の
再稼動についての是非」という問いはどうであろうか。原発の再稼動は現在でも賛否両論ある。どち
らか一方に決着したとしても状況が変われば異なる結論が導出される場合も考えられる。評価する期
間によってもそれは変化することになろう。すなわち、正解がないのである。すると、教師と生徒は
対称性を得ることになろう。授業実践では、「コンパクトシティ機能充実のために、コンベンションホ
ール建設は必要か。」が対称性を生み出したのである。 
 第２は、創発性である。授業実践では、相互に学び合う姿を認めることができた。創発については、
「カップリングの営みこそが関係し合う両者の成長や進化を可能にするのである。しかも、達成した
成長や進化は、関係する両者のいずれにも還元できない」26）ものと述べる。この創発性は学習におい
て方法という形において実現可能であろう。例えば、教授学習過程の場合である。この場合、教師が
学習者に知識等を伝達するというモデルである。よって、学習者は知識等の内化によって変化はあろ
う。しかし、相互作用は促進されず、教師の変化は期待できない。一方、議論の場合である。議論の
内容によるが、第１の原理と関われば、対称性を有する内容であろう。議論が方法であれば、それは
相互作用を促進するものとなる。相互作用があれば、ともに学び合う関係を構築できる。この学びは、
生徒や教師のどちらか一方に還元できない学びとなる。 
 第３の原理は異質性である。異質性とは、異なる考え方や認識をもつ他者同士のことである。実践
においては、生徒と専門家が対立していく場面があった。さらに、授業後は対立にとどまらず、それ
を解消すべく考えている場面があった。そこに集団的活動システムの拡張を見ることができる。具体
的には、学校においては教師と生徒がコンベンションホールについての意見を提案していく。しかし、
それに対して専門家は批判的見解を述べるが、その後は相互に再検討していく場面である。この場合、
単に外部者を学校内に参加させたということだけを意味しない。そこには学校と専門家が所属する外
部団体という異質性を有するシステムが衝突しているのである。衝突することで相互の集団的活動シ
ステムが変容する契機を得る。それは前出した集団としてのダブル・バインドであろう。つまり、異
質性がダブル・バインドを生み出しか集団的活動システムの拡張と他のそれとの連携を生み出すもの
となっていくのである。 
 
（３）拡張による学習としてのアンラーニングを指導する社会科授業の開発 
 拡張による学習としてのアンラーニングの原理について３つ述べた。これらを原理としてどのよう
な社会科憲法学習になるのかについて示したい。しかし、従来のように教授書のようにプランでは記
述しない。なぜなら、プランのように展開するとはいえないからである 27）。本授業は、簡単な学習計
画とそこで考えられる集団的活動システムの変容、学習に関わるリソース（人・こと・もの）等で示
すこととしたい。 
① 中等後期単元「安保法制問題」 
② 単元「安保法制」の概要と目的 
 世界的情勢の変化により、日本でも集団的自衛権を踏まえた安保法制が検討され、2015年 9月に安
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全保障関連法案（安保法案）が衆議院で可決された。しかし、衆議院憲法審査会では参考人の憲法学
者が３人とも集団的自衛権講師の違憲性を指摘した。それに伴い、安保法をめぐる国会審議の流れを
大きく変え、法案の問題性を根本から問い直す契機となった。一方で国民的な議論ともなり、反対運
動などはいまだに盛んである。推進派は、「国民の生命・安全を守る」ことなどがメリットであるとい
う。反対派は、「違憲であること」、「危険が高まる」などがデメリットであるという。この問いを設定
することで正解がない学習を展開できる。すなわち、第１の対称性の原理を満たすことができる。 
以上の内容を基に、授業を構成する。授業の流れは、問いである「安保法制の是非」をまず設定する。
次に安保法制を巡る議論を中心に概要を理解していく。それを踏まえて、主張を形成したり、討論の
準備を進めたりする。準備後、討論を実施する。討論に関しては、集団活動システムにおいてダブル・
バインドを生じさせる可能性をもつ専門家を議論の相手としたい。当然、専門家からは、受け入れら
れる議論がある一方で、受け入れることができない議論があろう。そこに異なる活動システムの矛盾
や葛藤が生じるのである。それらは、集団的活動システムとしてアンラーニングの可能性を秘めるも
のである。この意味においてアンラーニングが達成できれば、それは共同体における周辺的な参加を
回復する。あるいはそれにとどまらず、共同体間を越境する可能性をもつこととなろう。 
 
③ 授業構成（全６時間） 
第１時 問いの設定「安保法制の是非」 
第２時 安保法制の概要 
第３時 問いに関する主張の作成 
第４時 討論の準備 
第５時 討論「安保法制の是非」 
第６時 討論を踏まえた主張の再形成 
 
④ 集団活動システムとダブル・バインド 
この学習において期待する集団的活動システムのモデルは図６のようである。本授業では、学校外
の学びの提供者を活用する。いわゆる専門家の活用である。専門家の活用により新たな他のシステム
との協働を視野に入れたい。これは、第３の異質性の原理を満たすことになる。さらに、議論を方法
として位置づける。議論することによって、相互に関係し、その成果はどちらか一方に還元できない
ことになろう。すなわち、第２の創発性の原理を満たすことになろう。 
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 これらの原理を満たすことは同時
にダブル・バインドを引き起こす可
能性も秘めている。第１の対称性に
おいては、教師が正解を有さないた
め、愚直に考え続けるしかない。し
かし、考え続けても政界に辿り着く
とは限らないという状態に陥る。第
２、３の創発性、異質性の原理では
自らの考えとは異なる主張が展開さ
れ、学校内での理解と現実の市民社会が乖離していることを自覚する状態に陥ることが考えられる。
すると、図５のように学校にとどまらない市民社会に開かれた社会科憲法学習が展開できる可能性が
ある。 
 
⑤ 提示資料及び参考文献等 
a) 芦辺信喜、1995、『憲法』岩波書店 
b) 安藤高之行、2003、『新基本憲法学』法律文化社 
c) 樋口陽一、2013、『いま、「憲法改正」をどう考えるか－「戦後日本」を「保守」することの意味
－』岩波書店 
d) 木村草太、2014、『テレビが伝えない憲法の話』PHP研究所 
e) 長谷部恭男、2014、『憲法と平和を問い直す』ちくま書房 
f) 半田滋他、2014、『集団的自衛権の何が問題か－解釈改憲批判－』岩波書店 
g) 杉田敦、長谷部恭男、2015、『安保法制の何が問題か』岩波書店 
h) 篠田英朗、2016、『集団的自衛権の思想史－憲法九条と日米安保－』風行社 
i) 阪田雅裕、2016、『憲法９条と安保法制－政府の新たな憲法解釈の検証－』有斐閣 
 
５ 小 括 
 以上、拡張による学習としてのアンラーニングを指導する社会科授業の具体を示した。本節では、
国家社会共同体への参加をアンラーニングすることを目的とした。それを達成するために「安保法制
問題」を教材として学習を構成した。ここでのアンラーニングは、個人の知識や技能にとどまらない。
それは、集団としてのアンラーニグとなる。集団的なアンラーニングは、学校的な学習について疑問
を持つこととなる。「安保法制問題」でいえば、参考資料等をもとに意見を作成して、議論するという
ことにとどまらない。その議論が異なる活動システムとどのように化学反応し、変容するのかが問題
となるのである。それは、市民社会へと学びが開かれていくことを意味する。さらに、具体的には３
つの原理を明らかにした。第１は、対称性である。それは、学習者と教師、さらには第三者がともに
主体：生徒と
教師 
ルール： 
批判、発見 
共同体：市民社会 分業：学習の展開に応
じた役割の変化 
人工的媒介物： 
学校外の学びの提供者 
図５ 「安保法制問題」における集団的活動システム 
 
 
対象：現実の市
民社会の問題 
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学ぶことができる問いにすることとなる。第２は、創発性である。それは、ともに学ぶ対象となり、
どの１つかの要素に還元できないことを意味する。第３は、異質性である。それは、異なる個人、あ
るいはシステムであるがゆえに対立し、矛盾を明らかとさせるものである。それが、ダブル・バイン
ドにも大きく影響していくものとなる。これらの原理を明確に位置づけることで、拡張による学習と
してのアンラーニングの可能性ができるのである。 
 本節のアンラーニングは、前述した２つのアンラーニングの指導でいえば、最も強いアンラーニン
グとして位置づけられるであろう。なぜなら、異なるシステムとの矛盾や葛藤を直接的に経験し、新
たな自己や世界を形成していくことまで意図するからである。第２章第３節でも述べたように、アン
ラーニングは、不安定な自己や世界に焦点を当てる。その不安定さを作り出すことで新たなそれらを
作り出していくことに大きな価値を与えていく。それは、常識的ではないかもしれない。しかし、そ
の新たな自己や世界を形成していくことが、新たな学びを拓く可能性を拓くと本節では考えることと
なる。 
 
【註及び引用・参考文献】 
１）社会形成の社会科としては次を参照されたい。 
池野範男、2001、「社会形成力の育成－市民教育としての社会科－」日本社会科教育学会編『社会
科教育研究別冊 2000年度研究年報』、pp.47－53。 
佐長健司、2001、「社会形成教育としての社会科」佐賀大学文化教育学部編『研究論文集』第５集
第２号、pp.53－65。 
服部一秀、2002、「社会形成科としての社会科の学力像」全国社会科教育学会編『社会科研究』第
56号、pp.11－20。 
２）佐長健司、2016、「社会変革へ向かう学習を求めて－正統的周辺参加における拡張による学習－」
佐賀大学教育学部編『研究論文集』第１集第１号、p.118。 
３）アンラーニングを指導する論考については、次で示した。 
  田本正一、2011、「アンラーニングを指導する社会科授業の開発－中等後期単元『工業立地論は役
立つのか？』の場合－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 75号、pp.61－70。 
 田本正一、2015、「人口減少社会に対応する小学校社会科授業の開発－アンラーニングによる正統
的周辺参加からの考察－」日本社会科教育学会『社会科教育研究』第 125号、pp.49－60。 
４）野田英樹教諭の授業実践は、次にまとめられている。 
  野田英樹、2017、「正統的周辺参加論に依拠した、市民的パフォーマンスを高める評価のあり方に
関する研究－ラーニング・パートナーとの共同的な学びを通して－」佐賀大学教育学部附属教育実
践総合センター編『佐賀学教育実践研究』第 34号、pp.445－459。 
５）山住勝広、エンゲストローム、Ｙ.、2008、『ノットワーキング－結び合う人間活動の創造へ－』
新曜社、p.4。 
６）同書、pp.4－5。 
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７）エンゲストローム、Ｙ.、1999、『拡張による学習－活動理論からのアプローチ－』（山住勝広他：
訳）新曜社、ｐ.2。 
８）山住勝広、2004、『活動理論と教育実践の創造－拡張的学習へ－』関西大学出版部、ｐ.82。 
９）同書、ｐ.85。 
10）同書、p.83。 
11）前掲２）、ｐ.122。 
12）ベイトソン、Ｇ.、1990、『精神の生態学』（佐藤良明訳）思索社、ｐ.391。 
13）同書、ｐ.399。 
14）山住勝広、2014、「拡張的学習とノットワークする主体の形成－活動理論の新しい挑戦－」組織科
学学会編『組織科学』第 48集第２号、ｐ.53。 
15）ヴィゴツキー（土井捷三・神谷英司：訳）、2003、『「発達の最近接領域」の理論－教授・学習過程
における子どもの発達－』三学出版、pp.63－64。 
16）前掲７）、p.211。 
17）前掲２）、pp.123－124。 
18）中原朋生、2006、「開かれた憲法学習の理論と方法－ハートの法認識論にもとづく社会科授業開発
－」社会系教科教育学会編『社会系教科教育学研究』第 19号、pp.9－18。 
19）同書、p.9。 
20）同書、p.11。 
21）同書、pp.12－13より作成。 
22）前掲４）、p.455。 
23）同書、p.452。 
24）同書、p.450。 
25）佐長健司、2017、「二人称アプローチによる学習評価の検討－『あなた You』と『わたし I』のカ
ップリング学力に向けて－」佐賀大学教育学部編『研究論文集』第２集第１号、p.252。 
26）同。 
27）プランとしての社会科学習指導案に対する批判は次を参照されたい。 
 佐長健司、2009、「社会科学習指導案の状況論的検討－プランからの解放と状況への自由－」日本
社会科教育学会編『社会科教育研究』第 109号、pp.16-27。 
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第６節 地球社会共同体への参加としての社会科授業の開発 
 
１ 社会科論争問題授業におけるコンテクスト生成の必要性 
 本節の目的は、社会参加を原理とした地球共同体への参加としての社会科授業の開発である。本研
究以外にも、地域共同体への参加としての社会科授業、及び国家共同体への参加としての社会科授業
の開発を行った。いずれの社会科授業においても正統的周辺参加を開発原理としている。本研究は、
それらの延長上として位置づけられる。 
 正統的周辺参加によれば、社会科授業は市民社会への参加とするべきである。しかし、いわゆる「暗
記社会科」と揶揄される学習は、市民社会への参加とはならない。すなわち、学校共同体への参加に
とどまるのである。なぜ学校共同体への参加を自覚できないのであろうか。本節の問題意識はそこに
ある。それの原因の１つをコンテクスト（context）の概念に求めたい。コンテクストとは、言葉や行
為などに意味や価値を与える情報である。例えば、雨の場合を考えよう。雨の場合、人は傘を持って
出かけよう、あるいは出かけるのを中止しようなどの行為を決定する。この場合、雨天というコンテ
クストが行為を決定していくのである。このように行為を考察するにはコンテクストの理解が欠かせ
ないのである。 
 社会科授業においても学習行為がなされる。その考察にはコンテクストの理解が欠かせない。次の
ような例がある。社会科歴史授業の場合である。教師は学習者に「1603 年、征夷大将軍になって江戸
幕府を開いた人は誰ですか」と問う。それに対して学習者は、「江戸幕府を開いた人は徳川家康である」
と応答する。この場合も学習者はコンテクストを理解している。それは教師の問いには応答すべきで
ある、テストに対応するために覚えるべきなどのコンテクストである。これらのコンテクストを理解
することで学習行為が決定される。さらにこのようなコンテクストを強化することでテストのための
学習などの行為も強化されていく。いわゆる受験という行為の強化である。このようなコンテクスト
は学校的・教室的状況においてのみ意味や価値を見出すものである。 
しかし、社会科授業でこのようなコンテクストを生成してよいのかと問いたい。答えは否である。
よって、社会科論争問題授業で生成すべきコンテクストは何か。それは学習者に討論や判断をするこ
とに意味や価値を与える情報である。このようなコンテクストを生成していくことができるならば、
学校共同体を越えて市民社会、本研究でいえば、地球共同体への参加へと転換できるのではなかろう
か。 
以上の問題意識から、本小論は次のことについて論じていくこととする。第１は、従来の社会科論
争問題授業におけるコンテクストの生成が不十分であることを明らかにすることである。第 2 は、社
会科論争問題授業におけるコンテクストを生成する方法について明らかにすることである。第 3 は、
コンテクストを生成する方法を組み込んだ中等前期単元「地球温暖化問題」を具体的に提案すること
とする。そのことによって、社会科論争問題授業の新たな展開を示したい。 
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２ 社会科論争問題授業におけるコンテクスト生成の批判的検討 
前述したように一般的な社会科授業におけるコンテクストの不十分さの場合は示した。さらに現実
社会に参加することを目的とした社会科論争問題授業であってもコンテクストは不十分であることを
示したい。 
対象授業は永田成文、「地球温暖化対策について考える」１）である。この授業では地球温暖化問題
の地球規模の解決策として考えられる京都議定書を取り上げている。さらに京都議定書を遵守するた
めの具体的な行動案としてサマータイム制度の是非を取り上げる。そうすることで地球温暖化問題を
解決する知識や行動力を育成していく授業を構成している。つまり、社会的論争について討論するこ
とで学習者の社会参加を促すことを目的としているのである２）。 
 この授業において生成すべきコンテクストは何であろうか。それは、社会的論争について討論した
り、解決したりすることに意味や価値を与えることであろう。永田も自覚的ではないが、討論や判断
を行わせることでコンテクストを生成しようとしている。しかし、それは失敗に終わっている。例え
ば、地球温暖化そのものについてである。地球温暖化については問題であるという立場がある。一方、
問題ではないという立場も存在している３）。しかし、授業では一方を取り上げる。次のようにある。
「京都議定書を守る行動案となるサマータイム制度の導入」、「行動案となるサマータイム制度の導入
による効果の検討」４）である。この授業では京都議定書を守ることは前提とされているのである。 
しかし、それでは現実のシステムとしての社会を十分に構成することができない。地球温暖化が問題
であるか、あるいは問題ではないかの立場の違いは見方によって変化する。現実社会は人間、もの、
言葉など様々なことが関係しあってできている１つのシステムである。そのシステムをどのように切
り取って考察するかによって構成される主張は全く異なる。システムを A という切り取り方で考察す
れば、C という主張が述べられる。B という切り取り方で考察すれば、D という主張が述べられるの
である。 
 このように、この授業においてはシステムの構成が不十分である。不十分ならば、実際はシステム
として循環している情報や機能は切断され、現実社会を作り出すことにならない。結果としてそのこ
とは社会的論争につて討論したり、判断したりすることの必然性を失わせる。すなわち、コンテクス
トを十分に生成することができていないのである。 
以上のことから、一見、「地球温暖化対策について考える」と題し、討論したり、判断したりする社
会科論争問題授業であってもコンテクストの生成の程度によって明らかな違いがでるのは首肯できる。
よって、学習のコンテクストは無自覚に放置するべきではない。教師が自覚的、意図的に指導し、望
ましいコンテクストを社会科論争問題授業において生成すべきものである。 
 
３ 社会科論争問題授業におけるコンテクストの生成 
（１）コンテクストの概念 
社会科授業における望ましい学習のコンテストは如何にして生成するかを明らかにしていく。まず
はコンテクストの概念について明確にしていく。 
137 
 
 コンテクストの概念を理論化しているのは G.ベイトソン（Gregory Bateson）である５）。ベイトソ
ンはコミュニケーション・システムにおけるコンテクストについて説明する。2 人の人間が会話をし
ている場面である。この 2 人（主体）はメッセージ（言葉）を媒介し、互いにコミュニケーションを
している。しかし、この場合、2 人の中で交換されているのはメッセージだけではない。例えば、身
振り、手振り、言葉が帯びる様々な情報などである。それらはメッセージと切り離すことはできない。
それらをメタ・メッセージと言う。さらに、それらはコンテクストを生成する。具体的には、会話と
いうコンテクストである。そのコンテクストによって話す内容、話し方などが決定されていく（図１）。 
 このようにメッセージやメタ・メッセージとの関係の中でコンテクストが生成されていく。一方、
コンテクストによってメッセージやメタ・メッセージの意味や価値が明らかとなる、つまり、それら
は相互構成的な関係なのである。さらにこれらは１つのシステムとして機能していくのである。 
このようであれば、コンテクストの生成にはメッセージ、メタ・メッセージ、主体さらにそれらか
ら成るシステムを構成していくこととなる（図１）。 
 
 
 
 
（２）社会科論争問題授業におけるコンテクスト生成の方法 
社会科論争問題授業における望ましいコンテクストは学習者に討論や判断をすることに意味や価値
を与える情報である。その情報を濃密に生成するには現実社会の構成が欠かせない。なぜなら、現実
社会には社会的論争について討論したり、よりよい判断を下したりする必然性があるからである。現
実社会は様々な要素が関係しあうシステムである６）。システムとは、様々な要素によって情報や機能
が循環する１つのまとまりである。そのため、本小論は現実的なシステムとしての社会を構成してい
くことでコンテクストを生成する。システムとしての社会を構成するには、前述したコンテクストの
概念を援用する。すなわち、システム、メッセージ、メタ・メッセージ、主体の構成ある。これらを
構成することでコンテクストが生成されるのである。 
コンテクスト（会話） 
メタ・メッセージ（身振り、手振り、言葉の様々な情報） 
                 メッセージ（言葉） 
主体                      主体 
図１ コミュニケーション・システム 
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 コンテクスト生成の手順を示す。第 1 に、何が循環するのか決定する。つまり、メッセージの決定
である。現実的なシステムとしての社会では情報や機能が循環する。例えば、エネルギーなどが循環
する。第 2 に、主体である。循環する情報や機能は媒介を必要とする。エネルギーであれば、人間や
自然などである。それらを要素とする。第 3 に、メタ・メッセージである。情報や機能は循環するこ
とで情報・機能から派生する様々なこと、さらには 
関係も構成していく。エネルギーが自然から人間に循
環する場合は、それは利便性という関係を構成する。
第 4 に、コンテクストである。情報・機能、関係、要
素の設定により、現実的なシステムとしての社会が構
成される。それは討論を行う必然性、あるいはよりよ
く問題を解決していく必然性を与えることとなる。つ
まり、現実的な社会的論争というコンテクストを生成
するのである。図２のようになる。 
 
４ 中等前期単元「地球温暖化問題」の開発 
（１）単元「地球温暖化問題」の概要 
現在の地球には様々な環境問題が生じている。大気汚染、砂漠化、水質汚染がその典型であろう。
その中でも緊急の課題として挙げられているのが、地球温暖化問題である。近年、地球の温度が上昇
し、様々な問題を引き起こしているとされる。地球温暖化の最大の原因とされているのは二酸化炭素
である。そのため、二酸化炭素排出の削減を全世界的に行うべきであるとされている。 
 日本においても 1997 年に京都議定書に批准し、1990 年をもととして４％の二酸化炭素削減を目標
とした。しかし、実際は増加している。それを受け日本政府は、さらに二酸化炭素排出抑制のために
様々な対策を計画している。最悪の場合は、排出権取引によって外国から排出権を買うことも検討さ
れている。これらの行動は地球温暖化を問題とする立場である。しかし、これらに対して批判的な見
解もある。それは二酸化炭素が地球温暖化の原因とは言えない、地球温暖化自体に大きなデメリット
はないという。すなわち、地球温暖化は問題ではないとする立場である。なお、本単元は 2009 年に
開発している。よって、現在、京都議定書に替わるパリ協定については言及していないことを記して
おく。 
 以上の見解の相違はシステムとしての社会の切り取り方によって生じる。そのため、システムとし
ての社会を構成していく。地球温暖化問題をシステムとしての社会として構成することでコンテクス
トを生成していく。その結果、よりよい議論や判断できることが期待できる学習者の育成を目指して
いきたい。なお、本単元は、地球温暖化についての検討を行うものである。したがって、その取り組
みは日本だけにとどまらない。すなわち、地球共同体として考えるべき問題であろう。よって、本単
元は、地球共同体への参加としての社会科授業と成り得ると考えている。 
 
コンテクスト（現実的な社会的論争） 
 
図２ 現実的なシステムとしての社会 
 
 
 
要素 
 要素 要素 
 
要素 
関係 
情報・機能 
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（２）単元「地球温暖化問題」の目標 
「地球温暖化問題」について論争が起きていることを知り、システムとしての社会を構成すること
でコンテクストを生成することができる。さらにコンテクストを踏まえることで「地球温暖化問題」
に対してよりよい討論をしたり、判断したりすることで自らの主張を作成することができる。 
 
（３） 地球温暖化問題にかかわるシステムとしての社会の構成 
 図２で示した現実的なシステムとしての社会を構成していく。第 1 は循環する情報・機能の決定で
ある。地球温暖化問題にかかわるシステムではエネルギーが地球全体を循環する。そのため、エネル
ギーが循環するシステムの構成を目指す。第２は要素の設定である。エネルギーは何を媒介していく
のか明らかにする。まずは学習者にとって身近である家庭を設定する。家庭には自動車や家電製品、
食品など様々なものがある。それらはエネルギーを消費して作られたものである。そのため、自動車
産業、家電産業などをまとめて、産業として設定する。さらに産業が消費するエネルギーは石油、石
炭、ウランなどから精製される。つまり、自然を要素として設定する。 
第３は関係の明確化である。要素を結ぶ関係を明確にしていく。例えば、家庭と産業を結ぶ関係は
利便性であろう。そのようにして関係を明確化する。第４にコンテクストの生成である。地球温暖化
問題にかかわるシステムとしての社会が構成されることは現実の社会的論争を作り出す（図３）。つま
り、討論を行う必然性ができるのである。そのことによって学習者は地球温暖化問題についてよりよ
い討論を行い、判断する必然性に埋め込まれる。 
 
 
 
（４）単元「地球温暖化問題」の指導計画 
主題 主な学習内容及び学習活動 
地球温暖化問題の概要 
について 
地球温暖化は様々な環境問題を引き起こす原因とされている。そのた
め温暖化を抑制することが全世界の課題とされ、主な原因である CO2
排出抑制の取り組みがなされていることを理解する。 
コンテクスト（現実の地球温暖化問題の情報） 
 
 
 
図３ 地球温暖化問題にかかわるシステ
ムとしての社会 
 
 
 
 
 
 
 
産業 
エネルギーの循環 
二酸化炭素 
などの排出 
家庭 
自然エネルギーの提供 
利便性 
自然 
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地球温暖化問題についての 
論争分析 
地球温暖化には CO2 排出が主な原因であるとされている。しかし、実
際は CO2 排出が原因ではないとする主張もある。さらに地球温暖化は
食料増産になるという主張さえもある。それらの論争を分析し、明ら
かとする。 
地球温暖化問題にかかわる
システムとしての社会の構
成 
地球温暖化問題にかかわるシステムとしての社会を構成する。図 3 に
従い、展開する。そうすることで論争分析では明らかとならなかった
コンテクストを生成することができる。 
地球温暖化問題にかかわる
システムのあり方について
の討論 
学習者は地球温暖化問題にかかわるシステムとしての社会を構成する
ことで、コンテクストを生成している。そのため、討論をしたり、判
断をしたりする必然性が生じている。それを活かして地球温暖化問題
に関わるシステムのあり方について討論していく。 
討論を踏まえた地球温暖化
問題についての主張の作成 
討論を行った後は、これからの地球温暖化問題に関わるシステムのあ
り方についての主張を作成する。この主張は単に地球温暖化問題だけ
を取り上げ、学習した場合と全く異なる。それはコンテクストが反映
し、よりよい判断となるであろう。そうすることでよりよい市民の育
成を期待できる。 
 
（５）各時間の学習指導案 
教師の指導言 教授学習過程 資料 学習者の発言及び活動 
１ 地球温暖化問題の概要 
・現在どのような環境問題が起
きているか。 
 
・どの環境問題も重要である
が、世界的に取り組みが行わ
れているのは何か。 
・なぜ地球温暖化が問題となっ
ているのか。 
 
・地球温暖化は何が原因である
とされているか。 
 
・日本は地球温暖化に対してど
のような政策を行っている
か。 
 
・日本は地球温暖化対策にどの
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
T：発問 
 
 
１ 
 
 
２ 
 
 
３ 
 
 
３ 
 
 
４ 
 
 
５ 
 
・砂漠化、酸性雨、オゾン層の破壊、水質
汚染、大気汚染、地球温暖化などがある。 
 
・地球温暖化の問題である。 
 
 
・地球の温度が上がることで地球に悪い影
響を与えているから。 
 
・地球温暖化は二酸化炭素の増加が主な原
因であるとされている。 
 
・日本は京都議定書に基づき、二酸化炭素
排出の抑制を行っている。具体的には電
気自動車の開発や省エネ活動の推進で
ある。 
・年間 1兆 2000億円ほど使っている。 
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くらいの予算を使用してい
るか。 
・その結果、二酸化炭素は減少
したか。 
 
・現在の日本の地球温暖化対策
について批判はあるか。 
 
・地球温暖化だけに対策が集中
することは適切でないのは
なぜか。 
 
 
 
・地球温暖化問題はどのような
対立があるのか。まとめなさ
い。 
 
 
 
・以上から地球温暖化は問題で
あるか、問題ではないか、理
由を明らかにして述べなさ
い。 
２ 地球温暖化問題の論争分
析 
○地球温暖化は問題であると
いう立場の主張構造を分析
しよう。 
・この主張の結論は何か。 
・なぜ問題なのか。 
 
・なぜ、地球に悪い影響を与え
るならば、問題なのか。 
・この主張を議論のレイアウト
をもとに当てはめ、まとめな
さい。 
 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
P：応答 
T：発問 
P：作業 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
７ 
 
 
７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 
 
 
９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・日本が排出する二酸化炭素は増加した。 
 
 
・批判はある。それは地球温暖化だけでな
く、環境問題全体を踏まえた対策が必要
であると言う意見である。 
・なぜなら、そもそも二酸化炭素が地球温
暖化の原因でないという意見があるか
ら。 
・なぜなら、地球温暖化に大きなデメリッ
トはないという意見があるから。 
・他の環境問題が重要と考えているから。 
・地球温暖化は様々な災害や環境破壊を引
き起こす原因であるため、深刻であると
いう立場がある。対して地球温暖化の原
因は二酸化炭素ではない、あるいは温暖
化自体に問題はないという立場の対立
がある。 
・（答えることができない） 
 
 
 
 
 
・地球温暖化は問題である。 
 
 
・なぜなら、温暖化は環境や自然を破壊す
るから。 
 
・なぜなら、一般的に地球に悪い影響を与
えるから。 
【地球温暖化は問題であるという立場の
主張構造】 
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○地球温暖化は問題ではない
という立場の主張構造を分
析しよう。 
・この主張の結論は何か。 
 
 
・なぜ地球温暖化は問題ではな
いのか。 
 
・なぜ食料などが増産されるな
らば、地球温暖化は問題では
ないのか。 
・この主張を議論のレイアウト
をもとに当てはめ、まとめな
さい。 
 
 
 
 
 
 
 
・なぜ地球温暖化問題に対して
異なる主張が存在するのか。 
・地球温暖化に対する主張の違
いは見方による。そのため、
地球温暖化にかかわるシス
テム全体を描き出すことが
重要である。 
 
３ 地球温暖化問題にかかわ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：作業 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：説明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D 環境や自
然が破壊
される。 
 C 地球温暖化は
問題である。 
 
W なぜなら、一般的に地球
に悪い影響を与えるか
ら。 
 
 
 
・地球温暖化は問題ではない。 
 
 
・なぜなら、食料が増産されるから。 
 
 
・なぜなら、一般的に地球によい影響を与
えるから。 
 
【地球温暖化は問題ではないという立場
の主張構造】 
D 食料など
が増産さ
れ る か
ら。 
 C 地球温暖化は
問題ではない。 
 
Wなぜなら、一般低に地球によい
影響を与えるから。 
 
・地球温暖化問題についての見方がそれぞ
れ違うから。 
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るシステムとしての社会の
構成 
○地球温暖化にかかわるシス
テムとしての社会を描出し
よう。 
【１循環する情報・機能の設
定】 
・地球温暖化の主な原因は何
か。 
 
・二酸化炭素は物が酸素と結び
ついて出来上がるが、結びつ
くためには何が必要である
か。 
・地球温暖化はエネルギーの循
環によって生じる。そのた
め、エネルギーの循環を中心
としたシステムとしての社
会を描出していく。 
【２循環する情報・機能の媒介
としての要素の決定】 
・エネルギーはどのように循環
するか。家庭を中心にして、
図式化しなさい。図式化した
後は発表しなさい。 
 
 
【３情報・機能から派生する関
係の明確化】 
・エネルギー循環のための要素
は決定した。それを循環する
には要素間を結びつける関
係が重要である。それらを明
確にしなさい。 
【４コンテクストの生成】 
・地球温暖化問題についてどの
ように考えるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
T：説明 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 
 
 
12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・二酸化炭素が主な原因であるとされてい
る。 
 
・火で燃やすなどエネルギーが必要であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・家庭には発電所からエネルギーが供給さ
れる。さらにそのエネルギーは外国の鉱
物資源から得られる。それらをまとめて
自然などとする。（前掲図３を作成して
いく。） 
  
 
・（上記同様、前掲図３を作成していく。） 
 
 
 
 
 
・地球温暖化問題は深刻である。なぜなら、
原因である CO2 は全ての活動から生じ
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・以上をもとに地球温暖化につ
いては現状のシステムのま
までよいか。 
 
 
 
４ 地球温暖化問題にかかわ
るシステムのあり方につい
ての討論 
○地球温暖化問題にかかわる
システムを変えていくべき
である。賛成か、反対か。に
ついて討論しよう。 
・賛成の立場の人たちは立論を
述べなさい。 
 
 
 
 
 
・賛成の立場の人たちの立論の
要点は何か。 
・全ての環境に配慮したシステ
ムを作るべきという主張を
考慮して批判の準備をしな
さい。 
・批判をしなさい。 
 
 
 
・批判の要点は何か。 
 
・賛成の立場の人たちは対策を
分散することで効果が小さ
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：批判準備 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
T：発問 
P：応答 
T：発問 
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ている。そのため、よりよいシステムを
作る必要がある。 
・地球温暖化問題は深刻ではない。なぜな
ら、CO2が原因でなければ、エネルギー
の流れを抑制する必要はない。 
・現状のままでよいのかということも含
め、討論していく必要がある。 
・地球温暖化にかかわるシステムをよりよ
いものにしてきくべきである。 
・地球温暖化のシステムのあり方について
はよりよい判断を行うべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
・地球温暖化問題にかかわるシステムは変
えていくべきである。なぜなら、CO2排
出は全ての産業にかかわる。それらは
CO2だけでなく、様々な環境問題も引き
起こす可能性を持っている。そのため、
全ての環境を配慮したシステムを考え
るべきである。 
・CO2排出抑制だけでなく、全ての環境に
配慮したシステムを作るべきである。 
・（批判の準備をする。） 
 
 
 
・全ての環境に配慮したシステム作りは重
要である。しかし、様々なことに対策を
分散することで１つ１つの効果は小さ
いものとなる。 
・対策を分散することで効果が小さくな
る。 
・（応答の準備をする。） 
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くなるという批判を考慮し
応答の準備をしなさい。 
・応答しなさい。 
 
 
・反対の立場の人たちは立論を
述べなさい。 
 
 
 
 
・反対の立場の人たちの立論の
要点は何か。 
・CO2排出を抑えることで様々
な悪い影響を与えることも
防ぐことができるという主
張を考慮して批判の準備を
しなさい。 
・批判しなさい。 
 
 
・批判の要点は何か。 
 
 
・他の要因を考慮したシステム
作りを考慮して応答の準備
をしなさい。 
・応答しなさい。 
 
 
 
 
５ 討論を踏まえた地球温暖
化問題についての主張の作
成 
○討論を踏まえて地球温暖化
問題かかわるシステムにつ
いての主張を作成しよう。 
T：資料提示 
P：応答準備 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
T：発問 
T：資料提示 
P：批判準備 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
T：資料提示 
P：応答準備 
T：発問 
P：応答 
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・環境問題は様々に結びついたシステムで
ある。そのため、様々なことに対策を行
うことでより大きな効果が得られる。 
・地球温暖化にかかわるシステムは現状の
ままにするべきである。なぜなら、地球
温暖化は様々な影響を与える。さらに原
因は CO2が考えられ、それを抑制するこ
とで地球温暖化自体を防ぎ、それにかか
わる災害も防ぐことができるから。 
・CO2排出を抑えることで様々な悪い影響
を与えることも防ぐことができる。 
・（批判の準備をする。） 
 
 
 
 
・CO2が地球温暖化の原因であるとは言い
切れない。そのため、他の要因を考慮し
たシステム作りを行うべきである。 
・地球温暖化の原因は CO2ではないこと。
他の要因も考慮したシステム作りが必
要なこと。 
・（応答の準備をする。） 
 
 
・CO2排出抑制は日本だけでなく、世界で
取り組むべき課題となっている。この課
題に取り組むことで新たな産業も作り
出されている。そのため、現状のシステ
ムを維持することが重要である。 
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・地球温暖化問題にかかわるシ
ステムはどうすべきか結論
を述べなさい。 
・なぜそのように判断するの
か。価値的理由付けを明確に
しなさい。 
 
 
 
・価値理由付けを支持する理由
を明確にしなさい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・以上の結論、理由を基に地球
温暖化問題にかかわるシス
テムについての主張を作成
しなさい。主張作成後は発表
しなさい。 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
T：発問 
P：応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
T：発問 
P：作業 
P：応答 
 
 
・新たなシステムを作るべきである。 
・現状のシステムを維持するべきである。 
 
・新たなシステムを作ることが現状のシス
テムを維持することよりも望ましいか
らである。 
・現状のシステムを維持することが新たな
システムを作ることよりも望ましいか
らである。 
・地球温暖化はそれ自体大きな問題ではな
い。そのため、CO2 排出抑制だけではな
く、他の要因も考慮した新たなシステム
作りを行うことでよりよい社会が作ら
れていくことになる。 
・地球温暖化の原因は CO２である。それ
を抑制すれば、それに伴う様々な環境問
題も防ぐことができる。そうすることで
よりよい社会が作られていくことにな
る。 
【作成された主張の例】 
・地球温暖化にかかわるシステムは新たな
システムを作るべきである。なぜなら、
新たなシステムを作ることが現状のシ
ステムを維持することよりも望ましい
からである。地球温暖化はそれ自体大き
な問題ではない。そのため、CO2排出抑
制だけではなく、他の要因も考慮した新
たなシステム作りを行うことでよりよ
い社会が作られていくことになる。 
・地球温暖化にかかわるシステムは現状の
システムを維持するべきである。なぜな
ら、現状のシステムを維持することが新
たなシステムを作ることよりも望まし
いからである。地球温暖化の原因は CO
２である。それを抑制すれば、それに伴
う様々な環境問題も防ぐことができる。
そうすることでよりよい社会が作られ
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ていくことになる。 
【提示資料及び出典】 
１「様々な環境問題」西岡秀三監修、2009、『もっとよく知ろう！地球温暖化ってなに？ ③温暖化が
進めばどうなるの？』新日本出版社、pp.6－19より作成。 
２「世界的課題の環境問題」西岡秀三、2009、『もっとよく知ろう！地球温暖化ってなに？ ①地球環
境があぶない！』新日本出版社、p.3。 
３「地球温暖化の仕組み」前掲２、pp.14－15より作成。 
４「地球温暖化に対する日本の取り組み」西岡秀三監修、2009、『もっとよく知ろう！地球温暖化って
なに？④ストップ！温暖化』新日本出版社、pp.14－21より作成。 
５「地球温暖化対策費用」環境省 HPより作成。http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=5671
６「地球温暖化対策の結果」全国地球温暖化防止活動推進センターHPより作成。   
http://www.jccca.org/content/view/1108/184/ 
７「地球温暖化対策に対する批判」丸山茂徳、2008、『科学者の 9割は「地球温暖化」CO2犯人説はウ
ソだと知っている』宝島社新書、pp.65－69より作成。 
８「地球温暖化悲観論」前掲１、pp.4－5より作成。 
９「地球温暖化にかかわる被害」前掲１資料より作成。 
10「地球温暖化楽観論」池田清彦・養老孟司、2008、『ほんとうの環境問題』新潮社、pp.121－122よ
り作成。 
11「地球温暖化によるメリット」前掲 10、pp.144－146より作成。 
12「二酸化炭素の生成」横山正監修、2007、『理科の実験・観察－物質とエネルギー編－』ポプラ社、
p.75。 
13「エネルギーの循環」筆者独自資料。 
14「分散される地球温暖化対策」筆者独自資料。 
15「結びつく環境問題」前掲７、10をもとに作成。 
16「地球温暖化の原因」丸山茂徳、2008、『「地球温暖化」論に騙されるな』講談社、pp.64－78.より
作成。 
17「新たな産業の創出」山家公雄、2009、『オバマのグリーン・ニューディール』日本経済出版社、pp.77
－79より作成。 
 
５ 小 括 
 本節の目的は、社会参加を原理として地球共同体への参加としての社会科授業を開発することであ
った。テーマは「地球温暖化問題」を取り扱った。地球温暖化は、全世界で取り組むべき課題となっ
ている。本単元でみてきたように、それに対して疑問を持つ声もあるようである。いずれにしても地
球共同体として全世界が課題解決に向けて取り組むべきであることは確かである。学習者は、地球温
暖化問題を通してより望ましいコンテクストを生成し、地球共同体への参加を目指していくことが可
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能となろう。 
 また、本研究の成果は次のようになろう。社会科論争問題授業における望ましいコンテクストの生
成については無自覚にそのまま放置されてきた。そのため、教師が意図したコンテクストを学習者は
理解していくしかない。その結果、学習者が不自然だと考えたとしても、それらは無視される。ある
いは、不自然なまま学習者が無理にそれに合わせようと努力する場合もある。このような場合でも授
業は平然と展開していることを明らかとした。そのため、社会科論争問題授業ではより望ましいコン
テクストを自覚的、かつ意図的に生成していくべきことを主張した。生成の方法は要約すると次の通
りである。 
 現実社会をシステムとしての社会と考え、そのシステムを構成することを目的とした。構成するに
は、第 1 に、情報・機能の決定を行う。第 2 に、情報・機能を媒介する要素を決定する。第 3 は、要
素間を結びつける関係の明確化を行う。そのことで現実のコンテクストが生成されていく。社会科論
争問題授業において望ましいコンテクストを生成していくことは学習者によりよい議論や判断を行わ
せていくことを期待できる。それはコンテクストの生成を無自覚に放置した社会科論争問題授業と異
なるのは明らかであろう。 
 以上を踏まえて本研究では、望ましいコンテクストを生成するという視点から社会科論争問題教授
業の改善を試みた。コンテクスト、状況、文脈の概念を社会科論争問題授業に取り入れることは考察
の対象を拡大する。すなわち、行為とその所産の意味や価値を明らかにするにはコンテクストにまで
考察することである。そうすることは新たな社会科論争問題授業のあり方を示唆するものとなろう。
本節は、その１つの提案となるものである。 
 
【註及び引用・参考文献】 
１）社会科授業の構成に関する研究は次のとおり。 
森分孝治、1978、『社会科授業の理論と方法』明治図書。 
池野範男、2000、「社会形成力の育成‐市民教育としての社会科‐」日本社会科教育学会編『社会
科教育研究 別冊 2000年度研究年報』、pp.47－53などを参照して欲しい。 
２）社会科授業の指導法に関する研究は次のとおり。 
尾原康光、1991、「社会科授業における価値判断の指導について」全国社会科教育学会編『社会科
研究』第 39号、pp.70－83。 
佐長健司、1999、「社会科討論授業における反論の指導」全国社会科教育学会編『社会科研究』第
50号、pp.171－180などを参照して欲しい。 
３）社会科学習評価に関する研究は次のとおり。 
伊東亮三、池野範男、1986、「社会科テストの教授学的研究（Ⅰ）－テスト問題作成の基本モデル－」
日本教科教育学会編『日本教科教育学会誌』第 11巻、第 3号、pp.9－14。 
棚橋建治、2002、『アメリカ社会科学習評価研究の史的展開－学習評価にみる社会科の理念実現過程
－』風間書房などを参照して欲しい。 
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４）佐長健司、2006、「社会科学力としての公民的資質の状況論的検討」全国社会科教育学会第 55 回
全国研究大会発表資料、pp.8-9。 
５）同。 
６）永田成文、2008、「高等学校地理における地球環境問題学習の開発－社会参加を視点とした授業設
計－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 68号、pp.31－40。 
７）同書、p.37より作成。 
８）地球温暖化について深刻であるという文献は次のものである。 
ゴア、Ａ.、Ａ、2007、『不都合な真実』（枝廣淳子：訳）ランダムハウス講談社。 
山本良一、2007、『温暖化地獄－脱出のシナリオ－』ダイヤモンド社。 
対して批判的な見解は次の文献である。 
伊藤公紀・渡辺正、2008、『地球温暖化論のウソとワナ－史上最悪の科学スキャンダル－』ベスト
セラーズ。 
赤祖父俊一、2008、『正しく知る地球温暖化－誤った地球温暖化論に惑わされないために－』誠文
堂新光社。 
９）前掲６）、p.37表 3「学習項目と習得される知識・概念」より作成。 
10）ベイトソンのコンテクスト論は次の文献を参照している。 
ベイトソン、Ｇ.、1990、『精神の生態学』（佐藤良明訳）思索社。 
ベイトソン、Ｇ.、ロイシュ、Ｊ.、1995、『精神のコミュニケーション』（佐藤悦子他：訳）新思
索社。 
ベイトソン、Ｇ.、2001、『精神と自然－生きた世界の認識論－』（改訂版）（佐藤良明訳）、新思索
社。 
11）世界あるいは社会をシステム論的に見ていく論考には次のものがある。 
田中明彦、1995、『現代政治学叢書 19 世界システム』東京大学出版会。 
  ウォーラーステイン、Ｉ.、1988、『近代世界システム（Ⅰ）－農業資本主義と「ヨーロッパ世界
経済」の成立－』（川北稔訳）岩波書店。 
ウォーラーステイン、Ｉ.、1988、『近代世界システム（Ⅱ）－農業資本主義と「ヨーロッパ世界
経済」の成立－』（川北稔訳）岩波書店。 
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第３章 社会参加とアンラーニングのサイクルによる社会科学習評価の開発 
 
第１節 社会参加としての学習評価開発 
 
１ 公民的資質を直接的に評価するパフォーマンス評価 
本節では、社会参加としての社会科学習評価の開発を行うことを目的とする。従来の社会科授業で
は、公民的資質の育成を直接的に評価できないという指摘があった１）。このような現状を改善するた
め、本節では、ウィギンズ(Wiggins,G.)による真正の評価論（Authentic Assessment）２）を手がかり
としたパフォーマンス評価（Performance  Assessment）３）を社会科学習評価に導入したい。 
 公民的資質とは、佐長健司の言葉を借りれば、「民主的な市民としての知識や能力、態度を総合的に
適切に有する状態」４）を意味する。例えば、市民社会において社会的な論争が起きていた場合、そこ
に参加し適切に意見を述べ、よりよい解決に向けて他者とともに行動していく場合がそれに当たる。
このように、市民社会において討論し、解決に向けて行動するところに公民的資質を認めることがで
きるのである。そのため、このような民主的な市民として、社会的に価値がある行動を市民的パフォ
ーマンスと呼ぶこととする。社会科授業においても市民的パフォーマンスを求め、それを対象として
評価を行う。このような評価を社会科学習評価としてのパフォーマンス評価と呼ぶこととする。 
市民的パフォーマンスを評価していく社会科学習評価は従来のそれとは異なる。そのため、本小論
では真正の評価論を手がかりに社会科学習評価について論じていくこととする。真正の評価の主眼は、
評価がなされる文脈を現実の市民社会に近づけることである。そのため、社会科学習評価の文脈につ
いても現実の社会に近いものを想定していくことが重要である。そのように考察していくことは必然
的に授業についても現実の文脈に基づき開発していくことを可能とする。すなわち、授業と学習評価
の原理的な統一を目指すことが可能となるのである。さらに、緻密に授業及び学習評価を開発するた
めに「逆向き設計」論５）から展開していきたい。そうすることで前述した原理的統一はさらに徹底さ
れるであろう。このような社会科授業と学習評価の開発は、学習者にとっても有意義なものであると
考えられる。 
これらの問題意識から以下では第 1 に、真正の評価論に基づいた社会科習評価について論じる。第
２は、パフォーマンス評価を取り入れた社会科授業の実践を取り上げ、批判的に検討する。そうする
ことで、先行実践の不十分な点を明らかとしたい。第３は、「逆向き設計」論を手順として社会科授業
と学習評価の実際を示し、従来のそれとの差異化を図りたい。単元は小学校第６学年「長崎新幹線建
設問題」６）である。第４は、実践の考察を行い、それらの有効性について検討していくこととしたい。 
 
２ 市民的パフォーマンスを高める社会科学習評価の基礎付け 
（１）真正の評価論 
現実の社会を授業や学習評価において想定していく手がかりとして真正の評価論がある。真正の評
価論は、1980 年代後半以降にアメリカの「標準テスト（standardized tests）」に対する批判として
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開発されてきた。日本においても受験勉強のような知識や理解を中心に評価することに対して批判が
存在することを考えれば、その考え方は容易に首肯できよう。 
真正の評価とは、現実の市民社会においてある行為を行うことができるかどうかを評価していくこ
とである。遠藤貴広によれば、「学校の中で行われる学習やテストは、学校の文化や文脈を反映したも
のであるため、学校内でうまくやれるからといって、それが学校外でうまくやれることを保証するわ
けではない。現実世界でうまくやれるかどうかを見ようと思えば、当然、現実世界の文脈が必要なの
である。」７）という論じ方がなされる。 
 さらに、遠藤はウィギンズの「真正性」概念の特質を次の３つとして挙げている８）。第１に、現実
的な文脈、第２に、文脈の妥当性、第３に、理解の文脈依存性である。現実的な文脈とは、授業、評
価の文脈を現実の市民社会に近づけていくことを重視することである。文脈の妥当性とは、学習者へ
の課題が現実の市民社会の文脈において妥当であるかを検証していくことが重要であることを述べて
いる。理解の文脈依存性とは、習得された知識や理論を理解したかどうかは文脈次第であることを指
摘する。 
 このようなウィギンズの真正の評価は、従来の学校で行われてきた学習評価に対して大きな疑問を
呈する。特に、学校的な文脈において大きな価値を見出してきた従来の授業及び学習評価に対するア
ンチテーゼは傾聴すべきである。そのため、この原理に基づけば、授業及び学習評価を現実の社会に
おいても価値を有するものと転換できるはずである。 
 
（２）市民的パフォーマンス 
 真正の評価論では、現実の市民社会において価値を有する授業や評価を設計すべきことを述べた。
では現実の市民社会と何かについて明らかにしよう。市民社会をどのように規定すべきかについては
様々な議論があるが、ここでの市民社会は民主主義社会であり、政治的決定に誰もが参加するとみな
す政治的市民社会としたい９）。政治的な決定に参加するのは、社会的な政策や制度、システムの改廃
に関して論争的な場合である。論争的ではないならば、あえて参加していくことはない。しかし主張
が対立するならば、市民が積極的にそれに参加していくこととなる。すなわち、市民は社会的な論争
に参加するのである。 
このように考えるならば、政治的市民社会において真正性を有する社会科学習評価を設計していく
ことが重要となる。例えば、学習評価の目標、内容、方法は政治的市民社会の状況を反映しているか
どうかについて検討しなければならない。その検討結果に基づいて学習評価計画を作成していくので
ある。 
では、何を評価対象とすべきなのかについて言及しよう。本小論では、評価対象は、政治的市民社
会において真正性を有する行動である市民的パフォーマンスとする。政治的市民社会において、より
よい市民的パフォーマンスを行うことで市民へと成長できるのである。そのため、個別の知識を問う
一問一答のような、いわゆるペーパーテストで求められる解答の行為は市民的パフォーマンスと呼ぶ
ことはできない。このように考えるならば、社会科授業における市民的パフォーマンスは政治的市民
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社会に認められる内容で作成された意見表明（レポート）、討論への参加などの行動としなければなら
ないのである。 
 これらのことから、社会科学習評価の目標、内容、方法さらには評価対象である市民的パフォーマ
ンスについても政治的市民社会において真正性を有するものとすべきことが明確となる。 
 
（３）社会科学習評価としてのパフォーマンス評価 
 政治的市民社会における真正性を有する市民的パフォーマンスを評価対象とすべきであることが明
らかとなった。では、市民的パフォーマンスを高めるにはどのように評価法が適しているのか。パフ
ォーマンス評価を手がかりにしてみよう。 
 パフォーマンス評価は伝統的な択一式の標準テストから脱却したいという要望から開発されてきた。
特に注目すべきは、「話したり書いたりしてコミュニケーションする技能、問題解決活動など、私たち
が生徒に取り組んで欲しいと願っている現実の学習活動をモデルにして評価しようとするものであり、
択一式テストのようにこれらを分断して評価することではない」10）ということである。また「その目
的は、評価によって学習指導を歪めないこと」11）であるとする。パフォーマンス評価では、現実の状
況を重視する。現実の状況では、様々な要因、原因から判断を下さなければならない。よってパフォ
ーマンス課題も分断的な知識ではなく、総合的な知識や能力を求めることとなる。 
さらにパフォーマンス評価にはルーブリックの活用も重要となる。ルーブリックとは、「成功の度合
いを示す数値的な尺度（scale）と、それぞれの尺度に見られるパフォーマンスの特徴を示した記述語
（descriptor）から成る評価基準表のこと」12）である。それらをもとに評価の目標規準と達成基準を
組み合わせて、マトリックスを作成する。何を対象として評価するのか、あるいはどのような規準で
評価していくのかについても明らかにしていくのである。そうすることで、パフォーマンス評価の信
頼性を高めていくことが可能となるのである。 
 さらに、パフォーマンス課題の作成も重要である。パフォーマンス課題とは、「学んだ知識やスキル
をリアルな文脈の中で使いこなすこと（総合して応用して、表現したり実践したりすること）を求め
る課題」13）である。そのため、パフォーマンス課題では、リアルな文脈を描出できるかが重要となっ
てくる。例えば、課題において社会的論争に対する意見文を作成することを求めたとしよう。そのた
め課題には、社会的論争が埋め込まれている文脈を具体的に描出することとなる。そのことで学習者
は政治的市民社会の文脈に近づくことが可能となっていくのである。つまり、パフォーマンス課題に
ついても政治的市民社会の文脈から切り離すことはできないのである。 
 以上のことから、パフォーマンス評価は、ルーブリックを活用し、パフォーマンス課題についても
豊かな文脈を描いていくことが重要であることが明らかとなった。それらを社会科授業に導入してい
くことで、市民的パフォーマンスを測定していくことが可能となるであろう。 
 
（４）「逆向き設計」論に基づく社会科学習評価の設計 
 では実際どのように社会科学習評価を開発していくべきか。開発の手順を明らかにしたい。そこで
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基盤となる考え方が「逆向き設計」論(back ward design)である。西岡加名恵によればそれは次のよ
うになろう。「逆向き設計」論とはウィギンズ(Wiggins,G.)、マクタイ(McTighe,J.)によって提唱され
たカリキュラム編成論である。具体的には①目標を明確にする(identify desired results)、②目標
が達成したかどうかの具体的な評価計画を立てる(determine acceptable evidence)、③学習指導計画
を作成する(plan learning experiences and instruction)、という３段階を経て、カリキュラムや単
元を設計することを主張するものである。そのため、最終的に得ることができる学習成果から遡って
カリキュラムや単元を開発していくこと、及び評価を事前に構想することから「逆向き」と呼ばれて
いる 14）。 
 「逆向き設計」論は社会科学習評価を精緻化する。従来の授業では、単元や授業を実践した後、学
習評価案を作成していた。そのため、目標と学習評価の対応関係が不明確な場合もあった。時には目
標から逸脱した学習評価が作成された例も挙げられる。しかし、この論に基づき開発を展開していく
ことで目標と学習評価の対応関係が明確になる。なぜなら、目標の設定後に学習評価の構想を立てる
からである。 
 このように、学習評価を授業計画以前に構想することで目標と学習評価の一体化は徹底されるであ
ろう。 
 以上から「逆向き設計」論に基づく授業と評価の開発は次のように展開する。すなわち、政治的市
民社会において真正性を有する市民的パフォーマンスを目標とし、その目標の達成を証明できる学習
評価計画を作成する。さらに目標や学習評価に対応した授業や指導計画を作成していくのである。そ
うすることで、政治的市民社会におけるよりよい市民的パフォーマンスを期待でき、それらを実現で
きる社会科授業と学習評価の開発が可能となっていく。 
さらに、「逆向き設計」論の新しい点は開発過程だけではない。それは「本質的な問い」、「永続的理
解」を中心に授業等を開発すべきであると主張していることである。本質的な問いとは一問一答のよ
うな形式で得ることができるような問いではない。それは、すぐに答えが出ないものである。例えば、
自分の生き方や社会のあり方などへの問いであろう。社会科授業であれば、「よりよい社会を形成する
ためにどのように解決していくか。」という問いが設定できる。つまり、政治的市民社会を反映した問
いの作成が必要であり、それに回答していくような社会科授業と学習評価の開発をすべきなのである。 
 
３ パフォーマンス評価を取り入れた社会科授業の先行実践批判 
（１）パフォーマンス評価を取り入れた社会科授業の概要 
 先行実践としてパフォーマンス評価を取り入れた社会科授業を取り上げる。対象は、三藤あさみが
実施した中学校地理的分野単元「世界と比べた日本の地域的特色」15）である。本単元の計画は、４次
に分けられている。概略すると、第１次はパフォーマンス課題と学習内容を確認することが挙げられ
ている。第２次では、世界の国々と日本を比較することで日本の地理的特徴を把握していくことが挙
げられている。第３次においては、パフォーマンス課題について検討会を実施し、下書きを行うこと
が挙げられている。第４次では、パフォーマンス課題を完成させ、学習をまとめていくことが挙げら
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れている。 
 さらに、この授業計画をもとに本質的な問い、永続的理解を設定している。本質的な問いにおいて
は、「日本の人々は、どのような地理的条件のもとで暮らしているのか。私たちは、どのように日本の
地理的条件を変えることができるのか。」16）と設定されている。すなわち、本質的な問いでは、日本の
地理的条件を把握していくことを設定しているのである。さらに、本質的な問いに対応するように永
続的な理解が設定される。永続的な理解では、第 1に日本の人々が地理的条件に影響されながら暮 
らしていることを自然や人口や経済との関係によって捉えさせていくことを理解させる。第 2 に人々
は豊かさを追究するために地理的条件を利用して暮らしていることを理解させたり、人類の産業の発
展が地球規模での環境限界を超え始めているため、持続可能な発展を考えさせたりする 17）。持続可能
な社会のあり方について考えていくことを設定する。さらに、永続的理解を習得できたかどうかを把
握するためにパフォーマンス課題を設定していている（資料１）。パフォーマンス課題は、旅行会社の
社員となり、海外の中学生のために修学旅行のプランを作成していくことである。 
 以上のようにパフォーマンス課題が与えられ、ルーブリックをもとに評価がなされていくのである。
ルーブリックにおいては、どのようにして基準が設けられたのかは不明であるが、パフォーマンスの
特徴として次のものを挙げている。合格レベルである３では、「説得力がもう一息であるものの、紹介
する相手の国を意識して、日本の地理的特色を理解できる最適な場所を数箇所選んでいる」17）と示し
ている。その基準をもとに高いレベルでは、さらに高い内容を求められていく。そうすることによっ
て、各レベルが示されていくのである。これを受けて、次項では本単元を批判的に検討することとす
る。 
 
資料１ パフォーマンス課題 18） 
 
（２）パフォーマンス評価を取り入れた社会科授業の先行実践批判 
前項の授業について、批判的に検討する。第１は、パフォーマンス課題が政治的市民社会において
真正性を有しているかについての検討である。パフォーマンス課題は、旅行会社の社員として海外の
 あなたはｆｙ旅行会社の社員です。今回は、海外の中学生のために修学旅行のプランを作成して
提案することになりました。 
 プランは外国の中学校の先生たちが是非採用したくなるような日本の地理的な特色が表れてい
る場所を見ることができるようにする必要があります。提案レポートの中には次の内容が盛り込ま
れている必要があります。 
①おすすめの場所の地理的条件の特色となぜその場所が選ばれたのかの説明。 
②修学旅行にやってくる国の生徒にとってなぜそこは、地理的条件を理解するのに役立つのかにつ
いての説明。 
③3泊 4日で無理なく中学生が訪問できる日程。時期はそのツアーに最もふさわしい時の設定。 
④ツアーの道筋を示した日本国内の地図やレポートがよりわかりやすくなるグラフや写真、統計資
料など。 
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中学生を日本に修学旅行として来てもらうプランを作成することである。旅行プランを立てて日本へ
の旅行者を増やしていくことを考えることは、現実の社会においても認められる行為である。しかし、
本節では政治的市民社会を想定する。政治的市民社会とは、政治的決定に誰もが参加するとみなす制
度を前提とした市民社会である。そのため、パフォーマンス課題は論争的であるべきである。なぜな
ら、論争的な問題に参加し、政治的な決定を行うことで市民として成長できるからである。しかし、
このパフォーマンス課題は旅行プランを立てることである。旅行する場所についての議論はあるが、
そもそも論争的な課題ではない。そのため、政治的決定を行う機会がなく市民としての成長が期待で
きないのである。すなわち、このパフォーマンス課題は政治的市民社会における真正性を有していな
いのである。 
第２に、「逆向き設計」論に基づいて設計された社会科授業について検討する。本単元では「逆向き
設計」論に基づき次のような手順を経て設計されている。まず本質的な問いを設定する。次に、本質
的な問いと対応するように永続的理解を設定する。それを受け、パフォーマンス課題のシナリオを作
る。「逆向き設計」によれば、学習成果から遡って学習評価を作成し、授業を開発していく手順となる。 
「逆向き設計」に基づけば、目標としての永続的な理解と手段としてのパフォーマンス課題は一体
的なものとなる。しかし、本単元では永続的な理解とパフォーマンス課題は一体的ではない。永続的
な理解では、地理的条件や持続可能な社会の形成について理解していくことを目標とする。そうであ
れば、地理的条件や持続可能な社会の形成について問うのがパフォーマンス課題となるはずである。
しかし、パフォーマンス課題は前述した内容である。特に持続的な社会の形成については全くパフォ
ーマンス課題に反映されていないのである。このように考えれば、目標としての永続的理解と手段と
してのパフォーマンス課題には明らかにずれが生じている。すなわち、「逆向き設計」論に忠実に基づ
いているとは言えないのである。 
第３に、政治的市民社会における問いの検討である。本単元の問いは、「どのような地理的条件のも
とで暮らしているのか」である。さらに、その問いを受けて、地理的条件や地理的条件を変化させな
がら生活していることについてしていく。しかし、これらの問いの設定や理解は政治的市民社会にお
ける問いとして適切であろうか。答えは否である。そもそも「どのような地理的条件のもとで暮らし
ているのか」という問いは政治的市民社会において市民が共有すべきものではない。なぜなら、繰り
返すが論争的でなく、市民として政治的決定に参加することができないからである。そう考えると、
本単元において設定されている問いは、政治的市民社会における問いとしては不十分であると指摘せ
ざるを得ない。ではどのような問いを設定することが望ましいか。それは、現実的に生じている社会
的な論争を問いとして設定することである。現実的な社会的な論争が社会科授業の問いとして設定さ
れ、学習者がこの問いに答えていくことはたとえ社会科授業であっても政治的市民社会においても十
分に認められる行為なのである。このような問いを設定し、学習させていくことで市民としての成長
を促していくこととなるのである。 
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４ 単元「長崎新幹線建設問題」の計画 
（１）本質的な問いと永続的な理解の設定 
 本単元では、現実の社会で生じている論争的な問題を取り上げ、どのように解決していくべきかに
ついて考察を加えていくことを目的とする。このような問題は、政治的市民社会において真正性を有 
するものであろう。そうすることによって、本質的な問いと永続的な理解の真正性を保障していくこ
ととする。 
 
資料２ 本質的な問いと永続的な理解 
 
（２）パフォーマンス課題の設定 
 永続的な理解を習得できたかどうかについて把握するために、資料２のようなパフォーマンス課題
を設定した。このパフォ－マンス課題は、単元の冒頭において示した。そうすることによって、学習
者が何を、何のために学習するのかを明らかにすることができるからである。 
 さらに、パフォーマンス課題についても真正性を保障している。長崎新幹線建設問題について主張
を持つことは、教室だけに価値を持つものではない。それは教室を越えて、政治的市民社会において
も十分価値を持つものであると期待できる。 
 
資料３ パフォーマンス課題 
課題「長崎新幹線建設に賛成、反対？」 
 佐賀県は長崎新幹線建設について意見が賛成、反対に分かれています。賛成の意見、反対の意
見については授業において示していきます。あなたは長崎新幹線建設に賛成しますか、それとも
反対しますか。授業で明らかにしたことをもとに意見文を書いてみよう。 
評価の観点 
 なお、書かれた意見文は以下の３つから評価します。これらを踏まえて意見文を作成しなさい。 
①自分の立場からの明確な主張（問題に対しての結論やそれを明らかにする理由付け） 
「本質的な問い」 
○社会的な論争における賛否両論はどのようなものか。 
○政策を実行する際、幸福や正義の社会的な価値についてどのように考えていくべきなのか。 
「永続的な理解」 
○どのような主張によって社会的な論争が生じているかを知る。さらに、対立を解消するため、より
よい解決策を状況に対応させながら考察できるようにすることが必要である。 
○「最大多数の最大幸福」という立場を追求することによって幸福の社会的価値が実現できる。一方、
一部の人々の権利や利益を奪うことは許されないという立場を追及することによって正義の社会的
価値を実現できる。いずれの社会的価値を優先して取り上げればよりよい社会が形成されるかを考え
ることが必要である。 
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②自分の主張が正しいことと考えられる価値的な理由（佐賀県の幸福の大きさや鹿島市の正義の
大きさの比較など） 
③授業で明らかにした言葉の具体的内容や量や質の大きさを活用すること 
 
（３）ルーブリックの作成 
 ルーブリックを作成する際は、次のような手順で進めた。まずは評価対象である期待する主張文の
内容を明示する（資料４）。次に主張の構造を明らかにするこ（資料５）とで、基準のレベルを設定し
ていくのである（資料６）。 
 
資料４ 評価対象の主張文 
（佐賀県全体の幸福を重視していく立場） 
・長崎新幹線建設に賛成である。なぜなら、佐賀県全体の幸福が実現され、鹿島市の正義も実現
できるからである。佐賀県は農業中心の政策だったが、新幹線建設により経済中心の発展を期待
でき、一方、鹿島市の正義を失うという主張は道路整備や地域振興策を行うことによって回復で
きることになるから。 
（佐賀県鹿島市の正義を失うことを深刻視する立場） 
・長崎新幹線建設に反対である。なぜなら、佐賀県全体の幸福の実現は小さく、鹿島市の正義も
実現することができないからである。佐賀県の提案する経済中心の発展に疑問が残り、一方、鹿
島市の正義は道路整備や振興策の有無ではなく、犠牲を払うこと自体、不利益であるから。 
 
 
 
 
結論 
              
根拠                   ↑ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
レベル パフォーマンスの特徴 
レベル４ 以下の例のように、テーマに対する結論と価値的理由である幸福と正義を比較したこ
長崎新幹線建設に賛成である。 
結論（価値的理由付け） 
 
 
 
根拠（授業での発言等）         ↑ 
 
 
 
 
 
 
資料５ 賛成派の主張構造 
 
佐賀県全体の幸福が実現され、鹿島市の正義も実現できるからである。 
 
資料６ 課題「長崎新幹線建設に賛成、反対？」のルーブリック 
 
 佐賀県は農業中心の政策だったが、新幹線建設により経済中心の
発展を期待でき、一方、鹿島市の正義を失うという主張は道路整備
や地域振興策を行うことによって回復できることになるから。 
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 このように主張構造を明らかとすると、結論、価値的理由付け、授業での発言等の３要素に分ける
ことができる。そのため、まず結論を述べる必要がある。次に、価値的理由付けは、幸福と正義を比
較して述べることが必要である。さらに、授業での発言等では、幸福と正義の立場からの発言を述べ
ること、あるいは、どちらか一方を取り上げ述べることに分けることができる。以上のようであれば、
基準をレベル４まで設けることができる。 
 
レベル１テーマに対する結論を述べているが、十分な根拠を欠いている。 
レベル２テーマに対する結論と価値的理由（幸福、正義）の比較を行ったことを述べている。 
レベル３テーマに対する結論と価値的理由の比較、さらにそれを根拠付ける資料をどちらか一方の立
場から引用している。 
とを述べている。さらに、その根拠として両者の立場からの資料内容を引用している。 
・長崎新幹線建設に賛成である。なぜなら、佐賀県全体の幸福が実現され、鹿島市の正
義も実現できるからである。佐賀県は農業中心の政策だったが、新幹線建設により経済
中心の発展を期待でき、一方、鹿島市の正義を失うという主張は道路整備や地域振興策
を行うことによって回復できることになるから。 
・長崎新幹線建設に反対である。なぜなら、佐賀県全体の幸福の実現は小さく、鹿島市
の正義も実現することができないからである。佐賀県の提案する経済中心の発展に疑問
が残り、一方、鹿島市の正義は道路整備や振興策の有無ではなく、犠牲を払うこと自体、
不利益であるから。 
レベル３ 
（合格基
準） 
以下の例のように、テーマに対する結論と価値的理由である幸福と正義を比較したこ
とを述べている。さらに、その根拠としてどちらか一方の資料内容を引用している。 
・長崎新幹線建設に賛成である。なぜなら、佐賀県全体の幸福が実現され、鹿島市の正
義も実現できるからである。佐賀県は農業中心の政策だったが、新幹線建設により経済
中心の発展を期待できるのである。 
・長崎新幹線建設に反対である。なぜなら、佐賀県全体の幸福の実現は小さく、鹿島市
の正義も実現することができないからである。鹿島市の正義は道路整備や振興策の有無
ではなく、犠牲を払うこと自体、不利益であるから。 
レベル２ 
以下の例のように、テーマに対する結論と価値的理由である幸福と正義を比較したこ
とを述べている。 
・長崎新幹線建設に賛成である。なぜなら、佐賀県全体の幸福が実現され、鹿島市の正
義も実現できるからである。 
・長崎新幹線建設に反対である。なぜなら、佐賀県全体の幸福の実現は小さく、鹿島市
の正義実現することができないからである。 
レベル１ 
以下の例のように、テーマに対する結論を述べているが、十分な根拠を欠いている。 
・佐賀県全体にとってよいことだから、長崎新幹線建設に賛成である。 
・鹿島市にとってよくないことだから、長崎新幹線建設に反対である。 
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レベル４テーマに対する結論と価値的理由の比較、さらにそれを根拠付ける資料を両者の立場から引
用している。 
それらを踏まえたルーブリックが資料６である。 
 
 評価対象となる主張は３要素に分けられる。そのため、結論、価値的理由付け、授業での発言等を
記述することが求められる。そのことを考慮すれば、レベル３を合格基準とすべきである。さらに、
通過率を設定する。本単元では、第 5時において主張を作成する。その際、不足している記述は適宜
指導を行う。また、これまでにおいて同様のパフォーマンス評価を実施している。その際は、合格基
準を満たしているのは 60％～70％である。これらを考慮すれば、本単元においても同様に通過率を設
定していくことが妥当であろう。すなわち、70％以上の通過率を目的としたい。 
 
 
（４）単元の計画 
 本質的な問い、永続的な理解、パフォーマンス課題、ルーブックを設定することで実行すべき単元
の計画が明確となる。それを踏まえ、単元計画を次のように設定した。なお本単元は、全５時間であ
る。 
 
 主題 主な学習内容及び学習活動 
１ 
長崎新幹線建設 
問題の概要 
 長崎新幹線建設は移動時間の短縮や佐賀県・長崎県の経済が活性
化していくというメリットがある。一方、有明海沿岸の地域は在来
線廃止の可能性があり、地域が衰退するというデメリットがあると
いうことを知り、建設をめぐって対立が生じていることを理解する。 
２ 
長崎新幹線建設 
問題の論争分析 
 長崎新幹線建設問題は佐賀県と鹿島市の対立で生じ、その対立は
幸福と正義の対立でもあることをトゥールミンの議論のレイアウト
で理解することができる。 
３ 
状況による社会的論
争の明確化 
 言葉に関係が強い文脈的情報を付加し、相互構成的解釈によって
議論のレイアウトの諸要素の意味や価値を明らかにしていく。 
４ 
社会的価値の検討と
しての討論 
 賛成側が主張する佐賀県の幸福、反対側が主張する佐賀県鹿島市
の正義の具体的内容や質などを討論を通すことで明らかにする。 
５ 
討論の結果を生かし
た主張の作成 
 論争の分析、社会的論争の明確化、社会的価値の検討としての討
論を踏まえて、自らの主張を作成していく。評価の観点としては、
結論、幸福と正義の比較、さらに幸福と正義を明らかにする具体的
内容を明らかにして論述できているかの３点とする。 
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５ 市民的パフォーマンスを高める社会科学習評価の考察 
（１）市民的パフォーマンスについての考察 
 本項では、学習者の討論における発言、及びパフォーマンス課題に対する回答を取り上げ、市民的
パフォーマンスについて検討していくこととする。対象者は学習者Ａである（以下、Ａ）。Ａは第 4
時「社会的価値の検討としての討論」において次のような発言をしている。 
 
 Ａは長崎新幹線建設に対して賛成の立場である。理由としては、他の新幹線建設の事例を挙げ、経
済の活性化が見込めるとする。この発言は、主張の構造としては結論、価値的理由付け、具体的な事
実を述べている。発言内容は、他の新幹線建設の事例から経済の活性化はあり得ると推測している。
新幹線建設と経済の活性化は密接にかかわっており、現実の長崎新幹線建設問題の論争においても重
要な論点として挙げられている。そのようであれば、この発言は政治的市民社会において真正性を認
めることができよう。さらに、Ａは反対の立場の「鹿島市が不利益を被る」という意見に対して次の
ような反論を行っている。 
 
反対派は、鹿島市が不利益を受けると主張しています。しかし、佐賀県は道路や地域を活性化し
ていく事業を優先して進めていきます。だから、鹿島市の人たちが不便になることはありません。 
  
この発言は鹿島市が不利益を受けることに対して異議を申し立てている。実際、佐賀県は鹿島市を
中心に道路整備や地域振興を優先して事業を進めており、もし廃線になったとしても不利益は回避す
ることができると述べている。この発言においても論争における重要な論点を論じることができてい
る。市民社会において真正性を認めることができる発言であろう。さらに、パフォーマンス課題に対
する回答は次のようであった。 
 
 長崎新幹線建設に賛成です。なぜなら、幸福が実現できて不平等にはならないからです。相手は
鹿島市が不利益を受けると主張しました。しかし、ぼくたちは佐賀県が行っている道路の整備や地
域を活性化していく計画を行うことで不利益は受けないと考えています。また新幹線を建設すれば
佐賀県にたくさんの人が来ることが予想できます。そうすれば、佐賀県の経済は活性化することと
なります。だから、賛成です。 
 この回答からは、幸福と正義を比較することができていると判断できる。その理由として鹿島市に
おいて道路整備や地域振興によって不平等にはならないことを挙げている。それを踏まえることで佐
賀県の経済の活性化が実現できると結論付ける。 
 このようにＡは主張、反論、パフォーマンス課題に対する回答を考察すると、高い市民的パフォー
マンスを行っていることが明らかとなる。主張、反論においては現実の論争と同様の論点から論じる
新幹線の建設に賛成です。理由は佐賀県の経済が発展して幸福が大きくなるからです。他の新幹線
建設によっても地域が活性化している例もあります。 
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ことができている。さらに、パフォーマンス課題に対する回答では価値の比較を行い、それを支える
具体的な事実を根拠として挙げることができている。このような市民的パフォーマンスならば、政治
的市民社会においても真正性を認めることができよう。 
 Ａの発言及びパフォーマンス課題に対する回答を考察していくと、現実の社会的論争に対して政治
的市民社会において真正性を有する市民的パフォーマンスを一貫して行うことができている。小学校
第 6学年の学習者であるが、この単元を通して市民的パフォーマンスを高め、政治的な市民社会へ参
加していく契機となったのは明らかである。 
 
（２）市民的パフォーマンスを高める社会科学習評価についての考察 
 本項では、パフォーマンス課題に対する回答を対象として市民的パフォーマンスの高まりについて
考察していくこととしたい。第 5時において学習者はパフォーマンス課題に取り組んだ。回答が出さ
れたあとも教師は適宜指導を行い、修正するよう求めていくこととした。次の意見文を挙げる。 
 
資料７ レベル２からレベル３へ変容した意見文 
 
 まず上記の意見文はレベル２と評価した。なぜなら、結論と価値的理由付けについて述べているか
らである。しかし、討論学習における発言や資料については述べていない。そのため、前時のノート
や記録を振り返らせ、追加していくことを指導した。その結果、下記のように意見文が変容した。そ
の意見文は結論、価値的理由付けだけでなく授業における発言や資料を引用することができている。
そのため、レベル３の条件を満たすことができている。長崎新幹線建設問題についての思考の高まり
を可視化できた事例である。 
 次はレベル２からレベル４へ変容した例である。 
 
資料８ レベル２からレベル４へ変容した意見文 
【レベル２の意見文】 
反対です。新幹線建設に賛成している人は少ないと思うからです。一部の地域を衰退させること
は身勝手です。平等を目指す社会が大切だと思います。 
【レベル３に変容した意見文】 
反対です。なぜなら、鹿島市は正義を失うからです。一部の地域を衰退させることは身勝手です。
また影響がある人数も大きなものです。授業の中では影響がでるのは年間約 280 万人とありまし
た。だから、このことはとても深刻なことと考えられます。 
【レベル２の意見文】 
長崎新幹線の建設に賛成です。なぜなら、佐賀県の経済は活性化して佐賀県の人々の幸福が大きく
なるからである。 
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この事例においても意見文の内容は高まっている。指導すべき点もルーブリックの基準に基づくこ
とで明確となっている。すなわち、討論における具体的な両派の資料や発言を引用して書くことを指
導するのである。 
では意見文の内容を検討しよう。資料４では長崎新幹線建設に賛成の立場である。理由としては、
佐賀県の状況を考慮すると、経済の活性化は重要であり、反対派の主張については道路整備や地域振
興によって深刻性は小さくなることを挙げる。このような判断は、政治的市民社会において重要とな
っていく。なぜなら、政治的社会においては特定の利益に縛られず、中立的な立場に立った判断が求
められるからである。この意見文についても一方の立場から論じていない。両意見を取り上げ、比較
することができているのである。以上を踏まえた指導以前と指導後のパフォーマンス課題の評価結果
は次のようになっている。 
パフォーマンス課題の実施後、レベル３をクリアーしている学習者は 15人であり、39％である。し
かし、適宜指導を行った後のパフォーマンス課題については 29人、76％となった。先述したように本
単元における通過率は 70％であった。そのため、本単元の目標は達成されたということができるであ
ろう。 
このように、質的な評価においては、学習者は社会的な論争に参加することで政治的な市民社会に
おいて価値を持つ発言を行ったり、意見文を作成したりすることができたと評価した。一方、量的な
評価においても通過率を上回ることができた。すなわち、この授業によって学習者は市民的パフォー
マンスを高めることができたと言えよう。 
 
資料９ パフォ－マンス課題の評価結果 
 
５ 小 括 
本節は、社会参加としての社会科学習評価を具体的に開発することを目的とした。それに応えるよ
うに、公民的資質を直接的に評価していくため、評価対象を市民的パフォーマンスに求め、真正の評
【レベル４に変容した意見文】 
長崎新幹線の建設に賛成です。なぜなら、賛成側の佐賀県の経済が活性化することで幸福が大きく
なるからです。佐賀県は赤字が大きく、どうにかして赤字を減らしてことが大切になります。だか
ら建設によって観光客が増えれば赤字は減ります。反対側が言う鹿島市を不便にさせるということ
は道路の建設により、変わらないと思います。だから幸福の方が大きいと思い賛成します。 
【指導以前の評価結果】 【指導後の評価結果】 
レベル４  ５人 
レベル３  10 人 
レベル２  16 人 
レベル１  ７人 
レベル４  14人 
レベル３  15人 
レベル２  ６人 
レベル１  ３人 
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価論に基づいた社会科学習評価としてのパフォーマンス評価を設計した。それでは政治的市民社会に
おいて真正性を有する社会科授業、学習評価を設計していかなければならないことを意味する。さら
に、実践後に有効性を検証した。それでは、社会的論争に参加することで政治的市民社会において真
正性を有する発言をすることができた。また、パフォ－マンス課題について回答していくことで高い
市民的パフォーマンスを得られることが明らかとなった。さらに、「逆向き設計」論による目標と評価
の一体化についても忘れてはならない。真正性を考慮した「逆向き設計」論の開発手順に則ることで、
よりよい社会科授業と学習評価を展開していくことが可能となっていこう。 
 しかし、社会科授業においてパフォ－マンス評価を導入した事例は数少ない。そのため、今後はパ
フォーマンス評価を導入した社会科授業の事例を増やしていくことで、新たな可能性を拓いていくこ
とを課題としたい。 
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ギップス、Ｃ.、Ｖ.、2001、『新しい評価を求めて－テスト教育の終焉－』（鈴木秀幸訳）論創社。 
松下佳代、2009、『パフォーマンス評価－子どもの思考と表現を評価する－』日本標準ブックレッ
ト No.7。 
ハート、Ｄ.、2012、『パフォーマンス評価入門－「真正の評価」論からの提案－』（田中耕治：訳）
ミネルヴァ書房。 
豊嶌啓司、柴田康弘、2016、「概念活用の思考評価－再文脈により他者との関係構築思考を評価す
る中学校社会科の評価問題開発－」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 85号、pp.1－10。 
豊嶌啓司、柴田康弘、2016、「アウトカムのための社会科市民的資質評価－『真正の学力』論と『学
習のための評価』を手がかりに－」教育目標・評価学会編『教育目標・評価学会紀要』第 26号、pp.41
－51。 
４）前掲１）、ｐ.56。 
５）「逆向き設計」論については、次を参照。 
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西岡加名恵、2005、「ウィギンズとマクタイによる『逆向き設計』論の意義と課題」日本カリキュ
ラム学会編『カリキュラム研究』第 14号、pp.15－29を参照している。 
また、前掲２）の Understanding by Design の翻訳としては以下がある。 
  ウィギンズ、Ｇ.、マクタイ、Ｊ.、2012、『理解をもたらすカリキュラム設計－『逆向き設計』の
理論と方法－』（西岡加名恵：訳）日本標準。 
６）長崎新幹線建設問題の授業案については、次がある。 
田本正一、2008、「状況論的アプローチによる社会科論争問題授業の開発‐中学校公民的分野単元
『長崎新幹線建設問題』-」全国社会科教育学会編『社会科研究』第 69号、pp.11-20。 
なお、本授業は小学校第６学年用に作り変えて授業を実践していることを付記しておく。 
７）遠藤貴広、2003、「Ｇ.ウィギンズの教育評価論における『真正性』概念－『真正の評価』論に対
する批判を踏まえて－」教育目標・評価学会編『教育目標・評価学会紀要』第 13号、ｐ.39。 
８）同書、pp.38－41において示されている。 
９）市民社会については次の論考を参考にした。 
佐長健司、2012、「社会科授業における問いの状況論的検討－正統的周辺参加としての学びを求め
て－」日本社会科教育学会編『社会科教育研究』第 115号、pp.79－89。 
佐長は市民社会を３つの側面からとらえる。第 1に政治的な市民社会、第 2に経済的な市民社会、
第 3 に市民によって自発的に開かれる市民社会である。その上で、社会科教育は第 1 の政治的な市
民社会を選びとることを主張している。 
10）ギップス、Ｃ.、Ｖ.、前掲３）、ｐ.135。 
11）同。 
12）石井秀真、2003、「米国における教育評価の研究の動向－『真正の評価』論の展開を中心に‐」田
中耕治編『教育評価の未来を拓く－目標に準拠した評価の現状・課題・展望－』ミネルヴァ書房、
ｐ.205。 
13）西岡加名恵、2007、「『逆向き設計』論にもとづくカリキュラム編成－中学校社会科における開発
事例－」教育目標・評価学会編『教育目標・評価学会紀要』第 17号、ｐ.17。 
14）同書、p.16についての表記を筆者が一部修正を行い要約した。 
15）三藤あさみ、2011、「中学校社会科（地理的分野）における『思考力・判断力・表現力』の評価に
ついて‐単元『世界と比べた日本の地域的特色』を例に‐」教育目標・評価学会編『教育目標・評
価学会紀要』第 21号、pp.18－26。 
16）同書、pp.18－19。 
17）同書、ｐ.19。 
18）同。 
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第２節 アンラーニングとしての社会科学習評価の開発 
 
１ 市民の視点から評価する必要性 
本節は、アンラーニングとしての社会科学習評価の開発を目的とする。ここでのアンラーニングと
は、学習者と教師、あるいはそれらと第三者などが相互構成的に学び直しすることを意味する。すな
わち、学習者だけがアンラーニングするのではなく、それ以外の他者も同様にアンラーニングするこ
とを可能にする社会科学習評価を開発していきたい。 
それを達成できるように、市民社会に十全的に参加できる市民を育成することを目的とした社会科
論の構築のため、学習を学校とその外部に広がる市民社会とのつながりの中で捉えなおす。そのため、
個人の内面に形成された知識や技能だけではなく、市民社会への参加の程度を学校とは異なる立場か
ら評価する過程を組み込んだ授業のあり方を提案することを目的とする。  
このような目的からすれば、従来においても社会参加による社会科授業が提案されていることに注
目したい１）。それによると、学習者に価値判断や意思決定によって導出された公共政策を提案させる
ことが大きな意義であるという。さらに、「評価する際には、言語によって表現された『提案書』や『学
習振り返りシート』などを利用することになる」２）とある。これらを考慮すると、総合的な知識や技
能を現実の市民社会から評価していくこととなろう。それは個人の内面に知識や技能をとどめず、そ
の外部に広がる学習資源や他者に目を向けることを意味している。 
このように、外部に広がる学習資源や他者に目を向けようとする方法については大きな意義を認め
ることができよう。しかし、次の２つで課題を認めることができる。第１は、知識や技能は外部に広
がる学習資源や他者に目を向けていこうとするが、不十分に終わり、個人の内面にそれらをみようと
することである。知識や技能は個人を超えて形成されるという可能性について、さらに検討するべき
であろう３）。第２は、学習評価の結果を数量的な研究方法を用いていることである。社会参加の原理
に対応した学習評価においてもアンケートを実施し、その結果を統計的に解釈する。そのため、学習
評価に質的研究方法からのアプローチも必要ではないだろうか。 
そこで、ナラティヴ・アプローチ（narrative approach）４）に依拠して、社会科学習評価に関する
知見を引き出したい。ナラティヴ・アプローチは質的研究５）の 1 つであり、語り手と聞き手が共同行
為によって生み出す語りを解釈する手法である。それはインフォーマントを選定し、インタビューを
行う。その記録を文字データであるトランスクリプトへと変換し、それを解釈していくのである。 
 ナラティヴ・アプローチはインタビュー法などと異なり、あらかじめ質問内容などを設定しない。
語り手と聞き手の関係により、語る内容が決定されていく。すなわち、共同行為があればこそ生まれ
る語りだと考えるのである。それは、単なるインタビュー法とは決定的に異なるのである。さらに、
それによるデータ解釈では実証主義に基づいた、仮説を立て、分析視点を明確にしてデータを解釈す
るようなことはしない。それでは、インフォーマントの語りに驚いたり、共感したりすることに重点
を置くという直観的な手法となろう。しかし、教師と学習者の語りに着目し，何を語ったのか，ある
いはどのように語ったのかについて分析することで，実践における秩序や規則を見いだしていくがで
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きる。すなわち、実証主義に基づく解釈では見落とされてきた事実にも焦点を当てることができるの
である。そのことがナラティヴ・アプローチの新奇性であり、本節の目的に沿う方法であろう。 
さらには、解釈にあたっては、正統的周辺参加に依拠したい６）。正統的周辺参加は、あらゆる学習
を共同体への参加としてみなす。このような立場からすれば、どの共同体に参加しているのかが重要
となる。さらには、その共同体へ正統的、かつ周辺的に参加しているのかが重要となる。そのようで
あれば、社会科授業も何かしらの共同体への参加としての学習であるとみなすことができる。本節で
は、参加すべき共同体は市民社会であるとしたい。市民社会へと参加するように社会科授業を構成し
ていくことで、市民の育成を目指していくのである。すると、学習者が如何に市民社会へ参加できて
いるのかを把握していくことが重要となろう。すなわち、参加の強弱に注目する社会科学習評価が求
められるのである。参加程度が強ければ、十全的な参加を促していくことを把握できる。一方、参加
程度が弱い場合である。弱いということは第 1 に参加の程度を強めるように促す必要があろう。しか
し、十全的な参加から弱めていくという場合も考えられる。それは、従来の参加の仕方に疑問等を持
ち、周辺的な参加へと移行することである。すなわち、それはアンラーニングとなっていく。 
以上のことから、本節では、個人の内面に形成された知識や技能を測定するという立場の社会科学
習評価について疑念を高めている。そのため、知識や技能は個人の内面を超えて形成されていく立場
から市民社会への参加の程度を把握する社会科学習評価の可能性について明らかにしていくことした
い。そのために、次の４つについて論じることとする。 
第１に、社会科学習評価の先行研究を整理し、本節がどのように異なるのかついて明らかにしたい。
第２に、市民社会への参加に注目した社会科学習評価の原理を明らかにしたい。そうすることで、相
互構成的にアンラーニングを可能にする学習評価の原理を明確にしたい。第３に、特定の小学校社会
科授業において、ある１人の学習者が形成した知識や思考に関するナラティヴを取り上げ、市民社会
への参加の程度を把握したい。第４に、市民社会への参加に注目した社会科学習評価の意義について
確認する。 
以上から、市民社会への参加の程度を測定する学習評価へと転換していきたい。そのことは、知識
や技能が個人の内面にとどまらず、その外部に広がる市民社会に溢れ出しているこという可能性につ
いて明らかにすることとなろう。すなわち、学習を学校と外部に広がる市民社会とのつながりの中で
とらえ直す新たな社会科論を提案していくことが目的である。 
 
２ 社会科学習評価研究の批判的検討 
 近年の社会科学習評価研究を鑑みると、授業構成論の多様化に伴い、知識や技能を総合的に評価す
るパフォーマンス評価を取り入れるなど評価の対象を拡大し、市民的資質を広く評価するようになっ
た。さらには、社会参加を原理とした実際の行動までを評価する研究も出てきている。それらの先行
研究を整理し、到達点を明らかにする。 
第１は、社会科パフォーマンス評価の研究である７）。この研究では、市民的パフォーマンスを評価
対象とし、ルーブリックを活用して評価するものである。パフォーマンス評価法の導入によって、討
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論を取り入れた授業、さらには社会問題について意見文を作成する授業と学習評価の原理的一致が目
指されてきたのである。この研究により、個別の知識や技能の習得を測定するのではなく、総合的な
知識や技能である市民的パフォーマンスの測定を可能とした。 
第２は、唐木清志や松浦雄典らの社会参加を原理とした評価の研究である。それぞれについて検討
する。まずは唐木の場合である８）。唐木は、サービス・ラーニングを提唱する。その特徴は次のよう
である。第１は，「教室において習得された学問的な知識・技能を活用しながら，生徒が社会的活動を
展開するという観点」９）であり，第２は，「さまざまな機会及びさまざまな方法を利用しながら，生
徒が社会的活動を振り返るという観点」10）である。この授業構成論よれば，学校において習得した知
識・技能を現実の社会に実際に参加していくことで社会の問題を解決していくことができると考える。
さらに、提案文を出したり、問題解決を図ったりすることでその解決性がどの程度であったかを評価
していく。このように、学校でよりよい知識や技能が習得されれば、社会において有用な行為が可能
となることを示している。 
次に、松浦の場合である 11）。松浦は、批判的参加学習を提唱する。その特徴は次である。批判的参
加学習は、批判的合理主義の原理に基づいている。すなわち，実証的に反証を試み，推論と反駁によ
って連続的・発展的に知識や技能は成長していくこと考える。さらに，反証に耐え，習得された概念
的知識は説明力が大きく，あらゆる状況において転移・応用することが可能となり，大きな説明力を
持ちうるものであるとして受け入れられている。これらの知識や技能は転移・応用可能なため，どの
ような状況においてもよりよい意思決定ができると考えるのである。さらに、評価においては、到達
目標を設定し、その到達程度を把握することとなる。したがって、松浦の授業構成論は、よりよい意
思決定を行うためには、学校においてよりよい知識や技能を習得する必要があると考えている。 
 以上、社会科パフォーマンス評価、社会参加を原理とした授業および評価について整理した。これ
らの研究によれば、学校における知識や技能と現実の市民社会において有用な行為との関係を評価可
能としてきたといえよう。 
しかし、これらの学習評価や授業構成論の根底には、従来通りの学校と社会の学習を峻別している。
すなわち、前者の知識中心の学習評価に後者の行動を含む学習評価を付加するというものであるとい
う点が問題である。学校での学習が市民社会において有用になるには、転移・応用の概念が必要とな
る。従来の社会科教育においては、転移・応用について肯定的な立場であった 12）。一方、それを否定
する論考も出されている 13）。すると、転移・応用が可能であると証明することも難しく、転移・応用
はしないと断言できないこともまた事実である。 
そこで、両者を連続的一体化的に捉え直した社会科学習評価論が必要ではないだろうか。物理的に
は学校において学習を展開するが、その学習は市民社会においても意味や価値を有する学習としてい
くのである。すなわち、学校と社会をつなげ、知識や技能が有用になるように社会的文脈の中で活用
できる学習を展開していくことが必要ではないかと考える。 
市民社会において意味や価値を有する学習とするには、学習を学校だけにとどめてはいけない。そ
の外部の市民社会へと広げる必要があろう。すると、教師だけが学習評価することに疑問が残る。な
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ぜなら、教師の評価だけでは、市民社会において有用な学習であるとは必ずしも言えないからである。
したがって、評価方法においては、教師以外の第三者と共同して学習評価していくことが求められよ
う。これらを踏まえた社会科学習評価の原理を次項で述べることとする。 
 
３ 市民社体への参加に注目した社会科学習評価の原理 
（１）正統的周辺参加による「参加」 
 本節は、学習者のナラティヴを正統的周辺参加の理論によって解釈していく。したがって、正統的
周辺参加の理論を概観する。そうすることで、「参加」の概念を明確としたい。 
正統的周辺参加は、あらゆる学習を共同体への参加としてみなす。例えば、いわゆる授業勉強であ
っても受験生へと変容していく学校共同体への参加としてみることができるのである。したがって、
従来の社会参加といわれる学習のように、学習を参加型と非参加型があるとは考えないのである。こ
のような観点からすれば、どの共同体に参加しているのかが重要となる。さらには、その共同体へ正
統的、かつ周辺的に参加しているのかが重要となる。 
 このような正統的周辺参加によれば、「参加」の概念が重要となろう。したがって、「参加」の概念
について整理しよう。参加とは、ある共同体において役割を果たしていくことである。本節の文脈で
は、市民社会において求められることを行うこととなろう。市民社会とは民主主義社会であり，政治
的決定に誰もが参加するとみなす政治的市民社会としたい 14）。それは、市民が自由で平等に共存でき、
自らの統治によって支配していくポリス的な政治社会のことである。すると、市民とは政治的決定に
関わることができる自立した個人ことを意味するであろう。さらに、政治的な決定に参加するのは，
社会的な政策や制度，システムの改廃に関して論争的な場合である。論争的でないならば，あえて参
加していくことはない。しかし，主張が対立するものであれば，市民は社会的論争に積極的に参加し，
政治的な決定に関わることとなる。すなわち，市民は社会的論争に参加することとなるのである。  
したがって、市民社会において認められる行為を行うことで市民として成長すると考えるのである。
それは社会的論争に参加し市民としてよりよい主張をしたり、行為をしたりすることであろう。しか
し、繰り返すが、その成長は知識や技能とし個人の内面に求めるのではない。では、どのようにして
市民としての変容を捉えられるのか。それは、学習者とそれを取り巻くリソースとの関係性の変容を
捉えるのである。ここでのリソースとは、人、もの、ことなどのあらゆる環境のことを意味する。し
たがって、これらとの関係性がどのように変容したかをとらえていくことで共同体への参加の程度を
把握していくのである。もちろん、関係性が変容したと認められ、参加が強められたと考えられる場
合があろう。一方、関係性の変容が認められず、参加の程度は変化していないと考えられる場合もあ
ろう。その判断基準は、共同体においてよりよい行為として認められるか否かである。例えば、前述
の受験勉強であれば、進学校における受験共同体において認められる行為となっているかが判断基準
となろう。もちろん本節では市民社会において認められるか否かが判断基準となる。すなわち、学校
の外部に広がる市民社会との関係性の構築を求められるのである。この関係性の変容がアンラーニン
グとなっていく。強いアンラーニングとなれば、この関係性は大きく変容しよう。弱い場合であれば、
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その逆である。さらに、それらはどちらか一方に生じるのではない。程度の差はあれども両者が相互
構成的に関係性を変容させていくのである。 
 これらの変容を学習者Ａのナラティヴによって明らかにしたい。すると、どのように市民として変
容しているのかについての知見を得られるのではないかと考えている。 
 
（２）市民社会への参加に注目した社会科学習評価の原理的基礎付け 
① 問いとしての市民的課題 
社会科授業は市民社会において意味や価値をもつ行為を行うことができるようにしなければならな
い。さらに、市民社会の内実は前述したように、政治的市民社会と考えている。したがって、政治的
市民社会に参加するように社会科授業は構成しなければならない。 
 政治的市民社会では、そこで認められる有用なパフォーマンスが求められる。すなわち、政治的決
定に関与し、議論していくパフォーマンスである。それらを市民的パフォーマンスとする。このよう
な市民的パフォーマンスを社会科授業における学力として求めていくこととする 15）。 
 市民的パフォーマンスを対象として評価を行う。では、問いはどのようになるのか。問いは、市民
的課題となることが考えられる。市民的課題の例として佐賀県では、「佐賀空港オスプレイ配備計画
の是非」を挙げることができる。それでは、佐賀空港の利用をめぐり、アメリカ軍用機であるオスプ
レイを配備するか否かが問題となり議論がなされている。このような市民的課題について議論してい
くことが、政治的市民社会への参加となるのである。よって、参加の観点からすれば、問いを市民的
課題とすべきである。すると、従来の社会科授業のように、内的動機付けなどによって学習課題を作
成していくようなことはしないのである。すなわち、問いは市民社会にあるのと考えるのである。そ
の市民的課題に応えていくことで学習者は市民として成長していくのである。 
しかし、一方で議論するのではなく、市民は異なる方法で市民社会において行為を行うのではない
かという指摘もあろう。「佐賀空港オスプレイ配備計画の是非」の場合である。市民的パフォーマン
スでいえば、反対運動に参加する、あるいはロビー活動に参加するなどの行為が考えられる。しかし、
この場合においては、学習者の周辺性が確保されていない。なぜなら、社会的論争への解決に向けて
ロビー活動を行うなどの行為は、一般的な市民の行為とは考えられないからである。本節では、社会
的論争に対して議論をし、主張を作成していくなどの行為が市民としての周辺性を保ち得ると考えて
いる。 
このように問いを市民的課題とすることで、政治的な決定への動きを注目するなどの民主的な市民
社会へ参加していくようになるのである。 
 
② 評価方法としての教師以外の第三者による評価法 
市民社会への参加の観点からすると、従来の評価方法とどのように異なるのか明らかにしたい。従
来の評価方法は、第１に学習目標が明確に設定される。第２に、その学習目標を達成できたかを測定
するために評価規準が設定され、さらには達成基準が設定される。それにしたがって、教師が学習目
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標の達成度を測定していくという手続きを経る。すなわち，目標に基づいた評価を行っていた
（goal-based evaluation以下，ＧＢＥ）。ＧＢＥとは，タイラ （ーTyler,R.W.）16），ブルーム（Bloom,B.S.）
17）に至る，教育目標を重視する評価論に流れをもつ。 
 しかし、参加の観点からすると、目標に基づいた評価方法には大きな疑問を感じざるを得ない。な
ぜなら、市民社会においては明確な目標を立てること、さらには評価基準などを設けることはしない
からである。例えば、前述の「佐賀空港オスプレイ配備計画の是非」についての正解はない。オスプ
レイを配備することが公共の利益を増幅させる可能性はある。しかし、オスプレイを配備することで
公共の利益を減少させる可能性もある。さらに、いずれの結論に達成してもその解答が正解であると
はいえないのである。 
 このように考えると、従来の評価方法については市民社会においては、意味や価値を失うものとな
ろう。そこで、新たな理論が必要となる。すなわち、教師以外の第三者による評価法である 18）。根津
朋実は、教師以外の第三者による評価は、「評価にあたり、『独立性』を重視する評価者を指す。」
19）と述べる。特に、目標と評価の切り離しが重要であると指摘している。すなわち、「計画者や実施
者が設定した目標は、計画および実施には必要だが、評価にとって必須ではない」20）ことを強調する
のである。 
このように、教師以外の第三者による評価法によれば、目標から切り離された各々の評価基準、あ
るいは評価の観点をもつこととなる。各々が各々の評価基準、評価観点から学習成果物を評価してい
くのである。もちろん、このようでは客観性が担保できない。したがって、様々な評価者から学習成
果物を評価してもらうこととする。それは複数の異質性を有する評価者が、対象を評価することとな
る。複数の異質性を有する評価者が、対象を様々な視点から評価することで対象をありのままに評価
することができる。もちろん評価者によって評価結果は異なろう。しかし、複数の評価者に一定の評
価を得るものが学習成果物として意味や価値を有するものとなろう。そのことは、市民社会において
も同様であろう。 
 
４ 市民社会への参加に注目した社会科学習評価の実際 
（１）小学校第３学年の単元計画の概要 
本授業は、小学校第３学年単元「佐賀市まちづくりについて考えよう」である。授業者は、田本正
一であり、児童は 31名である。６時間で授業は構成している 21）。単元の目標は、「佐賀市は急速に少
子高齢化が進むことを理解する。少子高齢化に対応したまちづくりを進めていく必要性について考え
ていくことができる。さらに，少子高齢化社会における佐賀市まちづくりについて討論することで市
民の一員として参加していることを自覚することも学習目標としたい。」である 22） 
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表１ 単元の指導計画 
 
（２）学習評価の概要 
 以上の単元計画にしたがって実践を行っている。さらには、学習者の意見文を第三者から評価して
もらっている。学習評価の概要については、以下のようである。 
主張の評価については学習者各自に討論を振り返らせて、複数の状況を想定した文章を書くパフォ
ーマンスを行わせる。さらに、そのパフォーマンスは市民社会における一般的な市民からの目線から
評価していくこととなる。それは市民としての常識や経験である。したがって、目標に準拠した規準、
あるいは到達規準を設定することはない。それは従来のある１つの目標を授業者が設定し、その規準
に基づきすべての評価者が評価していくというものではない。それは多様な評価者が各々の視点や規
準で評価していくことを意図する。そのため、それぞれの評価者がもっている規準が、「隠れた規準」
として評価後に現れてくるものであろう。 
本節では、各々の立場から評価に参加してもらった市民に、教師とは異なる学校外の価値観等に基
づき評価してもらうことに意義がある。そのため、市民の常識や経験の十全性に一定の定義があるわ
けではない。各々が各々の規準をもつからである。しかし、次の３点のような大まかな規準はあると
考えられる。 
① 実現可能な主張となっているか 
② 主張することにより、新たな問題を生じさせないか 
③ 主張を実行することは効果的か 
以上の３点は、新たな主張を行う上で欠かすことができないものである。よって、次章でこの規準
により、第三者がどのように評価しているかについての考察を加える。さらに、評価後は学習者各自
に振り返らせ、意見文を修正させる、そうすることで、評価のフィードバックとしての機能をもたせ
たい。パフォーマンス課題及び、第三者への評価依頼状、及び評価者は次である。 
 
 
 
段階 主な学習活動 日時 
導入 
 
 
 
 
展開 
 
 
終結 
① 課題「佐賀市まちづくりのあり方についての意見をまとめよ
う」を設定する。 
② 佐賀市中心街の衰退化の現状を知る。 
③ 活性化の方法について考える。 
④ 活性化の方法について議論する。 
⑤ 佐賀市の状況を知る。 
⑥ 高齢者に合わせたまちづくりの是非について議論する。 
⑦ 佐賀市まちづくりについての意見文を書く。 
⑧ 第三者評価を踏まえて、意見文を修正する。 
6月 16日 
 
6月 19日 
6月 22日 
6月 25日 
6月 29日 
7月 1日 
7月 3日 
7月 14日 
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資料１ パフォーマンス課題 
 みなさんは、テーマ「佐賀市は高齢者に合ったまちづくりをすすめるべきである」について討論
を行いました。討論の内容をふまえて、これからの佐賀市は、どのようなまちづくりをすすめるべ
きでしょうか。意見文を書きましょう。意見文を書く時には、次のことを必ず書きましょう。 
①どのようなまちづくりにすべきかについての結論 
②なぜ、そのようなまちづくりをするのかについての理由づけ 
④ 授業における資料や討論の内容をたくさん書くこと 
 
資料２ 評価依頼状 
 評価者の皆様 
 お渡ししている意見文は、パフォーマンス課題である「佐賀市まちづくりをどのようにすすめて
いくべきか。」を受けて子どもたちが記述したものです。この主張文をお読みになり、ご自由に評価
いただきたいと思います。なお、評価の際には、評価内容及び重視された観点を記述願います。例
えば、次のようなことが考えられます。 
【評価例】 
・佐賀市は高齢者に対応したまちづくりを進めていくことは大いに評価できます。しかし、同時に
経済も活性化していくべきと思います。経済の視点がこの意見文には欠けています。したがって、
経済の視点を踏まえて修正してみてはどうでしょうか。 
【観点】経済の活性化 
 
 評価者の概要は、次である。 
評価者１ 学習者の保護者。専業主婦であり、一般的な市民である。 
評価者２ 本校の教師。小学校の教師であるため、様々な教科・領域において知識が豊富。 
評価者３ まちづくりに関わる NPO法人の職員。佐賀市中心街の活性化に関わるまちづくりの専門家。 
 なお、評価者を選定するうえで考慮したことは、まちづくりの専門家、さらには一般的な市民の代
表者に依頼することであった。なぜなら、多様性を重視することであらゆる視点から対象を評価して
もらうことになるからである。もちろん評価者によって考え方は、異なる。よって、評価内容も多様
となることは十分承知している。しかし、それこそ重要視すべきことである。なぜなら、市民社会へ
の参加に注目した学習評価は、多様な考え方を通して、学習者を成長させていくと考えるからである。
したがって、多様な職業、あるいは考え方の違いをもちうる評価者を選定していくことが重要となっ
てくる。 
 
（３）インタビューの概要 
分析に先立って示したいことは，インタビュー調査の概要である。以下のようである。 
日時：2015年 7月 11日（土）    
場所：インフォーマント宅 
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インタビューアー：田本 正一、以下では「＊」と記載。 
インフォーマント：佐賀市立高木瀬小学校第 3学年児童・女、以下では「Ａ」と記載。 
語りのシークエンス（  ）内は発言番号 
１ １学期における社会科学習の確認（101～115） 
２ 新しい視点から考えるということ（201～225） 
３ 討論の内容と論点の確認（301～330） 
４ 第三者による評価についての応答（401～433） 
５ 佐賀市まちづくりについての意見の再構成（501～533） 
６ 第三者評価について（601～622） 
 
 紙幅の都合上、語りのすべてを記述できないため、概要を示す。なお、語りの詳細については、本
節の最後に示すこととする。101～115については、第２学年まで行われていた生活科と社会科との違
いについて語ることとなる。201～225については、教科書や学校で学んだことだけでは、現実の社会
において意味や価値を有し得ないことがあることについて語っていく。さらに、現実の社会に応じて
学んでいく必要性についても語っている。301～330については、授業における討論の内容の確認やそ
こで明らかとなった論点について確認する。主な論点としては、高齢者に合わせたまちづくりの必要
性、若者のニーズの排除などである。さらに、401～433においては、第三者による評価に対しての応
答である。学習者Ａは、バリアフリーを過度に進めると、逆効果があることなどについて述べ、評価
者に対して対立的な見解を述べる。一方で、評価について認めるべき点についても述べ、葛藤する姿
が見受けられる。501～533 においては、評価を受けて学習者Ａが意見を修正し、再構成していく姿が
見受けられる。その内容は、佐賀市の様々な状況へと向けられていく。601～622については、第三者
からの評価を受けての感想が述べられていく。そこでは、専門家から受ける評価は厳しいと述べる。
しかし一方で、越えなければならないということについても述べられている。 
 
５ 市民社会への参加に注目した社会科学習評価の考察 
（１）新参者と古参者における対立と葛藤 
 市民社会における新参者としての学習者は、市民的パフォーマンスを古参者である一般的な市民や
まちづくりの専門家から評価を受ける。学習者Ａは、テーマについて反対の立場である。学習者Ａの
意見文は次のようである。 
 
資料３ 学習者Ａの意見文 
 佐賀市は、高齢者にあったまちづくりをすすめるべきではないと思います。その理由を２つ言い
ます。１つ目の理由は、高齢者にあったまちを作ると、若者たちにとって住みにくくなるからです。
しかし、賛成側から「バリアフリーによって若者も住みやすくなるのでは」という反論がありまし
た。確かにすみやすくなる若者もいます。しかし、わざわざお金をかけてバリアフリーをしてほし
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いと思う若者は少ないと思います。２つ目の理由は、高齢者に合わせすぎると若者が他県に行くか
もしれないからです。なぜなら、佐賀に魅力がなくなるからです。そうすると、さらに若者が減る
ことになります。この２つの理由によって、わたしは高齢者に合わせたまちづくりは進めていくべ
きではないと思います。 
 
 この意見文について評価者３（まちづくりに関わる NPO法人の職員）から批判的見解を受けている。
次のようである。 
 
401＊：１つ目の意見は、この意見文は３年生なのによく考えて書くことができています。とても感心
しました。でも、次のことがよく分かりません。高齢者に合わせてまちづくりをすると、若者
が住みにくくなると書いてありました。本当に住みにくくなるのかなと思いました。例えば、
バリアフリーが充実したまちは若者にとっても住みやすいものになっているのではないかと思
われます。２つ目は、高齢者に合わせすぎると若者が他の県に行ってしまうと書かれてありま
した。確かに、あわせすぎると、若者にとって住みにくくなると思います。でも、バランスよ
くまちづくりを進めれば、高齢者も若者も住みやすくなるのではないかと思いました。３つ目
は、高齢者や若者という視点も大切だと思いますが、コンパクトシティの建設等もまちづくり
のあり方として大切ではないでしょうか。 
 
 401のナラティヴには記述されていないが、まちづくりの専門家は、「高齢者と若者の共生」、「現実
の政策」という評価の観点を挙げている。まちづくりの専門家は、高齢者と若者のどちらかに偏った
まちづくりを批判している。このことは、前述した「②主張することにより、新たな問題を生じさせ
ないか」に相当する。偏った政策は、新たな問題を引き起こす可能性を指摘している。さらには、現
実の政策の中からまちづくりを考察するように促している。このことは、「①実現可能な主張となって
いるか」に相当する。すなわち、コンパクトシティという実現可能性がある政策を考慮すべきことを
述べているのである。今回の評価内容では、「政策が効果的かどうか」については、明確に出されてい
ない。しかし、実行する政策が効果的かどうか考察していくことは重要であると思われる。もちろん
小学校第３学年という発達段階を考慮していることもあろう。 
この意見に対して学習者Ａは、評価者の意見を認めながら対立する見解を述べる。 
 
406Ａ：うーん、確かに当たっていることもあるけど。そう思わないこともある。 
407＊：どんなところ？ 
408Ａ：バリアフリーは住みやすいといっているけど、若者はそんなの必要ないと思います。お金だっ
てたくさんかかるし。やっぱり高齢者に合わせすぎるのはよくないです。 
409＊：なるほど、やっぱり高齢者に合わせすぎたまちを嫌いな若者もいるんだね。じゃあ、バランス
をとることが大切という意見はどう？ 
410Ａ：うーん、どのくらいずつがバランスがいいのかは分からないけど、高齢者と若者が住みやすい
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というまちをとにかくつくることが大切なのかな。 
411＊：評価者の意見は認められる？ 
412Ａ：私は、高齢者に合わせるまちづくりだけを考えていました。それはよくないと思います。でも、
確かに若者にも対応したまちづくり、バランスのとれたまちづくりをしていくのはとても大
切だと思います。 
 
 学習者Ａは、バリアフリーによるまちづくりの重要性については十分に認識している。しかし、バ
リアフリーは若者にとっては必要ないことを主張する。さらには、バリアフリーの拡充によって高齢
者に多くの予算が割かれることについて疑問を呈する。これらは、新参者である学習者と古参者であ
る専門家との間に対立が認められる。 
 さらに、その対立は葛藤へと変化する。409 において高齢者に偏ったまちづくりではなく、若者に
も対応したバランスがとれたまちづくりが提案される。そのことで、学習者Ａは、評価者に対立する
部分があるものの認めざるを得ない部分が生じてきている。それが 412 の発言となっているのであろ
う。すなわち、新たに若者と高齢者が共存できるまちづくりを進めていくべきであることについて認
識できたようである。 
レイヴらは、「熟練者と徒弟（あるいは、個人的な言い方から離れれば、世代間）のコンフリクト
は、日常の参加の過程で発生する」23）と述べる。このナラティヴにおいても学習者は評価内容を一部
認めつつ、対立して新たな主張を形成しようとする。一方で、新たな主張を形成するためには、どの
ように課題を克服していくべきかについて葛藤する。すなわち、新参者と古参者の対立と葛藤を認め
ることができるのである。 
 
（２）アクセスする対象としてのリソースの変化 
 前項では、新参者と古参者との間では対立と葛藤が生じていることについて述べた。では、学習者
Ａは、この学習を通して市民として変容できたのかについて確認したい。それは市民社会へ参加でき
たのか否かについて分析していくことである。参加の程度は、個人の内面に求めるのではなく、アク
セスする対象としてのリソースとの関係性によって明らかにする。 
リソースとは、他者や学習資源などの個人を取り巻く状況のことである。状況論の１つである正統
的周辺参加によれば、あらゆる学習は状況に埋め込まれているとする。したがって、行為について考
察するには、他者や学習資源などの状況と切り離して考えることができないのである。そのように考
えるならば、関係性とはリソース相互の結びつきの強弱を意味することとなろう。具体的に検討しよ
う。 
 
511＊：佐賀市まちづくりを進めるのは始めはどのようにすればよいと考えたてた？ 
512Ａ：うん、多分思いついた方法を言えば、よいまちづくりができると思っていました。だから、「ち
らしを配る」とか「品物を安くする」「駐車場をタダにする」とかの方法を考えたよ。でも、・・。 
513＊：でも？ 
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514Ａ：それって今までのやってきた方法だから、繰り返してもあまり大きな意味はないということに
なりました。だから、新しい考え方をすべきだと思いました。 
515＊：どのように？ 
516Ａ：まずは、佐賀市は人口が減っていて高齢者の人が増えていることを踏まえないといけないと思
いました。それと、Ｂさん（まちづくりに関わる NPO 法人の職員）の意見を聞いて、佐賀市の
状況に合わせることが大切だと思いました。 
517＊：佐賀市の状況って例えばどんなこと？ 
518Ａ：例えば、バスや鉄道などの交通がどんなになっているのか。歴史的な古い建物が集まっている
ところがあるとか。あといろいろな行事があっていることなどです。 
 
 学習者Ａの発言では、学習の始めに当たっては「ちらしを配る」、「品物を安くする」などの方法が
考えられている。それは、いわゆる教科書に記述されている一般的に考えられる活性化の方法につい
てであろう。 
 しかし、それらの方法では現実の市民社会においては意味や価値を持ちえないことについて理解で
きたようである。さらに、第三者評価によって、まちづくりの新たな在り方について考えが広がって
いることがうかがえる。学習者Ａは、第１に佐賀市の少子高齢化について踏まえることが重要である
という。確かに佐賀市は少子高齢化が進み、さらには今後急激な人口減少が懸念されると指摘されて
いる。第２に、佐賀市の具体的な状況を自覚するべきであることも重要であるという。発言では、交
通状況、歴史的状況などがそれである。確かに佐賀市の交通網は便利であるとは言い難い。さらには、
佐賀城下雛祭り、バルーンフェスタなど多くの観光客が見込める行事も存在している。そのような、
具体的な状況を踏まえることが重要であると述べているのである。 
 これらのことから、現実の市民社会においての取り組みついて考察を試みようとする。 
 
526Ａ：授業の中で、コンパクトシティの話が出てきたと思うんだけど、佐賀市もできるんじゃないか
な。コンパクトシティを考えれば、不便だったバスなんかもうまく佐賀市を回れるようになる
と思います。それと、佐賀城とか古い建物とかを見学にいくことができるんじゃないかな。そ
うすれば、佐賀市の観光地をぐるっと回れるようになって、佐賀市にたくさんの観光客がくる
と思います。 
 
 学習者Ａは、授業においてコンパクトシティの建設についての事例を思い出し、建設すべきである
と主張している。佐賀市のような小都市においてコンパクトシティを建設していくことは妥当な判断
である。しかもその内容は、学校の中に閉じられたものではなく、現実の市民社会の状況を踏まえた
ものであることは明らかであろう。 
 学校にとどまる学習であるなら次のようなリソース相互の結びつきの強弱である。すなわち、教師
と学習者が教科書を活用して学習を導く。関係性を表すならば、教師―学習者―教科書のリソースが
強く結びついていると考えることができよう。しかし、学習者Ａのナラティヴでは、次のようにリソ
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ース相互の結びつきを表すことができる。教師―学習者―佐賀市の少子高齢化―交通網の不便さ―歴
史的建造物―佐賀市における様々な行事―コンパクトシティの実現―まちづくりに携わる人々という
リソースが強く結びついていると考えることが出来る。すなわち、学校にとどまらず、その外部に広
がる現実の市民社会へと関係性が溢れ出ていることが明らかである。 
このことから、学習者Ａは第三者による評価によって、学校における閉じられた関係性から現実の
社会におけるリソースとの関係を結ぶことができたと考えられる。さらに、それは市民社会において
認められる行為であると指摘できよう。すなわち、関係性の変容ととらえることができる。しかし、
それは十全的な参加への移行と捉えない。学習者は第三者や教師との関係性によって新たな自己を形
成していく姿だと考えることができよう。それは、周辺的な参加へと自らを移行させていく行為だと
考えている。１つのアンラーニングの指導の結果であろう。 
 
（３）市民的パフォーマンスの変容 
 学習者Ａは、学習において関係性を変容させていたことが明らかになった。本項では、修正した意
見文がどのように第三者に評価されたのかについて分析していくことで市民的パフォーマンスの変容
ついて明らかにしたい。学習者Ａの修正された意見文は次である。 
資料４ 修正された学習者Ａの意見文 
佐賀市は便利なまちづくりをすすめていくべきだと思います。たとえば、コンパクトシティのよ
うなまちづくりです。授業では、高齢者に合わせるまちづくりの是非について学習しました。しか
し、それだけ考えるのではなくいろいろなことをふまえて考える必要があると思いました。まずは、
佐賀市は人口がへって、高齢者がふえていくということです。確かにバリアフリーをすすめていく
ことは大切です。でも、若者にとってよくないことも考えられます。だから、コンパクトシティの
ようなまちづくりをして、便利にするといいと思います。バスや鉄道が便利になると、佐賀市をう
まく回れます。そうすること、いろいろなことを見学できて観光客がたくさん来ると思います。次
に、コンパクトシティをすすめている他の市を参考にするといいと思います。活性化している市も
あるようです。どこの市も佐賀市のように人口は減って、高齢化はすすみます。だから、佐賀市は
先にコンパクトシティをすすめている市を参考にして、成功していることを取り入れていくことが
大切ではないかと思います。これらの理由によって、私は佐賀市はコンパクトシティのまちづくり
をすすめることで今よりよいまちになると思っています。 
  
学習者Ａは、高齢者と若者それぞれに対応したまちづくりの必要性を十分に認識した上でコンパク
トシティの建設を提案していくこととなる。コンパクトシティの必要性については、401 で述べてい
るように評価者３から述べられている。学習者Ａは、評価者３の評価内容を意見に反映させていくこ
ととなる。それは、新たなリソースを得て関係性を変容させていったと考えてもよいであろう。もち
ろんコンパクトシティの建設という意見を無視することもできたであろう。しかし、他都市でも実際
に行われている政策を重視して意見を再構成している。学習者Ａはその意見は意見を再構成する上で
より重要性が高いリソースとして考えられたのであろう。そのことで、評価者３によって新たな視点
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が得られ、アクセスするリソースが現実社会に広がっていると考えられよう。 
 では、修正された内容についてである。学習者Ａは、コンパクトシティの建設によってバスや鉄道
の利便性が高まると述べる。すなわち、回遊性が高まり佐賀市の魅力が高まると考えているのである。
さらに、少子高齢化についても言及し、コンパクトシティの建設を進めている都市の成果と課題を明
らかとして佐賀市にも生かしていくこと必要性について述べている。 
 コンパクトシティの建設による利便性の向上、少子高齢化に対応するまちづくりはいずれもまちづ
くりにとって重要であることは理解できる。このように修正された意見文は、以前示した意見文と比
較すると、質量ともに高いものへと変容したことは明らかであろう。それは市民社会において認めら
てることのできる市民的パフォーマンスであるといってもよい。しかし、最後に確認すべきは、前項
同様に、参加の強化とは考えない。現実の市民社会への参加の仕方を変容させていることを踏まえれ
ば、市民的パフォーマンスにおいてもアンラーニングとして捉えることが可能なのである。 
  
６ 小 括 
本節では、アンラーニングによる社会科学習評価の開発を目的とした。その社会科学習評価の原理
を参加に求めた。さらに、参加すべき共同体は市民社会とした。したがって、社会科においても参加
を原理として授業及び学習評価を実施すべきなのである。これらの問題意識から具体的に問いを市民
的課題とした。一方、評価方法については教師以外の第三者による評価法に求めた。そうすることで、
個人の内面を超えて知識や技能が形成されるという可能性について考察してきた。以上をもとに、市
民社会への参加に注目した社会科学習評価の意義について確認したい。 
 本節の学習評価では市民社会の新参者として学習者を考える。一方、一般的な市民を古参者である
と考える。すると、学習者が市民社会へ周辺的に参加することで、古参者である一般的な市民との間
で対立と葛藤が生じることが明らかとなった。今回の授業で言えば、学習者が市民社会の新参者とし
てまちづくりの提案をしたとしても、古参者としてのまちづくりの専門家が新参者である学習者の前
に大きく立ちはだかるのである。 
このような、対立や葛藤は古参者へと役割を変化させる契機となるものである。市民社会の新参者
と考えられる学習者は、参加の過程で古参者と考えられる市民から評価される。その評価内容は、新
参者にとって、必ずしも受け入れられる内容とは限らない。そこに学習者に対立や葛藤が生じるので
ある。この対立や葛藤から逃れることも考えられる。しかし、新たな自己を形成する契機を失うこと
になる。対立と葛藤を受け入れ、それを乗り越えようとする行為こそが重要となるのである。そのこ
ことで、周辺的な参加を回復させるというアンラーニングを達成させていくこととなる。それらが、
学習者Ａのナラティヴより明らかとなった。 
 この対立や葛藤に向き合うことで学習者は、リソースとの関係性を変容させていく。そのことは学
校にととまらず、その外部に広がる市民社会とのアクセスを可能にし、市民として変容していく過程
となっていこう。それは学習を学校と市民社会との関係の中でとらえ直すこととなる。このことが、
本節の意義となろう。 
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７ トランスクリプト 
 以下にトランスクリプトのすべてを示す。 
日時：2015年 7月 11日（土）    
場所：インフォーマント宅 
インタビューアー：田本 正一、以下では「＊」と記載。 
インフォーマント：佐賀市立高木瀬小学校第 3学年児童・女、以下では「A」と記載。 
 
語りのシークエンス（  ）内は発言番号 
１） １学期における社会科学習の確認（101～115） 
２） 新しい視点から考えるということ（201～225） 
３） 討論の内容と論点の確認（301～330） 
４） 第三者による評価についての応答（401～433） 
５） 佐賀市まちづくりについての意見の再構成（501～533） 
６） 第三者評価について（601～622） 
 
１） １学期における社会科学習の確認 
101＊：今日はいろいろお話を聞かせてもらいます。よろしくお願いします。 
102A：よろしくお願いします。 
103＊：３年生から社会科が新しく始まりましたね。２年生までは確か・・・ 
104A：生活科を勉強していたよ。 
105＊：そうそう。生活科だったね。じゃあ、１学期社会科を学習してみてどうだったかな。何か、違
うようなことはあったかな？ 
106A：社会科の学習では答えがないから、自分でいっぱいかんがえないといけなかった。それが楽し
かったです。 
107＊：考えられるのが楽しかった。たとえばどんなことかな？教科書やノートをみていいよ。 
   （教科書やノートを出して確認する） 
108A：うーんと、日本では人口が減っているから、それをどうやって増やしたらいいのかとかを考え
るのが楽しかった。 
109＊：確かにどうやって人口を増やしていくのかを考えていくのには答えはないね。そのようなこと
を考えるのが楽しかったんだね。先生も現実の社会の中で答えがないことを考えていくことが
社会科の学習だと思っています。 
110A：うん。ほかにもいろいろしたいな。 
111＊：どんなこと？ 
112A：佐賀県のこと、えっと、先生がよく言っているオスプレイのこととか。 
113＊：なるほどいいかもね。 
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114A：うん、絶対 2学期しようね。 
115＊：じゃあ、１学期の佐賀市の商店街の学習についていろいろ聞いていきます。いいかな？まず、
佐賀市の様子をいろいろ調べていったね。その中で、みんなが商店街が佐賀市にはほとんどな
いことに気付いたね。そして、それを詳しく調べていくと白山商店街は毎年買い物客数が減っ
ているということが分かったね。それでじゃあ、商店街を活性化させる方法について考えよう
としたね。 
 
２） 新しい視点から考えるということ 
201＊：そのことについてどう思う？ 
202A：すぐ思いつく方法を考えたよ。 
203＊：どんな方法だっけ 
204A：ポスターをつくるとか・・・でもあんまり使えない・・・ 
205＊：なんでだっけ？ 
206A：だって同じことしても同じ結果になるから・・・。 
207＊：そっかあ。今までの方法ではうまくいかないから、それを一回すてて新たに考えていくことが
重要ではないかって説明したね。 
208A：そうそう、えっと・・・ 
209＊：それを・・ 
210A：アンラーニング！ 
211＊：そうそうアンラーニング。今までの考え方に縛られない新しい考え方を生み出す必要があるみ
たいだね。それでみんなは、佐賀市の状況について調べていくようになったね。どんな状況が
あったかな。 
212A：佐賀市の周りに大きなショッピングセンターができていること、人口が減っていることとか、
高齢者が増えていることとか、私が考えていたまちとは大きく違っていました。 
213＊：どんなところがちがっていた？ 
214A：高齢者がこんなにも増えているとは思いませんでした。 
215＊：高齢者が多いと、違う考えをする必要があるの？ 
216A：うん。高齢者の人達は、若い人たちと違って、近いところや行きやすいところで買い物   
   をすると思います。 
217＊：うん、そうだね。 
218A：だから、佐賀市が高齢者が多くなっているならば、今までとはちがう方法を考えていく必要が
あると思いました。 
217＊：すると、やはり「ちらしを配る」などの方法は役立たない？ 
218A：「ちらしを配る」などの方法は、今までやってきました。でも、ほとんど変わっていないと思い
ます。だから、思い切って今までとはちがう方法を考えていくほうがいいと思いました。 
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219＊：たとえばどんなことをしようか？ 
220A：うーんと・・・ 
221＊：すぐには出ないかな。 
222A：うん、でも高齢者が多くなるのは是って意だから何かそれにあうことをする必要があると思う
よ。 
223＊：そうだね。先生も前、日本が少子高齢化になるという本を読んで大変なことが起きるかもしれ
ないって思ったんだ。 
224：A：そうだね。何とかしないとね。私もそう思う。 
225＊：3年生だけど高齢化が大きな問題だと感じているんだね。 
 
３） 討論の内容と論点の確認 
301＊：だからみんなは、このことを大切なことだと思ってテーマを決めていったんだね。討論のテー
マはなんだっけ？ 
302A：「佐賀市は高齢者に対応したまちづくりをすすめるべきである。賛成か、反対か。」です。 
303＊：このテーマについてはどう思った？ 
304A：うーん、少し難しいと思った。 
305＊：どんなところが？ 
306A：佐賀市は多分だけど、市や町がなくなる可能性があるからどんな風にまちづくりをすればよい
かを考えるのが難しかった。 
307＊：あーやっぱりこれからのまちづくりを考えていくのは難しいことなんだね。Aさんは、どっち
の立場だったのかな？ 
308A：反対。 
309＊：なんで反対だと思ったの？ 
310A：うーん、今は高齢者は増えているけど、未来は増えるとは限らないから。あと今に合ったまち
づくりをすると、将来ちがう状況になったら今やっていることが無駄になるかもしれないから。 
311＊：なるほど、じゃあ A さんは今という状況に合わせるのではなく、未来を想定してまちづくりを
進めていくことが重要だと考えているんだね。具体的には、どのように主張をしていますか？ 
312A：（主張文を読む）反対の立場。 
313＊：なるほどこれがＡさんが始めに作った意見文なんだね。1つ目の理由が、高齢者に合ったまち
づくりをすすめると、若者が住みにくくなるということだね。2 つ目の理由が、生活しにくく
なる。Ａさんは、高齢者よりも若者にとっても住みやすいまちづくりを進めていくべきではな
いかと考えたんだね。討論ではどのようになったのかな？ 
314A：相手からは弱いたちの人に合わせることが大切だという反論を受けました。あと、高齢者はこ
れから減るか分からないから今にあったまちづくりをすすめていくべきという反論がありまし
た。 
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315＊：そうだったね。じゃあ、どのように応答したのかな？ 
316A：うーんと、弱い人に合わせるのはとても大切だけど、どっちに合わせるかはバランスが大事と
思います。そして、これから高齢者が増えるか減るのかはわからないからどちらにもあわせて
いくことができるようにすべきだと思いました。 
317＊：なるほど。Ａさんは、賛成側の反論についてどのように思った？ 
318A：弱い立場の人に合わせるだけでなく、どっちもあわせることが大切と思いました。 
319＊：じゃあ、どうすればいいのかな？ 
320A：うーん。・・・ 
321＊：少し難しいね。今回のＡさんの立場では、弱い立場の人をどのようにしていくのか、今の状況
に合わせるのか、将来のことを予想してまちづくりをすすめていくのか、ということが今回
のポイントみたいだね。そして、最後に意見文を作り直しているよね、理由は何個になって
いますか。 
322A：２つ。1つ目は、高齢者に合わせすぎると若者にとってよくないです。2つ目は、高齢者に合わ
せると、若者が他の場所に出て行ってしまうです。 
323＊：1つ目の理由について今どう思う？ 
324A：高齢者にとって合わせるのはよくないと思います。だって、なんかいやだな。だって、何か得
若者がいやになると思うから。 
325＊：うーん、2つ目については？ 
326A：だって、さっきの意見と似ているけど、若者がそのまちが嫌になって外に出て行くんじゃない
かな。 
327＊：確かにそうかもね。先生と反対どっちのほうが討論が勝ったと思っている？ 
328A：もちろん、反対派。 
329＊：じゃあ、いろいろな人の意見を聞いてみようね。 
330A：いいよ！ 
 
４） 第三者による評価についての応答 
401＊：それでＡさんたちの意見を、先生ではない、第三者の立場の人から評価してもらいました。そ
こで、このような意見をもらいましたね。1つ目の意見は、「この意見文は３年生なのによく考
えて書くことができています。とても感心しました。でも、次のことがよく分かりません。高
齢者に合わせてまちづくりをすると、若者が住みにくくなると書いてありました。本当に住み
にくくなるのかなと思いました。例えば、バリアフリーが充実したまちは若者にとっても住み
やすいものになっているのではないかと思われます。２つ目は、高齢者に合わせすぎると若者
が他の県に行ってしまうと書かれてありました。確かに、あわせすぎると、若者にとって住み
にくくなると思います。でも、バランスよくまちづくりを進めれば、高齢者も若者も住みやす
くなるのではないかと思いました。３つ目は、高齢者や若者という視点も大切だと思いますが、
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コンパクトシティの建設等もまちづくりのあり方として大切ではないでしょうか。Ａさん、こ
の意見を聞いてどう思った？ 
402A：３年生としてうまく書けたと思うけど、たくさん説明できていないことがあると思いました。
今度、さっきの意見について書いていきたいと思います。 
403＊：どのように書き直す？ 
404A：うーん、すぐにはわからない。きびしい意見だな。 
405＊：そうだね。少し時間が必要だね。Ａさんたちは、先生以外の第三者の人たちから評価を受けた
んだけど、どう？ 
406Ａ：うーん、確かに当たっていることもあるけど。そう思わないこともある。 
407＊：どんなところ？ 
408Ａ：バリアフリーは住みやすいといっているけど、若者はそんなの必要ないと思います。お金だっ
てたくさんかかるし。やっぱり高齢者に合わせすぎるのはよくないです。 
409＊：なるほど、やっぱり高齢者に合わせすぎたまちを嫌いな若者もいるんだね。じゃあ、バランス
をとることが大切という意見はどう？ 
410Ａ：うーん、どのくらいずつがバランスがいいのかは分からないけど、高齢者と若者が住みやすい
というまちをとにかくつくることが大切なのかな。 
411＊：評価者の意見は認められる？ 
412Ａ：私は、高齢者に合わせるまちづくりだけを考えていました。それはよくないと思います。でも、
確かに若者にも対応したまちづくり、バランスのとれたまちづくりをしていくのはとても大
切だと思います。 
413＊：３つ目は？ 
414A：少しコンパクトシティについては先生と勉強したけど、わからない。でも、これから調べてい
く必要はあると思います。 
415＊：どんなことを調べますか？ 
417A：えーと、コンパクトシティは、どのまちが成功しているかとか、・・・ 
418＊：失敗している都市とか？ 
419A：えっ、失敗しているところもあるの？ 
420＊：えっとね、自分で調べたほうがいいんじゃないかな。 
421A：うんそうだね。お父さんと一緒に調べてみます。 
422＊：うん。じゃあどんな風に意見文を書きなおしていこうか。 
423A：もう一回考えると一個目、2 個目については、高齢者と若者が住みやすいまちってどんなとこ
ろかを調べて、バランスがいいようにしていくといいと思います。 
424＊：なるほど。 
425A：３つめは、・・・ 
426＊：うんと、難しいかな。 
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427A：えっと、成功して町と失敗したまちを文の中に入れて、考えていきます。 
428＊：なるほど、意見文は作り直せそうだね。 
429A：うん。でも、Bさんに納得してもらえるかどうか心配だなあ。 
430＊：大丈夫だよ。先生も一緒にいるから。 
431A：うん、でもいい評価をしてくれるといいなあ。 
432＊：いい評価が受けられるようにがんばろう。 
433A：うん。 
10分ほどの休憩 
 
５） 佐賀市まちづくりについての意見の再構成 
501＊：じゃあ、再開するね。お願いします。 
502A：お願いします。 
503＊：じゃあえーっと意見を作り変えるところをもう少しいい？ 
504A：うん。うまく答えられないかも・・ 
505＊：いいよ。言える分でいいよ。 
506A：わかった。 
507＊：さっきの話に戻るけど、「ポスター作る」とか「ちらしをつくる」とかではだめ？ 
508A：うんだめ。 
509＊：なんで？ 
510A：だって今までもやってきたから成功しているならもうやってるよ。 
511＊：佐賀市まちづくりを進めるのは始めはどのようにすればよいと考えたてた？ 
512Ａ：うん、多分思いついた方法を言えば、よいまちづくりができると思っていました。だから、「ち
らしを配る」とか「品物を安くする」「駐車場をタダにする」とかの方法を考えたよ。でも、・・。 
513＊：でも？ 
514Ａ：それって今までのやってきた方法だから、繰り返してもあまり大きな意味はないということに
なりました。だから、新しい考え方をすべきだと思いました。 
515＊：どのように？ 
516Ａ：まずは、佐賀市は人口が減っていて高齢者の人が増えていることを踏まえないといけないと思
いました。それと、Ｂさん（まちづくりに関わる NPO 法人の職員）の意見を聞いて、佐賀市の
状況に合わせることが大切だと思いました。 
517＊：佐賀市の状況って例えばどんなこと？ 
518Ａ：例えば、バスや鉄道などの交通がどんなになっているのか。歴史的な古い建物が集まっている
ところがあるとか。あといろいろな行事があっていることなどです。 
519＊：なるほど、いいね。 
520A：でも、バスは使いにくいよね。 
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521＊：どんなところが？ 
522A：だって、少ないもん。 
523＊：本数が？ 
524A：そう、本数が増えると、もっといろいろなところに行けると佐賀市のいろいろな場所に行ける
ようになると思います。 
525＊：なるほどね。他にもなんかある？ 
526A：授業の中で、コンパクトシティの話が出てきたと思うんだけど、佐賀市もできるんじゃないか
な。コンパクトシティを考えれば、不便だったバスなんかもうまく佐賀市を回れるようになる
と思います。それと、佐賀城とか古い建物とかを見学にいくことができるんじゃないかな。そ
うすれば、佐賀市の観光地をぐるっと回れるようになって、佐賀市にたくさんの観光客がくる
と思います。 
527＊：さっきのバスの本数を増やすことにもつながるね。歴史的な街なみについては何か知ってる？ 
528A：この前行ったよ。確か、柳町だっけ（歴史的な町並みがあるところ）？ 
529＊：どうだった？多かった？ 
530＊：うん。人が多かった。 
531＊：観光に使えそう？ 
532A：うん、でもやっぱいろいろなところに行けるようにしたい。 
533＊：すごいね。何かいいまちになりそうだね。 
 
６） 第三者評価について 
601＊：じゃあ、最後です。第三者評価はどのように思いましたか？ 
602A：外からの人は、評価が厳しいと思いました。 
603＊：どんなところが厳しい？ 
604A：バランスだけでなく、よいバランスにするにはどうすればいいかとか。コンパクトシティとか
他のことを考えることが必要とか。社会にはいろいろ考えていくものがあるんだなと思いまし
た。あと、 
605＊：あと？ 
606A：B さんの方が佐賀市のことをたくさん知っているから、それも入れて考えなくっちゃいけない
から。 
607＊：なるほど。授業でやったこと以外にも目を向ける必要性とかは確かに厳しいね。他にもある？ 
608A：くやしかった。 
609＊：どんなところがくやしかった？ 
610A：理由をもっと考えて書いたほうがよかった。 
611＊：どんな理由？ 
612A：先生と話してわかったけど、さっきの観光ができるような街にしたいとか。 
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613＊：なるほど。でも、よく考え付いたね。 
614A：うんでも、今度はもっといい意見をもらいたいな。でもくやしい！ 
615＊：そっかあ、でもこの授業は先生とみんなでしたものだから先生にも責任があります。だから、
また一緒に考えていこう。じゃあ、この社会科授業を終えて何か感想はありますか？ 
616A：もっと社会のことについて考えたい。そして、大人からもいい評価を受けることができるよう
にしたいです。でも、どうすれば、もっといい評価をもらえるかを考えたいです。 
617＊：Aさんは、第三者からの評価を受けて、それを乗り越えようとしているんだね。それは、学校
ではなく市民社会に参加をしていると考えることができるんだよね。Ａさんは、これから市
民として成長していくことができるんじゃないかな。 
618Aうん、社会科は社会で必要な勉強だね。 
619＊：えっ本当？ 
620A：今度はオスプレイだよ。絶対だよ。 
621＊：はいはい。じゃあこのくらいにしよう。今日はありがとうございました。 
622A：ありがとうございました。 
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終章 研究の成果と課題 
 
第１節 研究の成果 
 
 本研究の成果は次の３点である。第１は、市民社会への参加としての社会科教育の理論を提示した
ことである。その理論とは、正統的周辺参加のことである。第２は、正統的周辺参加に依拠し、具体
的な内容編成、授業、学習評価を開発したことである。第３は、正統的周辺参加について関連領域、
学問分野から理論的補充をしたことである。それぞれについて総括を行う。 
 第１の市民社会への参加としての社会科教育論を具体的に開発するにあたって、これまでの社会科
教育の学力である公民的資質が個人の内面に形成されるという認知主義の立場にあることを示した。
その認知主義的な学力論を社会参加の立場から批判的検討することから論を始めた。すると、公民的
資質の所在は個人の内面にとどまることなく、その外部にある社会に溢れ出すという結論に至った。
したがって、社会科学力論を社会参加とするべきことを明らかとしたのである。しかし、社会参加と
しての社会科教育論は主張され、実践も多くなされてきた。ここでの社会参加としての社会科教育論
としては、科学主義、批判主義、参加・活動主義を対象に、学校と社会の関係、知識や技能の転移・
応用の視点から検討した。その結果、社会参加を主張するにも関わらず、学校で習得された知識や技
能の転移・応用を前提とした学校と社会を二元論的に考える立場であることが明らかとなった。二元
論に依拠するならば、転移・応用論は大前提である。しかし、本論で述べたように、転移・応用論は
必ずしも首肯できる状況にはない。したがって、その原理には大きな疑問が生じるのである。 
 それらの課題を改善するための原理が、状況論とそれを理論的背景とする正統的周辺参加論である。
それらに依拠すると、学校はその外部に広がる市民社会に埋め込まれている。したがって、学校での
実践は市民社会においても意味や価値を有するものと転換しなければならない。学校だけにおいて意
味や価値を有する実践は市民社会においてはそれを失うと考えるのである。そうすることで、二元論
の課題を改善していくこととなろう。この原理に基づき社会科授業内容構成を行った。それは初等中
期から中等後期の範囲に及ぶ各段階の学習者を対象とする試案である。ここでは、スコープ・シーク
エンス法に基づき、それぞれを設定した。スコープとしては、社会的問題の領域である政治・経済・
社会・文化・総合の５領域を設定した。さらに、社会問題領域に社会参加とアンラーニングの視点を
加える。すなわち、社会参加するための社会問題領域、アンラーニングするための社会問題領域を実
施することが可能になる。そのことが、社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業を
可能にしていくのである。一方、シークエンスとしては、学校共同体、地域社会共同体、国家社会共
同体、地球社会共同体への拡大していくように配列する。それらを組み合わせることで各段階の指導
計画を開発することが可能になった。さらには、具体的に開発すべき単元内容も明らかとなるのであ
る。 
 第２の成果についてである。社会科授業内容編成に位置づけての授業開発においては、授業構成の
プロセスも示しながら、６つの事例を示した。学校共同体への参加をアンラーニングする社会科授業
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では、状況に対応できない知識や技能を棄却することを目標にした授業を開発した。それは、状況と
の関係によって知識や技能は形成されることを学習者に自覚させる授業開発ともなった。すなわち、
知識や技能のアンラーニングのレベルの授業開発事例である。地域社会共同体への参加としての社会
科授業では、地域的課題を取り上げ、その状況を豊かに示していくことで学習者が状況を適切に理解
していくことができることを示した。それは、議論のレイアウトは状況から切り離されていることを
示すことで具体的状況の重要性を学習者に自覚させる授業開発ともなった。地域社会共同体への参加
をアンラーニングする社会科授業では、地域社会の課題について考えていくことで特定の共同体での
学び直しを可能にする授業開発を行った。それは、少子高齢化、地域という現実の市民社会を自覚す
ることで新たな視点からの考察が必要であることを学習者に自覚させる授業開発ともなった。すなわ
ち、アンラーニングによる共同体の周辺性を回復するレベルの授業開発事例である。国家社会共同体
への参加としての社会科授業では、国家的規模の課題を取り上げ、状況ごとに判断が正当化、あるい
は価値を失うことを示した。それは、状況にこそ対応した判断をしていく重要性を学習者に自覚させ
る授業開発ともなった。国家社会共同体への参加をアンラーニングする社会科授業では、異なる共同
体と協働することで新たな活動を生み出していくことを可能にすることを示した。それは、異なる共
同体との協働によって生じる矛盾や葛藤が自己を変容させる契機となることを学習者に自覚させる授
業開発ともなった。すなわち、アンラーニングによる共同体間を越境するレベルの授業開発事例であ
る。地域社会共同体への参加としての社会科授業は、地球規模の課題を取り上げ、コンテクストを生
成することでより適切な状況を描く出すことを可能にすることを示した。それは、コンテクストによ
って課題に対する理解が異なることを学習者に自覚させる授業開発ともなった。 
 このような授業開発は、社会参加とアンラーニングのサイクルとしての社会科授業を実現する。特
に、注目すべきはアンラーニングの程度が異なる指導の実際を示したことである。アンラーニングに
より学習者は十全的な参加から周辺的な参加へと移行、あるいは異なる共同体へ越境する可能性も持
つこととなろう。それは新たな自己の形成ともなる。新たな市民育成論の理論的充実に大いに寄与す
るはずである。 
 学習評価の開発である。それでは、授業と同様に２つの場合を示した。社会参加としての社会科学
習評価においては、１つ１つの分断された知識や技能を評価対象とするのではなく、総合的な市民的
パフォーマンスとした。さらに、それを評価する方法としてパフォーマンス評価法を位置づけた。学
習成果としての市民的パフォーマンスは、社会参加の程度を把握するリソースとなる。つまり、十全
性への移行を把握することを可能とする学習評価なのである。一方、アンラーニングとしての社会科
学習評価では、学習成果としての市民的パフォーマンスを学校外部の第三者に評価するように設計し
た。第三者が評価者となることで、教師と学習者は協働して市民的パフォーマンスを作り出していく。
さらに、作り出された市民的パフォーマンスは評価が低い場合もあろう。すると、学習者と教師は従
来の考え方等を棄却して、市民社会においても意味や価値を有する学習成果とするよう行為していく
のである。すなわち、第三者を評価者として位置づけることで行為を変容させるというアンラーニン
グを可能にしたのである。このように、社会科学習評価においても社会参加とアンラーニングの原理
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を一貫させた。それは授業と学習評価の原理的一致を実現したこととなる。そのことは、原理的一致
を欠く社会科教育論と比較して優位に立つと主張してもよいであろう。 
 第３の成果についてである。本研究は、主たる理論として正統的周辺参加に依拠している。そのた
め、周辺的な参加から十全的な参加へと軌道を描くことが１つの学習のベクトルと考えることができ
る。一方で、正統的周辺参加では、周辺性が力を持つことを同時に述べている。すると、十全的な参
加から周辺的な参加へと移行することもまた学習として捉えることができる。しかしながら、レイヴ
らは周辺性を回復すること、あるいは十全的な参加から周辺的な参加への移行については十分に明ら
かにしていない。そのため、本研究ではそれらの理論的補充のためにアンラーニングの理論を援用す
る。つまり、周辺性の回復をアンラーニングと捉えるのである。 
 ではアンラーニングをどのように考えていくかが更なる課題となる。その１つがＹ.エンゲストロー
ムが提唱する拡張的学習を援用することである。レイヴらは、正統的周辺参加において自律した個人
を解体する。すなわち、脱中心化である。すると、個人の内面に知識や技能を習得するという見方は
できない。したがって、学習資源を構造化し、それへのアクセスすることが学習であると考えるので
ある。しかしながら学習資源の構造化について具体的には示していない。そこで、拡張的学習の理論
が補完的な意味合いをもつと考えている。それでは、集団活動システムモデルを示す。それは学習者
と様々な環境的リソースとの関係が明示化されている。すると、学習の構造化を具現化したものであ
ると考えられる。その構造を新たに変容していくことは状況の変化を意味する。すなわち、学習者は
アンラーニングする可能性を得るのである。その具体例を第２章５節に示している。次に、Ｂ.ラトゥ
ールが提唱するアクターネットワークの理論の援用である。レイヴらは、同様にすべての行為は状況
に埋め込まれていると述べる。しかしながら、それがどういうことなのか明確に説明していない。そ
こで、アクターネットワークの理論で説明を補充したいのである。ラトゥールは、行為は自己との関
係によって成立する、さらには自己は世界との関係によって成立するという。つまり、行為、自己、
世界はそれぞれが関係していることとなる。すると、レイヴらの文脈に戻せば、行為は自己や世界に
埋め込まれていると考えることも可能であろう。また、ラトゥールはアクターを人に限定しない。も
の・ことと対称的なものと考える。このように考えると、人・もの・ことが関係で結ばれたものが１
つの状況を構成する。一方でそれらが新たな関係を作り出せば新たな状況が構成される。このことを
アンラーニングとよびたいのである。その具体は第３章２節である。 
 このように、本研究の方法には様々な理論を援用している。しかしながら、単に思いつきや新たな
理論を援用すればよいという安易な考え方には依拠していない。すなわち、正統的周辺参加には依拠
しながら、レイヴらが具体的に論じていないを取り上げ、関連する領域から作り出すという手法をと
っている。関連する領域から正統的周辺参加の理論をさらに強化するという手法にこそ本研究の意義
があるのではないかと考えている。 
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第２節 今後の課題 
 
 一方で残された課題も少なくない。その第１は、実践的な課題である。本研究では、社会科授業内
容編成において各段階の開発すべき単元の事例を挙げた。その中の６つは本研究内で示した。しかし、
それは各段階においての一部分であり、１年間、あるいは一定の期間を経てどのような結果が生まれ
るのかは実証されていない。開発的な研究からすれ完全な実証はできないが、ある程度の実証的な知
見を得るようにしなければならないと考えられる。開発的な研究の性格を有するが、実証的に実践し
ていくことでさらなる充実を図ることが可能になろう。 
ただし、実践した授業においては、考察することで実証を試みている。第２章の第５節、第６節以
外は実践している。その結果、想定していたように結果を得られることもあった。しかし、一方で新
たな課題を生み出すこともあった。その課題をどのように改善していくかがさらなる課題意識となる
ことを感じている。 
 第２は、方法論の精密化である。授業と学習評価の開発事例を示した。しかし、これらの開発方法
が十分に精密であり、一般化可能であるかといえば、不安が大いに残る。本研究は、実践的な研究と
して貢献できることを目的としている。そのため、現場による教師が実践可能とすることができるよ
う授業開発の方法を一般化していく作業が求められよう。しかし、この点についても一部であるが実
践を試みている。学部向けの「教科教育法社会」、「中等公民教育論」等において示した授業開発の方
法に基づき、単元開発を行った。また、開発した授業をもとにマイクロ・ティーチングや模擬授業等
を実施している。それらを鑑みると、授業開発の一般化についてもある程度実証していると結論付け
ることも可能であろう。いずれにしてもこれらの実践等も踏まえ、さらに検討していきたい。 
 以上の２点が今後の課題となる。本研究が依拠した状況論、正統的周辺参加は新たな社会科教育を
拓く可能性があると信じている。真摯に向き合い、より体系的な開発的研究を目指していきたいと考
えている。 
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